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 序  論     
   研究の目的 
    地域看護は、昭和 16 年の保健婦規則制定から 60 余年(66 年)の歴史を持つ。     
保健師職能は大正 12 年の関東大震災からおよそ 20 年を経て法制化された。関東 
   大震災時の民間人や医療社会事業家、産婆、看護婦らの救護活動の成果が、20 年後
に国策により国民の健康を守る尖兵としての保健婦という職能を助産婦、看護婦と
は別個に産み出す要因となったと考えられる。（平成 13 年、保健婦、助産婦、看護
婦の｢婦｣が｢師｣に改正） 
    国民の健康の動向は、昭和 30 年時代（平均寿命男性 63.6 歳、女性 67.75 歳）¹⁾
の感染症と保健医療体制整備の時代から、人々の寿命が飛躍的に伸び慢性退行性疾
患、生活習慣病、少子高齢社会という時代(男性 78.67 歳、女性 85.59 歳、平成 16
年）²⁾に到り、これまでの地域保健、医療に加え地域福祉という概念が打ち出され
る現今になった。 
    この間筆者は、昭和 32 年から保健師の業務に従事し、変動する現場活動の中で
保健師活動とは何か、その発生要因と活動が継続されて来た意義はどこにあるのか
を考えて来た。 
保健師は長い歴史を、国民の疾病の動向と国の方策に添い時代の変化に適応し、
自己の在り方をも問いながら実践活動を続けて来ている。そして現在、少子高齢社
会と福祉の概念が論じられる社会的背景のもとで、地域看護の実務と教育の場にお
いて保健師活動の在り方について大きな揺らぎを持つ状況に置かれている。 
    これは、保健師自身が公衆衛生活動の中で、地域を活動の場とし、人々の健康生
活支援技術と健康生活情報を持つ者としての活動をして来ながらも、自己の活動原
理を明確にせず時代の要請に倣って活動をして来たことによると考えられる。これ
までの長い歴史過程においてはいくつかの試論が出されて来た。 
    しかし保健師活動の原理となるもの、概念、体系化はいまだ不明確であり、保健
師活動の全体像を構築するには到っていない。このことから保健師活動を構造化し、
体系づけるものを自己の保健師実務と教育経験から案出することの必要性を考え
た。60～80 年の年月に亘って継続されて来た保健師活動には、それ故の原理が内臓
され、地域看護を形成させているものがあると考えられる。 
    これを｢看護における地域看護の特性を形成する要素｣として案出し、その妥当性
について検証を加え、地域看護を構造化し、体系づけることを試みる。そしてこれ
を地域看護の実務と教育に反映させ、今後の地域看護事業発展への一助とすること
をねらいとするものである。 
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論文の構成 
 
   序論では、本論文の目的と論文の構成について述べる。 
 
第 1 章では、研究の背景として、本研究のテーマを考えるに至った看護教育並びに地
域看護の現状及び本研究の意義について述べ、併せて本論文で使用する用語の整理と
定義をする。 
 
 第 2 章では、地域看護の概念全般について即ち定義、法制、教育、歴史的経過と現在、
公衆衛生における位置、実践活動の概要と方法について述べる。 
 
 第 3 章では、地域看護を機能させる特性要素について、案出した仮説要素 9 項目につ
いての意味と解釈例について記述する。 
 
 第 4 章では、地域看護活動実践事例 11 例を挙げ、それぞれの実践が行われた時代的
背景及び、社会的環境をふまえ、実践例の概要を説明し、その実践例の中で作用して
いる要素項目を表出し指摘する。更に看護過程において、地域看護実践課程にみられ
る要素項目表出の特徴について考察する。 
 
  第 5 章では、地域看護の特性要素について、看護系大学(地域看護担当)教員と地域看
護実務者に対するアンケート調査により、仮説要素の妥当性について意見を聴取した。 
   その調査内容と要素項目及び妥当性全体についての意見と、更に大学研究者と地域
看護実務者との妥当性判断の特徴について述べる。 
 
  第 6 章では、地域看護における特性要素の構造として、第 2 章の地域看護の概要をベ
ースにおき、第 4 章の実践例からの検証と第 5 章の大学研究者・地域実務者の妥当性 
  意向調査結果をふまえ、地域看護展開における特性要素の作用及び特性要素を内蔵し
た地域看護ハウスモデルの構造化を試みる。 
 
  第 7 章では、終章として特性要素を内臓した地域看護ハウスモデルにおいて地域看護
の現状と課題、地域看護における役割意識と地域看護教育の基点となるものについて
まとめ、本研究を総括する。 
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   第 1 章  研究の背景 
 
 １,１ 看護における地域看護の特性研究についての背景 
  １）地域看護教育の現状から 
    従来の看護教育は保健師助産師看護師学校養成所指定規則により、高等学校卒後 
に看護師専門教育 3 ヶ年を基点とし、その上に保健師・助産師の教育を重ねて来た。 
    平成 14 年には、3 ヶ年の看護師教育課程は 661 校で保健師教育課程は 151 校で
あった。看護の 4 年制大学は昭和 26 年に高知の県立女子大学家政学科に 1 校が開
設し昭和 28 年に東京大学医学部衛生看護学科が設置され、その後昭和の時代には
看護大学は 8 校のみであった。これが平成 4～5 年以降看護系大学は急増し、平成
15 年 4 月には 106 大学になっている。この状況下 3 ヶ年の看護師教育に積み上げ
られる保健師の専門教育校は随時閉鎖される傾向が生じている。¹⁾ 
    4 年制看護大学における教科は、そのほとんどが看護師と保健師の統合教育とし
て行われており、学生は卒業の時点において看護師と保健師の国家試験を同時に受
験する。一方急増する看護大学では、看護教員の確保が困難を極めており特に地域
看護(保健師数は看護職総数の 3.2％)の場合は大学教員としての要件を満たす教員
の数は限られ極めて厳しい現状にある。 
    これらの事由から看護系大学教育においては教員間でも地域看護について充分に 
   理解され難く、また教育内容においても地域看護の原理的部分が的確に組み込まれ
て構成されているとは言いがたい。 
 
  ２）地域における保健師活動の現状から 
    保健師は、日本に地域福祉が無かったと言われる長い年月、地域に在って、住民
の健康と福祉を支え今日に至っている。わが国の地域福祉施策の進展は、急速な少
子高齢化進行の中で行われ、福祉先進国と言われる北欧にみられるような長期展望
が全く無いところで、近年多様な施策が一斉に実施されその見直しが続いている。 
    昭和 45 年に日本の老年人口の割合は 7.1％を示し、その後 55 年に 7.5％、平成 7
年には 14.5％と急速に高齢化が進んだ。この間、国の施策としては、昭和 57 年に 
   老人保健法の制定があり、昭和 60 年の第一次医療法改正で、高齢化や疾病構造の
変化に伴う医療計画全般の対応が取られ始めた。平成元年には日本で始めての総合
的高齢者福祉施策として“高齢者保健福祉十ヵ年戦略(ゴールドプラン)”の発表、
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平成 6 年には地域保健法(昭和 22 年来の保健所法に地域保健、医療福祉計画を盛り
込んだもの)制定と新ゴールドプランの発表、平成 8 年に福祉 8 法改正、9 年には地
域保健医療計画の公示、そして平成 12 年に介護保険制度が施行される、と十数年
間に保健・医療制度の見直し及び、高齢者福祉を国の措置制度から契約制への利用
方法を取る等の急速な転換が図られた。 
    この過程で福祉実務においては多くの職種・職制も作られた。そして保健・医療・
福祉行政間の統廃合や再編・調整がなされた。 
    保健・医療と福祉の現場は、先行する制度転換や、不透明な介護保険見直し等で 
   非常な混沌の中に置かれている。 
    保健師は、就業数 39,195 人(平成 16 年)²⁾の 76％余りが保健所と市町村に所属し
ており、公的機関に在ることの役割が求められている。しかし、前述の変革再編の
過程でその存在が揺らぎ、長年培われて来た｢地域看護｣の原点に基づく自己の本質
的役割と活動のあり方を見失っているように見受けられる状況がある。 
 
  ３）保健師活動の原理を支える特性要素表出並びに構造化の 
必要性について 
    日本の保健師業務の発生起点とされる関東大震災から今日まで 80 余年にわたり 
   保健師業務(公衆衛生看護事業として)は継続されて来た。日本の社会が激変する   
時代の中でその在り方に紆余曲折はあってもその存在が継続されて来たことの中
に保健師が存在する原理的な意義があると考える。しかしこのレベルのことについ
ては地域看護学においては未だ考察されていない。 
 よって前述した地域看護の現状に鑑み、看護において地域看護の特性を形成する 
要因をその要素部分について検証し表出する。またその特性を内臓した地域看護を 
構造化しモデル化を試みる。そしてこの研究を地域看護理論構築の一部とし、しい 
ては地域看護の実務及び教育に反映させることを期するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 4 
１,２ 本研究で用いる用語の定義 
    地域看護(公衆衛生看護)発生から今日までの 80 余年にわたる時代経過において、 
   保健師活動のとらえ方や用語の用い方にまだ未確立な概念や使用上の変化があり、
かつ法制上の規定における改正もある。 
しかし本研究で使用する用語は、表１―１｢本研究で使用する用語の定義｣の 
ように定めて用いることとする。 
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 表１-１ 本研究で使用する用語の定義 
 
 
表１-１ 本研究で使用する用語の定義 
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 第 2 章  地域看護について 
  ２．１  看護概念と地域看護の定義   
 １）定義 
   地域看護の定義については、地域看護と公衆衛生看護という 2 つの用語が同義語あ
るいは一方に包含される用語として扱われ混乱がみられる。筆者は本論文では 2 つの
用語を同義語として扱い、主として地域看護という表現を用いる。また地域看護は広
義の看護概念の一つの専門領域としてとらえる立場をとる。 
   まずはじめに地域看護と公衆衛生看護の用語の概念規定について島内節¹⁾は、『従来
行政サービスを主体として行っていた公衆衛生看護は地域で行われる看護活動のすべ
てのことを含むと考えられてきた。あまりにも範囲が広く責任主体が不明確になる。
そこで地域看護は地域で行われるすべての看護活動（①行政サービス、②在宅ケア、
③産業看護、④学校看護）を意味する。公衆衛生看護は保健所や市町村などによる行
政サービスとしての看護の実践と管理している住民の健康問題に責任をもち、そこで
②～④と連携をとりつつ担当地域住民がよいヘルスケア(福祉を含む)が受けられる方
法や体制づくりをする。公衆衛生看護は、地域看護において行政的な看護を受け持つ
分野①として位置づける』と説明し、公衆衛生看護を地域看護の範疇としてとらえて
いる。 
   また保健師教育カリキュラム(保健師助産師看護師学校養成所指定規則、以下養成所
指定規則)改正において、公衆衛生看護学(平成元年 3 月改正)が地域看護学(平成 8 年 8
月改正)と教科目が改められ、教育の場や地域活動の場において｢地域看護｣という用語
が一般化しつつある。 
   一方、荒賀直子²⁾は、「地域看護学とは公衆衛生看護学と同義である」として、保健
師が行う地域看護活動の大きな特色として「公衆衛生の知識や技法を使って、地域で
生活している人々を集団または個人でとらえ地域全体という社会をも対象として看護
活動を行うもので、これは従来から公衆衛生看護といわれて来た活動の分野である。
地域という活動の場は同じでも保健師活動の内容は、公衆衛生活動であり、訪問看護
として行われる地域看護活動と比べて、対象、活動の範囲、活動内容はそれぞれの特
徴がある。」として家庭訪問を例にとりその特徴をのべている。 
   筆者は、島内の公衆衛生看護を地域看護の範疇でとらえることには異論がある。公
衆衛生看護は看護の専門分野であり、公衆衛生活動の一領域として形成されてきた経
緯からも矛盾があり、島内の説明や後述する定義も含めて別途論議すべきところであ
ると考えている。しかし本研究では保健師教育カリキュラム改正において｢公衆衛生看
護学(平成元年 3 月)｣が｢地域看護学(平成 8 年 8 月)｣と改正されていることと、｢地域
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看護｣という表現が行政や看護教育、地域活動場面において使用され一般化しつつある
こと、また荒賀の「地域看護は公衆衛生看護と同義語である」としていることから本
論文では冒頭に述べたように、この 2 つを同義語として地域看護という用語を用いる。 
   但し公衆衛生活動の範囲（学校、産業を含む）と重ね従来の公衆衛生看護概念で用
いる場合には地域・公衆衛生看護と記述する。 
以下にこれまで出されている公衆衛生看護、地域看護の多くの定義の中から筆者が
地域看護としてとらえる概念と部分的にでも一致するものを引用する。 
 
  （１）地域看護の定義 
  ① R フリーマンによる定義 
地域看護は健康を保持しにくい個人やコミュニティの諸条件を分析し、それを改
善するために、特定の看護や医療の技術、さらに教育や社会活動の技術を系統的に
適用することを特徴とした専門的看護と公衆衛生活動の一領域である。 地域看護
活動は、一定の人口集団の健康状態または保健行動、あるいは彼らが活動している
物的または社会的環境の変化を刺激したり調整したり方向づける。さらに地域看護
は人口集団と健康、あるいはその健康に寄与するために開発されて来た健康に関す
るケア・システムとの関係を変革するようにも方向づける³⁾ 
   ② 看護医学事典による定義 
    それぞれの人が生活している場で個人・家庭の健康レベルに対応した専門的看護を
行なう。今日家族のケア機能の低下において在宅看護、地域看護の需要が高まった。 
   本来の目的は地域住民の健康づくりの支援で｢保健医療｣と｢福祉｣を統合して健康的 
    生活様式を形成していくことにある。 
    保健師、看護師、準看護師、理学療法士、作業療法士などで人々のセルフケア能力
を高める働きかけが行われる。⁴⁾ 
   ③ WHO 専門委員会報告による定義 
    地域のヘルスニードを確認し、選択した対象すなわち個人を含む家族を 1 つの 
   単位とした家族保健指導（Family health nursing）であり地域保健・医療チームの
成立に関わり、そのメンバーの一員として役割を果たすことである³⁾。 
 
   （２）公衆衛生看護の定義 
①アメリカ公衆衛生協会による定義  
公衆衛生看護は、公衆衛生の教育を受けた看護職の専門的職業であり、かつ住民レ
ベルに焦点をあてた看護の科学を示している。 公衆衛生看護の中心は、全住民の健康
の促進と疾病予防である。これは住民のひとりひとりを援助したり、ケアを提供することも含
む。またケアを要求していないがその人自身やその地域の他の人々に危険をもたらす問
題(例えば感染症)を抱えている個人の人を確認することも含む。公衆衛生看護は、地域に
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おいて個人に直接的ケアを提供することよりもむしろ住民全体を考慮しながら個人のニー
ドのアセスメントと評価の過程を通して直接的ケア提供をサポートすることに焦点を置いて
いる。 
      保健師は、問題を防ぎ、住民がケアを利用できるように地域におけるシステムやプログラ
ムを計画し、発展させサポートしていくために他のサービス提供者と協力する³⁾。 
 
    ② National League for nursing⁵⁾ による定義 
      公衆衛生看護とは、専門職看護であり、組織された公衆衛生活動の専門分野の 1 つで
ある。公衆衛生の理念・知識・方法と看護の知識技術を応用して行う。公衆衛生看護従事
者は、家庭、事務所、学校、保健所において個人、家庭、集団を対象としてサービスをす
る責任がある。また他の関係者と協力して地域保健の事業計画や実施にも参加する。 
      
   ③  ＷＨＯ第 4 回専門委員会レポートによる定義 
     公衆衛生看護の看護技術と公衆衛生と社会扶助のある側面を結びつける看護の特殊分
野であって、健康の保持増進、社会的・物理的環境条件の改善、疾病ならびに障害の予
防、あるいは回復期の措置を意図し、公衆衛生事業全体の一翼をなすものである。 
      わが国では保健師によって行われる個人・家族・社会集団に対する疾病予防活動、保
健指導活動を主に公衆衛生看護と呼んでいる。⁴⁾ 
 
２） まとめ 
     （１） 引用した｢地域看護｣及び「公衆衛生看護」の定義からは、地域看護が看護の中の一
つの専門分野であること、かつ公衆衛生活動の一領域であること、活動は一定の地域に
おいて個人・家族・集団を対象とする働きかけをすること、またケアの内容は問題が表出し
ているいないにかかわらず、問題に応じて個人及び住民全体の健康に焦点をあてたケア
及び予防活動をする。 そして住民の生活の場において健康ニーズを評価し他のサービ
ス提供者を含めてケアシステムを構築し実践されるものとすると解釈される。            
    (2) 地域看護と公衆衛生看護の用語については、島内らの解釈はあるものの、従来から用
いられている公衆衛生看護と最近使われている地域看護のとらえ方に大きな矛盾がある。
引用した定義に於いても公衆衛生のとらえ方と、公衆衛生活動の一翼として看護の専門
領域を形成してきた歴史がある。 
平成 8 年の保健師教育カリキュラム改正では従来の臨床看護と継続看護を加えたもの
を地域看護としており看護概念のとらえ方の問題がある。またその領域を公衆衛生看護に
ついては県・市町村の保健師活動とし、本来公衆衛生分野に含まれる学校衛生や産業衛
生の保健師活動は含まれていないなど公衆衛生の概念枠及び看護の概念のとらえかたと
その専門領域との整合性上に矛盾があり論議が必要であると考えられる。 
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(3)  しかし本論では本章で前述した保健師カリキュラムの改正と行政他の用語として使用 
されていることから、これに準じて地域看護の用語を用いていくこととする。 表２―１は、看
護学分類における地域看護学の体系と構成、その具体的活動内容を私見としてまとめた
ものである。 
      地域看護は基礎看護学と発達課題別看護学を土台とし、公衆衛生、学校、産業、施設
の各対象集団別分野に分かれ、それぞれの目的において看護活動を実施する。そしてそ
の対象分野の特性と健康課題に即して活動のテーマや活動方法が選択され表 2-１の看
護の内容に示したような保健師の活動が展開されることになる。 
 但し現在のところは「公衆衛生看護」と言う概念が県、市町村という行政分野に狭めて用
いられ「地域看護」の概念が学校、産業を含む大きな概念となっていると言う矛盾を擁する
ものになっている。 
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   表２-１ 看護における地域看護学の構造と内容 
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 ２．２ 教 育 
    １） 地域看護(保健師)教育と資格取得制度 
     保健師は養成所指定規則により、高等学校を卒業して、看護師教育 3 年を修了し看護師  
の国家試験受験資格を有する者が、保健師教育課程 6 ヶ月以上を修了し国家試験に合
格し国家登録をする。 図２―１に保健師の資格取得課程を示す。 
専門学校教育の場合は高校卒業後 3 ヶ年の看護師教育を終えたのち、１年の保健師
教育を経て国家試験合格後資格を得られる。一方大学教育の場合には 4 年間の教育を
受けたのち国家試験を受けて資格を得る。 
従来、保健師の教育は看護師教育３ヶ年と保健師教育課程１ヶ年を合わせて 4 年間の
教育を行うものが本流であった。近年は 4 年間の大学教育を行うものが急増し、看護にお
ける地域看護の特性概念を明らかにしない過程で保健師と看護師の統合教育が行われ
緒、地域看護に係る教科目と単位数も減少し、保健師教育が弱体化している。 
広義の看護概念において基礎看護学に加えて、地域看護の構成分野、そのテーマ、
活動内容を総括すると前出表２―１｢看護における地域看護学の構造と内容｣の様にまと
められる。平成 16 年には４ヶ年の看護大学は１２２校に至り、看護師３年教育に積み上げ
る保健師教育の専門校は随時閉鎖される傾向にある。  
 
図２-１ 保健師の資格取得プロセス 
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２）保健師の初期教育と変遷 
（１） 保健婦規則制定当時 
保健婦規則の制定は昭和 16 年太平洋戦争開戦の年である。保健師の教育は昭和 16
年の規則制定時には、3 種類の養成であった。 
第 1 種は高女卒に２ヶ年の専門教育を行う、第 2 種は看護婦有資格者に 6 ヶ月の教育
を行う、 第 3 種は産婆有資格者に 6 ヶ月の教育を行うものとされた。  
昭和 16 年当時の日本女性の職業教育としては、第 1 種の高女卒に２ヶ年の専門教育と
いうものは社会的に相当に高いレベルのものであった。昭和 12 年大阪府立社会衛生院で
5 ヶ年の高等女学校卒に２ヶ年の教育をするもの、また昭和 12 年、聖路加女子専門学校
公衆衛生看護学専修科で高等女学校卒に３ヶ年の看護婦教育＋１ヶ年の保健婦教育が
ある⁶⁾。 
      保健師は人を指導する 1 つのプロフェションとして考えられ、教養の如何を重視し社会
的地位と権威を持ち⁷⁾、 単独で訪問指導をすることから社会事業や社会医学、看護、予
防医学等の知識を有し、単なる看護婦・産婆を再教育したものではない能力を持つ者とし
て考えられた。 しかし、当時の保健婦誕生が期待される背景には大別して３つの情勢が
あり日本の保健婦教育の発展を左右した。 
      1 つは欧米の保健婦事業の歴史から、導入されたもので、東京や大阪などの都市にお
いて醸成されたプロフェッションとしての高度な公衆衛生看護婦の養成がある。 2 つは都
市の低所得層の生活に応える大衆的需要に基づくもの、 もう 1 つは準戦時体制下の疲
弊した農村社会の医療代替的需要によるもので保健婦のプロフェションという質を求める
ことよりも第 2 と第 3 の量を要求され、これに並行して応えるものであった。 
     保健婦の養成は昭和 15 年には全国の都道府県市、県単位で 21 府県で行われ、そのう 
ち 10 県が高女卒を保健婦の教育基礎教育としていた。養成所入学者別では 877 人の養
成で 25％が高女卒を入学資格とするものであった⁷⁾。 
 また、保健師の名称は昭和 15 年の厚生省の調べによると 63 種あり、当時の準戦時体制 
下を表わすものもあり、非常に多様な名称が使われていた⁷⁾。  この中で後の保健婦事業
に通ずるものは、社会看護婦、巡回保健婦、公衆衛生看護婦などがある。 保健婦事業を
全国組織化する初の大会では第 1 回全国社会保健婦大会(昭和 15 年、大阪府)という名
称が使われた。 昭和 16 年日本が戦時体制に入り、保健婦の教育は、医師、看護婦、産
婆と同じく非常時下において短縮されて終戦を迎えた。 
 
（２） 戦後教育の体系 
戦後占領軍の指導により、日本の民主化、公衆衛生対策の一環として看護のレベルア
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ップがはかられ保健婦、助産婦、看護婦を一本化した身分法が作られた。 
 昭和 20 年 8 月太平洋戦争終了後，日本の看護制度は欧米諸国に比して著しく立ち遅
れていたために米軍総司令部公衆衛生部、公衆衛生福祉部の指導のもとに根本的検討
が行なわれた。 昭和 21 年には、看護婦、保健婦、助産婦の各制度を保健師制度に統
一する改正案が出された。 
高等女学校を卒業した者が 3 ヶ年の専門教育を受け、国家試験による免許とされた。但
しこれは時期尚早であるとされた。因みに当時の状況は看護婦は 16 歳以上、1 年以上の
学術を修業し検定試験に合格で免許を取るとされていた。しかし殆どが見習い看護婦と
して看護を身につけることが目的であり、また入学資格は高等小学校卒業を最低資格と
しており、昭和 26 年の調査では 78％が高等小学校卒業であった。 
 昭和 22 年 7 月に保健婦の 1 種・2 種・3 種の養成は廃止され、現行制度の原型となる
制度が国民医療法の委任に基づく政令として保健婦、助産婦、看護婦令が公布された。 
内容は，①保健婦，助産婦は、甲種看護婦教育の上に更にそれぞれ 1 年間の教育を
する。②国家試験をして厚生大臣の免許とする。③看護学校の入学資格は高等学校を
卒業した者で看護教育は３年以上を修業年限の原則とする。④看護学校・養成所は文
部・厚生大臣の指定とする、と従来の日本の教育制度からみると飛躍的な改正が行なわ
れた。 
昭和 23 年７月に保健婦助産婦看護婦法(以下、保助看法)が制定された。看護婦は高
等学校卒業に３ヶ年の看護教育をし、その上に保健婦、助産婦を各１年積み上げる。そ
して保健婦、助産婦、看護婦はそれぞれに国家試験により免許を取得する体系になり、
昭和３１年度の卒業生から現行の看護教育４ヶ年の保健婦がスタートした。 
因みに昭和４１年の保健婦教育の学校数は４１校で、４年制大学が 3 校、短大専攻科 2 
校。看護婦 3 ヶ年に 1 ヵ年の保健婦教育として実施されるものは 2 校、8 ヶ月の教育が 1
校、保健婦と助産婦の統合教育が 2 校であった。  
 
（３） 教育内容の変遷    
  保助看法以降の保健婦教育内容の変遷をみると昭和 24 年の指定規則では、公衆衛
生・予防医学を柱として公衆衛生・看護一般、公衆衛生看護特殊科目(精神衛生、教育
心理学、社会学、社会福祉)で構成された。 昭和 26 年では、公衆衛生・予防医学を柱
に公衆衛生看護の原理および実際と公衆衛生看護の各論の科目で構成された。 昭和
46 年に、公衆衛生看護論が柱になり、保健医療の社会科学、保健統計、疫学、健康管
理論、社会福祉・社会保障制度、公衆衛生行政と科目が編成され、公衆衛生看護が初
めてコアになったカリキュラムへと段階的に変遷している。 
  平成元年には公衆衛生看護学として｢論｣から｢学｣への科目改定(看護各論は包含)が
あり疫学、健康管理論、保健福祉行政論に構成された。 
  公衆衛生看護は昭和 24 年から 40 年の長い年月を経てようやく公衆衛生看護の「論」
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から「学」へ到達した。 
 
（４） 公衆衛生看護学から地域看護学へ 
 平成 8 年の第 9 回目の規則改定で、科目名は「公衆衛生看護学」から｢地域看護学｣に
改められ科目の構成が大幅に再編された。 
 この改定では地域看護学が概論と活動論に大別された。「地域看護学概論」は、公衆衛
生看護及び継続看護の基本概念と目標を学ぶものとし、一つは地域における看護活動の
基本知識と及び地域を基盤にした予防の考え方と行政的対応について学ぶ、また健康援
助のとらえ方については社会的条件(偏見や生活習慣等も含む)との関連を強化した内容
とし地域住民の主体性を尊重した内容とされた。 
 「地域看護活動論」は、地区活動、家族援助、健康教育の方法技術、健康と疾病・障害
レベルに対応した援助方法と技術及び地域看護活動計画作成過程に区分されている。 
 その他は看護師教育課程の公衆衛生学を踏まえて、疫学、保健統計、福祉行政保健福
祉計画について実践的に学ぶものとしている。     
 この保健師教育の教科は 21 単位で看護師教育の 93 単位と合わせて 114 単位、4 ヶ年
の大学教育として統合化されて来ている。 平成 16 年 122 大学、保健師学校 49 校、後者
の看護師教育 3 年に積み上げる養成校は年次減少傾向にある。 
  平成 8 年の公衆衛生看護学から地域看護学への改正の中で筆者が特に問題としてい
ることは、地域看護学の中に公衆衛生看護学が包含されたという概念枠の問題と公衆衛
生看護とは並立しない継続看護の理念が基本理念としてカリキュラム改正のねらいとして
加えられたことである⁸⁾。 改正以前には公衆衛生看護は公衆衛生の基本理念が踏襲され、
従来の看護の概念を広げて看護における専門分野として発展し、また戦後には公衆衛生
における一分野の看護として位置づけられて来たものである。 
 しかし、平成 8 年の改正ではこのことが看護概念の中で非常に曖昧に矛盾を持つものと
して形作られ一般化してしまっていると思われる。 
 ｢地域看護学｣として編纂されている近刊の教科書ではこの矛盾をあげ、また学会として
は地域看護学会とは別に公衆衛生看護学会の立ち上げなどがあり論及されている現実が
ある。 また４ヶ年の保健師・看護師が統合された大学教育においても地域看護、公衆衛
生看護カリキュラム編成上また、看護教員の認識の上でも理解が非常に不十分なまま統
合教育として進められている現状がある。 
 以上、平成 8 年改正の矛盾を含みながらも、筆者の立場から地域看護学(公衆衛生看護
学)を看護(広義)の範疇で組み立てると前出の表２―１のように構成される。 
 地域看護は小児、成人といった発達課題別又は急性期、慢性期という疾病別分類の１
つとしてに並列する看護の一分野ではない。これらを包含し地域で生活する人々や機能
集団を含んだ教育力量があってはじめて、地域においての看護が地域、学校、事業所と
いったそれぞれの分野で実施される力を持つものであると考える。 
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３） まとめ 
 保健師像を初期教育と発生の時代背景からみると，大正、昭和初期の時代的ニーズに
おいては、当時の看護婦像ではない医療社会事業家即ちソーシャルワーカー的役割が
求められ、その直接的ケア技術として臨床看護技術が取り込まれ、当時としては非常に高
い女性の専門職業像が作られて戦後に引き継がれた。しかし保健婦の基礎資格は時代
背景の中で質より量が求められ極めて多様であった。 
 昭和 23 年には保健婦、助産婦、看護婦と別個であった規則が保健婦助産婦看護婦法
として一本化され、保健婦と助産婦は看護婦をベースとする免許制度になった。 
 昭和 30 年代までは保健婦資格を得ることを「看護婦から足を洗う」という表現の一面もあ
り、その後も保健婦と助産婦が高卒に 4 年の教育体系を取っていても、看護職全体の底
上げには到らなかった。また看護の概念形成も未熟であり、看護の協会組織も保健婦助
産婦看護婦はそれぞれが別枠であった。（宮城県では昭和 56 年に保健婦、助産婦、看護
婦の組織が一本化、職能別委員会組織となる）。平成の時代に至り、それまで数校であっ
た看護の大学 4 ヶ年教育が急増した。 
 戦後 GHQ の指導の下で示された欧米並みの高い看護教育制度が 50 余年の年月をか
けてようやく保健師、助産師、看護師共に専門学校教育から大学教育で行われるようにな
り、看護職全般に対する社会的認知も得られるようになった。 
 しかし、保健師の教育については、単に 4 ヶ年の大学教育として保健師 1 年、看護師 3
年を統合した形で行われている現在の地域看護教育では不十分である。 
 その教育課程において保健師自身が看護における自己の特性を明確に持ち、看護の
概念枠組みとその中の地域看護の位置づけを提示する必要に迫られていると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
２，３ 免許と看護における業務範囲 
１） 看護における位置 
  保健師の資格免許は保助看法第 2 条において規定されている。 保健師の名称を用
いて保健指導に従事することを業とする。また小南は保健師は看護師教育と看護師免許
を有して保健師資格取得をベースとしていることから、看護の範疇に属するものであり、対
象の特殊性に導かれる基礎看護学を基盤とする看護の一つの特殊分野である⁹⁾ と述べ
ている。 業務規定としては、傷病者の療養上の指導にあたって主治医がある時はその指
示を受ける(保助看法 35 条)とされている。 但し地域の看護に当たって主治医が定かでな
いケースについては保健師のケア上の判断が為されると定められている 10)。 
 地域での保健師活動においては、主治医が定かでないケースも多く、また主治医があっ
ても在宅のケースの状況、情報を主治医に繋げてケアの統合をはかる事例が非常に多い。
(本論文第４章 実践事例における特性要素項目の検証ⅥとⅦを参照)。  
 以上のことから看護概念における保健師活動の構造を法制上から整理すると、表２―２ 
「看護概念における保健師活動の構造」のように、ケア業務の範囲と対象領域、活動の場
が整理される。看護概念における保健師活動は、臨床看護、介護を包括し、地域・公衆衛
生看護、健常者、公衆衛生、地域保健を含むケア機能になっている。 
  
２） 臨床看護と地域看護のケアの特性  
臨床看護と地域看護の特性をケア主体との関係性、ケア要素の作用、ケアの場と方法
について対比してみると、表２―３のような特徴があげられる。(註 地域看護の特性要素に
ついては本論文第 3 章で説明) 
 臨床看護はケアの場は医療施設内で行われ、主訴を持って来所した患者を施設に受け
入れる主人の役割になる。患者の主訴、一般状態を「観察把握」し、医師の診断と治療方
針に添って患者の看護「護る」という要素を実施する。看護の内容は異常状態の改善・回
復をはかり安息安楽が得られるようケアをし療養環境を整える。本人が自力で出来ない行
為や本人の消耗を少なくする必要が生じている場合には、食事や排泄の介助、清拭、移
動などの生活行為の「補助または機能の代行」をし看護において個の「ケアの統合」をは
かる。 
 患者との関係は待つ、受け入れるという受動性であり、看護の場は医療施設内という限
定性がある。 ケアの形、方法は主治医の指示のもとにおいて問題を持つ（意識化してい
る）個人への働きかけとして行なわれる。 
 地域看護の場合は、対象者の生活の場(ケアのために準備された場ではない)即ち家庭
を訪問する。対象者の方に「出向く」ということが基本になる。 対象者との「関係」は、その
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家庭を尋ねた客の立場で、対象者が主人であり、保健師の訪問を受け入れるか否かは
｢主人｣の方にゆだねられる。 ケア関係形成は対象者の主体性を基本とする。 臨床看護
における対象者の出会いとは全く逆の立場からの関係づくりとなる。 
 健康問題は必ずしも対象者が意識し表出しているとは限らない。 健康問題とその原因
や指導を現場で把握しながらその問題を意識化し認識してもらう。また、テーマによっては
｢施策制度化｣させる、という働きかけが行われる。 意識化された健康問題がその家庭・家
族の力量で解決できない状況の場合には、まづ保健師自身の「ケア技術」でそれを充足し、
そのケアが家庭または他のケア力(社会資源)を「活用し」問題解決に向けて継続して「充
足される」ように行動する。 そしてそのケアが対象者の健康問題解決のために好ましい状
態で持続「統合」されているかをフォロ－する。 
 この看護でのプロセスは対象者に関わる保健師自身の判断で進められる。 
 保健師は地区を受け持ち、地域全体の健康問題に視点をおき、その健康に関わる責任
を持つものである。 ケアは対象者の生活の場で、個人・家族・小集団を対象に、その環境
としての地域社会との相互関係の中で行われる。 そしてその活動は対象者の生活史とい
う「縦」の時間的連続性と地域社会、教育、生産労働という「面」としての社会的広がりを持
って進められる。 
 
３） まとめ 
臨床看護に対応した地域看護の特性をまとめると、ケアの場は対象者の生涯の生活の
場である家庭・地域であり、その場でのケア展開の判断・主体性は保健師が負う。 
 ケア対象は、健康問題を有する個人と家族、そして地域の小集団である。 対象者への
接近方法は能動的要素を特徴とする。ケア資料は対象者の家庭の中から社会資源まで
活用されコーデネイトされる。 問題解決への行動範囲は、自己の看護技術と家庭から地
域社会への広がりを有し、必要に応じて地域社会への問題反映、行政の施策化などに及
ぶものになる。 
問題に対するケアは、対象者の全健康レベル及びライフステージ・ライフサイクルにお
いて把握され，個と地域への連続性を持つなどがあげられる。 
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表２-２ 看護概念における保健師活動の構造 
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表２-３ 特性要素から見た臨床看護と地域・公衆衛生看護 
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 ２，４ 保健師活動の歩みと課題                   
 １） 戦時体制から戦後の指導体制 
 （１） 国策による推進 
    保健師活動の発生にかかる社会的要請等については前述(第 2 章２，２) ｢保健師の初期
教育と変遷で述べたのでここでは省略する。 
  日本の人口及び死亡の推移は｢国民衛生の動向｣100 年の推移が示されている²⁾。 
保健師活動はこの国民の健康と生活の動きの中で変遷した。 その歴史的過程で保健師
活動に関する法制、人口、疾病等の背景を併せ、保健師の指導体制を一覧にしたものが表
2-4 に示した「保健所法、指導指針から見た保健師活動体系の変遷」である。  
保健師・助産師・看護師数の年次別推移は亡国病と言われた結核の対策と乳児死亡率
の増加に対する対策を中心に、看護への社会的要求が高まり、はじめに助産師（明治 32
年） 次に看護師（大正 4 年）、後に保健師（昭和 16 年)が誕生した。 その後看護師は昭和
28 年には人口 10 万対 128.7 であったが、５１年後の平成 16 年には 10 万対 897.6 と約 7 倍
に増加した。これに対し、保健師は人口 10 万対 14.2 から 30.4 と約 2 倍の増加にとどまった。 
むしろ看護職就業総数に対する割合は、それぞれの年において６.8％から 3.2％と減少し
ている。 
前述の如く保健婦規則は昭和 16 年に定められたが、規則制定時の社会環境は日本の準
戦時体制下にあり、保健所法、母子保健法（昭和 12 年）、厚生省設置法（昭和 13 年) 国民
体力法、国民徴用令、人口政策要綱(昭和 16 年)と、国家体制づくりがなされ日本が太平洋
戦争突入（昭和 16 年）と時を同じくしていた。  
身分法については大正末期から昭和前期(発生から規則制定まで)にかけて全国の保健
婦達から規則制定への強い要望があった。 
国策として｢国民の体位向上を図るために行政的取締りだけではなく、保健上の指導を行
って全国民の保健知識を高め、それを日常生活に実践させることが必要である｣⁶⁾として、医
師などの専門技術者を中心にする指導機関、保健所が設置された。 
保健所の職員、技師、技手、(医師、薬剤師)、指導員(衛生技師)、保健婦(看護婦、産婆
の資格を持つ者)が配置された。 これらの職員はその技能に応じて保健所の事務に従事し、
業務分担は所長が定めるところに従うとされた。       
    保健所は一定の地域を担当し、その地域内の住民に対して保健指導を行うこととされた。 
１保健所当たり人口は 20 万から 12～13 万人を標準とした 11）。  昭和 16 年には人口政策
確立要綱で｢保健所を中心とする保健指導要綱を確立すること｣が示された。 昭和 17 年の
国民医療法によりはじめて保健婦、助産婦、看護婦が医療関係者として規定された。 かつ
委任命令として保健婦の本分は、業務執行に関しては保健所長の指示に従うこととされ保健
所を中心とする保健指導綱の強化がされた。同要綱では死亡率を引き下げること、その目標
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を乳児死亡率を改善すること、結核による死亡率を引き下げることが人口増加の重点方策と
して保健所を中心に進められた。 
一方救農運動の一環として昭和 11 年社会事業調査会から｢一般庶民の医療費負担を容
易にさせるともに特に農村においてその実情に応じ適切なる計画により国民健康保険組合
の普及発達を図る｣という答申が出されて、疲弊していた農山漁村で各組合に保健施設とし
て保健婦の設置が奨励され、これが保健婦事業の大きな推進力となった。 
更に昭和 17 年の厚生次官通牒「保健婦設置に関する件」第 4 項に保健婦は担当地区を
巡回し妊産婦、乳幼児等の指導に努めることとされた。  
   昭和 19 年、戦時下すべての各医療関係者の資格教育短縮とともに、保健所網整備要綱
によって保健所を中核とする保健指導網の強化がなされた。 
 （2） 戦後の業務指導体制 
   戦後、占領軍の指導により日本の民主化、公衆衛生対策の一環として看護のレベルアッ
プがはかられ保健婦、助産婦、看護婦を一本化した身分法が作られた。医療関係者、特に
保健婦、助産婦、看護婦については欧米諸国に対して著しく遅れていたため抜本的な改善
が図られた。 
   保健婦については保健所を中心とした衛生行政強化が行なわれ、保健婦の指揮命令系
統が保健所に統一された。 昭和 24 年、厚生省医務局長、予防局長、保険局長名で｢保健
婦業務の指導方針｣が示された。 保健所長は管内保健婦の指導に全面的に責任を負うも
のであった。 
    指導方針の主な内容は、県レベルでは保健所において保健婦の質の向上を第一に保健
婦の再教育と保健所長を中心とした行政指導体制を整備、関係機関・部署(国民健康保険
関係等)との連絡了解を求めることとされた。 
   保健所長は、管内保健婦設置の把握と保健婦活動の観察指導、業務や事例研究会開催
による管内保健婦の教育と臨地指導など、保健所を中心に(保健所保健婦長) 管内保健婦
の教育と活動の把握を行うものとされた。保健所が掌握把握する保健婦は、管内で保健婦
業務に携わるすべての保健婦の所属分野に及び、市町村は国民健康保険保健施設として
の保健婦、農業協同組合、開拓(農政部)保健婦、事業所、学校(養護教諭)、更に開拓助産
婦をも含めていた。 
これは事実上、管内保健婦が業務を推進する上での質的援助及び行政指導（所属施設
や医療機関等の諸問題にも対応）上の拠りどころともなって、管内の保健婦業務の円滑な推
進と質的向上に寄与していた。また特に国民健康保険施設(国保保健婦)については、県の
国保連合会に指導保健婦をおくこととされた。 
保健婦の配置基準を都市は人口 3000 人に 1 人の保健婦、町村は人口 2000 人に 1 人の
保健婦を置くことが指示された１１）。 また、昭和 26 年には｢保健婦事業の強化刷新について｣
(知事宛、厚生省公衆衛生局長、医務局長、保険局長)として、保健婦活動を管内に普及徹
底させることを目標に、保健所を中心として管内に地区保健婦の配置計画をたてること、保
 22 
健婦を設置できない町村には保健所の保健婦を地区保健婦として駐在させることなど、保健
所と市町村の連繋強化、併任または委嘱などによる業務強化がはかられた。 同 26 年に｢保
健婦事業の刷新強化｣（都道府県衛生部長、民生部長宛、厚生省公衆衛生局保健所課長、
医務局看護課長、保険局国民健康保険課長、医療課長）として地区保健婦の確保(特に国
民健康保険関係)に対する保健所長の努力、及び保健所保健婦の充足をはかる、また地区
駐在、訓練、給与等の待遇向上、保健所と市町村保健婦との連繋、併任措置が示されてい
る。 
 
２） 国民皆保険達成から老人保健法の時代へ 
（１） 保健所と市町村（国民健康保険）保健活動の共同化 
昭和 35 年 4 月に国民皆保険が達成された。 これに伴って国保保健施設についても拡充
強化が要請され、昭和 35 年 5 月 13 日に厚生省保険局長、公衆衛生局長名で｢国民健康保
険の保健施設と公衆衛生行政との関係について｣、同時に国民健康保険課長・医療課長・
保健所課長・医療課長名で｢国民健康保険の保健施設について｣といういわゆる二局長 4 課
長通牒(以下二局長 4 課長通牒)が出された 11)。 
   これにより従来、戦前、戦後を通じて衛生部局主務課、保健所・保健所長という行政系列
で保健婦活動が統括されていたものが、市町村国民健康保険保健施設（市町村国保保健
婦）に関する都道府県の指導は県民生部で行うこと、保健婦活動の指導は民生部(局)の国
民健康保険課に保健婦である専任の吏員を配置し、その指導にあたらせることとされた。  
また地域における保健所と保健施設との関係は相互の連絡調整に関する会議を設け、活
動の調整をはかり、保健婦活動についても総合的計画と実施のための連絡会議を持って調
整につとめることとされた。 
 保健婦規則制定以来、戦前、戦後を通じて地域の保健婦活動はすべて保健所を中心に
保健所長名により直接業務の掌握指導がなされていたものが、「二局長 4 課長通牒」により
県は衛生部局と民生部局の連携、地域は保健所長が市町村長を経由しその合議により指
導が求められることとなった。 このことは保健婦の指導体制としては極めて大きな変革であ
った。いわゆる「共同保健計画」体制と表現されたものである。   
また、同じく 35 年 8 月に｢保健所の運営の改善について｣厚生事務次官から知事、政令市
長あて通知がだされ保健所の在り方が見直された。保健所は公衆衛生において結核対策、
母子衛生、環境衛生、精神衛生、成人病対策等、質の高度化綜合的効率的な運営の実を
あげることが要請され、地域関係機関、団体等と公衆衛生活動の推進、綜合的運営をはかる
とともに、保健所の型別、人口別運営により、保健所の科学化、職員の技術向上、試験検査、
統計資料の充実活用をすることとされた。 保健所は、行政と実施能力を備えた機関であり、
担当地区内の公衆衛生活動の一層の推進を図るために各機関、団体等の行う公衆衛生活
動に対して、技術的助言、援助、指導を行うという保健所の役割についての見直しと言えた。 
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     その後医療制度調査会答申(昭和 38 年)により保健所に対して地域における公衆衛生活
動の中心指導機関として、保健行政、衛生教育、環境衛生、集団予防活動等の保健指導に
重点をおき、必要な組織として地区医師会等との共同体制をとるものとされた。保健婦業務
については画一的方法に偏することなく主治医の指示に基づく慎重な指導をする。 保健婦
の設置主体、業務配分は保健婦業務が効果的に実施されるよう指示されている 12)。 
    また、昭和 39 年には保健所運営協議会中間報告で、保健所におけるクリニックの在り方と
して行政上必要な健康管理的クリニックに重点をおく、そのために保健婦の家庭訪問等に
よる呼び出しや計画的対象者の把握をし、一方任意の來所者は医療機関において実施さ
れる方向を考慮するなどが示された。 
国民健康保険の保健施設(国保保健師)は昭和 52 年に市町村保健婦に移行された。 
保健所が取扱って来た国保保健婦補助金交付要綱による市町村国保保健婦充足対策事
務も市町村自体の充足計画に委ねることとなった。 
     昭和 35 年の通牒はその後、保健師活動指導体制に大きく影響を及ぼすものであったが、
国の指導とは別に、地域では保健師活動については口伝継承的在り方から本来の活動の
理念、活動の在り方を求める動きがあった。  
     特に宮城県では行政と保健婦の実務者によって保健婦活動の在り方が論じられた。 こ
れはその後、県内外の活動にも理論的根拠を提供し保健婦活動の一つのモデルとして引
継がれて来た考え方である。 これについて以下に記述する。 
 
 （２） 保健婦業務の在り方論  (宮城県の例について)   
    地域の保健婦の在り方については全国各地で多くの論議や試みがなされた。それは   
保健所と市町村の保健婦が、公衆衛生看護の技を持って地域住民への保健指導を行うと
いう同一の関わり方が住民の保健サービスの上で重複構造になる、保健所と市町村保健婦
はそれぞれの所属組織の目的を基盤とした特質を持たなければならないものではないか。
保健所は保健指導対象や疾病区分を対象としたいわゆる業務分担とする、また市町村保健
婦は地区担当とする、その他保健所保健婦の駐在制や市町村への身分の一本化また教職
員組織のように県単位とする等、全国的に多くの論議や試みがなされた。 
    宮城県では昭和 38 年から「保健婦業務に関する特別委員会」が宮城県保健所長会と県
衛生部看護係、看護協会、公衆衛生協会、県地域医療対策協議会において論議されレポ
ート「保健所における保健婦活動の検討に関する報告書」（昭和 39 年）がまとめられた 13)。 
      この保健婦業務に関する特例委員会報告の要旨は、保健婦事業を｢資格を有する保健
婦によって、個人、家族および社会集団を対象として行われる組織的な社会活動である｣と
定義し、活動は心身の健康の保持増進、疾病の予防、身体的及び精神的欠陥の矯正、家
庭における要看護者の指導を医学的、社会的方法を適応し、その問題点を解決するように
努力する。 
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      この事業の目標は健康な社会を建設し、社会福祉をはかることであり、この目的のため各 
種社会活動の一環として、保健婦事業は一分野を成すものであると提言した。  
そして保健婦活動は社会構成の基礎単位である家族を基本対象とし、その中の個人と地
域社会集団に対して働きかけを行うものであるとした。 
 保健婦の役割機能は地区活動の中において行われ、①事例の発見、②事例の把握と継
続管理、③在宅患者に対する看護、④衛生教育と地区に住む人々の歴史的背景や自然的
環境ならびに経済、生活態度、生活環境、生活様式などを理解し、その地区の問題を発見
し、因果関係を科学的に把握、分析し、対策を樹立することが必要である。 
     また、それらの問題解決には、どこにどのように働きかけるか、どう社会資源を利用し、どの
様な組織を育成する必要があるかを熟知してはじめて地区への具体的な働きかけができる。   
     保健婦は地区に存在して地区住民との生活のつながりの中で活動することにより、その真
価が発揮される。 地区で保健活動をするのが保健師の本来の姿であるとした。これを一次
的活動(市町村保健婦活動)とし、保健所の保健婦は一次的地区活動の他に二次的保健活
動として地区で働く保健婦の業務や事業の調整などの付加された機能を持つとしている。 
保健所の二次的保健活動は①企画管理(保健活動の立案、地区保健婦の活動分の調 
整、職制上の相談者、保健所その他の関係機関が行う地区保健活動分野の調整）、②教育
(地区保健婦全体の教育訓練事業、関係職員、学生、一般住民に対する保健活動の理解)、
③調査研究(地域社会の保健調査への参加、看護研究の企画と実施)、として地域の保健婦
活動を整理している。 
これはのちに地区担当制（受持地域全体の健康課題を把握）と業務担当制（健康課題別
に問題をとらえる）という区分の考え方が出て来るが、単に行政事務効率上の縦割り事業別
の事務分担とは本質的に異なるもので、所属する機関の特性による活動分類である。 
     また、昭和６３年の白石、刈田地区地域保健医療計画１４） の中では市川らが保健所の機能
と役割について記述し、保健所の役割・特性における保健所保健師活動等を具体的にに呈
示している。 
   宮城県の場合は、このように中央官庁からの各種通牒とは別個に保健婦活動の理念を論
じ方向を定め、かつ地域保健活動の現場においても保健師活動の本来の在り方論をふまえ 
て、老人保健法、地域保健法の時代に到る保健婦事業の活動推進の理論的根拠として来
た。 
３） 老人保健法から、地域保健法へ 
     昭和 57 年～平成 12 年において医療(医療法)保健(保健所法、老人保健法)福祉(福祉
事業法、老人福祉法)の大幅な改正がなされた。これに基づき県、市町レベルにおいて保
健、医療、福祉分野で計画策定が義務付けられた(第 4 章地域保健医療計画策定)。これら
の各領域を網羅する形で地域保健法(平成 6 年)が、地域福祉の具現として介護保険法(平
成 12 年)が制定される。 
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この一連の法改正のもと老人保健法が地域保健法の意図に伴って、平成 10 年 4 月 10
日、厚生省保健医療局長から｢地域における保健婦及び保健士の活動について｣、同｢活
動指針について｣保健指導官通知が出された。 (資料２，１) 
ここでは保健師は公衆衛生活動において他部門の専門家との保健医療チームの一員と
して地域住民の健康増進や予防活動、地域ケアを中心とした公衆衛生看護活動を展開し
ていくものであると定義し、保健師の 8 割が就業している地域分野について活動指針が示さ
れた。  
     指針は保健師活動を領域別に分け保健師それぞれが所属する地方公共団体の一員とし 
て職責を担い、専門技術職員として相互に連携を図ることが重要であるとし、市町村と県保
健所保健師の業務を所属自治体の行政上の権限、機能に併せて区分し次のように示し
た。 
  市町村保健師は、健康問題に関する住民に身近な相談者としてその役割を十分に果た
す。関係者との連携の下に地域特性を反映した保健計画を策定し、その計画に基づいた
保健事業を実施する。また、保健計画にとどまらず市町村は介護保険事業計画、障害者プ
ラン、まちづくり計画等にも参画し、施策に結びつく活動を行うとして、 ①実態把握 ②計
画策定 ③保健サービスの提供 ④連携・調整  ⑤質と量における活動評価 ⑥施策化、
を地域住民に最も身近な 立場で活動をする。 
都道府県保健所では管内の他職種、専門機関と協力・協働をして広域的に健康問題を
把握し先駆的かつ モデル的保健事業を実施し普及をはかる。 また精神、難病、結核、感
染症、エイズ対策等、より専門的保健サービスを提供する。 県は市町村の求めに応じ専門
的立場から技術的助言、支援をする。 更に各種保健計画策定に参画し、広域的に関係
機関との調整をはかり、保健・医療・福祉の包括的システムの構築をはかる。そして公衆衛
生行政の専門的機関の立場で①実態把握 ②計画策定 ③保健サービスの提供 ④連
携・調整  ⑤評価、施策化を広域的専門的技術に基づいた活動を地域において実施す
るとしている。 
都道府県、政令市、特別区の本庁の役割は保健所、市町村等の活動に対して技術的側
面から指導、支援をするとともに当該地方公共団体の地域保健関連施策の企画、調整、評
価を行う。活動指針、教育、需給計画、人事、連絡調整、情報提供、事業計画、予算編成、
危機管理活動の調整を行なうこととしている。 
この通知は、保健所主導であった保健婦活動の指導体制から昭和35年の二局長四課長
通牒を経て、一つは保健婦本来の機能を「保健所保健婦の公衆衛生行政機能と広域性」と
市町村の「住民生活に密着した保健サービスの担い手」として所属機関の特性において保
健婦活動を整理した。これは、前述の宮城県における「保健師業務の在り方」論に通ずる指
導指針として受けとめられる。 もう一つは、人口構造、疾病構造、住民生活ニーズの時代
的変化において地域福祉を制度的に醸成する必要性（保健所法が地域保健法）等の状況
下で保健師活動の在り方を示したものであった。 
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表２-４ 保健所法・指導指針から見た保健師活動体系の変遷 
 
 27 
   ４） 地域保健法と介護保険法の時代 
   （１） 地域における保健師活動についての通知 
  平成 10 年 10 月の通牒に続いて、平成１５年１０月｢地域における保健師の保健活動につい
て」厚生労働省健康局長から都道府県知事、政令市長、特別区長宛に通知が出された。(資
料 2,2 )  この通知が出された経緯は、保健所法(昭和２２年)を基本として地域保健法（平成
６年）に改められたことに基づいている。 
地域保健法の目的は地域保健対策推進の基本指針として、保健所の設置ほか地域保健
対策に関する法律に関する対策が、地域において総合的に推進されることを確保することで
ある。そのために市町村、県、国の役割責任が明確化された。即ち高齢化、保健医療環境の
変化に応じ、地域における公衆衛生の向上、増進をはかることや、地域住民の多様化、高度
化する保健・衛生・生活環境ニーズに対応し、かつ地域の特性、社会福祉等の関連施策と
の有機的連携に配慮、かつ総合的に推進することをねらいとしている。また、健康増進法(平
成 14 年)の制定、介護保険制度(平成１２寝ん)の施行、障害者福祉への支援費制度の導入
など、高齢者対策、少子化対策、障害者対策すべてにおいて保健、医療、福祉の連携協同
が重要とされた。 
   更に地方分権の推進により、地域の保健活動は、地域の健康問題を主体的に捉えた活
動の展開を図ることが重要性があるとされた。 これらに基づき｢地域における保健師の保健
活動について｣(平成 15 年)の通知では｢地域保健対策の重要な担い手である保健師の活動
の在り方も大きく変容しつつある」とし、これまでの保健師活動は、住民に対する直接的な保
健サービスの提供及び保健、医療、福祉等のサービスの総合的な調整に重点を置いて活動
されて来た。 
  しかしながら今後は、これらの活動に加え保健活動を効果的に展開するために地域保健関
連施策の企画立案、実施及び評価を行うとともに活動を医療、福祉との連携及び協働の下
に実施するために総合的な健康施策に積極的に関わる必要があると示された。 
 
 （２） 平成 15 年の厚生労働省健康局長の通知 
 特に、保健師が地域の問題を明らかにし、住民の健康保持増進のために重要な役割を担
うものであることを踏まえ、地域保健関連施策の企画、立案に関わる体制を整備することとし
ている。 
活動の実施に当たっては、直接的な保健サービスの提供、住民活動の支援、健康危機管
理、関係機関とのネットワークづくり、本格的な保健、医療及び福祉等のシステム構築、各種
保健福祉計画に充分に関わることができる体制を整備するとしている。 
更に保健師を保健、福祉、介護等の部門に配置し、組織横断的立場から統合、調整にと
どまらず地域保健関連施策の企画調整部門にも配置するとしている。 
 次に活動領域においては都道府県保健所では保健婦以外の保健所職員と協働し、広域 
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的に健康問題を把握し解決に取り組むとしている。また従来業務に加えて児童虐待予防、 
健康危機管理への対応、また生活衛生、食品衛生対策についても関連させ、更に各種保計 
画に参画し、保健、医療、福祉の包括的システムの構築をする。 また市町村に技術的支援 
をするとしている。 
    市町村は住民の健康保持に基礎的役割を持つ地方公共団体であることから、住民の身近
な健康問題に取り組むこととし、従来に加えて介護予防、児童虐待、精神保健福祉サービス
の企画、立案、 また地域特性を反映した障害者プラン、町づくりにも参画し施策に結びつけ
ることとしている。更に保健・医療・福祉の地域ケアシステムの構築を図り、障害者、児童福祉、
介護保険部門の事業を実施し、施策化活動をするとして、都道府県保健所も市町村もこれま
での地域保健活動に加えて、福祉、介護保険に関する事務の分担及び事業全体を包括し
た組織内でのリーダー役割を付加し、更に保健師が配置された各部の業務についても項目
により提示している。 
  このように平成１５年の厚生労働省健康局長の通知は、第１として老人保健法(昭和５７年)、
地域保健法（平成６年）、介護保険法（平成１２年）の意図に基づいて、地域保健・医療・福祉
の総合化により保健師の福祉分野、介護保険分野への配置、また県福祉事務所業務の保
健分野への持ち込み（例 児童虐待予防）等が言及されている。 
  第２として老人保健法、老人福祉法に基づく市町村老人保健福祉計画、医療法に基づく
地域保健医療計画への参画と計画作成へのリーダーシップまたシステム構築等や、更に地
域保健法による地域保健、医療、福祉の総合計画への参画など地域活動の中での極めて
大きな役割や期待が示されている。 
    第３としては従来の保健師活動に加えて新型感染症対策、健康危機管理、災害時の直接
業務に加えたヘッドコーター役割の期待が示され、また保健所内での生活衛生や食品衛生
部門との連携、協働の提示などがありこれまでの通牒にみられた共同（保健活動）という字句
の表現変化を伴って示された。 
 平成 10 年の「地域における保健婦の活動指針」が廃止され平成 15 年新たに活動指針
が示された。平成 10 年の活動指針は保健師活動の在り方自体に焦点をあて、かつ近年続
発している大災害や感染症などの危機管理に関しても公衆衛生看護的役割を示した。 
 平成 15 年の活動指針では、これに加えて高齢社会、少子化及び障害者対策等の累加
する社会ニーズに対して、地域福祉的役割を人々への健康支援技術を有する実務者として、
また企画立案者として保健師活動に求めたとみられる。 
  これは次節で述べるが県、及び市町村行政の場にある保健師の配置の方針として、住民
の直接的保健サービス提供者として、かつまた介護保険、障害者対策の場で地域福祉の企
画、立案、実施、評価者として、その役割を持つことが一つの方向性になっている。 
       地域保健法をベースに介護保険法が実施され地域保健師の在り方は、保健所と市町村
においてその所属と役割が大きく再編成される現況にあると言えよう。  
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  （３） 保健師の所属と業務の変化 
    保健所法(昭和 22 年)が地域保健法(平成 6 年)と改正、介護保険法(平成 12 年)が施行さ
れる過程で、前節で記したように国からの指導指針が平成 10 年から平成 15 年の内容に
変化した。 この過程の中で地域の保健師配置と、その業務が大きく変化しつつある。 
   その具体的事例を宮城県の保健所、政令市、市町村でみた。表 2-５及び表 2-６には平
成 17 年におけるこれらの３，9 行政単位における保健師の配置場所と就業状況を示した。 
    平成 17 年 5 月 1 日現在の県内就業保健師は 705 名で保健衛生行政 35.4％、保健福
祉行政に 23.7％、福祉行政・介護保険に 9.9％（行政 6.8％、介護保険 3.16％）本庁
28.2％その他となっている。 
    宮城県の保健所の例では県保健所統廃合の過程で、昭和 54 年度から 14 ヶ所あった県
保健所が保健所支所に変わり現在は 7 保健所と 3 支所になっている(図 2-2)。図に示した 
仙南保健所の例でみると、昭和 63 年の市町村との共同活動を単位軸とした対人保健活動
が平成9年からは広域的になり、保健所の対物分野(食品、環境、試験検査)と同じく広域化
(2 市 9 町)された配置に編成されている。 
 保健所数も昭和 63 年以前の 14 ヶ所が、7 ヶ所となり県福祉事務所と同じ数になった。 
 更に平成 12 年度には県福祉事務所との統合があり、保健所の課、係の配置から保健福
祉事務所との「班」編成となり各班の事務がそれまでの保健所と福祉事務所と複合化され、
かつ保健師の数も減少している。①平成 17 年の保健師総数は 705 名で県所属が 94 名で
あった。また業務内容は県本庁が 14％県本庁以外は保健福祉行政に 72.3％、福祉行政、
介護保険合せて 8.5％配置という状況になっている（表 2-５、表２－６）。   
政令市の例では泉区保健福祉センターの保健師所属例(図 2-３)を示した。区保健福祉
センターでは保健所と福祉事務所との統合の中でその業務が(イ)地域保健、(ロ)保健と福
祉との重なり、(ハ)福祉事務の３つの系統に分けられている。 
(ロ)の保健と福祉を一本化した係りの部分が保健所と福祉事務所を統合した意図を具現
化しこれから形作られてゆくものになるのか、現在はまだその意とするところに至っていると
は言い難い状況にあると思われる。 
  業務内容についてみると、保健師の数は仙台市全体で 141 名であるが泉区保健師の数
は 19 名である。 母子保健健康増進係等 5 ヶ所に配属されている。 
業務内容は保健衛生 60.8％、保健福祉行政 22.4％、福祉行政・介護保険 8.4％という状
況になっている。 
 政令市では県に比べ保健師数は増加しているが、保健と福祉それぞれの業務を確保し、
そして必要な部分の統合、更に保健師が介護の部分で自己の機能を有用に発揮すること 
は未知数で今後の課題である。 
  現在は地域活動の充実というより、保健師１人当り受持ち人口が全市平均約 8,460 人、泉
区平均 10,940 人で、表出問題への場面的対応に追われる状況にある。  
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市町村の例では岩沼市の保健婦所属の例(図 2-４) を示した。 
岩沼市の場合は保健師数は 21 名で保健師等は地域包括支援センター等に配属されて
いる。 保健師 1 人当たり担当人口は平成 16 年で約 2,300 人である。従来の地域保健師
活動分野に福祉の部分が包含、または拡大した形になっている。 
     ここでは従来の保健活動を確保しながら、福祉部分においても技術面で、企画・実践の
核になりリーダーシップを取り機能している状況がみられている。 住民の保健・福祉サービ
スに最も近い位置にある市町村の立場から｢保健事業の実施、また介護保険事業計画、障
害者プラン、まちづくり計画への参画、施策に結びつく活動を行い、地域ケアシステムの構
築を図る｣(厚生労働省健康局長 15 年通知)に近づいているかと考えられる。 
 岩沼市を含めた県内市町村の保健師数は 468 名で業務内容については、全国保健師長
会調査で市町村の部にみるように本庁と保健衛生行政が 72％、保健福祉行政が 14，3％、
福祉行政と介護保険 9.9％という就業になっている(表２－６)。 
 
  第 2 章、第 4 節で示した昭和 24 年時の保健師の配置基準では、保健師 1 人に対し都市
は人口 3,000 人、農村は 2,000 人。本論第 6 節、平山朝子「公衆衛生看護学」１５）では、都市
型では 6,000 人、農村型で 2，500 人という行政側の保健婦配置基準を示している。 
  住民対の保健師配置数と保健師の所属機関における活動体制(地区担当制や事業担当
制など)の在り方は、事例として記した県、政令市、市町村の例にみるように所属機関におけ
る保健師機能の発揮、即ち住民への保健福祉施策の伸展と充足に深く関わっていると思わ
れる。 
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図２-２ 県保健所の推移と保健師の所属 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
  
保健所の二次的保健活動は（１）企画管理(保健活動の立案、地区保健婦の活動分野の調整、 
職制上の相談者、保健所その他の関係機関が行う地区保健活動分野の調整）、（２）教育(地区 
保健婦全体の教育訓練事業、関係職員、学生、一般住民に対する保健活動の理解、（３）調査 
研究(地域社会の保健調査への参加、看護研究へ企画と実施)として地域の保健婦活動を整理 
している。 これはのちのちの地区担当制（受持地域全体の健康課題を把握）と業務担当制（健 
康課題別に問題をとらえる）という区分で使われるが、単に行政事務効率上の 
 
 
組織を育成する必要があるかを熟知してはじめて地区への具体的な働きかけができる。   
 保健婦は地区に存在して地区住民との生活のつながりの中で活動することにより、その真価が 
発揮される。 地区に保健活動をするのが保健師の本来の姿であるとし、これを一次的活動(市 
町村保健婦活動)とし、保健所の保健婦は一次的地区活動の他に二次的保健活動として地区 
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図２-３ 仙台市泉区役所保健福祉センターの保健師所属 
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図２-４ 岩沼市の保健師所属  
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表２-５ 配置場所別の就業状況（単位：人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表２-６ 業務別の就業状況 
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  ５）地域保健師活動の再編成   
 （１）保健所及び市町村の保健師の所属と業務の変化 
   昭和の末から平成の時代にかけて、人口構造及び疾病の動向と人々の生活ニーズが
変化する過程において、地域保健法を中心とした一連の法改正があり更に介護保険法
が施行された。この時期に中央官庁からの通達(資料 2，１と 2，2)に示されたように
地域保健師の在り方が変化した。このことは全国的なものであり、特に市町村では県
よりも早い時期からこの傾向(福祉事務分野の事務的補充とケースワークでの保健師
によるケア技術補強)がみられた。 
   宮城県内の保健所組織の変化と保健師の配置、業務担当部署の動向をみると前述の
ごとく保健所数の減少に伴い保健師数の減員、管轄地域の拡大、事業部門への分散配
置がみられる。更に昭和の末から平成にかけて保健所の統廃合と再編が行われ、平成
12 年からは保健所と福祉事務所が一つの機関になり職員と担当事務が統合された。 
   統合によって保健所には、保健所法に基づく従来業務 14)に加えて、保健・医療・福
祉の企画調整(地域保健法)と従来は福祉部門が所管していた老人福祉、母子福祉、介
護保険、身体・知的障害者福祉、生活保護相談とその事務が加わった。 
   また、保健師の配置は前述の如く市町村、政令市、県の順に少ない。その業務別の
就業状況の特徴をみると、政令市と市町村においては従前の保健衛生行政分野に 60
～35％の配置であるのに対し、県では 72％が福祉行政の事務分担で統合されており、
他は福祉と介護保険領域となっている。(表 2-6)  また、県保健所組織の再編では地
域保健法を中心とした関係法にみる企画調整機能(保健医療福祉に関して所轄区域全
体における各種計画、執行、評価)を行政上の責任分野として担うものになっている（図
2-2）。 
 県保健所保健師はこれまでの地区活動に足場を置き市町村保健師と共同で保健問題
をボトムアップしていた。この活動形態から、広域地を俯瞰し、他職種と協働して、
事業別テーマに関わることは、確かなライセンスを保持しなければ結果を得ることは
難しいものになると思われる。  
  政令市と市町村においては従来の保健活動が確保されているが保健と福祉の統合が
あり、保健師業務は従来の保健医療(公衆衛生)分野に加え、福祉と介護保険分野地域
包括支援センター等へ大きく拡大されたことが認められる。 
 
（２）介護保険制度とその見直しにおいて 
 平成 12 年に施行された介護保険制度が、平成 17 年 10 月から 18 年 4 月にかけて
大幅な見直しがされた。介護保険制度の全体概要は図 2-５のとおりである。 
介護保険サービスの財源は第１号被保険者（65 歳以上）と第 2 号被保険者（40～
60 歳）が 50％、残りの 50％を税金により国（25％）都道府県（12.5％）市町村（12.5％）
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で負担する。 サービスを利用した時には利用者が 1 割負担する仕組みである。（但
しケアプラン作成は利用者負担なし）このシステムの中で介護部門に配置された保健
師は要介護認定もならずサービス利用の窓口、認定調査、認定審査会、介護保険事業
運営及び 18 年度から新設された地域包括センターに関わっている。 
制度施行時には相当な論議があった中で、見切り発車で開始したため制度上の問題 
が多い。その中で次のように介護需要の延びが大きいことと、介護保険財政の逼迫が
あげられる。 
  平成 12年のスタート時には要介護認定者は 218万人であったものが平成 17年度に 
 は要介護認定者は 411 万人と平成 12 年から 200 万人増加した。介護保険利用者も 149
万人から 325 万人と 2 倍以上の伸びをみた。おのづから費用の面では 12 年度の 3.6
兆円から 17 年度は 6.8 兆円と 2 倍近い伸びとなり、そこで第 1 号被保険料負担者(65
歳以上の被保険者が負担する保険料)も大幅な負担アップがされた。 更に制度利用者
からの利用料(食費、住居費他)の負担増、また介護保険から介護サービス事業者に支
払われる介護費用単価切り下げなど身辺で多くの問題が山積している。 
その過程で国の方針として特に介護予防重視型システムへの転換がはかられ、｢自立
支援｣の徹底と「新予防給付」の方向が示された。生活機能の維持向上の観点からこれ
まで提供して来た①介護内容の見直し、②マネジメント体制について介護予防からの
一貫性、連続性を維持させるなどが打ち出された。 
 平成 18 年 4 月には地域包括支援センターの創設が決められ、介護予防マネジメン
トや総合相談、権利擁護を担う中核機関とした。この機関は基本的には市町村などが
運営主体となることとされている(図 2-６)¹⁾。大森は介協トップセミナー講演の中で
「地域包括支援センターは、市町村責任で｢公｣が実施するのが本来の姿、社会福祉法
人等に委託するのは例外である。在宅介護支援センターがうまくいかなかった反省か
ら直営を基本とする地域包括支援センター構想が生まれたのである」(大森彌氏 社保
審介護給付費分化会長 H18.2.27 介協トップセミナー講演要旨、全国老施協だより
18.6.5）と言っており｢第二福祉事務所｣としてのセンター構想の基本的考え方を述べ
ている。 
  全国的には把握できないが、前節で記した岩沼市の場合は市自治体の直営の例であ
るが、仙台市では地域包括支援センターを従来の民間企業も含めた在宅介護支援セン
ター法人実施事業者に対して委託した。仙台市では受託した法人 41 ヶ所が平成 18 年
4 月からスタートした(在宅介護支援センターは廃止し居宅介護支援事業所と変更)。 
 前段の介護予防事業と、この地域包括支援センターにおいて保健師の役割が大きく期
待されるものとなっている。 
地域包括支援センターの職員構成は、保健師、社会福祉士、主任ケアマネージャー
とされているが、保健師の充足が難しく、経験のある看護師を当てることも可とされ
るなどの措置がとられた。      
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この地域包括支援センターの発展については、特に介護予防という視点において全
く未知数である。因みに構成メンバーの社会福祉士と主任ケアマネージャーの業務内
容はこれまで保健師が関係職種未確立の状況下でそのほとんどを地域保健活動の中で
担って来たものであり、保健師業務の特質として来た分野であった。この中から保健
師は「介護予防マネージメント事業」とされている部分を中心に分担するとされてい
る。当面の事として新予防給付・介護予防事業の部分にどの様に応じ形作ってゆくか、
課題である。 
またもう一つ、介護保険制度では介護認定と介護サービス計画の作成プロセスがあ
る。要介護認定のための高齢者の心身の状況調査は市町村職員が行うほか介護支援専
門員（ケアマネージャー）に委託することができるとされている。 
更に介護サービスを利用するための介護サービス計画作成は、市町村又は居宅介護
支援事業者（ケアマネージャー）に依頼をして、認定された介護制度(介護利用支給限
度額)に基づきサービスの種類や内容を定めたサービス計画(ケアプラン)を作成するこ
とになっている。 
ただし、このケアプラン作成は利用者が自ら作成することを可としているが、現在
はその殆どが事業者に依頼されている。介護保険利用は利用者が 1 割を負担すること
になっているがケアプラン作成費用は全額が介護保険費用でまかなわれ、直接居宅介
護支援事業者に支払われている。そのため、利用者が介護保険を利用した場合に本来
負担すべき 1 割の費用負担はない。介護保険利用者にとっては無料のサービスで意識
以下のものになっている。 
   因みにケアマネージャー1 人当たりの標準担当件数(人数)は 35 件、ケアプラン作成
費用は介護度区分により利用者 1 人につき月 10,000 円～13,000 円（平成 18 年 4 月
改正）である。 
   平成 18 年 4 月 1 日に、介護保険制度の変更があり、ケアマネージャーが担当する
件数がそれまでの 50 件から 39 件までと制限された。そのため｢ケアマネ難民（ケア
プランを作ってもらえない要介護認定者）｣浮上と新聞紙上に報じられる事態になって
いる。このケアマネージャーの資格は特定の国家資格取得役割を持つ者（21 種）と更
に相談援助介護等の職務に携わる者で一定の実務経験を持つ者に受験資格が認められ
た限定的試験である。受験可能な職種は、国家資格取得者、医師、歯科医師、薬剤師、
保健師等 21 種の他、福祉関係の相談援助・介護付添婦等の職務従事者等 21 種以上と
なっている。 
 ケアマネージャーは居宅介護においても施設介護においても現地で各種の介護サー
ビスを組み立てる、また利用者個人のケアプランを作る、介護保険制度の利用を介護
サービス事業者や介護施設に利用者を結びつけるなど重要な役割と権限を持ち活動す
るものである。この職種の存在と役割は介護保険制度の質の良否に直結するものであ
るが、出自が非常に多岐にわたり、制度施行後その業務内容に多様な問題を有する実
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情になっている。 
   そのケアマネージャーの資格認定者は宮城県では 5,662 人(平成 17 年 12 月末、基
礎資格未把握)である。しかし、すでにケアマネージャーの全国組織(県の数)も作られ
ている。 
   ケアマネージメントは保健師が行う個人への看護ケアにおいて、主要な技術であり
これまで業務として発展させて来た。しかし、現在の福祉制度の中では、その数的需
要から現介護保険制度下でそのすべてを担えるものではないとして別途の制度として
作られたものである。 
   保健師は保健師の業務として担って来たケースマネージメントの技術を保健所、市
町村行政の立場にあることを踏まえ、介護保険事業計画と運営において発揮するもの
でありたい。その 1 つはケアマネージャーの質を高めることへの参与である。平成 18
年 4 月の法改正で続出しているというケアマネ難民へのマイケアプラン作りなど、自
立自助支援を通じて介護保険制度利用者の教育、援助をする役割があるのではないか
と考えている。 
   介護保険はこの制度の施行により従来の「公」と福祉法人のほか一般企業も参入し
ている状況の下で利用者の権利主張と企業経営の競争原理があり、その運用は本来の
「福祉」とは馴染みにくいものが多くみられている現状である。 
   介護保険制度が施行されてから、一般企業のケアマネージャーが地域の 要介護高
齢者に直接接触するようになり保健師は地域のケースが見えなくなったなど、地域の
実態把握が出来なくなり、本来の活動から一歩引く姿勢があると聞く。しかし要介護
高齢者に届けられているケアの実態とサービスの質を確かめ見届けること、申請主義
の制度下でサービスの申請を行えずに制度の隙間から漏れている沢山の悲劇を少なく
すること、また、保健師が個々の利用者に個別に対応することは困難でも小グループ
編成等により、利用者自身がマイケアプラン作りが出来るよう支援することなど保健
師は高齢者自身の日常生活への積極的な自助と自立支援に取り組むことが必要と思わ
れる。 
  介護保険制度下においては、平成 15 年の「地域における保健師の保健活動につい
て」の通知に示されているように①管轄する地域住民全体の福祉に寄与するために、
②現行で隘路になっている部分について行政に在る立場から現制度の隙間からこぼれ
ているいる対象者を把握するなどのサービス利用の適正化をはかる、③介護保険サー
ビスの質の向上をはかるためにケアマネージャー等の教育企画と相談に応ずる、④住
民の制度利用においての意識啓発(介護予防とマイケアプラン作り)等に取り組むこと
などにより、関係者からまた住民から｢見える、活用される｣存在にならねばならない
ものと考える。 
従来の感染症ほか、健康危機管理健康づくりに取り組んで来た地域保健活動に加え
て、現時点で保健と福祉の統合により保健師活動の分野に相当の福祉分野の事務が重
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ねられた。 
また、保健師が平成 15 年通知により、保健分野のみならず従来の福祉分野にも配
置されたことなど、地域の人々が個々の生活を健やかに営んでいくための公的なセー
フテイネット(安全網)の役割も、保健師の持つ看護の機能に期待される時代に至った
ものと考える。 
  時代に即して自己の資質を研きそれらを受け止め、配置された部署の事業を単に分
担して了とすることではなく保健師本来の特性をふまえ、どのように役割を担って行
くか今後に向けて極めて重要な時期であると考える。 
  6） まとめ 
   地域における保健師活動をその業務の指導体制を中心に、１）戦時体制から戦後の
指導体制、２）国民皆保険達成から老人保健法の時代、3)老人保健法から地域保健法
へ、４）地域保健法と介護保険法の時代、そして 5）地域保健師活動の再編成と、時
代区分をして中央の通牒と現場の思考を加えて辿って来た。 
  この過程を時系列にまとめた表 2-4 でみるように、時事と国民の寿命、健康状態に
反映した法整備があり、むしろ時には法整備に先んじた保健師活動があり、そしてそ
れが法整備を促し、また連動して中央官庁からの指導方針が通達されたなどが概観さ
れる。以下に本章のまとめを箇条書きで示す。 
 
（１）専門職業の形成；大正から昭和にかけて、疲弊した日本の国民生活状況と関東大
震災、戦時体制の下で国民の健康と福祉に関わる専門的職業として保健婦が作られた。
これは戦後と昭和の半ばまで継続される。 
（２）国の社会政策的力学による発展；戦前、戦中、戦後を通じて、半官半民の社会事
業組織(社会事業協会、産業組合、国民健康保険組合、母子愛育会他)と健康相談所、
保健所等で保健婦事業が全国的に波及し、保健所を中心にした公衆衛生行政の下で実
施されて来た。 
公衆衛生を司る保健所の所長は医師であり保健所主導ということが、長い年月をか
けて地域の保健師活動を守り専門性を確立させて来たと言える。 
 （３）慢性退行性疾患の増加・包括医療下での保健師活動；国民皆保険が達成（昭和
36）し、昭和 52 年には国民皆保険の保健施設（国保保健婦）から市町村保健婦に移
行した。健康課題が慢性退行性疾患へと移る中で保健所と市町村の保健婦は、広域的
に専門技術をもって公衆衛生行政を担う保健所の立場と、市町村自治体として住民に
最も近い立場で直接住民の生活と健康を支援する立場で共同保健計画により、包括医
療(地域医療)の下で、地区活動を展開するようになった。 
    
（４）地域福祉施策の興りと保健師活動の再編；保健所法（昭和 22 年）が地域保健法
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（平成 6 年）に改められ、地域保健、医療、福祉のすべてを担い、地域福祉・在宅福
祉が介護保険制度として制度化される中で、保健師の所属が再編されその渦中に現在
の保健師活動が置かれている。また、平成 18 年に制度の見直し(新介護保険法)がされ
て、地域包括支援センターが設置された。 
 （５）今後の課題；保健師がこれまで培って来た看護と保健医療、公衆衛生、生活福祉
の技術と視点を土台として激変する現代において住民の健康問題、生活環境、生活ニ
ーズに取り組むことの役割が架せられている。 大正 12 年に遡る 82 年の歴史をふま
え、保健師本来の特性に基づいた保健師像を構築してゆく時期である。 
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図２-５ 介護保険制度の全体概要 
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図２-６ 地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ 
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２，５ 公衆衛生と地域看護  
 １）公衆衛生の定義と公衆衛生看護 
   公衆衛生は、WHO のウインスローC,E,A,Winslow(1949 年)により定義されている。 
｢公衆衛生は共同社会の組織的な努力を通じて、疾病を予防し、寿命を延長し、身体的・
精神的健康と能率の増進をはかる科学・技術である｣ その公衆衛生の内容として鈴木 
庄亮、久道茂らは環境保健、疾病予防、健康教育、健康管理、衛生行政、医療制度、
および社会保障をあげている 17)。また柳川洋、中村好一らは公衆衛生の概念を｢公衆衛
生とは人間集団の疾病を予防し、健康の増進をはかる科学であり実践活動である｣と示
している 18)。 
 公衆衛生には個人の衛生も含まれるが一方個人の手に負えないものに対しては社会
の地域的な努力を通じて問題解決を図る。 
  臨床医学の主な対象は個々の患者であるのに対し、公衆衛生の対象は、普通に生活
をする人々People,Pubulic である。 
  公衆衛生活動は、その対象によって母子・成人・老人保健あるいは生活の場によっ
て地域・学校・産業保健等に分類される。この公衆衛生学の構造を實成は第 60 回日
本公衆衛生学会講演で｢人間の健康と、福祉と社会、環境に関する総合科学｣19)として
公衆衛生を構造化している（図 2-７）。 
 公衆衛生は、ウインスローの定義のごとく人々の健康を多様な生活の営みの中で保
持し、疾病を予防し、健康を増進してゆくための科学であり技術である。実成はそれ
を造り上げるための人間科学と環境科学を縦軸に、自然科学的接近法と人文社会科学
的接近法を横軸に置き構造を提示し、それぞれの専門分野の参画共同により人間の健
康と生活を保全する公衆衛生学が総合科学として成り立つとしている。 
  その中で地域看護は、直接的な個への関わりとして個々の人々とその家族と、それ
を包括するマスの関わりとしては地域社会の小集団（学校、生産、労働にかかる職能
集団）を対象に看護の働きかけを行なってきた。内田靖子 20)は、その定義において｢看
護の機能を公衆衛生事業のなかで発揮するもので看護の専門分化された分野でありま
た公衆衛生の一分野｣として位置づけている。 その内容は、公衆衛生における公衆衛
生看護は公衆衛生事業全体の一翼として位置づけられ、公衆衛生事業の推進にあたっ
ては看護の働きとしてきめ細かく対象である個人・家族・集団に結びつけ、健康生活
を実践させるものである。また公衆衛生看護は個々の生活を調整し、変容させるとい
う専門的機能、役割を持っている。 
  この看護の役割機能によって公衆衛生事業の目指すものが対象に浸透していく。ま
た対象の持つ問題を的確に把握し、公衆衛生事業に反映させるという看護の二方向性
の働きにより公衆衛生事業の目的が達成されることと思われる。 
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  公衆衛生看護は公衆衛生事業が地域住民のものとなるための｢楔｣の役割を果たして
いる。 
公衆衛生看護は｢個人・家族・集団、一定の地域を対象とする｣これは常に密接不可
分の関係にあり、個を対象とするときも、つねに個の属する集団、地域を意識する必
要がある。 
また集団対象として働きかける時も集団である個を意識して健康問題をとらえる。 
健康問題のとらえ方は精神的、経済的、環境的(人的環境を含む)、社会的に広い見
地から把握するもので問題を単に個人としてのみではなく、社会的立場でとらえるも
のとしている。この公衆衛生の目的達成また保健師の役割達成のためには関係者との
役割の理解と強いチームワークが不可欠となる。 
また宗田長宗らは、この個に根ざした看護機能と生活の場に臨む個と家族、小集団
に働きかける行動特性、多くの科学技術の成果を対象の健康生活に導入し結びつけて
いく公衆衛生看護の働きを称して、「保健婦は科学技術の成果を個々の住民に結び付け
る尖兵の役割を持つものだ」と指摘している。 
内田の｢楔｣の役割は公衆衛生がその成果を住民に結びつけ住民のものとする重要な
役割であり、科学の成果及び｢公｣の行政を個に合った形で住民に浸透させていくこと
のできる対人サービス上不可欠の役割を持つ看護の立場となる。またこれは前述の宗
田による尖兵の役割(公衆衛生側の視点)にも置き換えられるものである。 
保健師活動は長い年月、看護の機能を公衆衛生活動の中で公衆衛生看護として造り 
発展させ、公衆衛生事業を達成させるための一分野を持つものとして現在に到ってい
る。 
それは、実成文彦が示す｢公衆衛生学の構造｣19)(図 2-７)において、対人分野の関わ
りをする、即ち住民の生活の場で一定の地区を担当し、個とマスの視点による健康問
題の把握をする。そしてその健康問題へのケア技術を持つ職能として形成されている。 
 これはまた広義の看護概念においては看護が一つの専門分野として形成して来たも
のである。 
 
２）公衆衛生実践活動において保健師活動を形成したもの 
保健師がこれまで、特に戦後の公衆衛生の実践活動において学び取り、自己の公衆
衛生看護形成の基礎としたものは次にあげる公衆衛生の理論と技術であると考える。 
これらはすべて地域看護の基礎ともなっている。 
 （１）対象をマスとして地域全体を見る視点による問題のとらえ方と判断、統計学に
よる大数の法則原理による問題把握と予測の方法 21） 
  （２）人口集団において健康に関する状態又は健康事象の分布とその因子を明らかに  
して健康問題に対応する疫学の方法と予測 18） 
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 （３）地域社会における人文社会科学的接近法に関するもの 19) 
  （４）公衆衛生の広範な分野と構造におけるテーマ並びに多くの専門職種についての
認識とその活用と連携の必要性 19)  
  （５）対象者の健康生活を形成する環境(人的、物的、歴史的)の認識と対象者の生活
現場に臨む活動の在り方による対象把握と問題解決法 
 （６）環境保健、疾病予防、衛生教育、健康管理、衛生行政、医療制度、社会保障等 
公衆衛生の科学と技術の修得。 
地域看護はそれまでの狭義の看護にはない視点と活動の技術を公衆衛生の現場活
動で学び、公衆衛生看護という専門分野を創りあげてきた。また地域看護は対象者
の生活現場に臨み問題を把握する、問題の成因を判断し解決方法を案出する役割も
ある。これらの問題を解決するために他者の専門性を活用し連携また組織化をする。
更に問題を｢公｣に反映させる、また対象の自己意識を高める働きかけをする。そし
て施策制度の不備等により欠けているものについては、まづ自己の看護の技術で直
接ケアをし、その隙間を埋めるという役割もある。。 
   このようにして保健師は保健婦規則制定時から 65 年余りの間に公衆衛生活動の 
尖兵として、また内田による看護の二方向性の働き、「楔の役割」20）として保健婦 
活動の特性要素となるものを形成して来たと思われる。 
   そして平成の時代に到ってようやく興って来たといわれる地域福祉 16)以前の社 
会に在っては、問題を有する人々の側に立つ隣人としての看護の心（そのままには 
見過ごせない個の視点）によるケアの継続があったと考えられる。 
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図２-７ 公衆衛生学の構造ー人間の健康／福祉と社会／環境に関する総合科
学                                （實成、2001.10.31） 
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２、６ 地域看護の対象と活動の場 
１）地域看護の対象 
（１）健康レベルへの対応  
  地域には様々な健康レベル、健康課題を持つ対象者がおり、図 2-８に示すように地 
域看護・臨床看護・介護はそれぞれが対象の健康レベルと健康課題に対応した関わり 
をする。 
臨床看護は生命の緊張度の高い適正医療のレベルとリハビリテーションのレベルに 
おいて、また介護は疾病や障害が固定し自立生活が困難な対象者についてケアの主体
となる。一方地域看護は対象者の生活の場（地域）で看護をすることから図に示すよ
うに健康の各レベルにおいて関わり対応をする。17)、18) この関わりを予防のレベルで
みると、第一次予防には、一般的健康の保持増進と特殊予防がある。ここでは家庭、
職場、学校における良好な生活と環境づくりのための健康課題に関して個人、集団を
対象に健康管理生活改善のための教育、健康相談、定期健診ための推進等を行い健康
生活のためのセルフケア力の育成をする。特殊予防では、個人衛生や、感染防止、健
康障害の予防や喫煙など、原因物質からの防御についての教育、相談、健診、調査を
通じて関わり¹⁾、個人の意識啓蒙と生活・労働環境の整備、そして地域保健計画など
公政策への反映などに関連した活動をする。第二次予防では、疾病の早期の発見、早
期治療により病気の治癒、軽減、合併症や機能障害重篤化防止のために、健康診断と
適切な医療に繋ぐことが重要となる。そのための相談、教育、健診、調査に関わる。 
  第三次予防では、適正医療と障害、重篤化防止のために対象にとって適切な医療の 
場（医療施設、臨床看護）に委ねたり、医療施設関係者に対して在宅時の患者ケアの 
情報提供、治療後の家庭復帰への環境を整える。また在宅医療が行なわれる場合には、 
在宅医療体制、環境の整備により訪問診察、訪問看護の導入、在宅福祉利用等の療養 
上必要な体制を整える。リハビリテーションのレベルでは対象者の個々の健康状態に 
合わせて、医療や地域における要支援事例の一つとして復帰状況を見守る。ここでは 
地域看護、医療、福祉、教育、就学など対象者の生活環境に対応して必要な連携をと 
る。 
 
 （２）ライフステージへの対応 
 地域看護は、受胎前から死に至る人間の発達段階と変遷期の各々の発達課題 22）のす 
べてに関わる(図 2-９)。対象者の発達段、発達課題、帰属集団（家庭、学校、職場等） 
においてメンバー構成は多様であり、構成メンバーの問題、また構成体の課題も多様 
にわたる。 
  健康課題は家族、集団等一つの構成体においても構成体に応じて多種であり単一で 
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はないが、地域看護は個人又は家族の表出している健康課題をケアの入り口として、 
個人又は家族、帰属集団の健康生活を構築するために看護の関わりを行なう役割を担 
っている。 
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図２-８ 健康レベルに対応した看護の働き 
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図２-９ 人間のライフサイクル（WHO） 
            波多野 梗子、看護学概論 p 78, 1999 
 
  ２) 地域看護活動の場  
地域看護活動を図解すると図 2-10 のように保健師活動の場と所属、活動体制は行政
(保健所・市町村保健師の地区担当)とその地域の学校と事業所所属と言う形でそれぞ
れが目的によって設置され役割を果たしている。 
   津村によると「一定の地区(特定集団)を対象とする看護活動は、地域看護活動にお
いて特徴的で独自のものである。 法的権限を持つ行政の場に所属する看護職として
地域保健行政の制度、法的根拠に基づく健康支援、予防活動の一端を担い、また地域、
地区における健康問題の把握(健康調査、地区診断等)と行政施策への反映(保健計画の
作成、予算の編成等)を行なう。」³⁾、とされている。 
   行政の保健所と市町村保健師の配置は全国共通で、それぞれの保健所、市町村の所
属機関の目的において活動が行なわれている。但し最近においては担当圏域を拡大し、
機能別班編成(企画、成人、高齢、母子障害、健康対策又は保健衛生行政、保健福祉行
政、福祉行政、介護保険等）の配置が特に県レベルにおいて実施される傾向が認めら
れる(表 2-5、表 2-6)。  
   保健師の受け持ち地区制については、平山による次の論拠⁵⁾がある。｢受持ち地区制
は、その地区内に居住するすべての人について、健康の保持増進・疾病予防・健康障
害の回復など、幅の広い目的で健康を守るための責任を負うという意味である。 
   特に予防的な目的で行なう活動は、地域の人々の生活行動や健康意識をとらえて、
その地域内での生活の営みに合わせて常時取り組んでいかなくてはならない。 
   昭和 12年の保健所法では、わが国で初めて保健婦という言葉が法規の中に登場した。
法では、保健所に 3 名の保健師の配置だけが定められた。受持ち地区制は、当初か 
ら法規で定められたものではなくわが国の公衆衛生活動の発展過程で保健婦自身を含 
めた公衆衛生従事者の指導的理念・考え方として追求されて来た。 
   わが国の全地域が保健所網という形で管轄が決められ、保健所を中心とした公衆衛
生活動が取り組まれる過程で、保健婦活動の展開方式が生まれ、その展開方式の基礎
が受持地区制として一般化されて来た。 
   受持地区の規模がどのように定まったかについては、常時マンパワーの不足という
状況があり、管内町村を一つの単位とするとか、大きな市は行政区等で小区分すると
いった形をとって来た。いずれにしても受持地区を保健婦同士の申し合わせで決め、
そこに住む全住民に及ぶ活動をして来た。単に個人として対象をとらえるばかりでは
なく、その人の家族全体をとらえ、さらにその家族生活が地域社会へどのように結び
ついているかに注目しながら、予防活動をしていくことを重視してきた。受持地区制
は、行政側が保健婦を配置していくときの基本的考え方にも採用され、農村型の地域
では人口 2500 人に保健婦 1 人、都市型では人口 6000 人に対して 1 人という基準が
使われた⁵⁾。 これにより保健師活動の特徴である地区活動が伝統的に展開され、地
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域の人々が健やかに生活するためのセーフティネットが形成されるものになった。 
  ３）活動の場における就業の変遷  
   わが国の保健師の就業数とその分布は表 2-7 のように保健所市町村が中心であった
ものが平成 2 年から保健所が少なくなり福祉関係施設に広がって来ている。年次推移
は図 2-11 のとおりである。保健師の就業先の推移は、昭和 27 年（1952）から平成
16 年（2004）に亘って国民衛生動向各年版に基づいて再構成をすると図 2-11 のよう
に 52 年の間に大きく変化している。 昭和 35 年以前は市町村自治体吏員としての保
健師設置は 13.0％～9.5％と少ない。当時は県保健所保健婦の直接活動と保健所から
市町村への保健婦派遣、市町村駐在がなされていた。 
   国民健康保険(国保)を実施している市町村では、その国保加入者について国民健康
保険団体の保健施設が働きかけるもので、家族全体、地域全体を網羅する保健婦活動
ではなかった。 
   国民の医療は国民健康保険組合など各団体において自衛的に行なわれ任意加入であ
った。国民健康保険制度は昭和 34 年から 36 年にわたって皆保険制度が採られ、昭和
36 年の皆保険達成によりはじめて全国民が何らかの健康保険制度に加入し医療が保
障されるようになった。 
   戦後、保健婦の業務指導と統括は公衆衛生行政を司る保健所長の指導を中心に進め
られて来た。国民皆保険の達成と「地域の保健婦業務指導体系について」の中央官庁
指導(二局長四課長通牒昭和 35 年共同保健計画の推進)から 17 年後、昭和 52 年に国民
健康保険の保健施設(国保保健婦)が市町村保健婦に移行した。 
   この段階において県から市町村の派遣、出向もなくなり(へき地等の駐在制度は一部
存続)地域の保健活動は保健所と市町村保健婦が中心に実施するものとなった。 
保健所と市町村の保健婦配置、業務の分担は、保健所保健師は管内全域を市町村単
位に分担をし、市町村は市町村内の行政区ごとに地区を分担し、それぞれの所属機関
の特質（目的、専門性、組織性など）を背景にした地区活動を行なうという活動の方
法をとっている（図 2-10）。 
   しかし日本の高齢化進行における国の法整備とそれに基づく中央官庁の指導指針の
提示により、平成元年以降地域保健、医療、福祉の関係法の改正と平行して地域にお
ける保健師の配置や就業先に大きな変化を来たすものとなっている。 
   保健所と市町村の保健師の就業状況は図 2-11 にみるように昭和 55 年から大きく変
化し、地域住民の健康保持において一次的地区活動(第 2 章第 4 節２宮城県における検
討定義)は、就業数の 50～60％を占める市町村保健師が担い、保健所の保健師は 30～
20％台で二次的地区活動である公衆衛生行政と地域福祉を包含した地域看護の専門
部分に関わるような体制(第 2 章 4 節 4)がつくられつつあると考えられる。 
但し政令市は一次二次双方の活動をする。また就業先傾向の変化として平成元年以
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降では、従来みられなかった老人保健施設、訪問看護ステーション、社会福祉施設(地
域包括支持センターなど)への就業もみられてきている。 
   日本には地域福祉が無かった 16⁾と言われ、平成元年以降在宅福祉が制度的に起こさ
れ、平成 12 年には介護保険法として整備された。 
   しかし、保健師は大正から昭和そして平成の今日まで、地域福祉制度の有り無しに
関わらず地域において住民の健康と福祉的関わりを持続⁴⁾（生活保護等の措置事務以
外は公衆衛生に統合）して今日に到っている。 
   日本において近年ようやく表出した地域福祉制度、福祉施策をも包含して地域看護
活動をすすめる時点に到って来ていると考えられる。就業保健師の絶対数が伸び悩み、
かつ就業先が分散する現在において、保健師活動の原理をふまえ平成の地域福祉制度
下で新しく設けられた介護関係職種とどう連携し組織化し、保健所、市町村の公的立
場においてどの様に伸展させるかは、これからの大きな課題と言える。 
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図２-１０ 保健師活動の場と所属・活動体制 
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表２-７ 就業別にみた保健師数 
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図２-１１ 保健師の就業先別推移（割合） 
                       国民衛生の動向 2(2) 1955〜53(9) 
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国民衛生の動向 2(2) 1955〜53(9) 2006
２，７ 地域看護活動の特徴と方法・技術 
   保健師活動の特徴を活動体制、活動概念・目標や仕事の優先順位、技術面の特徴 
について平山朝子、地域看護学 15⁾から、また活動の方法技術については、津村智恵子、
地域看護学³⁾から引用し以下に述べる。 
   
  １）活動体制の特徴   
   （１）地方自治体の公的保健事業として機能する形を主体として保健師は都道府県、
市町村の職員として公的身分を有し、実施する仕事は公務労働としての特色を持つ。 
    保健師の業務は諸種の法的根拠に基づいて行なわれる(例 妊婦や乳幼児の家庭
訪問＝母子保健法、老人の健康相談＝老人保健法、究極は憲法 25 条、地方自治法
第 2 条を具現化するもの）。 
 仕事に必要な経費は国や地方自治体の歳出予算から支出され、予算に裏づけられ
て仕事を行なう。実際活動では技術料を徴収することなく、無料を原則としている。   
保健師活動は営利事業や慈善事業ではなく、公的事業としての責任において行な
うものである。 
   （２）一定の地域を単位とした受持地区制をとる。一定の地域的区画内に住んでいる
人すべてからなる人の集団を受持ち、その中での生活の営みに即した看護活動を行
なう。 受持ち地区内の全住民の健康を守ることに責任を持つ地区活動を行なう。 
    これらが保健師固有の活動である。受持地区制は、その地区内に居住するすべて
の人について、健康の保持増進、疾病予防、健康障害の関係など、幅の広い目的で
健康をまもるための責任を負う。この受持地区制は、ある疾病や健康障害を持った
特定の人を取り出して訪問看護を行なう訪問看護事業とは全く異なるものである。 
 
  ２）活動理念、目標、優先順位からみた特徴 
  （１）予防的意義の高い仕事をする 
  （２）対象全体に対して責任を持ち常にその視点で問題をとらえる。 
  （３）サービスの対象となる住民の主体性の確立を重視する。一方的にサービスを提
供するのではなく、何らかの形で住民の参加を求め、対象者自身の主体的な問
題解決を促しつつ活動を行う。 
  （４）問題解決は、個別的なものにとどめず、組織的な問題解決に発展させる。 
  （５）活動の目標、方法いずれについても総合化したサービスプログラムとして適用
させる。 
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 ３)  技術面からみた特徴 
    保健師活動で用いられる技術は教育的対応技術と相談的対応技術である。 
   （１）すべての疾病、すべてのライフスタイル問題に対応する。 
  （２）実生活の方法、生活行動面への援助、生活環境（療養や育児等）づくりへの 
     援助を行なう。 
    （３）家庭と、他の人間関係への洞察、問題解決のための条件づくりへの指導を行う。 
    （４）地区に住む一般の人たち(当面患者ではない)と意思疎通、動機づけを行なう。 
  （５）保健・医療・福祉の各職種や関係機関、関係施設との共同活動及びヘルスチー
ムの中で機能できるジェネラリストとしての専門性を持つ。  
  4)  活動の方法・技術 
    保健師が一定の地区を受持つことを活動の基本とすることにおいて表 2-8｢地区診
断の視点と項目｣5)に示す担当地区の状況を把握することが活動の基本となる。これ
は地区活動の出発点であり、保健師活動特有の財である。 
そしてその地区における健康問題について具体的活動をすすめるためには個に対
する看護過程と同様に看護過程における情報の収集(既存資料、調査、地区踏査)ア
セスメント、計画、実施、評価を行なう(図 2-12)。 
    保健・医療・福祉サービスの管理体系は図 2-13 に示すように年齢別にかつ健康者、
ハイリスク者，傷害者等健康レベル別に実施し得られた関連情報を公開する。 
    またこの看護過程において用いる接近方法は、表 2-9｢地域看護活動で用いる主な
接近方法・技術｣による大きく健康課題を見つけだす手段、行動変容、実行への手段
及び地域活動基盤作りへの手段に分けられる。 
   この接近方法技術において特に重要な技法として家庭訪問と健康相談、健康教育、
地区調査について以下に記述する。またこの接近方法は本論文第 4 章の各各地域看
護の実践で用いられている活動方法である。 
 
（１）家庭訪問 
    家庭訪問は保健師活動を特徴づける第一義的方法である。担当する地区において
対象者の生活している場に臨みその生活の場において行なう活動方法であり、保健
婦活動開始以来保健婦活動を表徴する方法とされて来た。 
家庭訪問は、｢家庭訪問の特徴｣³⁾に記すとおり健康問題解決にとって極めて有用な
意義を持つ。保健師は担当地区と地区における人々の健康問題に援助する上で対象
者から訪問を求められる。また対象者が自己の健康問題を認識していない、又は訪
問を拒否するなどの状況においても、公的な立場において(法的裏づけ)保健師が把
握した健康問題上の判断で能動的に関わりを持ち 対象者にとって必要な援助をす
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ることができる。 
    特に自己の問題に気づかずに居る、又は援助を求めることが出来ないでいる対象
者にとって、家庭訪問という能動的関わり技法は重要なものである。家庭という現
場において問題をとらえ 対象者の生活の場において共に問題解決をすすめるとい
う点においての意義が大きい。また保健師は家庭訪問で把握した現実の課題を活動
の中で集約し保健師の活動計画や行政施策への反映ができる。 
    この家庭訪問活動については本論文第 4 章の次の実践例に記している。 
     第４章実践例 
     Ⅱ 母子保健活動   Ⅲ 結核活動     Ⅳ 精神保健活動 
Ⅵ 臥床者実態把握  Ⅶ 糖尿病活動    Ⅺ 災害時の活動              
                                                 
   （２） 健康相談 
    健康相談は保健師の保健指導技法として、家庭訪問指導、健康教育とともに重要
な技法であり、地区活動展開の一方法として地区全体の健康問題把握や解決に用い
られる。 
    健康相談は個別的援助方法であり、対象者との信頼関係の上で成立する。その援
助方法は設定された健康相談場面のみではなく、家庭訪問指導の場においても用い
られる。 
   健康相談の特徴³⁾ 
   ① 地域住民が健康問題の有無に関わらず、乳幼児から高齢者まですべての人が利
用できるもので、対象者への利用呼びかけによる相談又は対象者の自発的利用
がある。 
   ② 対象者の個別性をふまえて、健康問題を明らかにし問題の成因や改善方法など
を示し共に考える。 
   ③ 問題となっている疾病や治療方法、医療機関、福祉制度の利用など、対象者の
理解や生活状況をふまえて説明をする。 
   ④ 定例やテーマ固定の相談以外に、地域や対象者の問題に応じて時間や場所の設
定をする(地域への移動相談など)。 
   ⑤ 対象者が理解、納得し問題解決への行動化ができるよう援助し、その後につい
てのフォローをする。 
 ⑥ 相談技法は対象者を理解、受容し方向づけをするカウンセリング的方法を用い
る。 
    この健康相談活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
    第 4 章実践例 
      Ⅱ 母子活動          Ⅷ 脳卒中後遺症患者活動  
      Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理  Ⅹ 肝疾患活動 
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      Ⅶ 糖尿病活動         Ⅺ 災害時の活動      
       
   （３）健康教育 
    健康教育は保健師活動全体に通ずる基本的考え方であり技法である³⁾。単に健康
生活に関する知識や技術を伝えることではなく、よりよい健康生活を目指し、住民
の生活態度や行動の変容を目的とするものである。 
    保健師は日常の地域活動で得た多くの情報や知識を基に教育テーマを設定し、対
象者への生活に根ざした実効性のある啓発を継続的に実施し、地域全体の健康づく
りに貢献する。 
   ① 健康教育のテーマ 
 ・健康生活一般や特定テーマの知識、情報を提供し自己の生活に取り入れるもの 
(生活習慣病、思春期保健、育児問題など) 
  ・特定テーマによる啓発(喫煙、感染予防、自殺予防など) 
・地域特性や生活因習によるもの(風俗習慣、生産、労働、公害・環境問題等) 
② 方 法 
 ・教育対象の編成(テーマによるグループ編成と場の設定) 
  ・教育指導内容の作成(指導案、目標～評価まで) 
  ・教育方法、媒体の作成(資料解説、講義、グループワーク、体験実習、視聴覚映像、 
   役割演技、他） 
   ③ 評 価 
  ・ケースによって単発的又は継続的に対象を設定し評価をする。(調査、検診検査成績
等)対象者の意識、生活等の変容をとらえる。 
  ・個人及び集団の意識の変化、行動の相互作用、個人と地域全体の問題改善を把握す
る。 
・地域における小グループ活動や地区組織活動の育成発展を促す。 
など保健師は地区活動動として常に地域の健康問題を意識的にとらえ、タイムリー
に個人と地域全体の健康レベルを保持高める働きかけを行なう。 
この健康教育活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
第 4 章実践例 
Ⅰ 眼疾患予防活動 Ⅲ 結核活動  Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理 
Ⅶ 糖尿病活動 Ⅷ 脳卒中後遺症患者活動 Ⅹ 肝疾患活動 Ⅺ 災害時の活動       
            
 （４）地区調査      
    保健師の地区活動の出発点は、平山による表 2-7 の｢地区診断の視点と項目｣⁵⁾に
よる地域現状の把握と、津村による図 2-20｢個と地域の看護の展開｣であることを先
に述べた。更に地区活動の実践に当たっては、意識化された問題の調査を必要に即
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して随時行なうことが必要である。調査により、把握した問題点をより明確にし、
説得性のあるものとすることができる。  
    これにより組織内で問題を取り上げるための理解や実働のための人、物、予算の
準備ができる。また事業の企画、実践、評価の過程をより組織的、科学的に組み立
てることが可能になる。 
この地区調査活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
第 4 章実践例 
Ⅰ 眼疾患予防活動  Ⅳ 精神保健活動  Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理 
Ⅵ 臥床者実態把握   Ⅶ 糖尿病活動    Ⅹ 肝疾患活動  
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表２-８ 地区診断の視点と項目（および細目の例示） 
                        平山朝子、公衆衛生看護学 p71~76, 1987 
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図２-１２ 個と地域の看護過程の展開 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               津村智恵子、地域看護学 p65, 2002 
 
図２-１３ 地域健康レベル別保健・医療・福祉サービス管理体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 63 津村智恵子、地域看護学 p65, 2002 
表２-９ 地域看護活動で用いる主な接近技法・技術 
 
 
 
津村智恵子、地域看護学 p73, 2002（一部修正）
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第 3 章 地域看護を機能させる特性要素に 
ついて 
 ３，１ 仮説 特性要素 9 項目を設定 
   第２章では地域看護について、定義、教育、免許、歴史と現在の問題、公衆衛生 
  との関連、活動の対象と方法について各種資料を基に概括した。 
   そして今、地域看護が当面している「ゆらぎ」の現状があること、地域看護は存在 
  の根拠となる理論を明らかにする必要性があることについて記した。 
   第 3 章では地域看護の構造化と理論化を進めるために地域看護の特性要素となるも
のを仮説として設定した。 
 
  １）特性要素項目案出の背景  
   保健師活動は大正 12 年関東大震災から 80 余年、昭和 16 年の保健婦規則制定から
65 年の歴史を経ている。社会状勢と国民生活の激しい変化、それに伴う国民の健康問
題対応ニーズの中で生れ、育ち、継続されて来た。 
   保健師は各時代における国の健康対策や、国民の生活と健康の様相に添って活動し
て来た。或る時は勢いを得て、また或る時は低迷し、時代における自己の存在役割を 
  問いながらも、その活動原理を明らかにし得ないままに揺らぎの中で歩んで来た。長
寿の時代に到り、地域福祉施策として平成 12 年度から介護保険制度が施行された。
その過程で｢地域の人々が見えにくくなった｣という現場の声が聞かれている。しかし、
活動原理を明確にし得ない状況下でも、長い年月に亘り保健師活動が継続されて来た
こと自体に保健師の存在理由となる有用性が内在しているのではないかと考えられた。 
   地域看護を構造化し機能させているもの即ち、その内在する特性について、最も根
元的な部分である要素に視点をあて、地域看護の特性要素について案出する。 
   本論文での要素とは地域看護成立に必要な機能上の特性となる成分及び条件となる 
  行為事実とした。この特性要素の抽出は自己の保健師活動の実践と他の実践記録から 
  探った。 
 
 ２）特性要素項目の設定と内容 
   筆者は保健師活動を形成する｢看護における地域看護の特性要素｣としてこれまでの
自分自身の経験および実績に基づき次の 9 項目をあげた。 
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a 隙間を埋める。これは社会制度の未熟性やサービス内容の不足によって対象者に必
要なケアが届いていないような時に、保健師が持っている看護ケア技術を充てること
を意味している。例えば、担当地区の高齢障害者の夫婦が介護認定をせず制度を利用
できない場合に申請手続きを説明し手続きを代行するような時である。 
b 問題を見つける。担当地区全体の現況を科学的に解明し、健康の保持や正常な発育・
発達を損なうような現象についてその要因を把握して分類することである。その為に
は現地に出向いて資料収集し、要因を調べる必要がある。糖尿病治療中の患者が治療
を中断している場合、訪問でその理由を調べるような時である。 
c 能動する。健康生活上で負の問題があると判断した時や、健康を高めたり健康障害
を予防する必要があると判断された場合に保健師が直接介入したり、また他者が関わ
るように動くことを意味する。作業従事者に発生している健康障害の原因を調べるた
め現地調査をし、作業方法や作業環境の改善を計ったような時である。 
d 活用する。保健師が寝たきり状態でいるが起きて生活できる可能性と力があること
を気づかせた場合のように、対象者個人の持っているケア力を引き出したり、他職種
の機能及び諸制度を対象者の健康問題を改善するために充当したような場合である。 
e 繋ぐ。課題解決に必要な他者または資源を取り入れたり、他の適切な機能を紹介し 
結びつけることを意味する。例えば健診で時々嚥下困難があり、がんかもしれないと
心配している対象者に専門医に受診する事をすすめ、その結果を確認するような場合
である。 
f 反映する。課題を当事者以外に地区、地域に向けて提起したり、解決に必要なケア
力の育成，組織化、施策化あるいは制度化を図る事を意味する。育児不安を持つ母親
が多いことから、低体重出生児と新生児訪問指導を予算化し、保健師、助産師の訪問
指導の充実を図った例が相当する。 
g 啓発する。健康保持、増進、回復をするために当事者の知識や意識を高めるために
広報教育活動を実施することを意味する。例えば、若い女性の喫煙者や受動喫煙者に
低体重児の出生が多いために若い女性に的を当てて喫煙の害について啓発、教育する
場合である。 
h 直接のケアをする。対象者の生活の本拠地で健康ニーズに即した看護の技術を本人
に実施するだけでなく、看護の方法を家族（ケアをする人）に指導することである。
在宅寝たきりの障害者についてバイタルサインの把握、体位交換，清拭、更衣、食事、 
排泄の世話、居室の整備等を行ったり、その方法を家族が出来るように教える場合が
これにあたる。 
i 総合、統合化。個人、家族のみならず地域全体としての生活が健康的方向に営まれ
ているかを把握し、評価し、さらに好ましい方向への構築を計ることである。地域保
健活動のための資料の収集、地区診断、活動計画、活動評価を個およびマスにおいて
行なう場合はこれにあたる。 
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 保健師活動には多様性が認められるがその活動内容を分類するとこれら 9 項目にな
ると考える。 
 そして、図 3-１に示す如く、保健師活動はこれらのいくつかの要素の組み合わせが
一つの活動プログラムとして、対象者であるライフステージ、健康レベルおよび活動
の場や形態に関わっているものと思われる。 
 次に第 4 章において自己の地域看護実践と自他の記録を引用して、前記した要素 9
項目が内在していると考えられる事実を表出し、案出した要素について検証する。   
    
 参考；特性要素の項目の順序だてについて 
     特性要素９項目は a 隙間を埋める、b 問題を見つける、c 能動する、d 活用する、 
   e 繋ぐ、f 反映する、g 啓発する、h 直接のケアをする、i ケアを総合、統合すると 
いう順序だてをした。これは保健師が、これまでの地域活動で人々の健康問題とその 
レベルに対応して健康生活を支援して来た行動のプロセスとその内容の意味により 
系列づけた。 
 健康生活ニーズ充足の欠如，生命生存が脅かされている状況では、まづ自らの技術
を投入する a,h担当地区住民の健康問題への気づきと確認では b,c,資源の活用や対象
のケア力育成、啓発などによる問題解決への働きかけでは d,e,f,g,問題対応の総体評
価は i,として保健師の日常の対応行動に順じ項目を設定した。 
 なお、要素 h 直接の看護ケアについては、臨床基礎看護技術を核にしている要素
であり、ケアの欠如やケア場面の緊急性に応じて自己の技術 h をもってそのニーズ
を満たす又は不足を補うものである。このことから総合化、統合化要素 i に並べる順
位づけをした。 
 ケアの到達目標は個（個人・家庭）においても、マス（地域・小集団）においても、 
対象の必要に応じて総合、統合されて最終的に充足されることである。 
 特定要素と対象者のライフステージ，健康レベル、活動の場と形態との関係は図３
-１である。 
要素、a～i 項目の健康生活課題に対応した要素化と解釈は表３-１の内容である。 
要素個々の設定理由と具体例は、資料 5，2 に示した 
 以上の理由と順序だてにより地域看護の特性要素９項目を設定した。 
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図３−１ 保健師活動を形成する特性要素（a〜i） 
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表３-１ 健康生活課題と地域看護の特性要素項目の解釈 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 69 
第 4 章 実践事例における特性要素項目の検証 
４，１ 検証をする活動実践事例 11 例について 
１）事例の概要と時代的位置について 
  検証事例は 11 例をあげた。昭和 33 年から平成 7 年まで 37 年間の自分が行った地域
活動で、資料が記録として手元にあった 9 例と、他の保健師による活動からの 2 例であ
る。 
   およそ 40 年に亘る時代経過において、平均寿命の目覚しい伸び(男 13.3 歳、女 15.4
歳)、乳児死亡率の低下(出生千対 30.7→3.0)があり、逆に老人人口の急増(5.7％→19.0％)
がある。 
  昭和 30 年代から 40 年代は乳児の出生と死亡が公衆衛生活動のバロメーターであり、
かつ結核等感染症対策が地域活動の主要テーマであった。 
  医療、福祉制度が整備されず、国民皆保険以前の誰もが医療を受けられる体制が整わ
ない時代に、母子や臥床老人、精神障害などの事例には極めて悲惨な状況が見られた。 
  国民皆保険が昭和 34 年から 36 年の間に段階的に整備され、これ以降医療を必要とす
る人々の間にようやく及んでいったという感がある。 
  人口構造と疾病構造の著しい変化の中で、結核等感染症の時代にはあまり政策のテー
マになり得なかった精神保健や、臥床老人の問題や、糖尿病、がん対策等のテーマが昭
和の末から平成にかけて表出して来た。 
  しかし、保健師活動の現場においては、国の法制や施策に先んじて実施されそれが行
政施策に反映したものが多くある。(事例、Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ、Ⅴ,Ⅵ、Ⅸ) 
  また法制、施策とともに現場活動が行なわれたもの(事例、Ⅲ、Ⅶ、Ⅷ、Ⅹ、Ⅺ)など
である。 
  前者は地域の保健師活動は、対象者の生活の場に在ることを起点としている。このこ
とから昭和 30 年代前半に国が結核対策に主力をおき、保健師活動が結核住民検診や登
録管理に総力を注いだ時代であっても、保健師の活動では住民個々の生活や健康問題が
家庭訪問や相談を通じてとらえられ、それに応じる努力がなされていた。 
  検証事例の大半は保健師が地域に入り住民の健康問題に気づき、その対応を個別に自
らの看護技術で対応する。又は保健所や市町村の場で組織的に展開し、その後徐々に予
算措置や事業化が行われていった事例である。 
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 ２）活動実践事例の特性要素分析方法について 
     実践ごとの分析手順は以下の如くである。 
  １．実践例の概要については実践時期と場所を明記し、実践概要を記述した。 
２．実践概要の中で保健師活動を起動させている内容について要約した。 
３．上記２で示された実践行為が設定した特性要素 a～i のうちで対応すると考えられ  
  る要素を（ ）内に記した。 
４．本論文に引用した実践事例の文献および関連資料を「資料」に添付した。 
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  ４，２ 実践事例における特性要素の検証 
 
 特性要素の検証は以下 11 例の実践記録について実施した。 
 
Ⅰ 眼疾患に関する活動（昭和 35 年～37 年） 
        
Ⅱ 母子保健に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
         
Ⅲ 結核に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
        
Ⅳ 精神保健に関する活動 (昭和 29 年～34 年) 
         
Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理に関する活動(昭和 49 年～54 年) 
        
Ⅵ 臥床者実態把握に関する活動  (昭和 55 年～57 年) 
         
Ⅶ 糖尿病に関する活動(昭和 60 年～平成 2 年) 
          
Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動 (昭和 60 年～63 年) 
         
Ⅸ 地域保健医療計画策定に関する活動(昭和 60 年～63 年) 
        
Ⅹ 肝疾患に関する活動 (平成年～5 年) 
         
Ⅺ 震災時の活動 (大正 12 年、平成 7 年) 
       
 
 
  
 I. 眼疾患に関する活動 (昭和 35 年～37 年)  
１．実践例の概要 
 
1) 実践時期と場 
   昭和 33 年から 37 年に、宮城県南部の保健所(当時、大河原保健所)に勤務し、保健所         
  の地区担当保健婦として村田町を担当した時の実践である。 
 
2) 実践概要 
   保健婦は地域で仕事をはじめる際には、担当する地域の人々の健康状態を把握し、
それを基に自分の仕事の計画を立てる。昭和 32 年度から 36 年度を目標に国民皆保険
制度が敷かれた時期であるが、町の診療報酬明細書から町内の一つの集落で眼の疾患
（トラコーマ）と呼吸器の疾患が際立って多い地区（姥が懐）があることに気付いた。 
   そこで、町の保健婦と保健所の地区担当保健婦がその集落に入って、家庭訪問によ
る実態調査をした。この調査には東北大医学部の学生有志の参加も得た。 
   当時の農村はどこの家も茅葺の家で、天井には「煙出し」がある構造で、土間から
居間への上り口に囲炉裏がある。そこに自在鍵があって鍋をかけ薪を焚き炊事をし、
家族が暖を取り、食事や客のもてなしをするという構造であった。 
   しかしこの地区の問題は、集落の家々の屋根の天井には煙出しが作られていなかっ
た。それは、この村に伝わる｢渡辺の綱の物語｣という伝説があり、「鬼が自在鍵を伝わ
って煙出しから逃げた」という言い伝えがあり、村では意識的に煙出しを作らない風
習があったことが一つの原因であった。また当時は、結膜炎やトラコーマの流行が非
常に多かった。そして人々は必要な時に適切な医療を受けられない状況(医療保険の未
整備)であった。また各家では一本の手拭を家族が共同で使う、といった生活のしかた
など多くの健康生活上の問題があった。 
   この調査結果は現地で報告会を持ち、地区の人々の健康を害する原因となっている
住宅構造(鬼を逃がさないため煙出しを作らない)の改善や、家族が一人ひとり別々の手
拭いを使うことなどの教育を行った¹⁾。 
   平成の今、因習のために眼の疾患が多かったその村は民話の里となり、茅葺の屋根
には煙出しが造られ、民話伝承館では語り部の人形が自在鍵のある囲炉裏端で姥の物
語りを伝えている。（図４－１、平成 16 年 1 月撮影） 
 
 ２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
   1) 国民健康保険診療報酬明細書を調べて特定地区にトラコーマと呼吸器系疾患が
多いことを把握した。 
   2) 特定地区で訪問調査をし、実態を確認した。   
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 3) 調査に医学部学生有志の協力を得た。  
   4) 個人では取組み難い因習の打破について、個人の意識と人々の相互作用による 
     問題意識を高め改善の方向に向けた。  
   5) 問題の原因を総括し地区の人々に伝え改善の対策を練った。  
 
  ３．保健師活動を起動している内容と特定要素との関連 
   １）国民健康保険診療報酬明細書を調べて特定地区にトラコーマと呼吸器疾患が多
い事を把握した。 
     特定要素との関連：資料（診療報酬明細書）を使い（d）、感知した問題を意識
的に調べている（b）。  
   ２）特定地区で訪問調査をし、実態を確認した。 
特定要素との関連：特定の地区に特定の疾病があることが判明し（b）、調査、
問題の掘り起こしをしている（c）。  
   ３）調査に医学部学生有志の協力を得た。 
     特定要素との関連：必要な資源（医学生の参加）を集め（d）、行動の計画を立
てている（c）。 
   ４）個人では取り組み難い因習の打破について、個人の意識と人々の相互作用によ
る問題意識を高め改善の方向に向けた。 
 特定要素との関連：問題解決のために必要なケア力、意識化を高め（g）、改善
の方向に向けている（f）。 
   ５）問題の原因を総括し地区の人々に伝え改善の対策を練った。 
特定要素との関連：実施結果を総括し（i）、地区に返し（f）、行動化する（g）
よう方向づけている。また実践全体の目的と結果を総括し評価している（i）。 
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民話伝承館 語りべの人形と自在鍵 
姥の手かけ石 煙出しのある家 
図４-１ 民話の里 
 Ⅱ 母子保健に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
 
  １ 実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
   昭和 33 年から 37 年に宮城県南部の保健所(当時大河原保健所)に勤務し保健所の地 
区担当保健婦として村田町を担当した時の実践である。 
 
  ２）実践の概要 
   大河原保健所は R5 農村型の保健所で 4 町を管轄し人口は 71,159 人(昭和 33)。蔵王 
山麓の開拓部落も所管していた。村田町は人口約 13,000 人の純農村地帯であった。 
   公衆衛生活動のバロメーターは乳児死亡（34.5）が重要な指標であり、新生児死亡
（19.5）、妊産婦死亡（15.5）、死産率（100.7）などが地域の母子の健康状態を物語る
資料(表４-１)であり、保健婦活動の出発点であった。 
   戦後 13～14 年の保健所保健婦活動は、結核と他の感染症対策、ベビーブームに対
応した家族計画が多くを占めるものであった。また、昭和 34～35 年頃から大学と県
の研究事業として取り組まれた乳児のクル病と股関節検診、また、乳業会社の肝いり
でベビーコンクールなどが保健所の母子事業として盛んに行われていた。 
   保健所の保健婦は、自分の担当する地区の他に保健所管内全地域の検診事業に従事
する。乳児検診は 3～4 ケ月を対象にクル病と股関節撮影をする。検診ではレントゲ
ン装置や、乳児用の身長計や体重計等を持って各市町の小学校や集会場で実施される。
対象となる乳児にとっては年に 1 回の機会である。 
    保健所と町役場が呼びかける乳児検診なので、どの町でも 7～8 割の受検率であっ
た。そして検診に乳児を連れてくるのは、おばあちゃん(姑)達であった。 
   管内の乳児の栄養状態は悪く、県平均より下位で栄養不良、皮膚のただれ、（オムツ
カブレ、頭や頚部の湿疹）クル病、股関節脱臼など沢山の問題が見えていた。 
   乳幼児の発育基準は昭和 29 年から 29 年かけて、斉藤潔、川上理一、船川幡夫らの 
調査研究にによる標準体位が用いられていた。⁴⁾ 
 全国の乳幼児発育評価基準は、昭和 35 年と 45 年に厚生省により全国調査が行われ
以降その評価基準が全国の保健所、小児クリニックにおいて汎用されるようになった。 
 因みに医療保険は、昭和 32 年から 36 年に国民皆保険制度の途上にあり未整備で、
母子保護法は昭和 12 年、母子保健法は昭和 40 年である。 
 管内の乳児検診で把握した母子保健の問題として次のような点があげられた。 
① 管内の乳児の発育は、県内平均と比べても｢中｣以下で良い状態ではない 
② 乳児が具合いの悪い時にタイムリーに医師に診てもらうことはまれであり、適切 
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  な育児指導を受ける機会がない 
③ 育児は姑が当たり姑は留守番と家内外の家事の傍ら乳児の世話をしている   
④ 乳児の母親は農家の嫁であり労働力であり、家の中で育児についての主体的位置
がない。 
⑤  乳児の発育は誕生までの 1 年間に、3～4 ヶ月で 1 回だけ検診の形でチエックさ  
れ、乳児固有の問題や発育過程に添ったフォローは無かった。 
⑥ 乳検で保健婦が実際に出会うのは乳児の祖母である。卵、魚などの蛋白質は、晴
れの日のもので、日常の食生活には載るものではなかった。 
⑦ 一般の医療は高価で特別の費用が要り、農業財産の家畜に獣医は呼んでも乳児の
みならず人間の病気のために医師の診察を依頼するということは日常の生活概念には
なかった。 
⑧ 育児は特別に意識される仕事ではなく、家に居る者(姑)が当たり、または直接危
険(転落や猫、鼠、害虫など)のおそれがなければ寝かせておく、または、えづこなど
に固定しておくということが通常であった。 
⑨ 農家の嫁は夫と供に農業に従事する者であり、家人の休息時間に炊事や洗濯、繕
い物をする、そして児への授乳をする無償の労働力であった。嫁にはミルクなどを買
うための自由に使える小遣いはなかった。農業に家事に休日は無く、実家に帰る祭り
に出るなどは極く限られたことであった。 
 当然のことながら農村の嫁の立場で育児の主体性や主張が出来る条件を得ることは
困難であり、農家一般の家では自分の娘は農家に嫁がせないという風潮であった。 
 昭和 30～40 年代のこのような状況の中で保健所の地区担当保健婦として取り組ん
だ仕事は、村田町の保健婦(昭和 52 年まで国民健康保険保険施設と呼称)と共に｢乳児
巡回健康相談｣(乳児相談)を開設することであった。 
 当時は、まだ一般的に乳児の発育を継続的にフォローするといった母子への関りは
みられてはいなかった。 
  （１）乳児巡回健康相談の実施 
 町内の４つの行政区で役場の支所や、小学校、集会場を借り毎月 1 回、乳児が 1 歳
の誕生を迎えるまでの出前の乳児相談を実施した。乳児相談の案内文は、町長名で乳
児をつれて乳児相談に来るのは姑ではなく母親であることとした。そして、毎月の乳
児の発育の過程を見、個々の育児の問題を話し助言をした。ここでは母親の様々な悩
み、嫁の座の問題や夫婦関係のことや受胎調節のことなどが語られた。そして児の発
育の状況、育児の問題点、家で実施してもらいたいことをメモにして母親に渡した。
今日の育児相談で「保健婦にこう言われた」と姑や夫に言える材料としてのメモであ
った。 
 実のところこの乳児相談の場を設けた真意は、乳児の発育を継続的にフォローし 
ていくということも然りながら、もっと根底には母親が子供と一緒に公然と手足を 
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のばしてくつろげる時を与えたい。他の母親と交流し、他の子供も知る。少なくとも
乳児相談から帰った時だけは、自分の子供の育児についての主張を保健婦のメモや言
われた言葉を使って主張できる機会としたいと言うことであった。のちにこの乳児相
談は町当局の理解を得て予算化され、町独自の乳児健診(相談)として事業化され、町
の子供は小児科専門医の診察も受けられるようになった。また、この事業の文書発送
や受付、会場つくりなど町の事務職の協力も得られるようになった。 
 この町の乳児相談の試みのあとに、県内でも何ヶ所かが母子を中心にしたモデル事
業が実施されるようになった。 
（２）母子健康センター 
 もう 1 つこの町の母子の仕事で母子健康センターの設置がある。妊婦に対する様々
な因習や過重労働、低栄養、家制度の中のストレスなど農村の妊婦は、妊娠中毒症や
産褥熱、妊産婦死亡に繋がる苛酷なものが多かった。制度や施策など歴史的過程にお
いても、出生児に対する社会政策や関心の高まりはあっても母性に関するものは極め
て少なかった。⁴⁾ その中で妊婦検診、受胎調節指導、低所得層妊婦への無償牛乳配
布(1 日 1 本)などが保健所行政(予防課所属助産婦)として行われていた。 
 昭和 33 年度から国の施策として、施設分娩と母子保健指導を推進するために母子
健康センターの設置が奨励された。当時のお産は自宅分娩が 90％台で妊娠届も 8 ヶ月
以降が 15％という遅さで、出産間際まで野良で働き、働くと胎児が大きくならずお産
が楽に済むと言われ、出産後も充分な休養や栄養を取ることはできなかった。 
 その様な状況において母子健康センターが設置されることは、妊婦にとってまた保
健婦にとって大きな希望であった。村田町には幸いにも町立の国保病院があり、病院
に隣接して助産部門が医療法に基づく助産所の認可を受け、5～9 床のベット、分娩室、
沐浴室、給食設備を整え、通常は助産婦が専任に対応する。緊急時には病院の医師が
対応できる施設が作られた。 
 この母子健康センターの設置には、母子保健に主力を置いた町保健婦の実績と関 
係者の働きかけが中心になった。それに国保病院医師の支持、保健所のバックアッ 
プがあり、町当局の理解を深め県下でも早い設置となった。 
 母子健康センターは、出産の安全性、母と子の接触、産後の休養、母子栄養の充実
と特に農村の妊婦にとって画期的なものであった。その後、母子健康センター 
は、市町村保健活動の拠点となって行った。 
 
  ２． 実践概要で保健師活動を起動させている内容 
 １）母子の保健統計(人口動態統計等)を調べて、母子の問題を把握する。 
 ２）行政施策(牛乳配布や家族計画用品の斡旋など)を住民(低所得層の妊婦)につなげる。    
 ３) 乳児検診、妊婦検診に携わって地域の母子の健康の実態(小児クル病、低栄養、
妊婦の過労)を把握する。   
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 ４) 町の保健婦は役場に在って住民からの相談(健康、生活)に応じ、かつ各家庭に出
向いて実態を把握する。   
5) 母子の健康と生活の改善を計って保健所と町保健婦が、独自の巡回乳児相談を実
施する。  
 ６) 国の施策としてとられた母子健康センターの設置を、いち早く町当局と関係者に
働きかけ実現する。   
 ７) 保健婦単独の巡回乳児相談から小児科専門医を招聘し、町の乳児健康診査とし  
 て発展させる。   
 ８) 保健所地区担当保健師と町の保健師が共同により、人口動態統計、診療報酬明細
書、病院医師情報、保健所衛生統計の分析や健診や相談事業、家庭訪問などの実動を
し、その根拠に基づいて町の母子健康問題を総合化し、町村行政に反映させ、母子健
康センターや乳幼児健診事業、保健協力員組織などの母子保健体制を充実させた町づ
くりをした。(村田町；乳児健康相談、母子健康センターなど、 山元町；妊婦相談、
母子健康センター 南郷町；保健協力員組織 多賀城市；障害児集いの家他) 
   
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連  
１）母子の保健統計(人口動態統計等)を調べて、母子の問題を把握する。 
特性要素との関連；資料（母子の保健統計）を収集し（c）、分析し母子の問題  を
表出させている（b）。 
２）行政施策(牛乳配布や家族計画用品の斡旋など)を住民(低所得層の妊婦)につなげる。    
特性要素との関連；対象の問題に適用可能な施策を選び出し（d）、それを必要とする
対象に給付している(e)。 
３) 乳児検診、妊婦検診に携わって地域の母子の健康の実態(小児クル病、低栄養、
妊婦の過労)を把握する。  
特性要素との関連；検診の場面を生かし（d）、身体計測や相談をし（h）、育児と母親
の健康と生活上の問題を(b)、明らかにしている（c）。 
４) 町の保健婦は役場に在って住民からの相談(健康、生活)に応じ、かつ各家庭に 
出向いて実態を把握する   
特性要素との関連；町保健師は住民の身近な立場で相談の求めに応じ(ｈ)、現場に臨
んで（c）、問題の内容をとらえている（b）。 
5) 母子の健康と生活の改善を計って保健所と町保健婦が、独自の巡回乳児相談を実
施する 。 
特性要素との関連；母子の健康と生活の実態を(ｂ)、とらえて（i）、当時はまだ制度化
されていない相談事業を企画している(a)。そうして町村の立場、保健所の立場（町長
名開設通知、会場の借り上げ、健康相談機材、保健師の稼動人員）を生かし(ｄ)、各
行政区に出向いて（c）、母子の相談を実施し(h)、問題解決の方向を（f）、母親と共に
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(e)みつけ改善を計っている(g)。 
６) 国の施策としてとられた母子健康センターの設置を、いち早く町当局と関係者に
働きかけ実現する。   
特性要素との関連；国の行政施策の情報を(d)、タイムリーに把握し(c)、町の母子問題
の実態を(b)、行政組織に反映させている(f)。更に町の母子施設を整備し(a)、センター
の利用によって(e)、妊産婦の安全と休養(h)、育児の方法、知識を体得させ(g)、母子
健康管理の拠点を作っている(i)。 
７) 保健婦単独の巡回乳児相談から小児科専門医を招聘し、町の乳児健康診査とし 
て発展させる。 
特性要素との関連；保健師だけの健康相談の実績が(a)、行政組織に認められ(f)、これ
に専門医の診察を入れることで(d)、健康診査の充実を計っている(i)。 
８) 保健所地区担当保健師と町の保健師が共同により、人口動態統計、診療報酬明細
書、病院医師情報、保健所衛生統計の分析や健診や相談事業、家庭訪問などの実動を
し、その根拠に基づいて町の母子健康問題を総合化し、町村行政に反映させ、母子健
康センターや乳幼児健診事業、保健協力員組織などの母子保健体制を充実させた町づ
くりをした。 
特性要素との関連；母子保健の実態を(b)、把握し(c)、保健所、市町村保健師の共同に
より(e)、町立病院医師の協力も得て(d)、町の母子問題を町当局に反映し(f)、母子保健
の施設整備と(i)、保健協力員等の組織化をしている(g)。 
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表４-１ 人口動態統計 
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Ⅲ 結核に関する活動（昭和 33 年～37 年） 
 １、実践例の概要 
 
 １) 実践の時期と場 
  昭和 33 年から３７年に宮城県南部の保健所(当時大河原保健所)に勤務していた時
の実践である。 
 
 ２) 実践の概要 
  昭和２８年に厚生省が実施した我が国初の結核実態調査では、要医療者は２９２万
人、要休業者は３２万人、要注意者が２２９万人、昭和３７年の結核死亡率は 46.8（人
口 10 万対）であった。罹患年齢層は 25 歳から 29 歳を頂点として、男性では 40～50
代、家の大黒柱にもう一つの山が作られていた。 
  この結核の動向については、平成 17 年 10 月 24 日朝日新聞「結核の 60 年」⁵⁾とい
う特集記事で「戦後、結核ほど劇的に減った病気はない。最大の理由は住宅や栄養な
どの環境改善。そして官民あげての結核対策も有効だった。」と京都大学名誉教授泉
考英氏の言葉を引用している（図４-2）。その間、保健所の事業は結核対策が最優先で
あり、その中心に保健婦の活動があった。 
  O 保健所の結核登録数は 268 人、保健所では、昭和 26 年からの結核予防法に基づ
き、指定保健所において結核の登録管理体制を整える途上にあった。 
  保健婦の活動は 52％が結核に注がれ、結核への働きかけ方は集団検診が 60％、家
庭訪問が 32％(年訪問延べ件数 726 件)他クリニックに従事していた。 
  集団検診は、保健所にあった一台の四輪自動車にレントゲンの機械を積み、管内全
域を巡回する。保健婦は X 線の姿勢なおしと同時にツベルクリン、BCG 接種（保健
婦が検診の後を追って測定）をしていた。 
（１）家庭訪問  
家庭訪問は、医師からの届け出のあった患者と検診の有所見者、ツベルクリン反応強
陽性者が対象で、精密検査のすすめ、在宅療養者の看護、（ベットを作る、清拭、洗髪
や痰の始末、栄養指導など）治療ルートに乗せる、患者の家族内感染を防止すること
が重要な仕事であった。 
 結核の家庭訪問(保健所保健婦が中心)は、治癒困難な感染症として一般の人々に恐
れられており保健所から保健婦が訪問することへの患家の拒否、治療を受けたいが医
療費がない、医療費以前に一家の大黒柱である男性が罹患し収入がなくなり一家が路
頭に迷う、夫婦や子供、乳幼児への家庭内感染と、1 日に自転車を最大の機動力とし
て 5～6 軒を訪問する。各家庭には惨憺たる光景があった。 
 国民皆保険制度も達成していなかった時代、結核の医療費も結核予防法措置による
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半額の補助。医師の往診でストマイ、パス使用で月 5,000 円そのうち 1,500 円が公費
で支払い 3,500 円を本人が負担をする。 
入院治療では、本人負担が 15,000 円（当時の県吏員保健婦、就業 2 年目の給料 9,500
円）という状況であった。治療を受けず排菌者で在宅療養、死亡する患者にも多く出
逢った。 
家庭訪問では、1 室に家族数人が寝起きする生活での家族内感染をどう防ぐか結核療
養の必要な知識をどう理解してもらうか、栄養補給をどう確保するか、収入が断たれ
て生活が困窮、かつ治療が受けられない、そういう状況の下で、保健婦の仕事はまづ
その家族の生活をどう成り立たせるか、結核予防法(以下予防法)をどう適用させて患
者を救えるかということであった。 
 予防法には、命令入所という制度があり、排菌者の家族内感染が予測される場合に
は患者を結核の入院指定病院に隔離入院をさせるという制度、医療費は無料という制
度もあり、この法制度をフルに活用した。 但し、これは保健所ごとに令達予算の枠が
あり、自分の保健所で予算枠がなくなると県庁や隣接保健所に交渉をしてその枠を使
わせてもらう。患者は、世帯間分離をして予算枠を持っている保健所管内に住所を移
す。また家族の生活には生活保護の適用を町の福祉担当者に協議、依頼をする。とい
うことが結核の療養生活指導よりも先んじて行う仕事であった。 
（２）療養スクール 
 また、O 保健所では集団検診、クリニック、家庭訪問の他に「療養スクール」が行
われていた。保健所には結核審査会が設置されており、県南３保健所の審査会委員長
は国立療養所の所長が当たっておられた。このことから結核予防会のバックアップで、
昭和３４年から県南の 3 保健所が参加する結核患者の療養スクールが実施された。 
 療養スクールの対象は、結核住民検診で結核と診断された無自覚者、診断が確定し
ない者、長期療養でも治療効果の出ない者、治療措置者、その他希望者に対して結核
の国立療養所に 10 日間の入院をさせ、精密検査をし診断をし個人の治療計画をたて
る。かつ、療養所の生活を通じて結核についての教育をするというものであった。 
 その内容は末記の文献に記してあるが、通常の訪問指導ではなかなか療養生活指導
が難しい患者、患者ごとに適切な診断と治療を受けさせたい対象などが沢山ある。 
保健婦として１人ひとりの者家庭訪問で悩みを抱えた立場では、無料で専門医の診断
がうけられる、療養方法を身につけられるという療養スクールの活用は極めて貴重な
機会であった。保健所で把握している患者については、せっせと療養スクールの参加
を促す訪問をした。 
 しかし、患者の立場では療養スクールに参加するという決心は中々つきにくいもの
であった。必ずしも自覚症状がない、10 日間も仕事を休むことは出来ない、結核と診
断が確定したあとは仕事や生活はどうなるかという問題もあった。しかし、O 保健所
から参加した 112 名には、きちんとした診断が行われ、その中には結核以外の病気で
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あった者や、治癒者や異常なしなどの結果が出た者もあった。 
 保健所としては、スクール参加者について適切な管理カードの整備が行われ、保健
婦の結核患者への訪問指導も患者の理解と共に進展させるという方向にすすめること
ができた。 
 国をあげての結核対策として、保健所に敷かれたレールに添って当時の保健婦業務
の殆どを充当した結核への関わりはその後、死因別死亡順位が下がりワースト 10 を
脱落した（昭和 52）頃から変化した。５）、６） 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
１）保健所で計画された結核の集団検診、ツベルクリン反応検査、BCG 接種に従事し
た。  
２）登録・届出患者の家庭を訪問し療養指導(治療、栄養、休養、家族内感染防止,な
どの知識の指導と技法の実践)を行なった。 
３）患者の訪問で療養室やベット作り、洗髪、清拭を行った。保健婦の他に担当する
者がいない時代には保健婦の仕事の１つであった。 
４）適切に医療を受けていない患者に対して受診をすすめる。また患者宅に医師に同
行してもらうなど受療をすすめる。  
５）罹患により就労できず収入がない、生活が成り立たない患者については福祉担当
者に働きかけ生活保護等の手当てをした。 
６）在宅重症排菌患者など患者の治療のために、命令入所無料枠の適用を予防法事務
担当者に働きかけた。また、命令入所枠が自分の保健所で不足した際には、県や隣接
の保健所にも働きかけた。 
７） 療養スクールに患者が参加するよう家庭を訪問し患者の説得、家族内調整を働き
かけた。   
８）療養スクールにおいて診断結果の患者説明に参加し、患者の病状、診断、治療方
法などについて医師からの指示を受け、その患者の結核の療養生活の方向や保健婦の
指導計画に生かす。また患者と問題を共有し療養に生かす。  
     
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
１）保健所で計画された結核の集団検診、ツベルクリン反応検査、BCG 接種に従事し
た。 
特性要素との関連；結核検診でツベルクリン反応検査、BCG 接種の直接ケア行為をし
ている(h)。  
２）登録・届出患者の家庭を訪問し療養指導(治療、栄養、休養、家族内感染防止,な
どの知識の指導と技法の実践)を行なった。 
特性要素との関連；患者の家庭を訪問し（c）、家庭内の状況をふまえて(b)、 
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患者・家族に感染予防の指導と(g)、患者の看護方法、喀痰の始末の仕方などを実施し
ている（ｈ）。 
３）患者の訪問で療養室やベット作り、洗髪、清拭を行った。保健婦の他に担当する
者がいない時代には保健婦の仕事の１つであった。 
特性要素との関連；患者の家庭に出向いて(c)、患者のケアをしている(h)。 
４）適切に医療を受けていない患者に対して受診をすすめる。また患者宅に医師に同
行してもらうなど受療をすすめる。 
特性要素との関連；家庭訪問をして（c）、受診をすすめ(g)、また医療を受けていない
患者について(b)、医師に同行訪問を依頼をし(d)、医師に患者を診てもらう(e)、とい
う行為をしている。 
５）罹患により就労できず収入がない、生活が成り立たない患者については福祉担当
者に働きかけ生活保護等の手当てをした。 
特性要素との関連；就労できず収入がない患者について(b)、福祉担当者に 
働きかけ(e)、生活保護を受給し(d)、療養生活が成り立つよう取り計らっている(i)。 
６）在宅重症排菌患者など患者の治療のために、命令入所無料枠の適用を予防法事務
担当者に働きかけた。また、命令入所枠が自分の保健所で不足した際には、県や隣接
の保健所にも働きかけた。 
特性要素との関連；結核重症患者が入院治療できるようにするために(b)、事務担当者
に働きかけ(e)、結核予防法の制度を適用させている(d)。また自分の 
保健所枠が不足している時には県や隣接の保健所にも働きかけている(c)。 
７）療養スクールに患者が参加するよう家庭を訪問し患者の説得、家族内調整を働き
かけた。   
特性要素との関連；療養スクールに患者が参加するよう(g)、家庭を訪問し（c）、患者
の説得と家族内の調整をしている(e)。 
８）療養スクールにおいて診断結果の患者説明に参加し、患者の病状、診断、治療方
法などについて医師からの指示を受け、その患者の結核の療養生活の方向や保健婦の
指導計画に生かす。また患者と問題を共有し療養に生かす。 
特性要素との関連；患者の病状と治療について(b)、患者と共に医師からその結果を聞
き(e)、患者自身の認識を高め(g)、その後の療養に生かしている(d)。 
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図４-２ 結核の６０年  
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  Ⅳ 精神保健に関する活動（昭和 29 年～34 年） 
   １．実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
   宮城県は、精神障害者への地域活動を始めたのは全国的に見て早い方であり昭和 29  
年から仙南の K 保健所で精神衛生相談が行われていた。34 年からは県レベルにも精 
神衛生相談所が置かれた。この精神保健活動の実践例の分析については、｢地域ケアの 
実際｣⁷⁾⁸⁾⁹⁾ と「みやぎの保健婦｣ 10）11） 日本看護協会保健婦会宮城県支部の記述か  
ら活動例を引用する。 
 
２) 実践の概要 
   戦後の我が国の精神障害者施策を辿ると昭和 25 年に精神衛生法が制定され、都道
府県に精神病院の設置が義務づけられた。そして私宅監置の廃止、また精神衛生鑑定
医制度、精神衛生相談所が規定された。昭和 40 年に精神衛生法が改正され、この改
正では地域精神衛生活動の整備を図るため、保健所を精神保健行政の第一機関として
位置づけ、在宅の精神障害者の医療を確保するための通院公費負担制度などが規定さ
れた。精神病床は飛躍的に整備され、措置入院患者数は昭和 44 年の 7.7 万人をピーク
にして、減少傾向に転じた。昭和 50 年に社会復帰制度、作業療法、社会生活適応施
設整備等の施策が出された。昭和 62 年には、名称が精神保健法と改正され、任意入
院制度、通信、面会など患者の権利の確保、精神保健指定医制度、精神医療審査会制
度、応急入院制度、授産施設などが規定された。また、平成 5 年には、精神障害者の
定義の見直し(相対的欠格事由の改正）と平成 5 年に制定の障害者基本法に精神病者が
障害者として位置づけられ、平成 7 年には名称を精神保健福祉法とされた。その中で
は精神障害者の社会参加が目的の中に明示され、精神障害者保健福祉手帳、生活訓練
施設、授産施設、福祉ホーム、福祉工場の法的位置づけや、通院患者のリハビリテー
ション事業の法制化、市町村の役割明示、医療費の保険優先化などが規定された。 
 厚生労働省による平成 14 年の患者調査によると、わが国では受療中の精神障害者が
258 万人おり、このうち 33 万人(12.8％)が精神病院などで入院治療を受けている。 
 また、この入院者の中には地域の受け入れ条件が整えば、外来通院のできる者が約 6
万 9 千人(20.9％)含まれると報告されている。 
 （１） 結核住民検診の督励訪問でとらえた精神障害者の姿 
 昭和 26 年に結核予防法の全面改正が行われ、保健所の仕事が結核住民検診に全力を
注ぐようになる。K 保健所では昭和 27 年に K 町に条例を作らせ、全住民を対象に抗
酸菌研究所の協力を得て保健所、町役場職員の全力投球で住民検診を実施し 99.8％の
受診率をあげた。10）  
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  この全住民を対象とした結核検診は、のちに K 保健所方式として結核対策の主要な
方法となり県内外で使われていくものになる。この 99.8％の受検率をあげた住民検診
は、保健所は元より町役場職員の総力をあげた事業であり、町民への広報活動のみな
らず、全戸訪問、未検者に対する徹底した督励訪問がなされた。この結核検診督励訪
問において、保健所の保健婦、町の保健婦は目的とする結核患者以外にリウマチで手
足の変形した患者や、精神病は死ななければ治らないとされ座敷牢や屋敷内に作られ
た軟禁小屋に閉じ込められている精神障害者、そして精神薄弱のために就学できない
児童、また、手足に浮腫のある妊婦、適切な医療を受けられずに死亡する未熟児、暗
い納戸に寝たきりになっている老人など、様々なすざまじい健康問題を抱えた住民の
実態を目の当たりにした。国民皆保険制度は、まだ数年先(昭和 32～36 年)のことであ
った。 
（２）保健婦の家庭訪問から組織的行政活動へ 
 町の保健婦と保健所の保健婦は結核の督励訪問で知った精神障害者の悲惨な状況を
見逃さず、昭和 31 年頃から訪問活動の中に精神障害者を取り入れた。精神分裂病、
てんかん、精神薄弱児者などが主な対象であった。保健所では結核と未熟児の家庭訪
問旅費は行政として予算措置がなされていた。しかし、それ以外の訪問活動は正式に
事業として公認されるものではなかった。そのため、結核や未熟児の訪問と抱き合わ
せたり、また勤務時間外に患者の訪問を行い、管内の精神病や精神薄弱者の生活実態
を保健婦の手で調査しまとめた。その調査結果を保健所長が認めるところとなり、保
健所保健婦の精神障害者家庭訪問が保健所内で位置づけられるようになった。これを
機に精神障害者は保健婦の訪問を介して家庭内軟禁から公的援助への糸口が徐々につ
けられることとなった。   
 昭和 33 年は K 保健所長が保健婦の調査結果を元に県と東北大学精神科に働きかけ、
精神衛生相談に専門医が入り保健所で月 2 回の相談が開始されるようになった。保健
所が精神保健行政の第一線機関として位置づけられたのは 7 年後の昭和 40 年である
が宮城県では前述のように国の法施行に先立っての活動が行われた。 
 精神障害者に対する保健婦の働きかけは、家庭訪問で患者を看て家族の訴えを聞く。 
患者を家庭軟禁から外へ出して生活範囲を広げる、入院などの必要時に医療に繋げる、 
 患者会を作る、精神薄弱児の親の会を作るなど一つひとつの事例の実状をふまえて
障害者が人間らしさを回復してゆくことなど多様であった。保健婦は、対象者の生活
の場に臨んでその実態を把握し、保健婦が自分のできる関わりを始める、同時に所属
する保健所機能に反映させる。保健所長（医師）がそれを県行政と県の専門病院に働
きかけ地域の問題解決のためのシステムを作るという経緯であった。 
 県保健所の精神障害者専門相談は昭和 33 年(全国 38 年)、精神指定医制度は昭和 39
年で、これらは保健婦の受持ケースの相談や精神障害についての学習場所ともなった。 
そして県レベルで専門指導機関の設置、昭和 34 年県に精神衛生協会、43 年には県精
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神衛生センターが設置され、また県の専門病院には地域と病院医療を繋ぐ保健婦がケ
ースワーカーとして配置されるなど保健所を中心に組織的な精神保健活動が展開した。 
この過程の中で K 保健所以外の保健所においても、保健所単位に市町村を特定し、実
態調査をはじめる。それに基づいて対応計画がたてられ専門相談の活用、患者会や家
族会の育成、小規模作業所の立ち上げなど患者個別の医療から社会復帰までの活動が
ダイナミックに進展した。 
 これらの活動の実践は記録にまとめてあり、「在宅ケアの実際」40）にはケース記録
を中心に、全体活動の実践は「地域ケアの実際」41）多数記されている。 
その中の一例としてまとめられた資料は表４-２｢山元町保健活動のあゆみ｣⁸⁾である。
この表には昭和 35 年当時の町村の精神保健に対する始動から、高齢社会の問題が浮
上する平成時代まで精神保健相談、共同作業所作り、家族会の結成など地域の実態に
対応した保健婦活動の展開が読みとれるものとなっている。 
 平成７年からは法的に精神衛生の地域活動が保健所から市町村に移行したが、宮城
県では法律の施行により精神保健事業が市町村に移行したと言うものではなく、当初
から地域保健活動の一つとして、保健所と市町村保健婦が精神障害者の実態を現場で
とらえ、障害者が少しでも人間らしい生活を確保するための活動を続けてきていたこ
とから、法の移行は精神障害者を患者の生活の場で支える在り方として当然に受け止
められた。 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
１）結核検診のための全戸訪問で、地域（家庭）にある精神障害者の実態を知る。  
２）事例の問題に応じた訪問指導ををはじめる。   
３）地域の精神患者の実態を調査する。     
４）調査の結果を保健所長に報告、かつ管内外の地域保健関係研究会で発表をする。    
５）患者会、家族会を作り、その会を支え患者が自立し主体的活動への方向づけをす
る。 
６）保健所に専門医による精神衛生相談を開設する。また相談の運営をし、 かつ管内
の患者、家族の相談をすすめる。   
７）保健所の専門相談の場を保健婦の担当ケースの相談及びケース会議の場としてで
個々の事例について専門医の指導、助言を受ける保健婦の学習の場とする。  
 
 
 
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
１）結核検診のための全戸訪問で、地域（家庭）にある精神障害者の実態を知る。 
特性要素との関連；結核検診のための全戸訪問で(c）、地域に内在していた結核以外の
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精神障害者の実態をとらえている(b)。 
２）事例の問題に応じた訪問指導ををはじめる。 
特性要素との関連；精神障害者個々の状況を把握し(b)、保健師ができる範囲の 
相談指導を(h)、家庭訪問により始めている(c)。 
３）地域の精神患者の実態を調査する。 
特性要素との関連；結核検診受検督励訪問で知った精神障害者について(b)、調査をし
実態を表出させる行動をしている(c)。 
４）調査の結果を保健所長に報告、かつ管内外の地域保健関係研究会で発表をする。 
特性要素との関連；調査の結果を(b)、所長に報告し(f)、管内外の研究会で発表をし実
態を知らせている(g)。 
５）患者会、家族会を作り、その会を支え患者が自立し主体的活動への方向づけをす
る。 
特性要素との関連；患者会を作り（a）、その会の運営を支援し(h)、患者が人間らしく
生活できるように関わっている(i)。 
６）保健所に専門医による精神衛生相談を開設する。また相談の運営をし、 かつ管内
の患者、家族の相談をすすめる。 
特性要素との関連；障害者のための精神科医による専門相談を（e）、保健所に開設し
(c)、その運営(a)と患者・家族の相談に携わっている（h）。 
７）保健所の専門相談の場を保健婦の担当ケースの相談及びケース会議の場としてで
個々の事例について専門医の指導助言を受ける保健婦の学習の場とする。 
特性要素との関連；専門医による患者相談の場を生かし(d)、患者の日常生活情報を提
供し(e)、また医師からの助言を受けて(b)、患者支援の場を学習の場としている(d)。  
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表４-２ 山元町保健婦活動のあゆみ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
矢吹セツ子、地域ケアの実際 地域ケア研究会みやぎ編 P25、平成 16 年
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 Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理に関する活動 
（昭和 49 年～54 年） 
１．実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
 昭和 49 年から 5 カ年間、宮城県の塩釜保健所に勤務した時の実践例である。 
 この活動は保健所管内の塩釜市浦戸諸島(桂島、石浜、野野島、寒風沢)と松島町 
(海岸、磯崎、手樽)の、海苔と牡蠣の養殖漁業従事者を対象に実施した。 
 
２）実践の概要（資料４，１） 
 昭和 49 年当時、塩釜保健所管内の人口は、140,325 人で塩釜市、多賀城市、松島町、
利府町、七ヶ浜町の 2 市 3 町を管轄していた。管内は松島湾を囲むような地形で成り
立っている。人々の生活も、のり、かき、わかめなどの浅海養殖漁業や、魚肉ねり製
品製造業などの従事者が多く、地域的条件が人々の生活を支え、その生業による健康
上の問題がこの地域の人々に存在していた。12）13）14） 
 特に松島町や塩釜市の離島では、保健婦の家庭訪問や健康相談のたびに｢手がしびれ
る｣｢腰が痛い｣｢目が疲れる｣などの症状が、のりやかきの仕事に従事する人々から訴え
られていた。のりやかきの仕事は、年間を通じてあるが、特に冬季にその労働が集中
する。これに出荷が重なるとかなり長時間の集中した労働が続き、30 歳代から 50 歳
代の働き盛りの年齢層に、労働生活因子によると思われる自覚症状が多く認められて
くる。寒冷な作業条件のもとで、生活を支えるための仕事を行いそれが健康に影響す
る。生産と健康の価値観をこの地区の人々にどう位置づけるかが課題であった。 図
４-3 は現地調査で把握した海苔と牡蠣それぞれの作業工程を時系列的に示したもの
である。作業は海の仕事、丘の仕事として年間にわたって行なわれ、牡蠣は収穫の寒
期に労働がもっとも集中している。 
 海苔は胞子を植えつける秋と収穫の寒期に労働が集中している。いづれも自然の環
境条件と生産品の質量が決め手になる重労働である。これらの作業工程を把握するこ
となく、医療需要が多くなる作業の閑期に、その主訴や身体状況にのみ的をあて保健
師が働きかけても、問題解決への糸口はつかめないものと考えられた。 この活動は、
保健所機能を中心に、塩釜市、松島町、漁業協同組合(婦人部)、生活改良普及事務所(生
活改良普及員)の共同により、東北大学医学部公衆衛生学教室の指導協力を得て実施し
た。事業の裏付け(人員、予算、実施方策等)は、保健所は、県事業としての移動保健
所並びに特定地域保健活動（管内の特性に基づく健康問題について保健所の計画で自
由に取り組むことができる事業）を核にした。市町では、市町村長が行う結核と成人
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病の一般住民健診事業を合わせた。 
 活動内容は昭和 49 年から 51 年の 3 ヵ年は、住民の健康診断と労働と生活調査 
（労働環境を含む）を実施した。実施に当たっては保健所の技術機能と行政機能を基
に、問題への対策に必要と考えられかつ可能な限りの地域資源を集約に投入した(図４
-4)。 
 このことにより、のりやかきの仕事に従事する人々の健康の実態、疾病、労働と環
境の実態、生活の実態、地域で食されている「おおがい」による肝吸虫の問題など多
くの問題点が明らかになった。 
 この特定地域保健活動は、塩釜市浦戸と松島の 7 地区において特定地域保健活動と
して地域資源の機関、団体を活用し 3 ヵ年の健康診査と調査、4 ヵ年に亘る事後指導
を実施した。協力を得た機関と団体は保健所を中心に・塩釜市、地区行政員、松島町 ・
松島漁業協同組合（婦人部）・東北大学（公衆衛生）・県衛生研究所・県医務課（船）・
市医師会・県農政部（生活改良普及員）の７分野にわたった。健康診査は健康と生活
労働状態を把握できる内容とした。各地区作業場を巡回しての健康教育と訪問指導に
より、A 浦戸地区(個々の住民)と B 松島地区(漁協婦人部組織)では、個人と組織とい
う対象特性により改善された事項に異なりがあるが、生活や労働環境の改善、健康意
識の変化などが認められた。 
 その主な変化は以下の如くである。 
① 医療面では健診結果で新たに医療に結びつく者の減少(貧血、肝吸虫、四肢や目の
疾患など)                                
② 生産労働と日常生活に関係することでは、かきむき作業場の環境改善(作業場の温
度調整、かき殻廃棄孔からの通風を防ぐ) 
③ 作業姿勢(立ち作業に坐る姿勢を入れる)や作業衣の工夫(材質や着用のしかた)  
④ 作業中の休息と全身運動を取り入れる(保健婦の巡回相談時に 3 分間体操) 
⑤ 食事・栄養のとり方の改善(蛋白質、カルシュウム、ビタミンを意識し手軽な調理
方法) 
⑥ 休憩のお茶には甘いジュースや菓子類を制限し、スキムミルクやカットチーズを
ポケットなどに入れて摘む（作業所に来る店員に販売品目を注文） 
⑦ 生活リズムを整える(労働、睡眠、食事の時間を規則的に取る努力を) 
⑧ 各自が健診、健康相談の機会を忙しい時こそ活用するという意識 
⑨ 集中労働(生産を上げる)で健康を損なうことなく健康で働けるような生活の在り
方を考えるなど 
 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
１） 保健婦は、のりやかきを生産する地区住民の家庭訪問や健康相談で｢手のしびれ｣
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や｢腰の痛み｣｢目の疲れ｣を訴えられる。    
２) のりやかき作業の最盛期には休息は元より、食事をとる時間も惜しみ｢噛み噛み
働く｣という状況で訪問指導(成人病健診結果指導など)は住民に受け入れられない。    
３）のりかきの最盛期を過ぎると病院や医院を受診する住民が多い。    
４）家庭訪問をして気づいた地区の状況を市町の保健婦間で、また保健所の地区担当
保健婦と話し会う。   
５）保健所に保健婦が地域でとらえた問題が持ち込まれる(保健所保健婦室のちに保健
指導課)。   
６）保健婦室長(保健婦)が地区の健康問題の実態を保健所内(所長、総務課長他)に提示
し保健所としての対応等をはかる。   
７）保健所として保健所事業に組み込むことができるか、予算措置ができるか協議す
る。 
８）保健所から県医務課、健康対策室に働きかけ、対策のための事業予算を令達して
もらう。    
９）のり・かき作業の労働と生活に起因する健康問題と考えられることから学問的に
系統的な対応が必要と判断し、東北大学公衆衛生学教室に相談し事業への参加、指導
を要請する。   
10）事業の起こし方を、保健所が塩釜市及び松島町に協議し、保健所では移動保健所
と特定地域保健活動として、市町では一般住民健診として実施(事業予算、人員、健診
機材、対象者への通知、広報事務、地元医師会等関係機関調整)をすることとする。   
11）保健婦が把握している地区民の生活労働の実態を基に、健康相談票として生活、
労働、健康状態に関する調査票を作り大学の助言を受ける。  
12）のり・かきそれぞれに養殖事業の実際、作業環境、作業のしかたを調査把握する    
13）各機関、メンバーを統合し健診、調査、事後指導を実施する。   
14）健診、調査の結果をまとめ、共同者（図 A,B,C,E）それぞれに協議し、結果へ
の対応を計画・展開する。   
15）保健婦は健診、調査結果を自分達の活動計画の中にとりこみ位置づける(問題あり
の個人への対応、地区組織リーダー等への働きかけなど)。  
16) 健診、調査の結果を対象者及び漁協組織に、個別的にまた集団教育として返す  
17）健診、調査、衛生教育、健康相談に従事する。   
18）事業全体の企画、連絡、分担、運営、実施の統括、調整をする。  
19）事業のまとめ、関係機関者への報告、学会等への発表をする。 
        
３．保健師活動を起動している内容と特定要素との関連 
１） 保健婦は、のりやかきを生産する地区住民の家庭訪問や健康相談で｢手のしびれ｣
や｢腰の痛み｣｢目の疲れ｣を訴えられる。    
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特性要素との関連；住民の家庭訪問を場で（c）、住民から保健師が訪問目的としてい
た以外の健康問題が訴えられている(b)。 
２) のりやかき作業の最盛期には休息は元より、食事をとる時間も惜しみ｢噛み噛み
働く｣という状況で訪問指導(成人病健診結果指導など)は住民に受け入れられない。    
特性要素との関連；生産活動が主体となっている生活の場に臨んで（c）、健康問題よ
り生産活動が最優先されている現状を把握している(b)。   
３）のりかきの最盛期を過ぎると病院や医院を受診する住民が多い。 
特性要素との関連；住民の受療は魚繁期は我慢をして漁業の閑期に集中して多くな
るという生活行動を把握している(b)。 
４）家庭訪問をして気づいた地区の状況を市町の保健婦間で、また保健所の地区担当
保健婦と話し会う。 
 特性要素との関連；地区担当保健婦が把握した地区の情報を(b)、市の保健師と保健 
 所の保健師に伝え、協議をしている(f)。 
５）保健所に保健婦が地域でとらえた問題が持ち込まれる。(保健所保健婦室のち保 
健指導課)  
特性要素との関連；市の地区担当保健師がとらえた問題が(b)、保健所の担当部署に
提起されている(f)。  
６）保健婦室長(保健婦)が地区の健康問題の実態を保健所内(所長、総務課長他)に提
示し保健所としての対応等をはかる。 
特性要素との関連；保健所保健婦室長が地域特性の健康問題に(b)、対応するため、
所内のライン組織に情報を提起し(i)、理解を得る働きかけをしている(f)。 
７）保健所として保健所事業に組み込むことができるか、予算措置ができるか 協議
する。 
特性要素との関連；管内で地域特性として表出している住民の健康問題を(b)、保健
所の問題として共有されている(e)。 
８）保健所から県医務課、健康対策室に働きかけ、対策のための事業予算を令達し 
てもらう。  
特性要素との関連；地区担当保健師が把握した問題が(b)、保健所の事業課題となり、
対策事業を起させるように進展している(f)。 
９）のり・かき作業の労働と生活に起因する健康問題と考えられることから学問的に
系統的な対応が必要と判断し、東北大学公衆衛生学教室に相談し事業への参加、指導
を要請する。 
特性要素との関連；生産労働に起因する健康問題と考えたことから(b)、保健所機能に
加えて学問的裏付けと専門的技術が必要と判断し(d)、大学の参加と指導を要請してい
る(c)。 
10）事業の起こし方を、保健所が塩釜市及び松島町に協議し、保健所では移動保健所
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と特定地域保健活動として、市町では一般住民健診として実施(事業予算、人員、健診
機材、対象者への通知、広報事務、地元医師会等関係機関調整)をすることとする。   
特性要素との関連；目的に対応できる事業とするために(c)、関係する機関や団体に理
解と協力を求め(d)、それぞれがバラバラに実施していた事業を総合し(e)、対象の問題
に合致するよう整えている(i)。 
11）保健婦が把握している地区民の生活労働の実態を基に、健康相談票として生活、
労働、健康状態に関する調査票を作り大学の助言を受ける。 
特性要素との関連；保健婦が把握している実態を基に(b)、健康相談票に生活、労働調
査を組み合わせ(i)、学問的な立場からの助言を受けている(d)。 
12）のり・かきそれぞれに養殖事業の実際、作業環境、作業のしかたを調査把握する。 
特性要素との関連；大学の研究者を交えて作業の現場に臨み(c)、健康に影響を及ぼし
ている労働環境と作業の仕方を把握している(b)。    
13）各機関、メンバーを統合し健診、調査、事後指導を実施する。 
特性要素との関連；特定地域活動（移動保健所）として各機関や関係部門を統合し(d)、
健診・調査を実施し(h)、その結果に基づいて事後の指導をすすめている(c)。 
14）健診、調査の結果をまとめ、共同者（図 A,B,C,E）それぞれに協議し、結果へ
の対応を計画・展開する。 
特性要素との関連；健診、調査結果をまとめ(b)、各機関部署と協議をし 
(d)、事後の対応策を講じている(i)。 
15）保健婦は健診、調査結果を自分達の活動計画の中にとりこみ位置づける(問題あり
の個人への対応、地区組織リーダー等への働きかけなど) 
特性要素との関連；健診、調査結果を(b)、保健婦自身の地区活動計画に 
取り込んでいる(f)。 
16) 健診、調査の結果を対象者及び漁協組織に、個別的にまた集団教育として返す。 
特性要素との関連；健診、調査結果を（ｂ）、個別の訪問指導や健康相談で対象者に
伝え(h)，対処方法を相談する(g)、と共に作業環境の改善策や作業の仕方、作業従事時
間設定などを漁協組織全体で対応を必要とする事項について(b)、組織リーダーに報告
をし（ｆ）、改善策を協議している（ｇ）。 
17） 健診、調査、衛生教育、健康相談に従事する。 
特性要素との関連；事業全体を通じて、直接のケア（健診、、健康相談）に従事し（h）、
対象者の教育活動と(g)、問題の把握、確認を行なっている(b)。 
18）事業全体の企画、連絡、分担、運営、実施の統括、調整をする。 
特性要素との関連；地区担当者の立場、市の立場、保健所の立場と所属組織の中のラ
インの立場で(e)、それぞれに役割分担と事業展開のための統合を計っている(i)。 
19）事業のまとめ、関係機関者への報告、学会等への発表をする。 
特性要素との関連；活動をした事業をまとめ(b)、協同者や対象者への 
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報告をし(f)、学会で発表をすることにより事業の目的と結果の評価をしている(i)。 
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図４-３ 松島湾 牡 蠣 ・ 海 苔 養殖作業工程 
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図４-４ 塩竃保健所移動健康診断プロセス    昭和 49 年～51 年 
等 
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Ⅵ 臥床者実態把握に関する活動（昭和 55 年～57 年） 
１．実践例の概要 
 
１) 実践の時期と場 
 昭和 55 年から 57 年、岩沼保健所勤務時に管内 2 市 2 町(総人口 130,075 人)におい
て保健所と市町保健師(総数 27 人、保健所 6、市町 21)が臥床者の調査を行った。この
調査は｢岩沼保健所管内における臥床者の実態｣として、名取亘理地区地域医療対策委
員会、宮城県岩沼保健所、名取市、岩沼市、亘理町、山元町により昭和 58 年 2 月に
実態調査報告書としてまとめられている。15）16）17）18） 
 
２）実践の概要（資料４，２） 
 日本の高齢化(昭和 55 年 7.5％)が始まり、昭和 57 年に老人保健法が施行、昭和 60
年の第一次医療法改正、平成元年の｢高齢者保健福祉 10 ヵ年戦略｣へと国家政策が取
られようとする時期であった。管内の高齢化率は平均 9.0％(7.9～11.7％)で、市町の
人口構造にも（地域的条件を含めて）それぞれの特徴が認められていた。 
 国の行政施策としては、地域の高齢者の実態がほとんど明らかにされない状況でト
ップダウン的に｢寝たきり老人の訪問看護事業｣（昭和 55 年）が、県内数ヶ所を指定
しモデル的に始められようとしていた。その過程で、地区を担当し住民の健康を担っ
ていく立場からトップダウンで事業を開始することではなく、地域の実態を把握しそ
のニーズを明らかにする。その上で的を得た保健師活動をしようという考えに立ち全
管内で実態調査を行った。 
 この時、｢寝たきり老人の定義｣は全国で統一されたものはなく、老人福祉法（昭和
38 年）で｢長期にわたって臥床している老人｣、一般には｢6 ヶ月以上寝たきりの状態、
あるいはそれに準ずる状態で、食事、排泄、入浴のいずれかを他人によって介助して
もらうもの｣として福祉(民生委員など)の中でとらえられていた。 
 管内での調査は、臥床者の定義を作ることから始め、｢老人｣に特定せず臥床者ケア
に関する地域の需要と療養生活上の問題点を明らかにすること。そして基本的には保
健師自らの業務において在宅臥床者ケアの位置づけを明らかに認識するためのものと
した。 
 当時これに類する調査は東京都内で 1 例あり、その調査表を参考にして自分達 
の管内で、必要と考えられるものを保健師たちの手で仕上げて行った。(参考にした 
東京都内の調査は不明） 
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（１）調査の内容と方法 
 調査は 1 次調査、2 次調査とした。 
 1 次調査は、管内全域の臥床者をもれなく把握することをねらいとして臥床対象の
概略を盛り込んだ調査表を作成し、地区長、民生委員等に依頼した。 
 2 次調査は、1 次調査を基に地区担当の保健師がケースを確認する。定めた調査対
象基準の臥床者を選び、保健師が家庭を訪問し、必要と判断される対象者に在宅看護
を行いながら実態把握を行った。 
 調査の内容は、①管内の臥床者の数、市町別状況、②臥床者の疾病と医療、③現在
の身体及び精神状態、④日常生活及び生きがい、⑤療養環境、⑥介護者の問題、⑦活
用している福祉制度、⑧看護の状況と在宅ケアの状況全般、⑨調査者の印象と看護上
の問題点を記し、調査表は調査後に継続して訪問指導に使えるものとした。 
調査対象者の定義は、臥床者の定義を保健所管内に居住し、日常生活でかなり人の
世話を受けている 15 歳以上の臥床者。かなり人の世話をうけている状態とは、①食
事がひとりでできない、②用便がひとりでできない、③家の中しかひとりで歩けない、
④ぼけがあり、ひとりでおけない状態の者とした。 
「ねたきり」の定義は既述したとおり統一された概念はまだない。また年齢について
も地域全体から「要ケア」の対象を把握する、という目的で年齢を老人福祉の 65 歳
以上ではなく 15 歳以上とした。 
 
（２）調査の結果、把握した臥床者の実態 
 管内 2市 2町(人口 130,075 人)で把握した臥床者数は一次調査で 472人(男 42.8％、
女 57.2％)であった。そのうち死亡や転出を除き、二次調査で訪問調査をした者は 327
名である。 
 調査の結果から管内の臥床者数は 452 人(人口の 0.4％)おり、65 歳以上の人口比で
は 2.3％、各市町の人口構成によってもその割合は 1.3～3.2％の違いがある。 
年齢別では、65 歳以下の層にも 16.5％の臥床者がおり、その臥床期間が 65 歳以上の
老人より長期にわたり、多くの問題を有している。家族構成は３世代家族が 50％以上
で、未婚の子のいる割合が 20％以上、大家族で介護負担が分散できる、または子供が
結婚せずに介護力として親を背負い込むという状況があった。 
 日常生活能力は、食事、用便、歩行とも不可の者が 40.7％あり排泄がひとりででき
ない 65.5％、家の中しか動けない 73.3％、食事ができない 48.7％、ぼけのためひと
りでおけないが 1.5％であった。 
 臥床の主な疾病は、脳血管疾患が 61.8％、転倒 55.9％で、主治医ありの者は 91.4％
であったが、薬だけをもらう 23.6％、悪い時にだけ往診を依頼する 21.4％などであり
適切な医療の管理下にあると考えられる者は全体の 28.5％にすぎなかった。入院経験
は、65％の者にあったが、その経験は退院後の医療や在宅ケアには生かされていない
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等であった。  
 臥床の直接のきっかけは、男性は事故や泌尿器系疾患で、女性は転倒が男性の 3 
倍、精神ショックが 4.5 倍、風邪で寝込んだが 3 倍と性差による違いが認められた。 
 疾病や臥床のきっかけから、日常生活の注意と医療看護が適切に行われれば「ね 
たきり状態を防止できる」と判断されたものがかなりあり 34.2％と推定された。 
 また、長期の臥床者は心身状態に廃用性症候群が非常に多く認められ、早期に医療、
看護の専門的なかかわりをすることが急務である、在宅臥床者の日常生活の充実と生
活環境の整備にもっと意を用いなければならない、介護家族への公的支えとケアの教
育、福祉制度の整備が必要である、心身状態の回復が困難な事例でも、人間らしい終
末の支えが考えられなければならない、地域において在宅医療、在宅ケアシステムが
整えられることが必須である等、沢山の問題が浮き彫りにされた。 
 このことについて保健師は調査結果をまとめ、各市町の保健行政施策へ反映し地域
医療対策委員会に問題提起を行った。また、個々の調査を始めた時点から援助の必要
な患者や家族に対して直接のケアと訪問指導をはじめた。 
 この調査を実施したことにより、保健師は自分たちが置かれている地域全体の臥床
者の状態を把握し再確認した。また直接対象者のもとに足を運んだことにより、対象
者が単なる数としての把握ではなく、個々に具体的な問題を持つ人々であること。そ
してすみやかに保健師の看護技術を必要とする場面が多いことなど、保健師の訪問看
護を前進させる上のインパクトとなった。 
そして一方とらえた管内臥床者の実態は、各市町でまた保健所で公的に始められよう
としている老人保健福祉行政計画と地域医療の場に反映され、トップダウンではない
地域の実態を基にした保健活動を進める基礎になった。 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容  
１）高齢化の状況は管内市町により違いがあるが、把握されているのは老人の人口比
だけでその内容・実態はつかめていない。   
２) 県からモデル事業として、老人の訪問看護事業実施市町推薦の要請があった。  
３) 地域の臥床者の実態を把握する。そしてそれを保健師の業務計画に取り入れ反映
させる必要がある。  
４) 管内保健師研究会で臥床者の調査を協議し、調査委員会を編成する。 
    委員会で調査計画を練り、管内全市町で訪問調査を行う。  
５) 臥床者調査を保健所行政と市町、地区地域医療対策委員会事業に位置づける。  
６) 調査にあたって東北大学医学部病院管理学教室のアドバイスを受ける。  
７）保健師の訪問調査は単なる調査に終わるものではなく、必要に即して訪問指導も
併せて行うものとする。   
８) 調査をしながら同時に訪問指導、ケアがなされた（ケースのケア、家族教育、医
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療、福祉との連絡など）。   
9) 調査結果をまとめ、地区医療対策委員会（管内の医療機関、市町、保健所で構成）
で報告する。   
10) 各市町、地区地域医療対策委員会において実態に即した在宅ケア、医療、福祉（ホ
ームヘルパーや介護機器利用施設等）の整備を検討し体制化を計る。 
11）保健師は自分達の活動計画の中に臥床者対策、特にねたきり予防教育、訪問指導
を位置づける。また市町の地域計画にも反映させる。  
12) 実態調査結果を学会等で発表し調査結果の自己整理と外部からのコメントを得る。   
 
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連. 
１）高齢化の状況は管内市町により違いがあるが、把握されているのは老人の人口比
だけでその内容・実態はつかめていない。 
特性要素との関連；高齢化による問題（ねたきり老人ケアの問題や家族の介護負担な
どは散見されるが(b)、地域の実態や対応策は不明という状況になっている(b)。         
２) 県からモデル事業として、老人の訪問看護事業実施市町推薦の要請があった。  
特性要素との関連； 管内市町の老人ケアの実態を把握していない状況で(a)、特定市
町ヲモデルとして県に推薦することはできない。実態を把握する必要があると判断し
ている(c)。 
３) 地域の臥床者の実態を把握する。そしてそれを保健師の業務計画に取り入れ反映
させる必要がある。  
特性要素との関連；地域の実態を把握し(b)、その結果を見て(b)、保健師の地区活動計
画への位置づけを考えている(f)。 
４) 管内保健師研究会で臥床者の調査を協議し、調査委員会を編成する 委員会で調査
計画を練り、管内全市町で訪問調査を行う。  
特性要素との関連；保健師の研究会に臥床者の実態を把握することを計り(b)、管内全
市町で調査をすること決め(e)、各市町の代表者で委員会を組織している(c)。 
５) 臥床者調査を保健所行政と市町、地区地域医療対策委員会事業に位置づける。 
特性要素との関連；臥床者の実態把握を(b)、保健所・市町の行政ルートに乗せ 
(c)、医師会の了解と協力（主治医）を得られるように組み立てている(d)。 
６) 調査にあたって東北大学医学部病院管理学教室のアドバイスを受ける 
特性要素との関連；臥床者の定義、調査票の作成、調査結果の分析と活用などの試案
に対して、大学の助言を得ている(d)。 
７）保健師の訪問調査は単なる調査に終わるものではなく、必要に即して訪問指導も
併せて行うものとする。   
特性要素との関連；調査でその必要性を見極めて(b)、臥床者のケアを保健師の地区活
動に取り込むという自己啓発の意味を持ち(g)、また管内で臥床者の在宅ケア体制を作
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ってゆくことを(e)、含めて進められている(c)。 
８) 調査をしながら同時に訪問指導、ケアがなされた。（ケースのケア、家族教育、医
療、福祉との連絡など）   
特性要素との関連；調査をしながら(c)、個々の状況に(b)対応してケアを行なっている
(h)。 
9) 調査結果をまとめ、地区医療対策委員会（管内の医療機関、市町、保健所で構成） 
で報告する。 
特性要素との関連；実態をまとめ(i)、地区地域医療対策委員会（地域保健活動推進の
参謀組織）に報告をしている(f)。 
10) 各市町、地区地域医療対策委員会において実態に即した在宅ケア、医療、福祉（ホ
ームヘルパーや介護機器利用施設等）の整備を検討し体制化を計る。 
特性要素との関連；把握した臥床者の問題を(b)、各市町ごとの状況（財政、人的物的
資源、組織）に合わせて(g)、対応策を練り(e)、在宅ケア体制を構築しはじめている(f)。 
11) 保健師は自分達の活動計画の中に臥床者対策、特にねたきり予防教育、訪問指導
を位置づける。また市町の地域計画にも反映させる。 
特性要素との関連；保健師の地区活動計画の中に実態調査で把握した（ｂ）、臥床者の
ケア課題が新たに位置づけられる(f)。市町自治体の計画にも位置づけられている(f)。
保健師は臥床者実態調査により自己の地区活動の在り方を見直している（g）。 
12) 実態調査結果を学会等で発表し調査結果の自己整理と外部からのコメントを得
る 。  
特性要素との関連；実施結果を総括し(i)、他の地域ではまだ課題とされていない 
臥床者ケアの情報を（ｂ）、学会発表等で発信しかつ評価をも得ている(g)。 
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Ⅶ 糖尿病に関する活動 (昭和 60 年～平成 2 年) 
  
１．実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
 昭和 60 年から平成 2 年、宮城県仙南保健所と仙南保健所白石支所に勤務した時の
実践例である。 
 人々の食生活や生活様式が変化し、昭和 30 年代後半から慢性疾患が死因の上位を
占めるようになった。昭和 40 年半ばから 50 年代にかけて地域の保健事業は、包括医
療の理念のもとに地区地域医療対策委員会(以下、地対委)を足場として展開されるよ
うになった。19)人口の高齢化に伴うねたきり老人問題、精神障害、難病、少子化問題、
成人病対策と保健活動が広がり各地で特性ある事業が取りあげられるようになった。 
 ここでは成人病対策(生活習慣病)の一つとして取りあげられた糖尿病対策について
記す。 
 
２) 実践の概要（資料４，３） 
 仙南保健所(S 保健所)管内における柴田地区地域医療対策委員会(S 地区地対委)の活
動構造は保健所、１市 2 町、市郡医師会により組織されており、事業は僻地診療、休
日夜間診療、救急医療、健診事業、住民教育、保健医療スタッフ教育、地区組織育成、
関係機関連携と調整、研究調査など地域の中で特定した事業を行なうように組み立て
られている。 
 S 地区地対委運営の事務機能は保健所に置き、保健所では総務課、保健指導課、保健
予防課が担当する。事業のほとんどが保健指導課事業(保健師と栄養士)とオーバーラ
ップするものであった。 
糖尿病対策は保健指導課事業の中に位置づけられ、課の相当の業務量がこれに投入
された。 
 糖尿病教室の教育管理システムは、有症状で受診した患者と市町住民健診等で発見
された患者が、すべて地域の主治医を介してＳ地区地対委管理シスム（保健所）に登
録され、糖尿病教室に参加して教育を受ける、教室コース終了者が患者友の会に入る。 
 事業の役割分担は保健所と医師会、管内 4 町で分担し、保健所は事務局と事業の企
画と運営、登録患者カードの管理、主治医から紹介された患者の食事指導と生活相談
(月 2 回の定例）をするものであった。 
 糖尿病教室(教育内容)の主導は S 地区地対委に置かれ、保健所は運営事務と技術提
供をするものであった。Ｓ地区地対委で 糖尿病対策事業のチーフとなられた医師が、
地域医師会において地域医療の意図と糖尿病管理の意義を郡医師会員にどう理解し参
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加協力を得るか、ということについて課題とされたことが｢柴田地区地域医療拾年史｣
の中に記されている。 
 それは、㋑各医療機関に事業の性格を理解してもらい多数の患者を教室に送っても
らう、㋺主治医がそれぞれ異なる患者に対し、各主治医の指示通り、しかも主治医と
患者の結び付きを損なうことのないように教育をする、㋩各医療機関の糖尿病治療に
おける医療格差をどう調整するか、㋥教室開始に当たりメンバーが必要最小限の知識
を持って講習会を開く、㋭血糖検査の統一を図るために医師会臨床検査センターに検
査集配の手順をとる、㋬主治医と教室のスタッフが同一の基準で食事の質量を考えら
れるよう約束食事箋を作る、㋣教室が独断で患者教育をすることのないよう患者への
連絡は必ず主治医を通す、など医師会自体として当時の地域医療の状況をふまえ、地
域の医療の現場を充実させていくための考えや取り組みがのべられている。  
 
 （１）糖尿病の患者管理と教育活動 
 教室開始当初(昭和 51)は 196 人で登録された患者数は、58 年には 935 人、参加医
療機関も主治医→登録→糖尿病教室→友の会へとルートが整い、当初の 12 機関から
22 の医療機関になった。 
 教育管理システムは、糖尿病教室としてＡコース(糖尿病の治療と知識)、Ｂコース(食
事療法の実際)を設け、他に糖尿病相談、友の会活動が実施され患者の管理・教育をす
るこれにより患者とともに地域の医師、保健師、栄養士も糖尿病についての学習を深
めていく。 
 糖尿病の管理体制は保健所の事務運営、技術提供のもとで運ばれ、保健所の保 
健師は患者の管理と教育とケア、患者会活動に従事した。 
 この過程で問題となった事は、資料４，3 でみるように登録管理下で増加する 
患者数とその中の状況不明者であった。熱心に教育をうけコントロールができる 
ようになる者と教育の機会に参加せず、主治医への受診も無い状況不明の多数の 
患者であった。 
 昭和 58 年登録数 935 人に対して登録管理下で状態把握ができている数は 300 
～500 人の患者であった。このことが S 地区地対委の糖尿病小委員会で協議され保
健所保健師、栄養士が全主治医のもとを尋ねて全登録患者の状況確認調査をした。医
療機関では快く患者の診療録を提示され、主治医のもとで不明なもの(中断している、
転居？転医？死亡？)また市町役場で状況追跡するものなど多々あり資料４，３のよう
に登録者全数の整理が行われた。患者が主体的に動き受療や生活の自己管理がなされ
ている状況であれば、それは地対委の教育活動や友の会への参加がなくても問題はな
い。この不明患者の状況把握の過程で小委員会の医師の 1 人から、保健所、市町村 
に勤務する保健師の活動特性について言及された。 
 ｢保健婦さんは家庭訪問ができるからいいよ。自分達開業医は患者が診療所に来なく
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ても、往診を依頼された場合でなければ訪問はできない。他の医師の診療を受けてい
るかも知れない」19) ということあった。 
 また別の医師からは｢患者が教室に参加しない原因が種々あると考えれば訪問指導
は非常にユニークな発想である。主治医と協力した訪問指導も大きな効果が期待され
る。但し家庭訪問は、非常に大きな労力を要することであり現体制では及ばないこと
である。訪問はプライバシーの問題にふれる事であり、主治医との連携には十分な考
慮をはらう必要がある。今回は中断原因の調査を目的に行ったもので興味ある結果を
得た」19) というものであった。 
 保健師の訪問指導は、対象者の健康問題への対応に必要と自ら判断した時にその活
動方法が取られる。家庭訪問という活動方法により、対象者の生活や考え方に働きか
け問題解決の方向へ向かうことができる。「待つ」(臨床看護)という受動的看護ではな
く、｢出向く｣という能動的看護が保健師活動の支柱として、保健師業務発生以来継続
されて来た。Ｓ地区地対委の糖尿病対策においても、地域の医師達からその機能特性
が認められ、その役割を果たした。 
 
（２）健康相談に来なくなった事例(女性)への家庭訪問 ２０） 
 S 保健所では特定地域活動として、K 町の A 温泉地区で毎月移動健康相談を開設し
ていた。A 温泉は旅館が 8 軒、居住者が 280 人、保健所から 26Km の距離にあり、冬
は積雪の多いところである。地区の集会所で毎月開かれる健康相談に 2 度ほど来てプ
ッツリと来なくなった 50代の女性(A子さん)がいた。町の一般住民健診で尿糖強陽性、
肥満あり要精検、要医療の指示が出ていた。 
 移動健康相談終了後、A 子さんの家を訪ねた。Ａ子さんは温泉街の置屋の女将であ
つた。来客が多く、いつも開かれている大きな玄関の上がり框には大きなテーブルと
茶菓が用意されている。A 子さんは正面に坐っていて愛想よく来訪者を迎える。手を
延ばせばお湯のポットがあり、電話がありということであった。玄関脇には、野草(｢垣
通し｣糖尿病に効くと言われる)が沢山干してある。来客が多く一緒にお茶を飲む。菓
子も来客だけに勧められないので自分も食べる。但し甘い菓子は糖尿病に良くないの
で、塩辛いせんべいを自分は食べるようにしている。体重は気になるので毎日測り、
尿も薬店からテステープを買って来て毎日検査をしている。テープの色が真っ黒にな
る。「垣き通し」は煎じていつも飲んでいる。日中は坐ったまま殆ど動くことはない・・・
等であった。 
 この事例は 3 回目の訪問で、保健師が何故自分のところに尋ねて来るのか。｢医        
者にゆけ」ということか、と尋ねるようになり、糖尿病であることの不安と自分はど
うしたらよいのかを自ら保健師に話すようになった。地区の移動相談に行かなくなっ
たのは、｢食事などの指導で制限があり食べてはダメなこと、医者にかからなければな
らないことばかり言われる。医者に行ったら即入院と言われる、入院は出来ない。し
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たくない。それでも何とか糖尿病を治したい｣ので糖尿病に効くと言われる野草を服用
して、自分なりに甘い菓子など食べないなど一生懸命にとり組んでいるということで
あった。そのあと、食べる量、種類、体を動かすこと、野草の効用は保健所で確認す
る。一日の摂取カロリーを算出して食事や運動のしかたを工夫することなどを一緒に
試み、後にこの事例は自分から医療機関を受診するということになった。事例が健康
相談に出向いて来るのを待って応ずるということも対象の問題意識レベルでは効を奏
するものであるが、この事例の場合には意味がなかった。 
 この事例の家庭を訪問して、相談に來所したＡ子さんが拒否をしたような一方的指
導指示ではなく、対象者の生活の実際を保健師がとらえること、事例自身が考えてい
ることや抱いている不安、努力していることを保健師が解る（受容）こと、その上で
どうしたらよいかを一緒に考え試みて、対象が動き出すのを支え後押しをする。そし
てその働きをフォローする。事例が主治医と選んだ医師に保健師が把握した事例の生
活と、受診まで事例と一緒に試みて来た糖尿病の食事と生活の工夫を伝えること、（勿
論事例の了解を得た上で）などが保健師の為すべき働きであった。        
 保健師が自己の活動特性とする家庭訪問をすることにより、その事例の生活の実態
が解り、保健師の指導が事例に受け入れられ、事例自身が自分の問題解決へと動くよ
うに方向ずけられた例である。 
 家庭訪問は保健師活動の主要な活動方法であり、「家庭を訪問する」即ち現場に能動
する、そして状況を判断しケアの方向を決めるという臨床看護とは異なった独自性が
ある。 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
A 糖尿病対策事業(管理、教育)     
１）主治医から紹介された患者の登録（カード記入）と管理をする。 
２）糖尿病小委員会の開催と準備運営にあたる。 
３）主治医、小委員会委員、市町との連絡、調整をする。 
４）糖尿病教室及び一泊研修の企画、運営、開設実施にあたる。 
５) 糖尿病患者の教育、相談(保健所定例相談、教室、一泊研修)をする。 
６）糖尿病教室(一泊研修)血液検査、計測(体重、血圧等)などの役割を分担する。 
７）状況不明患者の訪問調査（ 主治医、医療機関中心に）をする。 
８）糖尿病教室と患者管理のまとめをし、報告をする。 
B 糖尿病患者訪問  
１) 役場からの（相談開設）案内で患者（Ａ子さん）が移動健康相談に来た。  
２）Ａ子さんが移動相談に来ない。  
３）保健師は状況把握のため、患家を訪問する。 
４）家庭訪問で患者の生活状況、糖尿病の認識、とりくみを把握する。  
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５）患者との関係を作る(患者の生活、治療への意志を把握、受容、治療への方向づけ
をする）。 
６）患者が実施していること(食事、労働、体重測定、テステープ検査、民間薬服用）
の確認をする。 
７）患者の生活行動、確認したことの是否を患者に伝える。  
８）主治医を持たない状況で患者がやれること、やってほしいことを患者と共に実際
に試みる（所要カロリー、食品の選択と摂取量、生活動作など）。  
９) 医師にみてもらうという患者の意志決定を支持する。  
10) 患者の了解を得て、主治医と連絡(医院を訪問し、患者の生活と疾病の状況、受
診までの保健師の指導を伝える。  
 
 ３ 保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
A 糖尿病対策事業（管理、教育） 
１）主治医から紹介された患者の登録（カード記入）と管理をする。 
特性要素との関連；患者管理作業の一つとして医師からの情報を登録カードに記入し
ている(a)。 
２）糖尿病小委員会の開催と準備運営にあたる。 
特性要素との関連；委員会開催の次第と会議の準備をし(e)、その運営をしている(i)。 
３）主治医、小委員会委員、市町との連絡、調整をする。 
特性要素との関連；糖尿病対策事業を継続運営するための役割をしている(e)。 
４）糖尿病教室及び一泊研修の企画、運営、開設実施にあたる。 
特性要素との関連；事業を実施するための計画をたて(c)、参加者等の連絡調整をし(i)、
資材を整え(d)、研修事務の分担とプログラムの進行をしている(h)。 
５) 糖尿病患者の教育、相談(保健所定例相談、教室、一泊研修)をする。 
特性要素との関連；糖尿病対策事業の中で保健師機能として患者教育と患者相談、運
動、レクレーション指導などをしている(g)。 
６）糖尿病教室(一泊研修)血液検査、計測(体重、血圧等)などの役割を分担する。 
特性要素との関連；看護師、検査技師等がいないことで（a)、採血や計測に従事して
いる(h)。 
７）状況不明患者の訪問調査（ 主治医、医療機関中心に）をする。 
特性要素との関連；患者の登録管理で登録カードの情報が不明になっている患者につ
いて(b)、主治医・医療機関を訪問し(e)、診療録等から(d)患者の動向を把握している(a)。 
８）糖尿病教室と患者管理のまとめをし、報告をする。 
特性要素との関連；患者教育指導事業と、登録患者について(b)、それぞれに総括し(i)、 
糖尿病対策事業とスタッフの役割確認をしている(g)。 
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B 糖尿病患者訪問 
１) 役場からの（相談開設）案内で患者（Ａ子さん）が移動健康相談に来た。 
特性要素との関連；一般住民健診の要指導者で(b)、役場から通知が出され、 
本人が移動相談に来所している。 
２）Ａ子さんが移動相談に来ない。 
特性要素との関連；初回相談に来所し、保健師と栄養士から指導を受けて次回を約束
したがその患者は来所しない（ｂ）。  
３）保健師は状況把握のため、患家を訪問する。 
特性要素との関連；相談に来所しなくなった理由と(b)、患者の状況を把握し援助をす
るために（h）、患者の家庭に訪問をしている(ｃ)。 
４）家庭訪問で患者の生活状況、糖尿病の認識、とりくみを把握する。  
特性要素との関連；家庭を尋ねることにより(c)、患者の対応と生活の仕方を（ｂ）、
観察把握し(d)、患者指導のすすめ方に用いている(d)。 
５）患者との関係を作る(患者の生活、治療への意志を把握、受容、治療への方向づけ
をする）。 
特性要素との関連；患者の生活と考え方を保健師が受けとめることによって(h)、保健
師の訪問指導が患者に受け入れられ(e)、糖尿病治療への(b)、共同関係が出来ている（g）。 
６）患者が実施していること(食事、労働、体重測定、テステープ検査、民間薬服用）
の確認をする。 
特性要素との関連；患者の日常の生活と行動と、糖尿病治療のために自分で 
行なっていることを(b)、実際の場で(d)、具体的に確かめ(c)、保健師の訪問指 
導計画に用いている(h)。 
７）患者の生活行動、確認したことの是否を患者に伝える。 
特性要素との関連；患者の生活行動（置き屋の女将）と糖尿病の病状について（b）、
民間薬の服用について(b)、尿糖の検査と体重測定について、病気治療の上で好ましい
と考えられることと改めたいことを(g)、患者に伝えている(c)。 
８）主治医を持たない状況で患者がやれること、やってほしいことを患者と共に実際
に試みる（所要カロリー、食品の選択と摂取量、生活動作など）。 
特性要素との関連；医師に診てもらうこと（要入院と言われる）を拒否し(b)、自分で
できる治療をしている患者に対して(b)、自宅で出来ることを(a)、具体的に実施し(h)、
行動化させ(c)、医療のルートにのる必要があることを(e),気づかせている(g)。    
９) 医師にみてもらうという患者の意志決定を支持する。 
特性要素との関連；日常生活の自己管理には(b)、血糖検査や所要カロリーの医師の指
示が基本的に必要であること(d)、それによって自己管理を行なうという意味を患者が
理解するようにしている(g)。その患者の決定を保健師として支持している(h)。 
10) 患者の了解を得て、主治医と連絡(医院を訪問し、患者の生活と疾病の状況、受診
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までの保健師の指導を伝える。 
特性要素との関連；患者の意志を受け止め(g)、主治医を定め（交通の便など患者の判
断）(d)、医師のアポイントメントを取って（e）、診療所を訪問し（ｃ）、患者の状況
と(b)、受診までに保健師が指導した内容を(h)、伝えている(c)。 
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 Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動 
（昭和 60 年～63 年）  
 １．実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
 昭和 60 年から 3 ヵ年、宮城県仙南保健所白石支所（前白石保健所）に勤務し、管
内の蔵王町において実施した老人保健法(老健法)に基づく保健事業・機能訓練の実践
例である。  
 蔵王町は人口約 14,500 人（昭和 61 年）、世帯数 3,300 戸、果樹、酪農、蔬菜を主
とする農業の町である。65歳以上の老人人口は 13.4％、国民健康保険加入率は 52.8％、
自然増加率は 0.5％、把握している臥床老人はおよそ 60 人、町保健師は 3 人、人口の
高齢化に着実に歩みを進めている地域であった。 
 
２）実践の概要（資料４，４） 
 昭和 56 年の厚生行政基礎調査では、65 歳以上で在宅のねたきり老人は全国で 30
万 7 千人、65 歳以上の人口比では 2.8％と推計された。老人福祉法（昭和 38 年）に
より、ねたきり老人の発生予防、健康増進、生活意欲の増進をはかって、広義の機能
回復訓練が養護及び特別養護老人ホーム（昭和 41 年から）及び在宅（昭和 46 年から）
で実施されていた。 
 昭和 57 年 8 月に老人保健法が成立し、翌 58 年から同法に基づいた保健医療対策が
総合的、体系的に進められることになった。「国民の老後における健康の保持と適切な
医療の確保を図るため、疾病の予防、治療、機能訓練等の保健事業を総合的に実施し、
もって国民保健の向上及び老人福祉の増進を図る」とされ、国民は自助と連帯の精神
に基づき健康の保持増進に努め、医療に要する費用も公平に負担するものとされた。 
 昭和 58 年 12 月に示された公衆衛生審議会「保健事業推進の当面の方策」では、①
成人病予防の観点から住民の健康への自覚を高め、実践的な生活管理まで結びつける 
②疾病の早期発見、管理により早期治療、生活管理への誘導を図る ③脳卒中等の後
遺症に掛かる機能回復、痴呆の防止をねらう。そして事業の成果を上げるために保健
事業に必要な専門技術者の養成確保、保健事業 7 項目（健康教育、健康診査他）の有
機的連携を図る。更に医療、福祉、教育施策との幅広い連携がのぞまれること。 
 また実施方法は画一的にするものではなく、地域によってその特性や実情に即して
創意工夫、独自性を発揮して行うものとされた。 
 事業の体制は、市町村保健センター等既存施設の利用、保健師の確保、市町村健康
づくり推進協議会の活用、県の的確な指導と技術援助がなされることとされた。 
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 老人保健法（以下老健法）に基づく保健事業は、①健康手帳の交付、②健康教育、 
③健康相談、④健康診査、⑤医療等、⑥機能訓練、⑦訪問指導があり、市町村が主体
となって実施する。 
 地域における老人の健康管理を健康の保持、疾病予防、医療、リハビリテーション
と地域保健・医療活動を統合する。それまで地域でそれぞれ行って来た保健活動を計
画的構造的に組み立て、その位置づけを明確にして事業を進める。この一連の保健事
業の中の「機能訓練」として各市町村において取り組みがはじめられた。 
 事業開始時、昭和 58 年度の機能訓練実施施設数は全国で 776 ケ所（指導実人員
27,178 人）60 年には 1,745 ケ所（指導実人員 54,900 人）平成 15 年現在では 9,379
ケ所で実施されている。 
（１） 蔵王町での機能訓練 
 老健法施行後 3 年、白石支所管内の蔵王町においても「機能訓練」事業を「地域リ
ハビリテーションサービス」として開始した。21）22）23） 事業は白石支所老人保健
連絡協議会（白石刈田地区地域医療対策委員会、老人専門部会と表裏一体）において、
管内の老人保健事業の実施状況や臥床者の状況を報告し検討された。老健法の医療以
外の 6 事業のうち、機能訓練の部分が管内いづれの市町でも需要があるにもかかわら
ず未着手であること。蔵王町がモデル的に実施してはどうかということで決定された。
町の医談会長、町内の医師、町立病院からも、地域リハビリテーションへの積極的な
協力と患者紹介が得られた。 
（２）機能訓練の考え方 
 老健法の機能訓練のとらえ方は理学療法分野などの立場による考え方があり、機能
訓練をリハビリテーションとし、理学療法士によるものと言う考えがあった。しかし、
蔵王町では医療の範疇で行う医学的リハビリテーション（治療、障害の除去、軽減）
としてではなく地域リハビリテーション（生活拡大療法,「以下、地域リハ」）とした。 
 「老人保健法における機能訓練」の考え方について平井二郎氏による解説が２４）ある
が「対象者の人間らしい生き方、つまり人間としての尊厳の回復」としてとらえた。
蔵王町の場合は「疾病や障害により人間としての生活機能が減退している在宅療養者
に対して、日常生活を拡大し、生き甲斐を持たせ、その人が心身両面において最大可
能なレベルで人間らしく生きる力を持てるように援助する」と定義し、これを地域看
護の立場から進めようとしたものである。 
 事業の具体的内容は、患者の日常生活動作を低下させず、保持、拡大していく。 
また、趣味や娯楽的な作業を通じて、その人の生活を広げて生き甲斐を見つけ、それ
ぞれの健康レベルに対応した看護を展開する。 
 事業のポイントは、㋑良好な人間関係づくりをする ㋺移動に関する基本動作訓練、 
㋩衣服の着脱、食事をする、清潔を保つ、排泄をするなどなどの日常生活に関するも
の㋥趣味や手芸、レクレーション活動などの生き甲斐を持つ、そしてその人なりの健
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康状態で自立し、人間らしく与えられたいのちを大切に生きていくためのエゴレベル
のニーズを充足するものとした。 
（３）地域リハ訓練の対象と進め方  
 昭和 60 年度は 9 名（男 6 女３）年齢は 60 歳から 71 歳、61 年度は 15 名（男 3、
女 12）年齢は 50 歳から 84 歳。61 年度には町立病院に入院中の患者 4 人も加わった。
疾病は脳卒中後遺症で片麻痺と高血圧、糖尿病などの合併症がある者、その他パーキ
ンソン症候群、慢性多発性関節ロイマチス、大腿骨骨折などで主治医から紹介された
者、また保健師が家庭訪問をして参加をすすめたものである。 
 ADL の状態は、他人の支えがなければほとんど歩行できない者 7 名、補助具を使用
する者 5 名、本人の努力で自立歩行が何とか可能となる者 12 名であった。 
 援助の内容は前述㋑～㋥の要点で、1 日の訓練の流れは・健康観察・相談・軽運動
とテーマ行事・爪切りなどの整容・昼食とお茶会・一日のふり返り・健康手帳への記
録などまたコース 6 回の内容は・観桜会・七夕づくりなど季節の行事・紙ねんど・カ
ラオケ大会・主治医との懇談会などで構成した。 
 この事業を進める上で援助者側が特に留意したことは、①患者の心身機能を把握 
査定し、患者個々の支援見通しをたてる。②対象者の在りのままの存在を受容し支持
をする。よって訓練場面では、患者一人一人を十分にリラックスさせ自己解放ができ
るようにする。事業プログラムの運営にはグループダイナミックスを取り入れ、相互
に刺激しあえるものとする。カリキュラムの運営を患者参加で行うことにより患者が
自信を持ち、その自信をバネにして内在する自己の能力を引き出せるようにすること
にした。 
 また対象者が持続して参加できるよう家庭訪問や電話による声がけ励ましを行った。
地域リハ当日のスタッフは、町の保健師 3 人と看護師 1 人、事務職員 1 人。保健所か
ら保健師 2 人、町立病院の看護師長（4 人の入院中の患者を連れて来る、リハ終了後
のカンファレンスに入る）他母子センターの女子職員、カリキュラムに応じて、保健
所長、主治医が参加した。 
 患者の直接支援とカリキュラム運営に当たる保健師以外の事務職員、即ち保健協力
員のボランテア参加は、会場づくりや会の最大の楽しみである昼食作りに重要な役割
を果たした。 
地域リハ参加者の公的送迎は、老健法の時代（昭和 58 年）には無かった。会場まで
の交通は家族に送られて来る。患者同士が誘いあってタクシーに相乗りで来る。患者
の家族が自家用車に近隣の患者をも乗せて来る。また何の手立てもない場合は保健師
が迎えにゆくなどで、それぞれが主体的に出来る範囲の工夫と努力をして会場に集っ
て来た。まさに法による自助と連帯の一コマである。平成 12 年の介護保険法以降は
公的な送迎がすべてになされている。 
(4) 参加対象者の変化 
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 地域リハコース 2 回目位までは、受け持ち保健師は「昨日、E さんに電話をかけて
誘ったけれども大丈夫来るかなー」と会場で E さんの顔を見るまでは不安にかられて
待つ。E さんにも D さんも地域リハに来ること自体大変な努力で自分自身を励まし、
やっとの思いで会場に辿り着く。それが３回目位になると「この次は何時？」とリハ
の日を心待ちするようになり、リハ参加が次の会までの生活目的のひとつになって来
る。 
 この支援結果を、①病状、②身体機能、③生活意識、④生活行動、⑤環境因子の 5
つの視点から分析した。6 回コースの地域リハを通じて参加者全員に大きな変化が認
められた。21) 
 特に支援の重点を地域リハ場面でリラックスさせることと、患者個人をスタッフが
意識的に受容したことによる変化が大であった。また患者が地域リハに参加し、自信
を取り戻し生活意欲が高まることにより家族等の患者を見る目（役たたず）などの変
化が生じた。 
①病状の変化では、血圧の安定、体重の適正化、通院服薬の継続、頻尿、便失禁の改
善、愁訴の減少、②身体機能では、握力の延び、可動域の拡大、歩行姿勢の改善、移
動距離の延び、発生言語の増加、③生活意識では、3 回目位の参加から各人の気持ち
が解放され、それぞれが自分の病気や障害を受け入れ「生きる」ことに対しての主体
性が見え、地域リハへの参加を楽しみに待つようになった。④生活行動では、跛行や
補装具をつける、言葉が伝わらないなどのハンディキャップを気にして外出や人との
付き合いを嫌がっていたものが、グループの中で積極的に話をしたり、体調や身だし
なみを整えて、買い物やクラス会に出席する。家では草むしりや洗濯、風呂焚きなど
の役割を持つようになり、家庭の中で自己の存在感が得られるようになった。⑤環境
因子では、患者の生活行為のすべてに手を出し指示をしないと不安であった家族（主
として妻と嫁）が患者と保健師のかかわり方や患者の変化をみて、患者の持っている
力や可能性を認識しなおした。そして何から何まで手を出すといった過度な保護や一
方、家の中で「役立たず」と言われていた屈辱感が減少して行った。また参加者自身
が近隣や主治医に地域リハの楽しがさやその様子を話すことにより、地域で一層の理
解が得られるようになった。 
 また、病院から参加した 4 人の患者も、ズック靴を履き院内の階段を一段づつ上り
下りの練習を自分ではじめる。初めの寝巻き姿のリハ出席が洋服や外出着に変わる。
さらに、入院中の 2 人（自宅に帰る自信がない）が退院になったり、病院内の患者た
ちの励ましにもなるなどの結果を産んだ。  
 保健師たちが、手さぐりで地域リハを始め「このままでどうしようもないのかなー」
と考えていた患者一人ひとりに予想以上の変化、特に③生活意識と④生活行動の変化
が大であった。スタッフ自身が参加者たちに内在する可能性に驚きを持った。この人
たちが持っている能力が、家庭で地域でこれほどに閉ざされていたのか。地域リハの
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機会がなく、在宅で放置された患者たちが生活の自信と人間としての尊厳を失う、地
域環境や家族に受け入れられない、適合しない生活を余儀なくしていることがこれほ
どに障害者の自己を閉じてしまうものか、を考えさせられた。地域リハで患者と濃く
関わり共に歩むことにより、看護ケアの基本原理を強く思い起こさせられる老健法、
機能訓練事業の機会であった。 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
1）老健法、医療以外の保健事業に機能訓練事業が示された。  
2）市町の総合健診結果や臥床者の実態から「機能訓練事業」の需要があると判断し
た。     
3）地域の実態と事業の必要性を老人保健連絡協議会に計った。  
4）地域の保健医療福祉行政の主要な役割者に事業の理解と協力を求めた。  
5）保健師が 1 人ひとりの患者について主治医と連絡し、指示、紹介を得た。 
6）保健師が患者（家族）を訪問、状況把握をしながら地域リハへの参加を勧めた。  
7）地域リハの企画、準備（会場選定、必要物品整備、会場の安全、患者の交通手段
への配慮、地域リハ目標設定、一日の展開プログラム、コース 6 回のプログラム作成、
健康相談表作成、カンファレンスの持ち方、スタッフの役割分担など）をする。 
8）地域リハの実施（1 日のプログラムの運営と患者の観察、相談、個別援助、レク指
導、グループ運営、ケースカンファレンス）。  
9）交通手段のない患者の送迎をする。  
10）家庭訪問や電話により患者が地域リハから脱落することを防ぐ。  
11）地域リハの進捗状況、及び患者の状況を老人保健連絡協議会の役割者と主治医に
報告をした。  
12）リハ参加者の個別支援とグループ・ダイナミックスの適用をした。  
   13）地域リハの参加患者が、その状況を主治医や近隣関係者に伝え広めた。  
14）地域リハ事業実績をまとめ、その結果を老人保健連絡協議会地域 3）の役割者に
報告また学会に発表をした。  
  
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
1）老健法、医療以外の保健事業に機能訓練事業が示された。   
特定要素との関連；地域保健活動の内容が法律で決められ、法で示す一連の事業項目
の中に機能訓練事業が設けられている(b)。 
2）市町の総合健診結果や臥床者の実態から「機能訓練事業」の需要があると判断し
た。 
特定要素との関連；町のこれまでの総合健診結果と地域の臥床者の実態から(b)、臥床
者予防の目的で、法に基づく機能訓練を町の事業として取り入れることを考えている
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(d)。     
3）地域の実態と事業の必要性を老人保健連絡協議会に計った。 
特定要素との関連；すでに把握している地域の情報から臥床者とその予備軍の実態が
あることを(b)、町の協議会に提示し(e)、予防のための事業を起すことについて了解を
得ている(c)。    
4）地域の保健医療福祉行政の主要な役割者に事業の理解と協力を求めた。 
特定要素との関連；地域リハ事業を効果的に運ぶために(b)、町の担当課長、医師会長、
町立病院長などに(e)、事業とその必要性を説明し(g)、協力を要請している(c)。 
5）保健師が 1 人ひとりの患者について主治医と連絡し、指示、紹介を得た。 
特定要素との関連；地域リハ事業の参加対象者について、保健師が把握している事例
と、医師からの紹介事例について(b)、主治医と連絡をとり（e）、訓練内容の了解と指
示を得ている(d)。 
6）保健師が患者（家族）を訪問、状況把握をしながら地域リハへの参加を勧めた。 
特定要素との関連；患者を個々に訪問をし(c)、患者の状況を把握し(b)、地域リハにつ
いて説明をして(g)、地域リハへの参加を勧めている(e)。 
7）地域リハの企画、準備（会場選定、必要物品整備、会場の安全、患者の交通手段
への配慮、地域リハ目標設定、一日の展開プログラム、コース 6 回のプログラム作成、
健康相談表作成、カンファレンスの持ち方、スタッフの役割分担など）をする。 
特定要素との関連；目標（事業と患者個別）と会場の選定と安全、患者の交通手段、
コースのプログラムと一日の展開、相談票やカンファレンスの持ち方、スタッフの役
割分担などについて(b)、協議をし（e）、準備をしている(c)。 
8）地域リハの実施（1 日のプログラムの運営と患者の観察、相談、個別援助、レク指
導、グループ運営、ケースカンファレンス）。  
特定要素との関連；地域リハ参加者について（ｂ）、一日のプログラムの運営をしてい
る（ｇ）。そこで患者の観察と相談をし（ｈ）、個々人への援助をしている(g)。そして
レクレーション指導（リハビリテーション）を（ｇ）、目的として、グループ全体でま
た個々人に対して実施している(e)(f)。事業終了後に参加者個々についてまた全体の運
営について、また次回の計画についてスタッフによるカンファレンスを実施している
(i)。 
9）交通手段のない患者の送迎をする。 
特定要素との関連；交通手段のない患者を(b)、保健師が介助し(h)、送り迎えをしてい
る(a)(c)。 
10）家庭訪問や電話により患者が地域リハから脱落することを防ぐ。 
特定要素との関連；家庭訪問や電話をかけるという方法により(c)、患者のリハへの意
欲を保持させ（ｇ）、支えている(h)。 
11）地域リハの進捗状況、及び患者の状況を老人保健連絡協議会の役割者と主治医に
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報告をした。 
特定要素との関連；地域リハ事業への持続的支援を保つために老人保健連絡協議会と
主治医に対して随時、患者についてまで事業の実施状況について(b)、報告し(f)、必要
に応じてアドバイスを受けている(d)。 
12）リハ参加者の個別支援とグループ・ダイナミックスの適用をした。 
特定要素との関連；保健師の地域リハ技術として個人の患者に対する支援と(h)、患者
グル－プ内の相互作用を用いて患者の自己啓発を高めている(g)。 
13）地域リハの参加患者が、その状況を主治医や近隣関係者に伝え広めた。 
特定要素との関連；参加患者自身が（ｂ）、地域リハの効果を認識し(g)、主治医にま
た地域の人々に伝えている(f)。 
14）地域リハ事業実績をまとめ、その結果を老人保健連絡協議会地域の役割者に報告
また学会に発表をした。 
特定要素との関連；実施結果を総括し(i)、地域組織に返し(f)、実践全体の目的と結果
を総括し評価している(i)。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
Ⅸ 地域保健医療計画策定に関する活動 
          (昭和 60 年～63 年) 
１ 実践例の概要  
                               
１）実践の時期と場  
 昭和 60 年 4 月から仙南保健所白石支所に勤務した時の実践例である。仙南保健所が 
 2 市 7 町を管轄する保健所として（白石、角田、大河原保健所）を統合する以前は、
それぞれが 3 保健所として独立していた。（資料４，６）   
 保健所の統廃合（昭和 54 年、14 保健所が 9 保健所 5 支所に編成）は、保健所機能
を集中と分散の理論で対人保健と対物衛生業務に分け、対物衛生（食品、環境、薬事、
検査）部分を本所（仙南保健所）一本に集中化した。一方、住民の健康管理、保健サ
ービスに関する部分は旧保健所のまま保健所支所としてそのまま残し、対人保健サー
ビスを担当させた。 
 
2）実践の概要 
 保健師は地域保健活動を実施するに当たっては、常に地域の保健医療福祉に関するデ
ーターや自己の活動実績を用いて年毎事業計画を作り、それを所属する市町行政や地
域（地区地域医療対策委員会）等に計り活動を進めて来ている。 
この過程で白石支所を支所長として預かる自分の立場で保健師たちが作成している活
動計画をマスタープランとして各行政自体のものにする、また地域全体のものとして
存在させる、保健師職能レベルに限定されないもの（人員、予算、施設、機能、行政
ライン、事業システム）にしていく必要があると考えた。 
それは保健師だけの自己活動計画ではない、市町自治体の計画であり、かつ 1 市 2 町
の地域全体計画として公認されるものであるということであった。そのことを保健所
長に計った。そしてマスタープラン作成を白石・刈田地区地域医療対策委員会（以下
地対委）に計り、昭和 62 年 8 月に白石・刈田地区地域保健医療計画（以下白石・刈
田地域計画）策定の第 1 回委員会を持ち、63 年 2 月に集大成を見るという運びになっ
た。25）26）27）28） 
 昭和 62 年から 12～３年後を視野において、また各市町がこの地域の保健医療をど
う持っていくかということであったが、目途とした昭和 75 年（平成 12 年）は、あた
かも介護保険のスタートの年になった。 
 白石・刈田地域計画の作成時期は、医療法の改正と地域保健医療計画年表（表４-
５）にみるように、昭和 60 年から医療法の改正が行われ、平成元年度に地域保健医
療計画策定告示、市町村老人保健福祉計画の策定（平成 2 年）、福祉 8 法の改正（平
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成２年）、そして平成 6 年の地域保健法（保健所法昭和 22 年改正）への過程であった。
急増する医療費と機能別医療の体系化、増大する老人福祉施策への要求、これに伴う
医療費と介護福祉費用の歯止めとしての地域保健（老人保健法、地域保健法）への期
待があった。 
 作成した白石刈田地域計画書は、その後、国や県から公的に地域計画作成の指示が出
されることに先がけ、地域自らの考えと必要性により取り組まれたものである。25） 
 また、63 年 1 月に行政監察庁から保健所活動視察があり、監察官は、まだ印刷原稿
レベルの地域計画書を見て「地域活動は本来、この様な現場の計画書に基づいて取り
組むことが必要だ。国おいても保健・医療・福祉に関する計画書策定を指導する意向
を持っている」という意味のコメントをいただいたことを記憶している。 
 
   （１）地区地域保健医療計画策定委員会の編成と内容 
 白石・刈田地域計画（以下計画）は策定委員として白石市医師会長、公立病院長、
市歯科医師会支部長、保健所長、市医師会理事、蔵王町医談会長、七ヶ宿診療所長、
医師会事務局長、公立病院事務局長、保健所支所長、同事務主幹、同保健係長と保健
師、各市町の主幹課長と保健婦長とした。(資料４，6 図３) 
総勢 23 人、企画会議で執筆の分担をし、印刷予算もゼロから各構成者の配慮で 31
万円を拠出した。計画書の構成は 3 部編成で、ひとつは地域の保健医療を進めるため
の概念、第 2 は地域保健医療展開のための地域の現状と課題、体制整備、第 3 は実質
的推進役割者がそれぞれに機関として考えている課題と期待を記するものとした。 
これまでは、保健師が自分達の地域の保健医療の実態をいかに認識し展望を持つか、
などを首長をはじめ地域の病院や医師会、各自治体の担当者、保健所等が 1 つの土俵
で論じ、現状をふまえて展望を画くなどということは無かった。保健所がその立場で、
地区地域医療対策委員会（県設置は昭和 45 年度から、白石刈田地区は 52 年度から）
に地域の保健医療の問題提起（保健所、市町の事業計画、へき地、救急医療等）をし、
理解と協力要請を行うにとどまっていた。 
策定された計画書 24)では、はじめに地対委会長（郡医師会長）が地域医療の理念を
述べている。要旨は「それぞれの地域にはその特有の色、臭い、味がある。これを抜
きにして地域の保健医療活動は進められない。各市町の特性を壊すことなく統括調整
して大きなハーモニーに仕立てる、即ち地域環境、医療資源、医療活動、人間関係を
より効率よく調整しよい計画、よい組織を作り上げ、質のよい活動を展開する。地域
のプライマリーヘルスケアを、そのシステムを構築する。計画作成は、今後の活動指
針として位置づけ、地域医療の未来像のライトアップを試みたものである。住民側、
行政側、医療側の密接な連携協力を深めハーモニーのある活動を念じている。終局は
住民の笑顔と安堵が得られることが地域医療のねらいである」と計画策定の意義を述
べている。 
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また、保健所長は「計画策定の動機としてこの計画書策定は、県の地域保健医療計
画の策定作業が開始されようとしたことに触発されたが、保健所市町の実務担当者は
すでに将来につなげる地域総合計画的構想を抱いていた。実務担当者は毎年、単年度
ごとの事業計画を、さらにその上位のしかも拠って立つべき、かつ長期展望と総合包
括を具備した総合計画を立てたいと考えられていた。そのことをばねにして、いわゆ
る年次事業、実施計画ではない地域全体の将来に向けての理念と展望を作る。 
これは、地方自治体（県・市町村）で策定される長期総合計画の基本構想（理念部
分）と基本計画（展望部分）に相当する計画として策定する」とした。 
そして計画の必要性については、㋑当地域は医療サービスの地域内の完結性はかな
り高い。公立総合病院の高次医療機能を高めること、かつ他の医療機関のプライマリ
ーケア機能を充実させること、㋺行政が実施する保健衛生事業、福祉対策の機関の連
携、地区全体としての事業の整合化と向上をはかる、㋩地区全体の高齢化とその中の
著しい過疎化地域をプログラミングする、㋥地区が広大であり交通手段に欠ける地域、
冬季積雪寒冷の著しい地区があり、かかる地域の保健活動、救急医療対策の整備、㋭
医療経営（特に国保財政）の健全化、地区組織、ボランティア等との提携し、地域全
体の保健・医療・福祉の体系を整える。そして内容としては各市町、医師会。歯科医
師会、公立総合病院、保健所支所がそれぞれの立場で自己のビジョンをまた、他に対
する期待を計画の中で述べ更に地対委の在り方と保健所自体の存在と展望が盛り込ま
れたものとした。       
地域で現場活動を担う保健師にとって、単年度の保健計画を作り活動を進めていて
も地域保健の将来の姿、そして関係協働者の考え方やその方向が把握できないことは
本来の地域保健活動を進めてゆく上で極めて限界があり問題であった。 
日常業務が多岐に亘り住民の健康問題が多様化し、解決困難な様相を呈して来れば
来るほど「先が見えない、」現状からの展望がない活動は不安であった。 
管内の婦長会議でもこのことが幾度も論じられ、自分たちが地域で根拠を持ち可能
な限り的を得た仕事をし、将来の展望と保健医療全体の方向を把握したい。 その中
で自分達が置かれている位置と役割を確認する。また、これに関わるメンバーが力を
寄せ今為すべきこと、可能なこと、そして、次世代に託し引き継ぐものを歴史的にと
らえたいという願いがあった。 
保健師長たちのこの想いが地対委を市町自治体を動かしたと考える。そしてこの計
画書は、策定過程で各機関ごとに懸案となっていいる現状の課題や、将来計画の相互
理解（公立病院の移転計画他など）、実務では活動体制づくり、事業展開への協同関係
が得られるようになった。例をあげると、保健師の充足計画をはかる、町で老健法に
基づく生活拡大療法（本レポート実践例Ⅷ）の推進にあたって行政や医療機関からの
積極的協力が得られたことなどがある。 
 また県計画告示に先だち作成された計画書は、地対委の共有財産として県告示計画書
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作成の基本理念資料として用いられた。そして保健師自身は、地域保健活動における
自己の専門性と在るべき役割、位置を再確認し、地域活動充実への一層の取りくみが
なされるようになった。 
 保健所（支所）が地対委の事務局として策定のイニシアチーブを取り、その役割その
ものを保健所の公衆衛生行政の重要な任務であるとしたこと。地域の保健医療福祉の
方向をその現状をふまえた上でどう方向づけるか、地域の財（市町や関係者や機関、
組織）をそのためにどう組織化するか、このことは公衆衛生の定義「共同社会の組織
的な努力」に通ずるものであるととらえて動いた。 
 
 2. 実践概要で保健師活動を起動させている内容 
１）保健師は毎年年度の保健活動計画を作成し業務を行っていた  
２）保健師の年度ごとの保健活動計画は各市町ごとに市町村保健師と保健所の地区担
当保健師により作成された   
３）各市町ごとの計画は各自治体で各自治体の保健活動計画として担当課において進
められた    
４）保健所保健師は保健所の計画（保健所自体のもの管内全体にわたるもの、また市
町の特性に対応するもの）を管内の保健活動計画として組み立てた   
５）保健所は管内の保健活動計画（保健所・各市町）を地区地域医療対策委員会（医
師会、歯科医師会、病院、各市町、保健所他で構成）に計り、活動実績、課題、次年
度計画の承認と事業への協力要請をした  
６）保健師は、県において県医療計画（平成元年告示）及び県地域保健医療計画策定
（平成 3 年～5 年）更に市町村老人保健計画及び市町村老人福祉計画策定（平成 2 年）
の行政意向があることに先立ち、上意下達によるものではなくこれらを包括した地域 
主体の計画を、これまでの地域で作ってきた年毎の計画を基にして作成しようと考え
た  
7）保健所と市町の保健師長会議で協議し、各市町、また郡全体の、地域保健活動の
将来展望ができるマスタープランの作成を地区地域医療対策委員会に要望をすること
とした     
8)  地対委、理事会において白石刈田地区の保健医療計画を作成することの賛成を得,
作成委員会が設けられ各市町、団体からの予算措置がなされた   
９）計画書の構成を練り、委員会に計り編集の分担、執筆の依頼をした。とくに首長
への依頼は担当者等で原稿を作ることではなく、首長自身のビジョンが示されるもの
であるようにすることとした   
10）作成した白石刈田地区地域保健医療計画書はマスタープランとして、保健師が地
域保健活動推進の拠りどころとなった 
11）作成された計画書は、地域保健・医療・福祉関係者が地域の現状を認識し、健康
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な地域づくりへのマスタープランとして共有されるものになった   
12）計画書により地域保健医療福祉関係者が、マスタープランの中でのケアの役割位
置を確認し必要に応じて協同ができるものとなった  
３．保健師活動を起動させている内容と特性要素との関連 
１）保健師は毎年年度の保健活動計画を作成し業務を行っていた。 
特性要素との関連；地域の情報を累積し、自己の活動結果を分析して地区活動の課題
を順位づけ(b)、自己の稼動力や地域資源を総合して(d)、地域保健計画として(i)、地域
活動計画を立てている(c)。 
２）保健師の年度ごとの保健活動計画は各市町ごとに市町村の保健師と保健所の地区
担当保健師により作成された。 
特性要素との関連；保健師の年度ごとの保健活動計画は(b)、市町ごとに市町村の保健
師と保健所の地区担当保健師により（e）、作成されている。 
３）各市町ごとの計画は各自治体で各自治体の保健活動計画として担当課において   
進められた。 
特性要素との関連；保健師による各市町の活動計画は（ｂ）、の年度ごとの保健活動計
画は各自治体が自治体の保健活動計画として(d)、担当課において用いられている(f)。  
４）保健所保健師は保健所の計画（保健所自体のもの管内全体にわたるもの、また市
町の特性に対応するもの）を管内の保健活動計画として組み立てた。 
特性要素との関連；保健所保健師は保健所自体のもの、市町特性に基づくものを総合
し管内の保健活動計画として（ｂ）、組み立てている(i)。 
５）保健所は管内の保健活動計画（保健所・各市町）を地対委（医師会、歯科医師会
病院、各市町、保健所他で構成）に計り、活動実績、課題、次年度計画の承認と事業
への協力要請をした。 
特性要素との関連；保健師による保健活動計画を(b)、地区地域医療対策委員会に計り
(d)、地域保健執行組織のラインにのせ(e)、組織上の承認と協力を要請している(c)。   
６）保健師は、県において県医療計画（平成元年告示）及び県地域保健医療計画策定
（平成 3 年～5 年）更に市町村老人保健計画及び市町村老人福祉計画策定（平成 2 年）
の行政意向があることに先立ち、上意下達によるものではなくこれらを包括した地域
主体の計画を、これまでの地域で作ってきた年毎の計画を基にして作成しようと考え
た。 
特性要素との関連；地域の保健活動計画は上意により作成するものではなく、また老
人福祉と分けて独立させるものではない（ｂ）、これまで地域のすべてのライフステー
ジと健康課題を包括し（i）、その問題を表出して活動計画を作りラインに反映させ(f)
各々の活動を進めて来ていることから(c)、国、県行政の指導に先んじて保健師による
地域活動計画を基盤にした計画書を作成しようと考えている（ｄ）。 
7）保健所と市町の保健師長会議で協議し、各市町、また郡全体の、地域保健活動の
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将来展望ができるマスタープランの作成を地対委に要望をすることとした。 
特性要素との関連；管内の保健師長と協議し(e)、各市町と郡全体の地域保健活動の展
望ができるマスタープランの作成を(b)、地区地域医療対策委員会に要望をすることと
した。 
8) 地対委、理事会において白石刈田地区の保健医療計画を作成することの賛成を得、
作成委員会が設けられ各市町、団体からの予算措置がなされた。 
特性要素との関連；地対委理事会に発議し(c)、地対委の了承を得て(f)、計画作成委員
会が設けられ（e）、更に各市町と団体からの予算措置が行なわれている(d)。 
９）計画書の構成を練り、委員会に計り編集の分担、執筆の依頼をした。とくに首長
への依頼は担当者等で原稿を作ることではなく、首長自身のビジョンが示されるもの
であるようにすることとした。 
特性要素との関連；計画書の構成を練り委員会に計り（ｃ）、編集の分担と執筆の依頼
をし（i）、特に首長については首長自身のビジョンを示すよう（担当部署で通常は案
作る）に(f)、依頼することとしている(c)。 
10）作成した白石刈田地区地域保健医療計画書はマスタープランとして、保健師が地
域保健活動推進の拠りどころとなった。 
特性要素との関連；地対委として作成された地区地域保健医療計画は(b)、地域の保健
活動を担っている保健師たちの存在が実質的に認められ、保健師の充足計画や所属組
織ラインに位置づけられるよう方向づけられている(f)。 
11）作成された計画書は、地域保健・医療・福祉関係者が地域の現状を認識し、健康
な地域づくりへのマスタープランとして共有されるものになった。 
特性要素との関連；計画書は(i）、保健・医療・福祉関係者に(e）、必要な情報とビジョ
ンを提供し(g)、健康な地域づくりへのマスタープランとして共有されている(d)。 
12）計画書により地域保健医療福祉関係者が、マスタープランの中でのケアの役割位
置を確認し必要に応じて協同ができるものとなった。 
特性要素との関連；計画書により保健医療福祉の全体が解り(i)、その中での自己の位
置と役割を理解し(d)、目的にそって共に動くことができるようになっている(e)。 
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表４-３ 地域、公害の特性要素検証のための実践活動史 
注 出生率；人口千対、乳児死亡率；出生千対、結核死亡率；人口10万対、老年人口；人口割合％
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Ⅹ 肝疾患に関する活動（平成 2 年～平成 5 年） 
 
１実践例の概要 
 
1) 実践と時期と場 
 宮城県岩沼保健所勤務時に管内の A 町において平成 2 年から 4 年間にわたり、老人 
保健法による健康診査受診者（肝機能有所見者）と一般住民に対して肝疾患対策を
実施した例である。29）30） 
A 町は人口約 2 万人で 4 行政区に分かれている。地勢は県南部の太平洋に位置し、
水稲、いちご等のハウス栽培、沿岸漁業を生業としている。気候温暖にして東北の湘
南として発展し、近年は仙台市のベッドタウンとして住宅地も増加している町である。 
 
２）実践の概要（資料４，７） 
 保健師は毎年、次年度の保健事業活動計画を立て、活動の根拠を明らかにして地域活
動をしている。資料は、保健所と市町の活動実績や衛生統計が使われる。管内の保健
師研修会で保健活動計画をテーマにとりあげ、管内と各市町の資料の分析をした。そ
こで住民健康診査（老人保健法に基づき市町村長が実施）で、A 町の肝機能有所見率
が他市町に比べ際立って高いことが指摘された。 
 A 町担当の保健所保健師と町の保健師で、6 年に亘る町総合健診、GOT,GPT 有所見
者の推移と、肝疾患を原因とする死亡率の推移と、その年間の肝癌死亡率の推移と昭
和 43 年から平成 4 年の 24 年分を調査した。 
その資料で、平成元年と、２年のデーターにみられる肝機能異常所見率と更に経年的
（24 年分）データーにより、A 町は肝疾患による死亡の異常さが歴然としていること
が解かった。 
 また A 町では昭和 45 年当時も４行政区のうち C 地区（肝ジストマ）Ｄ地区（急性
肝炎）において肝疾患が問題になったことも明らかにされた。 
  
（１）保健所の対応 
  保健所では、A 町地区担当保健師からの問題提起を受け、保健所として対応策を取
ることにした。保健所長は医師であり、保健所は公衆衛生の専門技術スタッフを擁し
ており、地域の人々の生命と健康を管理する責務と権限（知事、政令市長の行政移譲）
を持ち、住民の健康問題についてリーダーシップをとることができる。 
  肝機能の仕事は公的な事業予算や人員配置がある恒常的事業ではない。しかし、保
健所では保健所の行政機能に基づいて、地元郡医師会、A 町上層部、専門病院の医師、
県衛生研究所に働きかけ、肝疾患調査委員会（以下委員会）を組織した。 
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 委員会は、肝疾患対策に必要なすべての部門（行政、医療、検査、研究）のスタッ
フで編成された。実動としては保健所の保健指導課、地区担当保健師、町の保健課保
健師他が核になり、専門病院の医師、郡医師会長と綿密な連絡をとった。そしてデー
ターを作成し、事業計画を組み、保健所長がタイムリーに委員会を開催した。委員会
では状況の確認、判断、事業展開の方向を定めた。 
 
（２）事業の展開と保健師の役割  
① この肝疾患調査事業は本稿前段で述べたように、保健師の保健活動年次計画作成
の場で問題の気づきがあり、対策事業へと展開した。 
 事業の着手には、まづ平成２年度に町老人保健事業基本健康診査（基本健康診査） 
の中から肝機能有所見者 61 人を対象に、保健所と町の保健師、専門病院医師が、 
現地に出向き肝炎ウイルスマーカーの検査と超音波検査、病歴と生活歴の調査をし 
た。 
 そこで HCV（C 型肝炎ウイルス）抗体陽性者がかなりの割合で有ることを把握し 
た。その結果を調査委員会に計り、平成３年度 98 人、４年度には 174 人と基本健 
康診査、ハイリスク者への働きかけが行われた。平成 4 年度の地区別基本健康診査 
及び精密検査の結果は HCV 抗体陽性者が 88 人、すでに肝癌などを発症している者 
が 11 人、その他の肝疾患があること。また、その発生が行政区別（A,B,C,D）にみ 
ると特定の地区に認められること。更にこれに関連する治療歴、家族歴があること 
が解った。また、HCV 抗体と諸因子の関係では肝疾患既往歴、輸血歴、手術歴、 
肝機能異常所見などの状況があることなど把握された。 
② 事業の実施には企画、立案、実施、評価という段階があり、すべての過程で準 
備、調整、総合の機能が伴う。この肝疾患対策事業では、調査票・受診票の作成、 
各協力機関と担当者との連絡、対象者の選定、調査、検診結果の分析とその基礎部 
分。実施の部分では会場の準備、超音波検査と血液検査の資料準備、検査の依頼。問
診、採血、健康教育の担当。事業全体の運営では予算と人員の確保。進行の見定めと
会議の企画、実施。住民への広報、新聞マスコミへの対応など多岐に亘った。 
 保健所では保健師をはじめ、各専門技術による分担が行われた。また同時に第一線
の地区担当者、係長、課長、次長、所長というライン組織の的確な動きが必要で、保
健師は与えられたすべてのポストで公衆衛生看護技術者として機能した。 
③ また、事業実践での保健師の具体的役割は調査委員会への参加は勿論のこと検診
会場の設定、病歴、生活歴の調査、採血と超音波検査の介助、個別相談、未検者の家
庭訪問、住民の健康教育、そして調査結果データーをまとめ委員会に出すなどすべて
に携わった。中でも発見された患者を適切な医療ルートに乗せること、肝疾患予防の
教育をすることは重要なことであった。 
保健師は看護の技術職である故に採血、個別指導、健康教育をし、患者のケア、住民
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の健康管理における必要場面において、自ら判断し行動を起こすことが可能となる。 
 
（３）事業のあとに 
 保健所では、この肝疾患対策事業の結果を小冊子にまとめた。2９)  
患者の受診状況調査を 349 人に実施した。その結果は、（１）医療機関継続受診者は
349 人中 243 人（69.6％）受診していない者 14.7％、状況不明 15.7％であった。（2）
医療機関への継続受診者は 69.6%と高率で、特に HCV 抗体陽性者は 83.5％、超音波
所見で慢性肝炎等のあった者の 90％が継続受診している。（３）医療機関の調査では、
継続受診 198 人中、定期的に精密検査を受けている者 127 人（64.1％）であった。（4）
127人のうち、日常の治療や検査は近医で、専門検査は専門医で受けている者が 35.9％
であった。（5）医療機関を全く受診していない者は 48 人で、その 60％が症状がない
ということで未受診。そのうち 11 人が HCV 抗体陽性者あるいは慢性肝炎と診断され
た者であった。（6）受診状況不明者は 55 人でそのうち HCV 抗体陽性者、慢性肝炎者
は 17 人であった。 
 事業のまとめのコメントとして、高い受診率を得られたことは、地域で 4 年間継続
して専門医を含め関係機関とそのスタッフが住民教育をして来たこと。日常の診療に
おいて医師の指導があったこと。今後、中断者に対する受診勧奨と住民教育を継続し
て行うことが必要であること。また、この肝疾患対策事業において病診連携が積極的
にシステムとして行われたこと。地域において行政、地域の医師、専門医、関係機関
が一体となり、地域住民の健康確保に資する事業が実践されたなどの５点が記されて
いる。 
 そしてまた地元の医師会長がまとめの挨拶で「肝疾患の実態、患者対策、予防教育
と有意義な実績をあげることができた。これは保健所の牽引力と関係者の協力の賜物
であり、医師会がその一翼を担わせていただいた。そして地域における保健事業の取
り組み、また実行ある病診連携の持ち方など今後の方向に得るものを勉強した。」と述
べている。 
 この地区では、平成 2 年度からの肝疾患対策事業により、肝疾患について通常は地
元の身近な開業医で治療を受け、年間定期的に癌センターで専門医の診療を受ける。
癌センターからは患者の検査結果と診療の結果が開業医のところに提供されていると
いうルートが出来上がった。 
 私はこの保健所を去った 13 年後に、この専門病院を訪れる機会があり、当時初期
肝臓癌と診断された 60 代の女性がこの病診連携のルートで治療を受けている場に出
逢った。保健所が地域で果たす公衆衛生行政機能とその中で保健師が担った役割機能
の成果を眼前にした思いであった。３０） 
2 実践概要で保健師活動を起動させている内容 
1) 保健活動年度計画の資料分析で、A 町の肝機能有所見者が管内他市町と比べて際
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立って高いことに気づいた 
2）地区担当保健師が A 町の肝疾患による死亡率と肝癌死亡率を 24 年に遡って調べた 
3）地区担当保健師が A 町の総合健診の肝機能有所見者の推移（6 ヶ年）を調べた   
4）既存資料データーをまとめ、A 地区の問題を地区担当保健師から保健所（保健指
導課、保健所）に提供した。 
5）保健所長は担当課と協議し公衆衛生の立場から対応策を取る方針を出した  
6）保健所として肝疾患対策のために必要な管内外の機関、専門者からなる委員会を
組織した 
7）保健師は A 町の肝疾患に関するデーターをまとめ委員会に計った  
8）保健師はそれぞれの立場（課長、地区担当など）で A 町の肝疾患対策実施の方針
に基づき委員会の開催、機関の連絡調整、健診、調査の準備をした  
9）住民の健診及び調査、データーの整理、住民教育の実務を担当した  
10）健診・有所見者と状況不明者のフォローを患者と医療機関に対して実施した 
11）４ヶ年のデーターをまとめ関係者に報告、小冊子にまとめた  
 
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
1) 保健活動年度計画の資料分析で、A 町の肝機能有所見者が管内他市町と比べて際
立って高いことに気づいた。 
特性要素との関連；保健所管内の地域保健活動計画のための資料分析で、管内市町の
中で A 町の肝機能有所有者が異常に多いことを発見している(b)。 
2）地区担当保健師がA町の肝疾患による死亡率と肝癌死亡率を24年に遡って調べた。  
特性要素との関連；保健所の地区担当保健師が肝疾患の死亡率と(b)、その年次推移を
調べている(ｃ)。 
3）地区担当保健師が A 町の総合健診の肝機能有所見者の推移（6 ヶ年）を調べた。
特性要素との関連；保健所の地区担当保健師が A 町の総合健診の肝機能有所有者につ
いて（ｂ）、6 ヶ年の推移を調べている（c）。  
4）既存資料データーをまとめ、A 地区の問題を地区担当保健師から保健所（保健指
導課、保健所）に提供した。 
特性要素との関連；保健所の A 地区担当保健師が A 地区の肝機能有所有者のデータを
（b）、保健所の所属課と保健所長に(e)、提起している(f)。 
5）保健所長は担当課と協議し公衆衛生の立場から対応策を取る方針を出した。 
特性要素との関連；所長は担当課と協議をし(e)、保健所として対応策をとる方針を示
し、体制づくりを（ｂ）、保健師所属課に指示している(c)。 
6）保健所として肝疾患対策のために必要な管内外の機関、専門者からなる委員会を
組織した。 
特性要素との関連；保健所の行政機能を使って（ｄ）、肝疾患対策のために（ｂ）、病
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院，研究機関から専門家を要請する。また地元医師会に働きかけるなどをして（e）、
対策委員会を立ち上げている(c)。 
7）保健師は A 町の肝疾患に関するデーターをまとめ委員会に計った。 
特性要素との関連；保健所地区担当の保健師は A 町の保健師と共に(e)、A 町の 
肝疾患に関するデーターを整理し（ｂ）、委員会に提出し説明をしている(f)。 
8）保健師はそれぞれの立場（課長、地区担当など）で A 町の肝疾患対策実施の方針
に基づき委員会の開催、機関の連絡調整、健診、調査の準備をした。 
特性要素との関連；保健師は課長、地区担当などそれぞれの立場で(e)、役割を担当(d)、
会議の開催、機関の連絡調整、健診と調査票の準備などをしている（c）。 
9）住民の健診及び調査、データーの整理、住民教育の実務を担当した。 
特性要素との関連；保健師は健診と調査に従事し(h)、データーの整理(d)、住民の健
康教育(g)、に実動している(c)。 
10）健診・有所見者と状況不明者のフォローを患者と医療機関に対して実施した。 
特性要素との関連；健診有所見者と不明者のフォローを(b)、家庭訪問と(c)、医療機関
への照会により(e)、実施している(c)。 
11）４ヶ年のデーターをまとめ関係者に報告、小冊子にまとめた。 
特性要素との関連；肝疾患対策の実施結果を(b)、まとめ(i)、関係者と(e)、住民に報告
し(f)、小冊子にまとめ(g)、今後の資料として残している(g)。 
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Ⅺ 震災時の活動(大正 12 年～平成 7 年 
１． 実践例の概要 
 実践の時期と場について、私が直接に関わり記録をした事例は無いため、文献等か
ら災害に関する保健師活動例を引用し分析をする (資料４，８)。引用例１は、関東大
震災大正 12 年 9 月 11 日の記録 30)（木下安子、近代日本看護史、昭和 46 年）と、引
用例２は、阪神大震災平成7年1月17日の記録（保健婦雑誌Vol51、1995．Vol52 1996．）
を中心に災害時の保健師活動から地域看護の特性要素を考察する。 
 
１） 実践例１ 関東大震災時の活動 
 
（１） 公衆衛生看護事業の萌芽 
 わが国では組織的保健婦事業の出発は、大正 12 年の関東大震災時の救護活動とさ
れている。 
 英国ではナイチンゲールの人材援助を受けて、リバプールにおいてウイリアム・ラ
スボーンによる訪問看護が開始された（1859 年）ことを機としている。これは関東大
震災の 64 年以前にあたる。日本での公衆衛生看護事業発生の背景をみると、関東大
震災以前にも「公衆衛生看護活動の萌芽」があった。 
 それは、キリスト教精神のうえに成立していた同志社病院の巡回看護婦制度、明治
25 年（1892 年）があり、そのほか学校看護婦は明治 41 年（岐阜市）、恩賜財団済生
会は明治 44 年に困窮者に対する救療事業、社会主義者加藤時次郎らによる民間の実
費診療所があった。また日本赤十字社京都支部乳児健康相談大正 3 年、産育会(東京)
巡回産婆事業大正 8 年、斉藤潔(聖路加病院)大正 13 年による乳児健康相談所と巡回訪
問婦による訪問指導などがある。 
 農村においても農業組合や医療利用組合は大正 11 年、その他の社会事業施設が創
設され、国民の健康生活を破壊する劣悪な生活、労働環境、貧困、疾病への対応がキ
リスト教者や社会事業家の手によってはじめられていた。 
 一方、国においては富国強兵をめざす壮丁の体位低下を防止する疾病対策（結核、
性病、らい、乳幼児問題）のために保健衛生調査会が大正 5 年内務省の諮問機関とし
て設置され、「国民の衛生改善について」大正 9 年内務大臣の諮問に対し大日本医師
会で、①保健衛生面 ②防疫衛生 ③救済そのほかの施設面（巡回産婆をおく）など
の建議がなされ、国民の健康問題への対応、公衆衛生活動への期待が高まるなど、こ
れらによる保健相談事業や訪問看護婦という考えが育って来ていた。 
 また、保健衛生調査会は大正 11 年に乳児死亡を減少させる方策として保健婦に対
して、①小児保健所に出勤し一定の家庭を訪問すること ②訪問時は規定のカードに
所要事項を記入し、医師に報告、指示を得かつ家庭に伝える ③妊婦発見のため関係
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官署方面要員または産婆と連絡をとる、ほか 3 項目の仕事を示した。保健婦は地域で
関係機関と連絡をとりながら妊婦や小児の生活指導、疾病予防をすること。かつ訪問
の必要回数についても妊婦乳児の訪問回数規定を設ける。 
 そして目的を達成するために出生 400を地域とする保健所に 3名の保健婦をおくな
どの内容を示している。 
 このように日本国内の国民衛生の実態から民間の救済事業、国家方針に基づく施策
が行われ、後日の公衆衛生看護事業が萌芽し始めていたこの状況の下で、大正 12 年 9
月に関東大震災が起こった。 
（２） 実践例１ 関東大震災時の活動 
 関東大震災は、大正 12 年 9 月１日 11 時 58 分東京、神奈川、静岡、千葉、埼玉の
１府 4 県にわたって大激震（マグニチュード M7.9）が襲った。 
 都市は火の海となり湘南海岸には津波が襲った。死者、行方不明者併せて 14 万 280
７人、家屋全壊 128,266 戸、家屋半壊 126,233 戸、家屋焼失 447,128 戸、東京、横浜
の全戸数の 60～70％が焼失した。首都に壊滅的被害を受け、一時あらゆることが停止
したと伝えられている。 
 この大震災からの復興とともに看護事業が前進し、公衆衛生看護事業は本格的な活
動の時を迎えることになった。 
 震災時の救護活動の状況は、木下安子、近代日本看護史 31）によると東京、横浜で
は市街の壊滅、多数の死者、罹災者の群れで生き地獄さながらの中で済生会病院に臨
時施設を設け、産婆、看護婦らが罹災者の仮建物の家庭訪問を行い病者の看護をした。
これは所属の診療所を中心に数年間続けられた。この仕事は社会事業家の賀川豊彦、
馬島僴が熱心に協力し、54 名の志願者に短期間の講習をして実務につかせた。 
 講習の内容は、修身、社会問題の意義、伝染病予防及び消毒、妊産婦の保護、救急
措置、実地指導で、施療病院、診療所、診療班の見学が含まれた。「社会奉仕の精神を
鼓舞し、応対の実際を訓練する」ことに主眼がおかれた。受講生の多くは高等小学校
を卒業し、看護婦や産婆の資格を有する人々。なかには女子大卒業生、高等看護学校
卒業生、婦長の経歴のある者もまじっていた。実際の仕事は、震災の被害の大きかっ
た本所、深川、浅草、四谷、月島など 10 地区に分かれ、根拠地の診療所やバラック
に寝起きしてそこから受持ち地区を巡回した。最初は看護班の性質が住民に理解され
ていないので猜疑心をもって迎えられたが、解って来るにつれて歓迎されるようにな
った。バラックで寝たきりで、医師にみてもらったことのない重病者を病院に入院さ
せる、軽症者は診療所に受診させるなど、1 ヵ月ほどの間に巡回地区から病人の跡を
絶ったところもあった。また、トラホームや結膜炎の人たちに応急処置をして軽快さ
せた。病人がいて働きに出られない家庭に行って看護を引き受け、家人が働きに出ら
れるようにしたり、伝染病の患者を発見、適切な処置で蔓延を防いだり、お産のとり
あげ、乳児の乳の飲ませ方の指導、種痘を受けるよう勧奨した。巡回看護婦も仕事に
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だんだん慣れ熟達していった。 
 住民の信頼が高まり、看護婦たちに相談や依頼、質問をしかけて来るようになり、
予想以上の成果があがった。その成果の一つとして、例年チフスの多発地域であった
にもかかわらず、巡回地区からの患者発生はごくわずかになり、不衛生になりがちの
集団バラックでさえ、ほとんど流行をみなかった。訪問戸数は半年間（大正 13 年 1
月～6 月）に巡回戸数 6,700 戸、延 28 万戸に及んでいる。 
 そしてこの大震災から復興したのちには、組織的な保健婦教育が本格的に開始され
ることになる。因みに保健婦規則の制定は昭和 16 年で震災から 18 年後、太平洋戦争
勃発の年となっている。 
 保健婦規則(昭和 16 年)の制定は、保健所法、母子保健法（昭和 12 年）、厚生省設置
（昭和 13 年）、国民体力法（昭和 16 年）の制定と相俟って、保健婦の指令系統を保
健所長のもとに一本化する形で戦後に継承される。４-31） 
 
２）実践例２ 阪神大震災時の活動 
 
（１） 大震災の被害とライフラインの破綻 
 平成 7 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、兵庫県南部を中心に大震災（震度 7）が起こっ
た。 
 平成 18 年 1 月 17 日付けの朝日新聞は、「阪神大震災きょう 11 年」という記事で最
終的把握数を人的被害、死者 6,434 人、行方不明者 3 人、負傷者 43,792 人、住家被
害、全壊 104,906 棟、半壊 144,274 棟（消防庁まとめ）と報じている。 
 ここでは保健婦雑誌 Vol、52、（平成 8）32）と Vol、51 ,（平成 7）33）34）35）からその
災害の状況と公衆衛生従事者の対応について概要を引用する。 
 更家充（堺市金岡保健所長）の論文、保健婦雑誌 3２)で、大都市を突然襲った未明の
大惨事の状況が平成 7 年 12 月 31 日現在でまとめられている(資料４-８表１) 。  
 更家氏によれば、人々が普通の生活を続けていくためには多くの資源を必要とする。
しかし、大震災ではその社会資源の絶対的な不足が同時多発的、広域的に発生した。
①物（水、食料、電気、ガス、衣料品、日用品、医薬品、教養娯楽品など）②住まい
（安心して眠り、食べ、集い語らい、排泄できる空間）③移動手段（鉄道、道路、バ
ス、車など）④正確な情報（電話、テレビ、ラジオ、新聞、世間話などによる誰がど
こに、何がどこに、の情報、どうすればよいかを示す専門的情報など）①～④が充足
することによって種々の状況への「総合判断」が可能になり、⑤行動の予測可能性が
生まれる。これらが現地の救援・支援する側も含めて根こそぎ被害を受けるのが大震
災である。 
 本来、すぐさま駆けつけ市民の命と財産を守るはずの「行政職員」の多くも被害者
であり、その基地とするべき施設も直接的に被害を受け機能不全に陥った。30 万人以
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上の人が避難所で生活し、数 10 万人を超える人が市外県外に移動し住所のない人に
なってしまったと思われる。住民の約 1％である行政職員は、この膨大な住所のない
人達を中心に被災者の生命と生活を支えねばならなかった。不眠不休で働いたとして
も行政職員だけでは不可能であった。“情報・物・人”という社会的資源が絶対的に不
足していた。 
 この中で特に限られた情報から事態を的確に判断、決断し、方針を示すヘットクオ
ーター（調整本部）の重要性が顕著であった。後日のアンケートによれば、現地保健
婦が受けたかった支援内容は、「明確な方針・指示」が 1 位、2 位が活動の企画調整で
あったという。 
 避難所に医療班は常駐し、保健チームが巡回を開始すると、避難所全体が把握され
対応策がとられるようになる。しかし家で生活している人々の状況は不明であり、震
災後の在宅のすべての状況把握が必要である。保健所では救護所連絡会議を開き資料
の提供、調整を行い時間的経過に従い医療班活動の原則を示した。 
 在宅者の悉皆調査はボランティア組織の協力を得て 1 月 30 日から 6 日間（2 週間
毎）のローラー作戦を実施し 123 人の要支援者をリストアップした。把握した情報は
“飛脚”によって運ばれパソコン通信に乗って全国にも伝えられ、厚生省の指示令達
も含めて、保健・医療現場の職員、市民にも伝えられた。必要なものを必要な人に渡
す。 
 マンパワーの絶対的不足への対応（行政職員、ボランティアの組織化、Triage の能
力）が必要であった。大震災時には大量の人の力を生かし効率よく適正に配備するこ
とが重要である。そのためには現場における個々の現状把握とそれを整理して情報化
する作業が必須である。そして目前の作業で忙殺される中でもその情報を基に先を見
越した適切な方針を立てる参謀の早期確立が必要であること。 
 支援受け入れと提供の原則は、①自己完結的、②継続的、③計画的、④情報収集・
広報活動であり、専門的集団には、あるフイルドの運営やマネージメントをまかせて
もよい。 
 そして、各自治体ではいかに早く日常(撤退)に戻せるかは支援当初から必要な視点
である。 
限られた情報から事態を的確に判断し、決断し方針を示すことが行政には要求され
るものである。 
（２）震災と公衆衛生、その中の保健婦の存在 
 高鳥毛敏雄氏（大阪大学医学部公衆衛生学教室）は、保健婦雑誌 33)で「災害時の公
衆衛生と保健婦」というテーマで大震災時における保健婦ならびに公衆衛生行政担当
者の在りかたについて次のように述べている。 
災害対策基本法は、昭和 36 年 11 月に、災害救助法（明治 32 年）から災害時の行
政責任の所在を明確にし総合的な施策を推進していく法的基盤として作られた。法の
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内容は、①防災責任の明確化 ②総合的な防災行政の推進 ③計画的な防災体制の準
備④財政援助指針の明確化 ⑤災害時の緊急事態に対する措置や策定の 5 点からなる。  
災害発生の場合実務は、第一次的に地方公共団体の責務とし、市町村長に広範囲な
権限を付与、都道府県および国は市町村の業務を支援する役割を持つ、地域防災計画
の中の公衆衛生関係業務は、医療救護に関すること、清掃、防疫そのほか保健衛生に
関すること、災害時における病害虫駆除に関する事項が設けられている。 
しかし、今回の震災の際には寝たきり老人や精神障害者のケア、また避難所生活者
の健康管理などに関する保健活動については明確には定められていない。これは基本
法が成立した昭和 36 年当時は、市町村が育っていなかったことから市町村の地域防
災計画の中に保健福祉サービスを明記できる状況にはなかった。 
基本法が成立して約 30 年以上を経た今日、国民健康づくり計画、老人保健法、地
域保健法の成立を経て平時においても災害時にも、住民の保健・福祉に関する基本的
対応は市町村レベルで一体的に展開できる状況に達したとしている。 
 このことにより、災害発生時の公衆衛生活動の内容を図示すると資料図 1 のように
なる。 
 当初は災害によって発生した大量の傷病者に対する対応、中長期にわたっては、避
難所や仮設住宅、被災した家屋に生活する住民の生活衛生対策や保健予防活動に展開
する。そのサポートは、保健所の専門的機能の立場と行政面の人的、物的、経済的サ
ポート体制である。そこでの保健婦の活動は、大正 12 年の関東大震災時の被害者に
対する訪問看護婦の活動と共通する要素が認められる。 
 高鳥毛は「わが国では全国の中で医師がいない地域があっても、保健婦が担当して
いない地域がないという保健婦によるネットですべての地域がカバーされている 33」」。  
 平時には地域の保健婦は、市町村、政令指定都市、県などの所属先によって住民に
対してさまざまな立場で業務を担っていることから、ともすれば保健婦活動に普遍性
がないとも言われている。 
 しかし、今回全国から設置された保健婦の個々の活動をみると、地域に入りこみ、
地域住民の生活と健康状態を把握して、健康づくりをしていくという共通した保健婦
活動がみられた。このことはいつの時代にも、どのような地域の保健活動に際しても
通じている保健婦活動の原点が示されているのではないか、とのべている。 
 被災地における保健婦活動は図２に示すとおり、被災地の保健婦と応援保健婦の総
合的な活動から成りたっていた。しかし、応援保健婦は震災後 3 か月までである。 
 図１に示す仮設住宅入居者や被災者に対する保健婦活動はいまなお被災地の保健婦
によって継続されている。地域で生活する人々の健康を支える中心職種として、保健
婦は活躍が期待されている状況にある。この震災は、日本の公衆衛生関係者にあらた
めて公衆衛生の社会的役割と使命を気づかせてくれた。地域の公衆衛生のために対物、
対人衛生を一体となって対応する保健所の存在、地域の情報に詳しい保健婦の存在な
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ど、これらの特徴を大事にして次の時代に生かしていきたい。 
 そして災害時のような特殊な状況においては、どのような問題が発生するかわから
ない。その意味では日頃から地域の実態を把握し、問題解決していく能力の向上、つ
まり自律的に保健活動が行える公衆衛生体制に脱皮していくことが災害時のみならず
多様なニーズを持つ 21 世紀に通じる新しい公衆衛生活動であることを確認させてく
れた、と保健婦の機能及び公衆衛生の在り方にについて結んでいる。 
 
 （３）震災時の保健婦活動～灘地区の保健婦活動 
 神戸市灘保健所の記録、保健婦雑誌 35）、36）からその概要を記す。 
 灘地区において死者 857 人、倒壊家屋 42,042 軒、地域は瓦礫の山である。直後の
避難所は 94 か所、避難者数 25,788 人、鉄道網はすべて不通。交通手段は最悪の状況
であった。 
 「灘保健所は U3 型（人口約 13 万人）の保健所で保健婦数は少ない（9 人、係長、
主査、地区担当保健婦）。小さな保健所管内で起きた大きな災害を前に保健婦としてど
のようなことができたであろうか」と記し、震災直後から実施して来た保健婦活動を
振り返っている。谷口３４）は地震発生から 3 ヶ月に亘って避難所と在宅活動について
の支援活動をまとめている（資料４，８）。 
 在宅活動として、①安否確認 ②緊急支援 ③継続支援体制の確保の流れを作り表
２の被災状況、医療活動及び保健婦活動の経過としてまとめている活動を進めていっ
た。避難所活動は刻々と変化する状況をふまえて、救護、生活衛生、ボランティア調
整、入所者相談、予防活動とすすめられた。 
 この活動を通じて災害時は特に人員の少ないことを痛感したこと、震災当初、保健
婦は救護活動に忙殺されたこと、１週間後には 要援護者安否確認調査（更家充の文、    
在宅者の悉皆調査に通ずるもの）と避難所、関係機関からの入院、入所相談に追われ
て猫の手も借りたい状況に陥ったこと。 
 震災 4 週目頃からは、応援保健婦、看護職、ボランティアらが連日 30 人～40 人お
りそのオリエンテーションから業務の割り振り、援助後の報告受けと大変であった。  
 社会的ネットワーク機能が停止する中でいかに問題点を集約しマンパワーを活用す
るか、所属団体、応援時間の異なる大集団、その役割分担、業務内容、活動システム、
関係機関との連携システムの確立と問題解決に向けて、マンパワーを有効活用するコ
ーデネイト機能の役割は極めて重要であった。 
 避難所においては、定期的巡回相談を行った。長期化する避難所生活は保健分野を
越えた解決困難な問題が多くなり、関係機関との連携を蜜にする必要があった。問題
を予測しながら対応する、健康問題の早期発見対応が必要、特殊な生活環境の下で住
民自身が各自の生活の道を開き自分の生活を取り戻せるよう指導する必要がある。 
 応急仮設住宅（4 ヶ所 311 軒）では、被災者が入居してほっとしている反面、先の
 136 
見通しが立たない、避難所と比べてプライバシーは保てれていても知らない隣人との
人間関係が難しい。老人一人暮らしの孤独、不安、身障者、独居者が多く要援護者が
増えて来る。 
 関係機関との連携が重要になる。長期化入居が予測される。自治会組織もなく近隣
社会も育ちにくい、応急的地域集団ではあるが地域住民間のつながりも持てるよう援
助していく必要があった。 
 高齢者・障害者向け地域型仮設住宅（3 か所、351 軒）には、4 ヶ月後に入居が始
まっている。応急仮設住宅と同様個別対応が必要となる。合わせて集合住宅（トイレ、
浴室、調理場が共同）のために生じて来る人間関係のもつれや、生活上の問題（経済）
に対してソフト面の対応が必要となる。 
 在宅では、生活環境の変化や地域の不安により、心身の健康状態に変調を来たして
いるケースが少なくない。個々の問題を解明し社会生活を保持していくための援助が
必要である。 
 今後の課題として、①平常時よりボランティア登録など人材の確保をする ②短期
間でマンパワー確保と適材適所への配置、移動システムを確立する ③災害時に有効
な緊急在宅システムを確立する ④保健婦活動のサポート役として地区また他府県か
らの保健婦の応援システムが必要である。 
 そして「あなたの町に地震が起こったら」として次のようなまとめをしている。 
①保健所での話し合いの機会は早期に持つ、活動の方向、役割分担、共同体制をつ
くる。②保健所の活動方向の中で、保健婦として必要な活動について意思の統一を図
る。1 日 1 回のミーティングは必ず必要 ③保健、医療、福祉の生活の情報は誰がみ
ても解るように最新のものを掲示する ④現場に出向き現状把握と問題の早期把握を
し対応をする（携帯電話は常に必要）⑤保健所だけでは解決できない問題（住宅、粉
塵など）を明確にし、他機関への情報伝達手段を考える ⑥出勤はできるだけ早い時
期に所属の保健所に行くこと。保健婦は最低 2 人以上必要（直後は混乱期であり、1
人で現場に出るのは危険が伴う）⑦自分の健康管理は自分でする。1 人欠けることの
負担はかなり大きい（災害活動は長期戦である）。 
さいごに、震災直後から無我夢中で行なって来た保健婦活動について、ライフライ
ンが破壊され都市の機能を失ったときに本当に必要なものは人間の力だ。当初は保健
婦の役割分担も困難で目前の問題に対応することが精一杯であった。 
 震災後 1 週間目より毎日ミーティングを持つことで、意思の統一をはかり同じ方向
性で力を合わせ効果的な活動を展開することができるようになった、と結んでいる。 
 平成 7 年 1 月 17 日、5 時 46 分、寒中の明け方に、都市を襲った大地震において、
保健、医療従事者自身も被害者であるなかで、保健所や市町村の公衆衛生従事者がど
う動いたかを文献から引用した。 
 本研究テーマである災害発生時に働く保健婦の特性要素について、実践例 1 関東大
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震災時の活動、実践例２、阪神大震災時の活動（資料４，８、表２，表３）から保健
婦の具体的行動を選び出し特性要素（a～i）を検証する。３９） 
 
２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
 
１）実践例１.関東大震災における活動について 
（１）産婆・看護婦らが病院の臨時施設から罹災者の仮建物への家庭訪問を行い傷病
者の看護をした。    
(２)産婆・看護婦らの所属の診療所が活動拠点となった   
(３)社会事業家らが、被災者の救援・看護に携わる産婆、看護婦・篤志家の婦人等の
教育を行った。   
（４）産婆・看護婦らは特に被害の大きかった地域を 10 地区に分けて受け持ちを巡
回した。 
（５）はじめは猜疑心を持って迎えられたが、解って来るにつれて歓迎されるように 
なった。   
(６）バラックで寝たきりで医師に診てもらったことのない人、重病者らを病院に入院
させる、また軽症者を診療所に受診させるなどをした。    
（７）トラホームや結膜炎の人たちに応急処置をして軽快させた。   
（８）1 ヶ月ほどの間に巡回地区から病人の跡を絶った。   
（９）病人がいて働きに出られない家庭に行き、看護を引き受け働きに出られるようし 
 た 
(10）お産を取りあげ、授乳のしかたを教え、種痘を受けるようすすめた。  
(11）住民の信頼が高まり、困りごとの相談や質問をして来るようになった。 
(12）例年チフスの多発地域であったにもかかわらず患者発生はごくわずかになった。 
また集団バラックからさえほとんど流行をみなかった。  
(13)関東大震災のあとに組織的に本格的な保健婦教育が開始されることになった。  
 
２）実践例２.阪神大震災時の活動いついて 
A 保健婦の在宅活動について 
(１) 災害から１週間は関係者（本部、被災者代表）との連絡調整、現地の救護活動
と家庭訪問による安否確認と水、食糧、おむつ、緊急入院などの援助、生活・医療・
福祉情報の提供と相談、救護班やボランティア等の調整と同行、在宅要支援者の悪化
防止の訪問指導などに当たる。 
(２) 災害から第２週には在宅者の安否確認と援助、保健医療福祉上の問題把握のため
の悉皆訪問をする。 
(３) 災害から第 3 週以降はインフルエンザ等の予防接種、寝たきり者の訪問援助、医
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療券の発行やダイレクトメールの発送と情報提供、民生委員等との連絡に当たる。 
B 保健師の避難所活動について 
(１）災害から 1 週間は避難所に出入りする大混乱の中で救護活動をする、救護班に
同行し、患者の入院入所機関について連絡調整と要支援者のフォロー、本部、避難所
代表、ボランティア、救護班との連絡調整、現状把握と物品の充足と情報提供に当た
る。 
(２）災害から第２週には避難所内の救護活動と予防活動に分かれて、うがい、消毒、
県境衛生、食品衛生を重点に巡回活動をする。 
(３）災害から第 3 週以降は避難所全数の実態調査と要支援者の把握指導と予防活動 、
関係者との連絡調整、入浴サービスなどの情報提供、健康相談と健康診査、要救護者
の支援、健康教育と保健所だより（情報提供と健康管理）の発行などをする。 
C  救護に当たった保健師たちの評価 
(１）地区の情報を把握し伝達する役割が重要であり、事務局の保健師がその役割を
担った。 
(２）地区の情報を把握している保健師は医療と地域問題をつなぐコーデネイターの
役割を果たした。 
(３）医療従事者が固定せず、継続した医療提供ができないことから必要情報を事務
局に送りそこで申し送りカードを作り支援するフォローシステムを作った。 
(４）保健師の合同ミーティングを持つことにより早期に情報を共有し対策を立てる
ことができた。 
(５）避難所の個別ケースのフォローが的確に行なえた（入院、受療、ショートステ
ィ、ADL 低下予防、福祉相談窓口、毎日の巡回、本部、ボランティア、救護班との連
携、問題への早期対応）。 
(６）在宅ケース（寝たきり者、結核、新生児など）を震災直後に訪問できた。 
(７）医療中断の防止、精神的支え、ライフラインが断たれた中での生活の工夫や適
切な情報の提供ができた。 
(８）避難所ではインフルエンザの流行がなかった（隔離室の確保、手指消毒とうが
いの工夫など）。 
(９）避難所で健康状態を把握（乳幼児数、BCG 歴、家族歴）し早期に保健所で未接
種者に BCG 接種を行った。 
(10）指導記録者を作成（対象、種別に分けずに統一し経過を付ける）したことが応
援者の保健師から好評であった。 
(11）健康教育を目的に“保健所だより”を作成配布したことが、被災者が健康の自
己管理意識を持つために有効であった。 
(12) 刻々と変わる災害地の状況下ではその場の対策は出来ても長期方針を出すこと
はできず多くの関係者から指摘をうけた。本庁、医師会、医療機関と連携した総合的
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救護活動方針が必要であった。 
(13）情報整理のための要員を確保する必要があった。 
(14）今の問題、予測される問題に対策をたてる専門チームが必要である。 
(15) 避難所で要介護老人を 1 ヶ所に集めケアの効率化を計ったが対象者が多く実現
しなかった。 
(16）避難所に各部局、団体などから多種多様な調査が入り避難者にとって苦痛が大き
くコントロールが必要であった。 
 
３．保健師活動を起動している内容と特性要素との関連 
 
1)  実践例１．関東大震災における活動について 
(１）産婆・看護婦らが病院の臨時施設から罹災者の仮建物への家庭訪問を行い傷病者
の看護をした。 
特性要素との関連；救護体制のないところで(a)、産婆・看護婦らが病院の臨時施設 
から罹災者の仮建物への訪問を行い(c)、傷病者の(b)、看護をしている(h)。 
(２)産婆・看護婦らの所属の診療所が活動拠点となった。 
特性要素との関連；産婆・看護婦らが所属する診療所が(d)、活動の拠点となって 
いる(e)。. 
(３)社会事業家らが、被災者の救援・看護に携わる産婆、看護婦・篤志家の婦人等の
教育を行った。 
特性要素との関連；被災者の救援・看護を行なうための技術教育が(a)、社会事業家ら
によって行なわれている(c)。 
(４） 産婆・看護婦らは特に被害の大きかった地域を 10 地区に分けて受け持ちを巡回
した。 
特性要素との関連；被災者救護の方法として(b)、地区を分けて受け持ち(d)、受け持ち
地区を巡回して(c)、看護をするということが行なわれた(h)。 
(５）はじめは猜疑心を持って迎えられたが、解って来るにつれて歓迎されるように 
なった。 
特性要素との関連；被災地で訪問看護をするということが被災者に知られていなかっ
たことにより(b)、被災者に受け入れられなかったが(f)、何をする人かが解って来るに
つれて(g)、歓迎されるようになっている(e)。 
（６）バラックで寝たきりで医師に診てもらったことのない人、重病者らを病院に入
院させる、また軽症者を診療所に受診させるなどをした。  
特性要素との関連；医師に診てもらったことのない人や(a)、重病者を病院に入院させ
る、また軽症者を診療所に受診させるなど(e)、の手当てをしている(h)。 
（７）トラホームや結膜炎の人たちに応急処置をして軽快させた。 
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特性要素との関連；トラホームや結膜炎の人たち(b)に、応急処置をして軽快させてい
る(h)。 
（８）1 ヶ月ほどの間に巡回地区から病人の跡を絶った。 
特性要素との関連；受持ちを決めて、巡回した地区から(c)は、病人が出なくなっ 
ている(i)。   
（９）病人がいて働きに出られない家庭に行き、看護を引き受け働きに出られるよう
にした。 
特性要素との関連；病人がいて働きに出られない(b)家庭に行き(c)、看護を引き受けて
(h)、働きに出られるようにしている(a)。 
(10)お産を取りあげ、授乳のしかたを教え、種痘を受けるようすすめた。 
特性要素との関連；家庭を訪問し(c）、お産を取りあげ(h)、授乳の仕方を教え、種痘
を受けるようすすめている(g)。 
(11）住民の信頼が高まり、困りごとの相談や質問をして来るようになった。 
特性要素との関連；信頼が高まり(e)、困りごとの相談や質問をして来るようになって
いる(g)。 
(12）例年チフスの多発地域であったにもかかわらず患者発生はごくわずかになった。 
特性要素との関連；例年チフスが多発していて地域が(b)、産婆・看護師らの巡回によ
り(c)、患者発生はごくわずかになっている。また集団バラックからもほとんど流行の
発生をなくしている。   
(13）関東大震災のあとに組織的に本格的な保健婦教育が開始されることになった。  
特性要素との関連；助産婦、看護婦、医療社会事業家等の震災時の活動が(f)、それら
を包含した新たな保健婦という職種を産み出すことになっている(i)。 
 
 
 
 
２）実践例２．阪神大震災時の活動について 
 
A 保健婦の在宅活動について 
（１）災害から１週間は関係者（本部、被災者代表）との連絡調整、現地の救護活動
と家庭訪問による安否確認と水、食糧、おむつ、緊急入院などの援助、生活・医療・
福祉情報の提供と相談、救護班やボランティア等の調整と同行、在宅要支援者の悪化
防止の訪問指導などに当たる。 
特性要素との関連；混乱を極める災害の現場で(b)、関係者との連絡調整をし(e)、家庭
訪問による(c)、安否確認と救護の実際活動(h)と緊急入院などの援助(d)、生活物資の
支給(a)、救護班やボランティア等の調整と同行(e)、 在宅要支援者の悪化防止(g)のた
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めの訪問指導などに当てている(c)。 
（２）災害から第２週には在宅者の安否確認と援助、保健医療福祉の問題把握のため
の悉皆訪問をする。 
特性要素との関連；訪問による(c)在宅者の安否の確認(b)と援助(h)、保健医療福祉の
問題把握のための悉皆訪問をしている(b)。 
（３）災害から第 3 週以降はインフルエンザ等の予防接種、寝たきり者の訪問援助、
医療券の発行やダイレクトメールの発送と情報提供、民生委員等との連絡に当たる。 
特性要素との関連；インフルエンザ等の予防接種、寝たきり者の訪問援助(h)、医療券
の発行やダイレクトメールの発送(d)と情報提供(g)、民生委員等との連絡に当たってい
る(e)。 
B 保健師の避難所活動について 
（１）災害から 1 週間は避難所に出入りする大混乱の中で救護活動をする、救護班に
同行し、患者の入院入所機関について連絡調整と要支援者のフォロー、本部、避難所
代表、ボランティア、救護班との連絡調整、現状把握と物品の充足と情報提供に当た
る。 
特性要素との関連；大混乱をしている避難所の中で(ｂ)、救護活動をする(h)。救護班
に同行し(d)患者の入院、入所機関についての連絡調整と(e)、要支援者のフォロー(h)、
本部と避難所代表、ボランティア、救護班との連絡調整(e)入所者の現状把握(b)と物品
の充足(a)情報提供に当たっている(c)。 
（２）災害から第２週には避難所内の救護活動と予防活動に分かれて、うがい、消毒、
環境衛生、食品衛生を重点に巡回活動をする。 
特性要素との関連；避難所内の救護活動(h)と予防活動(ｇ)に分かれて、うがい、消毒、
環境衛生、食品衛生を重点に巡回活動をしている(c)。 
（３）災害から第 3 週以降は避難所全数の実態調査と要支援者の把握指導と予防活動、
関係者との連絡調整、入浴サービスなどの情報提供、健康相談と健康診査、要救護者
の支援、健康教育と保健所だより（情報提供と健康管理）の発行などをする。 
特性要素との関連；避難所全数の実態調査(b)と要救護者の把握指導と予防活動(g)、 
関係者との連絡調整(e)、入浴サービスなどの情報提供(d)、健康相談と健康診査(h)、
要救護者の支援(h)、健康教育と保健所だよりなどによる情報提供をしている(g)。 
C  救護に当たった保健師たちの評価について 
（１）地区の情報を把握し伝達する役割が重要であり、事務局の保健師がその役割を
担った。 
特性要素との関連；地区の情報を把握し(b)、伝達する役割が重要であるとし(f)、事務
局の保健師がその役割を担っている(i)。 
（２）地区の情報を把握している保健師は医療と地域問題をつなぐコーデネイターの
役割を果たした。 
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特性要素との関連；地区の情報を把握している保健師は(b)、医療と地域問題をつなぐ
コーデネイターの役割を果たしている(e)。 
（３）医療従事者が固定せず、継続した医療提供ができないことから必要情報を事務
局に送りそこで申し送りカードを作り支援するフォローシステムを作った。 
特性要素との関連；救護活動で医療スタッフが固定せず継続した医療提供ができない
ことから(b)必要情報を事務局に送りそこで申し送りカードを作り支援するフォロー
システムを作っている(i)。 
（４）保健師の合同ミーティングを持つことにより早期に情報を共有し対策を立てる
ことができた。 
特性要素との関連；早期に合同ミーティングを持ち(e)、タイムリーに情報を共有し対
策を立てる場を作っている(i)。 
（５）避難所の個別ケースのフォローが的確に行なえた（入院、受療、ショートステ
ィ、ADL 低下予防、福祉相談窓口、毎日の巡回、本部、ボランティア、救護班との連
携、問題への早期対応）。 
特性要素との関連；避難所の個別ケースのフォローが的確に行なえた(h)として働いて
いる。この直接ケア(h)の中には、繋ぐこと(e)、活用すること(d)、啓発すること(g)、
問題をみつけること(b)、不足している機能をおぎなうこと(a)、反映すること(f)の各要
素が、ケアの必要性を判断し(i)、保健師の行為を起させる(c)要素の下に連動して起動
している。 
（６）在宅ケース（寝たきり者、結核、新生児など）を震災直後に訪問できた。 
特性要素との関連；通常の地区活動で地域の情報を持っている(b)ことで迅速に対象者
を訪問し(i)、必要な手当てをしている(h)。 
（７）医療中断の防止、精神的支え、ライフラインが断たれた中での生活の工夫や適
切な情報の提供ができた。 
特性要素との関連；医療中断の防止(g)、精神的支え(h)、ライフラインが断たれた状況
の中での生活の工夫や(h)必要な情報の提供をしている(c)。 
（８）避難所ではインフルエンザの流行がなかった（隔離室の確保、手指消毒、嗽）。 
特性要素との関連；避難所では健康教育をすること(g)と有症者には隔離室をあてる(c)
ことによりインフルエンザの流行を防止している。 
（９）避難所で健康状態を把握（乳幼児数、BCG 歴、家族歴）し早期に保健所で未接
種者に BCG 接種を行った。 
特性要素との関連；避難所の人々の健康状態を把握し(b)、早期に必要な手当てを行な
っている(c)。 
(10)指導記録者を作成（対象、種別に分けずに統一し経過を付ける）したことが応援
者の保健師から好評であった。 
特性要素との関連；被災者の世帯、個人別単位の統合した指導記録表を作成し(i)、応
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援者の保健師から好評を得ている(e)。 
(11)健康教育を目的に“保健所だより”を作成配布したことが、被災者が健康の自己
管理意識を持つために有効であった。 
特性要素との関連；“保健所だより”を作成し配布したこと(c)が被災者の自己管理意
識を高めている（ｇ）。 
(12)刻々と変わる災害地の状況下ではその場の対策は出来ても長期方針を出すことは
できず多くの関係者から指摘をうけた。本庁、医師会、医療機関と連携した総合的救
護活動方針が必要であった。 
特性要素との関連；刻々と変化する災害地の状況下(b)ではその場の対策は出来るが長
期方針を出すことは困難(f)で、多くの関係者から指摘される事態に至っている(b)。災
害時の対応には主要機関との連携と救護の総合的方針を出せるシステムが必須であっ
た(i)。 
(13)情報整理のための要員を確保する必要があった。 
特性要素との関連；災害時の情報管理・整理は重要で(i)、その要員を確保することが
必要である(b)。 
(14) 今の問題、予測される問題に対策をたてる専門チームが必要である。 
特性要素との関連；現在の問題と予測される問題(b)に対策を立てる専門組織が必要と
反省している(i)。 
(15）避難所で要介護老人を 1 ヶ所に集めケアの効率化を計ったが対象者が多く実現し
なかった。 
特性要素との関連；避難所で要介護老人を(b)、1 ヶ所に集めてケアの効率化を計った
が(c)、対象者が多く実現することは困難な状況であった(b)。 
(16）避難所に各部局、団体などから多種多様な調査が入り避難者にとって苦痛が大き
くコントロールが必要であった。 
特性要素との関連；避難所に多種多様な調査が入る(b)、このことは避難者にとって苦
痛が大きくコントロールが必要であった。 
  
 
 
 
 
 
 
   
 
 
    ４，３ 実践例、特性要素項目検証の総括 
１）実践事例の評価 
実践事例における特性要素の検証を第 4 章第 2 節で行なった。その特性要素の起動に
より実施した活動結果についてその評価を概括的に述べる。 
 
 I 眼疾患に関する活動（昭和 35 年～37 年） 
  この活動はわが国の国民皆保険制度施行途上で人々の医療及び健康生活と環境整備が
極めて不十分な状況下にあり、人々は衣、食、住について古い因習にとらわれていた時
代であった。ここで保健師が行なった集落の調査と因習打破の啓発活動は、集落の人々
の生活と住環境を変える大きな動機づけとなった。その後、村人の健康を破壊していた
因習については、日本社会全体の生活ベルアップとともに、現在はおとぎの里として民
話伝承館で語られ、茅葺屋根に煙出しがある民家が僅かに残るロマンの里に変化してい
る。 
 
 Ⅱ 母子衛生に関する活動（昭和 33 年～37 年）  
農村の嫁は単なる労働力で、自分の娘は農家には嫁にやらないという当時の農村社会
において、乳幼児の発育不良の改善並びに因習と過労の中にある若い母親たちの子育て
の主体性を育てること及び母性の保護が主題であった。活動結果は、役場から通知をし、
乳児相談の時には自分の子供を背負って相談に来られる、そして保健師にこう言われた
「バーチャンのホマチの玉子を孫に一つ貰って食べさせなさい」と姑や夫に言える母親
意識を育てる機会とした。結果として保健師だけで実施していた乳児相談は役場で予算
化し、専門医の健診も受けられるようになった。そして産後の休養も栄養も不十分な家
庭分娩が町に母子センターを設立することにより、出産の安全と産後の休息と栄養が保
障されるようになった。  
 
 Ⅲ 結核に関する活動（昭和 33 年～37 年） 
  住民検診の強化により日本の結核対策を軌道に乗せようとする時期であった。管内全
域の検診の徹底で、結核の実態把握が行なわれ、発見された患者は適確な診断（結核審
査会）により医療ルートに乗せる、医療費と生活の成り立ちを考える、戸別訪問により
家族と他への感染防止の方法と教育をする、当時の保健所保健師の業務はその殆どが 
 結核の検診と家庭訪問に注がれたことにより、結核患者の管理体制が整い、個別のフォ
ローが行なわれ日本の結核の減少をもたらすものになった。 
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 Ⅳ 精神保健に関する活動（昭和 29 年～34 年） 
  K 保健所方式として結核対策の全国モデルになった結核住民検診（受診率 99.8％）の 
 全戸督励訪問で、保健師は管内全域の家庭の状況を知った。その中で精神障害者の悲惨
な実態を把握した。このことから精神障害者の専門相談や患者会、家族会を作り地域に
おける公的な精神障害者の治療、相談、生活指導、小規模作業所、職業訓練など様々な
スタイルで社会復帰への道を発展させ精神障害者の人権回復をすすめた。 
  宮城県の場合は、保健所と市町村が一体になって活動をすすめ、全国の精神障害者対
策のモデルとなった。昭和 25 年精神衛生法が定められ、県に精神病院の設置が義務づ
けられ私宅監置の廃止、鑑定医制度、精神衛生相談所の設置などが規定される情勢にお
いて、保健師の現場主義に基づく行動は地域精神障害者対策への始動になった。 
 
 Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理に関する活動（昭和 49 年～54 年） 
  漁業関係者の健康問題に関する保健活動の取り組みは少ない。ここでは沿岸漁業の牡
蠣と海苔の養殖漁業に従事する人たちの健康問題に取り組んだ。その作業工程と労働の
実態は直接その作業に従事する者以外には殆ど知られていない。自分たち保健関係者は 
 通常それぞれの人々が作業に従事した結果としての健康問題や訴えについて関与してい
た状況であった。そこで自分たちは、その健康問題が生じる基になっている海苔と牡蠣
の生産工程を把握することからこの仕事をはじめた。 
  海苔も牡蠣も生産者が「忙しい時と暇な時」と表現する内容は、季節条件も含めて農
業労働の比ではない厳しい負荷があることを知った。海苔と牡蠣の生産者達が、生産労
働に健康の価値観をどう位置づけるかが課題であった。3 ヶ年の健診と調査に 1 ヶ年の
フォローで、個人的作業が中心になる海苔養殖業と集団作業が入る牡蠣養殖業とでは、
作業の改善や健康的生活の工夫実践で成果としての違いがあったが、共に要医療者の減
少がみられた。また集団的作業が入る牡蠣養殖作業者の方が牡蠣むき作業を牡蠣をむく
競争ではなく休み休みする、健康相談を利用する、休憩時の補食の工夫をする、作業の
姿勢や作業場の室温保持を工夫するなど、海苔養殖作業者と比べてかなりの改善がみら
れ、生産労働と健康の価値観の置き方に変化が生じた。 
 
 Ⅵ 臥床者実態把握に関する活動（昭和 55 年～57 年） 
  介護保険制度以前、「寝たきり老人」についての共通概念がなかった時代に保健師が保
健所管内全域で臥床者の定義をし、臥床者の実態把握をして、各市町の保健師活動に反
映させた例である。地域の高齢化が予測され、管内平均老人の割合 9.0％（昭和 57 年）、 
 市町により 9.0～11.7％の違いがある。毎年作成している保健師の地区活動計画が地域
のニーズに的確なものであるか、定めている保健活動の重点は的を得たものであるか、
を確認する目的で保健所管内全域（人口 130,077 人）の実態把握を行なった。 
  調査結果をまとめるまでに 3 ヵ年を要したが、把握した臥床者は人口の 0.4％（後の
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行政計画等に使われた予測値と同じ）で公的な地域福祉施策が何も無かった時代に 
 臥床者の様々な実態が明らかにされた。この調査が保健師活動計画の重点事業になった
ことはもとより、明らかになった臥床者それぞれの課題について、調査と平行して訪問
指導や医療・関係施策の活用を開始した。個別的には把握したケースに必要な医療を結
びつけることや家族に看護の指導をする、家族介護力サポートのために寝たきり老人家
庭奉仕員の育成や確保をする、貸与する介護機器等の整備をする、また地域システムと
しては地区地域医療対策委員会に報告し主治医との連携、市町行政へ問題や改善策の提
起を行なった。そして平成 12 年の 介護保険制度を市町自治体が開始すえる上で主要
な基礎を整えた。 
 
 Ⅶ 糖尿病に関する活動（昭和 58 年～昭和 60 年） 
  保健所管内の 4 町（全域 2 市 9 町）において地区地域医療対策委員会が主導で実施さ
れていた糖尿病対策は、筆者が赴任した時点ではすでに事業開始から 7 年を経過し柴田
地区方式として、患者管理や教育活動について県内外に広く知られるものになっていた。 
  ここでの課題は開業医を中心とする仕組みと栄養士、検査技師等メンバー各専門職の
中で保健師の専門性をどう噛み合せ事業を効果的に進めるかであった。 
一つは 7 年に亘る事業経過により登録された患者数が膨大になり、個々の登録者の治
療や生活の状況が把握されず、糖尿病教室に参加する限られた患者中心に成果の評価や
事業が運ばれていた。二つは事業に関する職種が限定され、保健所や市町村全体を組み
入れた事業になっていいないなどがあった。このことから登録管理カードの内容を再点
検する、管理カードと登録者の治療や生活実態を個々に確認し正確なものにする、患者
教育では栄養士の食事指導に加え患者の生活実態をふまえた生活指導をする、糖尿病教
室という集団教育に個別指導と訪問指導を必要に応じて実施する役割を保健師が持った。 
このことにより不明であった登録者個々の状況が把握された。事業も保健所・市町村
のスタッフが組織的に関わるようになった。 
この事業における保健師の役割は登録患者の実態に基づいた管理カードを作ることと
登録者個々の生活把握と個別指導、及び事業運営全体について医師会、市町村、保健所
の機能に応じた役割調整をし地域の糖尿病対策事業を進展させたことである。 
 
 Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動（昭和 60 年～昭和 63 年） 
  老人保健法が施行されて地域の保健医療対策が疾病予防（健康手帳、健康教育、健康
相談）健康診査（老人医療）機能訓練、訪問指導と総合的に実施できるようになった。 
  保健所管内の 1 町の事業として機能訓練を取り上げた。病院から自宅に戻った人たち、 
 自宅に戻れず病院にとどまっている人たちが対象で、地元の医師会、町立病院、役場、 
 保健所が共同で、後遺症があり日常生活適応が出来ないでいる患者を対象に「生活拡大
療法」として継続的なグループ活動と個別指導を実施した。 
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  各々の日常生活の中でそれぞれのレベルで身体機能が改善し、生活への自信を持つよ
うになっていった。病院から通院できずに不安を抱いていた入院患者も生活への自信を
得て退院にこぎつけることが出来た。参加者たちは改善できない障害部分があっても心
と体、生活への意欲と自信を持てるようになり、家族や世間を憚っていた生き方が変化
し、その人なりの人権を回復するに至った。 
 
 Ⅸ 地域保健医療計画策定に関する活動（昭和 60 年～昭和 63 年） 
  保健師は地区活動を行なうために保健所とその管内市町ごとに地域保健活動計画を作
成して地区活動を実施して来ている。これは、昭和 43 年と 44 年に日本看護協会保健婦
部会宮城県支部の保健師研修で、「業務計画」というテーマを取り上げ県内を数ブロック
に分け（農村、都市、中間地域、へき地など）、各地のデーターを持ち寄りその地区で 
 重要な公衆衛生看護上の問題は何か、それにどの様な具体的対策をたて活動計画を作る
かをグループ討議し、それをその地区で 1 年間実施し実際活動上の問題点を協議すると
いう研修を行なった。 
その後宮城県内ではその研修を機に、どこの保健所でも管内市町保健師と共同の活動
計画が作られ、それぞれの保健師活動が進められるようになって来ていた。ところが昭
和 60 年から平成 2 年を目途に医療法の改正があり地域保健医療計画策定、市町村老人
保健福祉計画の策定が中央の指令により県、市町村に義務付けられることになった。こ
のことから保健師としては地域の保健活動計画は中央からの指令で作るものではない、
通常地域で活動している者が地域の実態をとらえてそれに基づいた実行性のある活動計
画を作りそれが地域の活動で用いられているものでなければならないのではないか、と
いう疑問を持った。そこでそれまで保健所と各市町保健師で作成していた計画と活動資
料をベースにして、地区地域医療対策委員会に事業として地区地域保健医療計画を管内
全域で作成することを提案した。 
保健師の提案は地区地域医療対策委員会（保健所、各市町、医師会、歯科医師会、薬
剤師会、広域行政事務組合、消防署、警察署）で了承され、保健所管内全域の、また住
民の保健医療、安全に関わる主要な機関メンバーによる計画書が昭和 63 年 3 月に作成
された。これは中央が計画策定を平成元年から平成 5 年と目標時限を告示した 1 年前で
ある。このことによりこの地域では中央行政指示に寄らない自前の計画書を手づくりさ
れた。また従来からの保健師活動計画は、地域自治体や関係機関が公認し地区活動上の
課題も地域の中で共有されるものになった。以降、この計画書が国、県の指示による地
域保健医療計画、市町村老人福祉計画、市町村老人保健計画策定への基本資料として用
いられるものになった。地域保健活動の上で地域に本来在るべき問題把握と関係者の意
思統一がこの活動により成されたと考える。 
 
 
 148 
 Ⅹ 肝疾患に関する活動（平成 2 年～平成 5 年） 
  保健所管内の保健師が次年度の事業計画を作成するために、各市町の住民健康診査デ
ーターを持ち寄り検討をしていた時に、管内 A 町で肝機能異常所見が際立って多いこと
を把握したことからこの活動が始まった。過去 6 年分の検診データーと肝疾患と肝癌に
よる死亡を過去 25 年にさかのぼって調査をし、A 町のデーターの異常が明らかになっ
た。 
  このことについて保健所を中心に専門病院,衛生研究所、地元医師会、A 町が肝疾患 
 予防対策事業委員会を組織し、調査（有所見者の病歴、生活歴、家族歴、地域性）健診 
 （血液検査、超音波検査、医師の診察）を当該町に出向いて実施しその実態を把握した。 
  その結果 C 型肝炎ウイルス抗体陽性者がかなりの割合であり、すでに肝癌を発症して
いる者もあることなどが把握された。この当時はインターフェロンなどの C 型肝炎 
 の治療が一般化しておらず、町の国保財政を圧迫するなど把握した患者の治療や他への 
 感染防止対策など課題が山積した。しかし、当該住民への予防教育、有所見者個々への 
 系統だてた指導などが協議され、有所見者は年間定期的に専門病院で検査、治療を受け
る、そのデーターは地元の主治医に伝えられる、通常は地元の主治医に診てもらう、と
いう病診連携のシステムが構築された。この肝疾患予防対策で肝癌を早期に発見された 
 人たちは、この対策で作られた病診連携の治療ルートに乗り、その後の日常生活が維持
されている。筆者はこの事業実施の 13 年後に初期肝癌で発見された女性（50 歳代）に 
 専門病院で出逢っている。地域に在って住民の健康問題を把握し、地域の中でその時点
でかなう限りの資源を活用し、組織立てをし住民の健康を保持する働きを地域の保健師
は実践している。 
 
 Ⅺ 震災時の活動(大正 12 年、平成 7 年) 
  関東大震災(大正 12 年)の活動ではまだ保健師という職種が誕生せず医療社会事業家
らによる活動であったが,救護者が一定の地区を持って巡回する活動で、その地区では伝
染病等の発生が見られなかったという結果が残されている。 
  阪神大震災(平成 7年)時の活動では保健師が職種として制度化されて 54年を経ている。 
  保健師活動は一定の地区を担当し地区活動をするという在り方で発展をして来た。地
区活動は個と地域全体の健康問題を把握し幅広い目的で、住民の健康を守る責任を負う
立場で行なう保健活動である。この活動体制により、震災という大混乱時の活動におい
て次のような活動展開がなされている。 
 ① 発生直後に医療・救護活動に当たる  
 ② 平常時活動で把握している要支援者の状況確認と支援をする  
 ③ 被災者とその生活情報を発信する  
④ 被災者に必要な人的、物的資源を提供し結合させる  
 ⑤ 時間の経過過程でタイムリーに予防と教育活動に進展させる  
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 ⑥ 被災自治体における救護ボランティア受け入れや活動体制づくりへのコーディネー
ター役割を果たす 
  という保健師制度から 54 年後の活動になっている。保健師は公的機関に所属し行政 
組織の中で地域に根ざした活動体制を取る者であることにより、如何様な時でも把握し 
ている地域の実態と情報の発信者になり、また必要な場面では自ら対象者への直接支援 
者にもなり得る、また支援システムを形成し機能させる役割も持つ者になっていると震 
災時の活動２事例から評価をする。 
 
 
 ２）実践事例特性要素の総括 
地域看護の特性を形成する要素として案出した要素 9 項目を 11 の実践例で昭和 33 年
から平成 7 年まで主題の異なる事例を時系列に分析し検証した。但しⅪ事例には大正 12
年の震災例も含めて対比した。 
そして本節では特性要素表出の頻度を｢活動実践例における特性要素の表出｣表４-４
で概括した。 
  本節では事例の各要素の表出頻度は定性的に、かなり多い（◎）、多い（◎）、あり（○）、 
なし（－）、の４段階に分ける。 
  いづれの事例でも｢問題を見つける｣要素 b と｢能動する｣要素 c が、かなり多い頻度で 
表出している。次いで｢資源の活用｣要素 d と「サービスの統合、総合化」要素 i が多く
表出している。 
実践例の活動テーマでは、災害時の活動Ⅺとケア体制が未成熟であった時期の精神活
動Ⅳ、対策チームの中で役割を分担した糖尿病対策Ⅶで｢直接のケアをする｣要素 h が多
く表出している。 
地域の人々の労働生産活動Ⅴや生活改善Ⅶ,Ⅷをテーマにした事例では「セルフケア力
の啓発」要素 g の表出頻度が多い。 
直接の地区活動を伴わない保健計画策定Ⅸでは、自治体や委員会、団体への働きかけ
が多く｢資源の活用｣要素 d,｢機能を繋ぐ｣要素 e が表出している。 
活動結果を労働や生活改善に反映させたⅤ,とⅥ臥床者調査のテーマでは｢問題の現状
と要因を反映する｣要素 f が多く表出している。 
「隙間を埋める」要素 a は関東大震災の活動Ⅺにあり、この他いづれの活動でも必要
に応じて伴う要素となっている。また震災時の活動では、大正 12 年と平成 7 年の社会
環境や社会資源の時代変化、及び在宅と避難施設での要素表出の異なりがみられる。 
以上、保健師は、多様な実践活動において、検証した特性要素 a~i を当面する健康課題 
によって起動させ、地域での看護を実践しその必要役割を果たしていると言える。 
本章で検証した特性要素は、平山１５）が述べている保健師活動の特徴と方法・技術(本
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論文第 2 章 7 節で引用)を成立させる原理的要素に当たるものと考える。 
保健師は公的機関に所属し、地区を受持ち地域全体と個人の健康生活に視点を当てた
活動をする。自治体の公的サービスを実施し、地域全体に行きわたらせる。また地区活
動で把握した健康問題を公に反映させる。そして人々が健康な日常生活を営むためのセ
ーフテイネットの役割を担う。これは地域・公衆衛生看護の機能である。 
保健師がこのことを担えるための力量は、公衆衛生と福祉・臨床基礎看護（マスと個
への関わり技術）によって培われた技法である。 
この技法は、保健師業務発生以来、技法の持つ特性を明らかに為し得ないながらも、
業務実践の中で培い継承されて来た。この技法を形成始動させる要素の働きは、11 の主
題の異なる実践活動例でも共通して認められる要素であった。またこの特性要素は激変
する時代の中で、ある時は盛んに、ある時は消えかけゆらぎながらも今日まで持続され、
保健師活動を起動させていることが解った。 
｢保健師活動とは何か｣、を問う如何なる時代変化の中にあっても、これらの特性要素
は保健師活動に内蔵され、その起動要素となって来たものであろうと考えられる。 
また活動実践例のⅣ（精神活動）とⅪ（震災時の活動）は、他の保健師による活動記
録の分析であるが、保健師活動を起動している特性要素の表出はいづれも同じ傾向が認
められ、検証した特性要素は保健師の地区活動を起動させる第一義的意味を有している
と言える。 
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   表４－４ 活動実践例における特性要素の表出  
                               
                  表出頻度例示；◎かなり多い ◎多い 〇あり －なし             
特性要素  
 
 
 
実践事例 
a 
サ ー ビ
ス の 間
隙 を 埋
める 
 
b 
健 康 を
損 な う
問題を 
見 つ け
る  
c 
健康問
題に能
動する 
d 
資源を
活用す
る  
e 
必要な
機能を
繋ぐ 
f 
問 題 の
現 状 要
因 を 反
映する 
g 
個人・集団
のセルフ
ケア力を
啓発する 
 
ｈ 
直接の
看護ケ
アをす
る 
 
I 
サ ー ビ
ス を 統
合、総合
化する 
 
Ⅰ 眼疾患調査 ―  ◎  ◎  ◎  〇  ◎  ◎  ―  ◎ 
Ⅱ 母子事業 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  〇  ◎ 
Ⅲ 結核活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  〇  〇  〇 
Ⅳ 精神活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  ◎  ◎ 
Ⅴ 沿岸漁業活動 〇  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  ◎ 
Ⅵ 臥床者調査 〇  ◎  ◎  〇  〇  ◎   ◎  〇  ◎ 
Ⅶ 糖尿病対策 〇  ◎  ◎  〇  〇  〇  ◎  ◎  ◎ 
Ⅷ 地域リハ活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  〇  〇 
Ⅸ 地域保健計画策 
  定 
〇  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  〇  〇 
Ⅹ 肝疾患対策 〇  ◎  ◎  ◎  〇  ◎  ◎  〇  〇 
Ⅺ 関東大震災時の 
① 活動 
 
◎ 
 
 ◎ 
 
 ◎ 
 
 〇 
 
 〇 
 
 〇 
 
 〇 
 
 ◎ 
 
 ◎ 
②  阪神大震災の活 
  動 
   〃 （在宅）  
〇  ◎  ◎  〇  ◎  〇  ◎  ◎  〇 
③  〃 （避難所） 〇  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  ◎  ◎  〇 
④  〃（保健師自
己評価） 
〇  ◎  ◎  〇  ◎  〇  〇  〇  ◎ 
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   第 5 章 地域看護の特性要素について、 
      アンケート調査による検証 
 ５，１ 調査の意義と目的 
   前章で検討した如く検証をしたすべての実践例で特性要素の表出が認められた。更
にこの案出した特性要素について客観性を得る目的で、地域看護の教育、研究者と地
域看護の実務者を対象に、アンケート調査をし、案出した地域看護の特性要素につい
て意見を聴取しその妥当性について検証をした。 
   なおアンケート調査について、参考資料として資料 5，１調査数表、5，2 調査票及
び要素項目解釈参考資料、5，３調査のコメント、5，4 調査依頼文を本論文に添付し
た。 
  ５，２ 調査内容 
１）調査対象、方法、時期 
（１）調査対象 
 ① 看護系大学 104 校(平成 15 年 4 月)から地域看護学担当教授及び地域看護担当教員
が明確に把握できる大学について全国的に地域看護教授あて 70 人に依頼。 
② 地域で現在業務に田津触って携わっている又はかって業務に携わった中堅の保健
師の中から東北、特に宮城県を中心に 70 人に依頼。 
     ①,②いずれも所属での協議を可とし、協議をして回答をした場合にはその代表者
に記入を依頼した。  
   （２）調査時期と方法 
調査時期 平成 16 年 8 月 1 日～9 月 10 日で調査方法は郵送法による質問紙によ 
るアンケート調査を採用した。 
２）調査内容       
 （１）調査内容と調査票 
    調査項目は、第 3 章第 1 節に基づき、地域看護の特性要素としてできる限り単純
に表現することを意識して以下の 9 項目と地域看護の特性を表わす仮説要素とした。 
    調査票は別紙資料 5，2 のように作成した。 
    要素項目はできる限り単純な言語としたために、調査票に参考として説明資料(資
料 5，2)を添付した。 
    調査票内容は下記の 9 項目とし、回答者の属性についても質問をした。その特性
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要素各項目の妥当性に「そう思う」、「どちらとも言えない」、｢そう思わない｣から三
表択一としその判断理由をコメントする欄を設けた。 
   特性要素 9 項目は第 3 章の設定によって a～i の項目とし、送付用説明書にはそれぞ
れの項目に対し説明をすると同時にアンケート協力者に理解してもらえるよう具体
例も記して説明した。（資料 5，2）設定した特性要素項目は以下の 9 項目である。 
    a,サービスの隙間を埋める b,健康を損なう問題を見つける c,健康問題に能動する 
d,資源を活用する ,必要な機能をe 繋ぐ f,問題の現状と要因を反映 g,個人の、人々
のセルフケア力を啓発する h,直接の看護ケアをする i統合化・総合化する その他
自由記入とした。     
   要素項目に付した設定の意味は以下のとおりである。 
 
  （２）特性要素の意味について 
   ① 要素 a、隙間を埋める 
    担当地区全体の健康ニーズを把握し、社会制度の未成熟やサービス内容の不足に
よって対象者に必要なケアが届いていない状態の中に保健師が持っている看護ケア
技術を充当することを意味する。 
   ②  要素 b、問題を見つける 
    担当地区全体の状況を科学的に解明し、健康の保持や正常な発育・発達を損なう
ような現象について、その要因を把握し、分類することを意味する。 
   ③ 要素 c、能動する 
    健康生活上で負の課題である、また健康を高める、健康障害を予防する必要があ
ると判断したものに保健師が介入したりまた他者が関わるように動くことを意味す
る。 
   ④ 要素 d、活用する 
    対象者個人の持っているケア力を引き出すことや他職種の機能及び諸制度を対象
者の健康課題改善のために充当するような行為を意味する。 
   ⑤ 要素 e、繋ぐ 
    対象者の課題解決に必要な他者または資源を取り入れたり他のより適切な機能を 
紹介し結びつけるように計らうことを意味する。 
   ⑥ 要素 f、反映する 
    生活習慣や生活環境、労働作業などに健康を損なう要因となる課題を、当事者以
外の地区地域に向けて提起したり、解決に必要なケア力を育成することやまた組織
化、施策化、制度化を図るような行為を意味する。 
   ⑦ 要素 g、啓発する 
    健康保持、増進、回復をはかるために当事者の知識や意識を高め当時者が主体的
に行動できるように広報教育活動などを行なうことを意味する。 
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   ⑧ 要素 h、直接の看護ケアをする 
    対象者の生活の場で健康ニーズに即した看護の技術を実施することや相談に応じ
る、また看護の方法を当事者や家族に指導をすることを意味する。 
   ⑨ 要素 i、総合化・統合化 
    個人・家族のみならず地域全体としての生活が健康的な方向に営まれているかを
把握し評価をし、さらに好ましい方向への構築を計ることを意味する。これには保
健師自身の個またはマスにおける地区活動評価も含まれる。 
     
３）研究の倫理に関して 
 本調査研究内容については東北大学大学院情報科学研究科倫理・動物委員会に
よる「人間対象の調査研究に関する倫理審査」にて承認されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 155 
  ５，３ 調査結果 
１）回答状況 
（１）調査依頼数は 140 件、回答数は 65 件、46.4％の回答率であった。 
  全体の回答は 46％であったが大学研究者より地域看護実務者の方から多い回答 
が得られた。(図 5-１) 
  対象別には看護大学・研究者（以下大・研）70 件、回答 23 件、回答率 32.9％ 
  地域看護実務者（以下地・実）70 件、回答者 42 件で回答率 60.0％であった。 
（２）回答者の属性 
・年齢別回答状況は、全体で 50 代が 28 人 43.1％、40 代 15 人 23.1％、60 代 15
人 23.1 で 30 代 4 人 6.2％、29 歳以下 3 人 4.6％であった。 
大・研は 40 代が 9 人 39.1％ 50 代が 8 人 34.8％ 60 代が 4 人で 17.4％ 30 代が
２人 8.7％であり 20 代は 0 であった。 
地・実では、50 代が 20 人 47.6％ 60 代が 11 人 26.2％ ４０代が６人 14.3％ 
大・研は 40 代、50 代からの回答が多く、次いで 60 代、30 代、20 代はゼロであっ
た。地・実では 50 代、60 代、40 代からの回答が多く得られ、20～30 代の若い年
代からの回答も得られた。（図 5-2 ） 
・教育歴 教育背景は合計では看護専門校卒が 76.4％、看護系 4 年制大学が 20.0％ 
である。(図５-３) 
しかし大・研では看護系 4 年制大卒が 52.8％で、看護師と保健師専門校 39.1％に
看護系以外の大学卒が 47.6％であった。 
 地・実では看護と保健師専門校卒が 97.6％でそのうち 19.0％が看護系以外の大卒
であった。 
 また大・研の教育背景を年齢別にみると看護系４年制大卒は若い年齢層が多く、
看護系以外の大卒は年齢の高い方が多い。（図 5-5） 
・職務歴 保健師の実務経験年数は合計では 30～39 年が 40％、20～29 年が 32.3％
であるが、大・研では 20～29 年が 56.0％、地・実では 30～39 年が 54％で大・
研は実務経験年数が短く、地・実の方が長い経験年数の者が多い。（図 5-5） 
（３）なお調査結果の主な数字はアンケート調査数表として資料 5、１にまとめて付
記した。 
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図５-１ 調査対象 
図５-２ 年齢別回答状況 
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図５-３ 教育背景
39.1%
52.8% 
47.6% 
77.6% 
19.0%
76.4% 
20.0% 
N=42 
図５-４ 大研教育背景別年齢構成
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図５-５ 保健師等実務経験年数
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２) 回答結果 
  (１) 回答全数の調査項目の妥当性支持状況は図 5-6 のとおりである。 
     妥当性あり｢そう思う｣と答えた者は、a 隙間を埋める 43 人 66.2％、b 問題を見
つける 60 人 92.8％、c 能動する 57 人 87.8％、d 活用する 58 人 89.2％、e 繋ぐ
53 人 81.5％、f 反映する 59 人 90.8％、g 啓発する 55 人 84.6％、h 直接ケア 38
人 58.5％、i 総合・統合化 55 人 84.6％であった。 
     回答全体として要素項目の a 隙間を埋めると、h 直接ケアをするの 2 項目以 
外の 7 項目は 80％以上の割合で妥当性ありの回答であった。 
（２）また回答全数の妥当性支持順位は図 5-7 のとおりである。最も支持が多い項目は
b 問題を見つける 92.8％、次は f 反映する 90.8％、d 活用する 89.2％、c 能動す
る 87.8％、g 啓発する 84.6％、i 統合・総合する 84.6％、e 繋ぐ 81.5％、a 隙間
を埋める 66.2％、h 直接ケアをする 58.5％という順位であった。  
  （３）大・研は図 5-8 で項目別支持は次のとおりである。 
    a 隙間を埋める 13 人 56.1％、b 問題を見つける 21 人 91.3％、c 能動する 19 人 
    82.6％、d 活用する 18 人 78.3％、e 繋ぐ 18 人 78.3％、f 反映する 18 人 78.3％、 
    ｇ啓発する 19 人 82.6％、h 直接ケア 12 人 52.2％、i 総合・統合化 19 人 82.6％ 
    である。また大研の項目別支持は要素 b,c,g,i,d,e,f,ah の順になり 90％以上の支持
は要素 b で、80％は c,g,i の要素であった。60% 以下は要素 a,h であった。   
  （４）地・実は図 5-9 のとおりで項目別支持は次のとおりである。 
    a 隙間を埋める 30 人 71.4％、b 問題を見つける 39 人 92.9％、c 能動する 38 人 
    90.5％、d 活用する 40 人 95.2％、e 繋ぐ 35 人 83.3％、f 反映する 41 人 97.6％、 
    g 啓発する 37 人 88.1％、h 直接ケア 26 人 61.9％、i 総合・統合化 35 人 83.3％ 
    である。また地・実の項目別支持は要素 f,d,b,c,g,e,i,a,h の順位で 90％以上の支
持は f,d,b,c, 80％以上は g,e,i,であった。外要素 a,h も 60%以上の支持であった。 
  ３）妥当性支持の順位 
（１）妥当性支持の順位性は全数で、b 問題を見つける、f 反映する、d 活用する、c
能動する、ｇ啓発する、i 総合・統合する、e 繋ぐ、a 隙間を埋める、h 直接ケ
アをするの順位になる（図 5-7）。 
  （２）大・研と地・実の妥当性支持状況をみると図 5-8、図 5-9、のようにかなり支持 
部分に違いが認められる。要素 a と h の支持は大研・地実いづれも低いが大研 
の方で要素項目全体に妥当性支持が低く、どちらとも言えない、又は否が多く、 
妥当性有無の判断があまり明らかではなかった。 
     地実では、a,h の支持が特に低いが他の項目はほぼ同じ支持傾向であり、また 
妥当性判断の不明は少なかった。 
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  （３）年齢区分（49 歳以下、50 歳以上）で大・研と地・実に支持項の違いがみられ 
る（図 5-10）。大研では 40 歳以下で要素 b,c,f の支持が低い。また a,d,e,f,g,h,i 
     の支持が多かった。地実では年齢層による差は g が 40 歳以下で支持が多く、
a,i が 50 歳以上で支持が多い。他はほぼ同じ傾向である。 
  （４）更に大研ついて、回答者の教育背景別に看護系以外の大卒及び看護専門学校卒
の妥当性支持状況をみると、図 5-11 のように h,a,i,d,e,f の順で看護系４大卒の
方に「どっちとも言えない」という回答者が多いことが目立っている。 
  （５）以上要素項目妥当性について調査対象別（全数 65、大研 23、地実 42）に支持
順位を総括すると次表５－１のようになる。 
  
 
 
         表５－１  調査対象別仮説要素の支持順位  
 
順位  全  体   大・研  地・実 
 １ 要素 b-問題 要素 f-反映 要素 b-問題 要素 f-反映 
 ２  要素 c-能動 要素 g-啓発 
要素 i-統合・総合 
要素 d-活用 
 ３ 要素 d-活用  要素 b-問題 
 ４ 要素 c-能動  要素 c-能動    
 ５ 要素 g-啓発 要素 i-統合・総合 要素 d-活用 要素 e-繋ぐ 
要素 f-反映 
要素 g-啓発 
 ６   要素 e-繋ぐ 要
素 i-統合・総合 
 ７ 要素 e-繋ぐ   
 ８ 要素 a-隙間 要素 a-隙間 要素 a-隙間 
 ９ 要素 h-直接 要素 h-直接 要素 h-直接 
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              図５-６ 要素９項目の妥当性割合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５-７ 妥当性の支持順位
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図５-８ 要素９項目の妥当性回答状況（大・研） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５-９ 要素９項目の妥当性回答状況（地・実） 
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100 %             50                0     0                50               100 % 
図５-１０ 要素項目、妥当性ありの割合（大・研と地・実務の比較） 
 大・研（n=23） 地・実務（n=42）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５-１１ 大・研教育背景別妥当性ありの状況
100 %             50               0     0             50             100 % 
看護系４大卒 看護系以外４大卒・看保専門校卒 
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 ５，４ 考 察 
 １) 地域看護の特性要素項目の妥当性について 
（１）妥当性支持全体について  
アンケート調査において仮説要素(以下要素)としてあげた要素 a～i の 9 項目について
は多くの肯定を得た項目とその妥当性について疑問又は否とされる項目があった(図
5-6)。 
  回答 65 全数で 80％から 90％以上の割合で支持を得た項目は支持順位で、要素 b 問題
を見つけるもの、要素 f 反映するもの、要素 d 活用するもの、要素 c 能動するもの、要
素 g 啓発するもの、要素 i 統合・総合化、要素 e 繋ぐものについて妥当性ありの結果が
得られた。一方要素 a 隙間を埋めると要素 h 直接のケアは 50～60％代の低い支持であ
った(図 5-7)。 また支持項目の順位は図 5-7 であるがその順位性とコメントは、集団の
属性により共通的なものと異なるものがみられた。(図 5-8、図 5-9) 
  保健師の地域活動(地区担当)において、健康上の｢問題を見つける｣b、それを｢公にす
る｣f、ことは活動上極めて重要な働きである。 
  この要素 b,f は、d 活用、c 能動、g 啓発、e 繋ぐの要素と連動する。地区を担当する
ことによる情報力 b,f と自治体に所属する公共性 c が公衆衛生と看護機能に裏付けられ
た組織力 d,e と指導力 g が、とらえた問題解決への起動要素となる。 
  そして地域全体とその最小単位である個人、家族の問題を個別的にまた全体的にとら
え評価をする i となる。この評価において欠落している部分 a を把握し、その間隙を自
己の看護ケア力 h で埋める a、又は必要な施策や制度を創るという働きに及ぶ。 
  この調査の中で隙間を埋める a と直接のケアをする h が低い支持率であったことは、
近年の介護保険制度下で医療の他福祉分野に多様な職種が作られ、その充足感により地
域サービス（ケア）においてその「サービスの隙間」からもれる者がなくなったと感じ
取っていること。言い換えれば地域の実態把握不足があると推察される。 
もう一つ｢直接ケア｣は、家庭訪問においては訪問看護(看護師による)やホームヘルパ
ーによる訪問介護があり、その職種がこれを担当するという受け止め方があると考えら
れる。 
また保助看法 2 条において保健師は｢保健師の名称を用いて保健指導をする者｣と定め
られていることから、直接ケアをいわゆる訪問看護としてとらえたことによると考えら
れる。しかし、保健師が保健指導をして家庭を訪問して行う看護については、アンケー
ト調査のコメント（資料５,3）には｢対象者の生命にかかわる状態で他の人のケアが受け
られない状態ではケア処置を行ない、またケア提供者を調整する間は保健師がケアを行
なう｣。｢直接ケアは保健師自ら実施する機会は少なくなったが保健師の個別訪問、アセ
スメント、ケアは保健師業務のコアであるべき｣として、保健師機能の重要な形成要素と
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してとらえられていた。 
看護師の行なう訪問看護と保健師の行なう保健指導(訪問指導)については、そのケア
の緊急性、継続性、訪問指導の広がり(医療処置の一部として個のケアを行なうというこ
とではなく、個をとりまく家族、地域環境、社会資源を個別ケアに導入する、また個の
問題を公に反映させていく在り方など)により区分されている。 
また特性要素の妥当性について a～i の要素を通してみると、図 5-12 の要素妥当性全
体の動静のように、１、a 問題、２、f 反映、3、d 活用、4、c 能動、5、g 啓発、6、i
統合・総合、７、e 繋ぐ、８、a 隙間、９、h 直接ケアという順位になる。 
  保健師が特性要素として持っている意識をを動静として意味づけをすると、担当する 
地域において、健康上の問題を見つける、それを公にして問題解決のために社会資源を
取り込み働きかけをする。  
 働きかけをしながら個々が又は公が、その問題を意識的にとらえ対応策を練るように
する。その過程でそれぞれの部署や立場が持つ機能で対応する。その状況全体を総括し
評価する。ここでは施策、制度を起すことや地域保健計画に織り込むことをする。これ
により全体のニーズがとらえられ、かつ充足されるようになる。そして直接の問題対応
はそれぞれの部署や職種、担当者が働きかけてゆく、という保健師活動の構図になると
考えられる。 
 
（２）調査対象属性による妥当性支持状況について 
 大・研と地・実の妥当性支持状況は、その順位と支持割合でかなりの違いがあった(図 
５-8）（図 5-9）。これは保健師が置かれた立場と教育背景、地域看護の実務年数による
保健師活動のとらえ方の違いによると考えられる。 
 本章第 1 節で調査対象の属性として、保健師としてまた教育研究者としての教育背景
と実務年数を聞いた。大・研では図 5-3 にみるように、看+保専門学校教育に看護系以
外の大学を卒業している者が 47.6％を占め、看護系大学の卒業者は 52.3％であった。か
つ年齢構成は図 5-4 のように 30～50 代の若い層であった。 
 一方地・実では、そのほとんどが看+保専門学校卒業で、かつ看護系以外の大卒者は
19.0％であった。年齢構成は 40～60 代の層であった。よって地域看護の実務年数は大・
研では図 5-5 のように 20～29 年が第１の山であり、次いで 30～39 年に、地・実の方で
は 30～３９年が第１の山となっている。（図５-5）大研では地実と比べてフィールドワ
ークが少ない状況であった。 
この教育背景と実務年数の違いは地域看護の特性として質問した要素のとらえ方、妥
当性の判断結果にも影響していると見られる。 
大・研と地・実の違いを対象別支持順位を表５-１でみると大・研では、b 問題、c 能
動、g 啓発、i 統合、d 活用、e 繋ぐ、f 反映、a 隙間、h 直接ケアとなり、地・実では、
f 反映、d 活用、b 問題、c 能動、g 啓発、e 繋ぐ、i 統合、a,隙間、h、直接ケアという順
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位性になる。 
 特に、大・研に対して地・実では f 反映、d 活用、a,隙間、h 直接ケアの要素支持が多
かった。 この妥当性支持状況をそれぞれの意識動静として意味づけると大・研では問題
を見つけ、それを自己の中で意識化、又は世論化しながら総括し、解決のための資源を
活用し、問題を客観化させ、それぞれの課題とレベルに対応して機能できる人や資源を
活用し適用させてゆくという流れとなる。   
  地・実では、まづ地域で何らかの異常性を感じ取り、様々な資源を充当しながら問題
の実態を見極める。そしてその問題に働きかけながら対象者個人と世論を起し全体的動
きを作る、その中で課題解決に必要なものを結びつけていく。そしてそれが不足であっ
たりまた充足されないときは自己のケア技術で充当するという流れがみられる。 
  言いかえると大・研は、課題に対して「ちょっと待て」という問題を客観化、体系化
する研究室的又は考究的感覚の働きがある。 
  地・実では、課題に対して｢何とかせねば｣と現象に直面してとにかく問題解決に動き
出す現場感覚、実動者的働きがみられる。これは大・研と地・実がそれぞれが置かれた
研究室と、地域で即応が求められる現場実務者との違いと考えられる（図 5-12）。 
  前述分析に加えて、年齢区分(49 歳以下と 50 歳以上)では大・研で 49 歳以下に g 啓発
と h 直接ケア、i 統合で支持が多い。地・実では i 統合が 50 歳以上の支持が多いほか全
体の支持状況の差はあまり出ていない(図 5-10)。 
 これらについて大・研のみの教育背景からの分析では、看護系４大卒者より看護系以
外の４大卒(看＋保専門校＋看系外大)の方が a 隙間を埋める以外のすべての要素項目に
おいて、妥当性ありの支持割合が多かった。この回答者群はフィールドワーク年月を長
く持つ地実の回答者と類似する傾向がみられる。 
更に、この看護系以外の４大卒者の場合は、地域看護の教育が地実と同じく看護師教
育に保健師の専門教育が積み上げられており、地域看護実務歴が長いことから要素判断
が地・実と共通していると思われる（図 5-３、図 5-４、図 5-５、図 5-11）。 
  また看護系４大卒ではどちらとも言えないという回答がそう思わないという回答を含
めて多項目で多くみられた（図 5-8、図 5-11）。これは設問に対しての判断根拠となる実
務経験による力量が少ないことによると考えられる。 
  以上のことから統合教育として看護師と保健師の教育が行われる看護系大学において
は、担当教員自身がフィールドワークを重視し看護における地域看護の特性を認識し、
それを地域看護教育の中に位置づけていく力量を持つことが重要であると考える。 
  また、地域の実務者は大学等の研究教育者にフィールドを供し、共に実践し地域の実
際をふまえた学理の研究や教育に寄与することや更に研究の成果を現場にとり入れるな
ど自他の資質を共に高め充実させていく努力が必要と考える。  
  次節２）で要素項目の支持順位順に全数と、大・研、地・実コメントの特徴を加えて
考察をする。項目ごとに記された回答者のコメントは本章末尾に資料として補足する。 
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2) 特性要素項目別考察(支持順位) 
（１） 要素 b 問題を見つけるもの 
  要素 b 問題を見つけるものは調査全数 60 人 92.3％の支持であった。大・研は 21 人 
91.3％で 1 位、地・実は 39 人 92.9％で 3 位であった。 
① 大・研と地・実のコメントの特徴 
大･研のコメントの特徴は｢予防｣という機能が看護(広義の看護)の機能において、地域 
看護･公衆衛生看護が特質として有しているものである。地域社会の中で集団的であれ
個人･家族的であれ健康上の問題を見つけるという要素は｢予防｣という保健師活動の第
一義的なものとしている。 
地･実のコメントは地域看護実践上の働きからの支持コメントが多く、健康上の問題を 
見つけるという要素は、公衆衛生活動の特長であり、地域看護は公衆衛生活動の中に位
置づけられているものである。問題発見の視野、視点を個人と全体に置き双方から問題
を集約してゆくことである。 
対象者の生活の場で個々の生活と生活様態を把握することを基本として問題をとらえ 
るものである。地区を担当し地域で生活を営む人々の健康問題を対人的かかわりにおい
て把握し分析する。公衆衛生活動においても地域看護の専門的役割であり地域看護の業
務の展開方法である。把握した健康課題をその解決のために保健所、市町村等の行政で
施策化(地域保健・医療･福祉計画など)する重要な要素としている。 
② 要素 b 問題を見つけるもののまとめ 
要素 b 問題を見つけるものにつては、看護の中での特性要素として、大･研と地･実の 
地域看護実践上から妥当とする傾向の支持がある。要素 b 問題を見つけるものは、① 
地域看護の原形(出発点)としてとらえられ、この問題を見つける視点 ②公衆衛生活動 
の「予防」という目的に沿って多くの公衆衛生専門職種とともに機能する。 
公衆衛生看護の対象としては、①個人家族とその生活背景(日常習慣、風習) ②地域 
  で生活する人のライフサイクルとそのステージにおいて、また③人々の労働と労働の場、
学校教育とその場、それを含む管轄地域全体の健康問題をとらえるものである。 
但し、この要素 b も地･実務者のコメント記述のように現場業務の中で、地域活動を 
  する保健師が少なくなるなど活動量としての減少がみられるようになると公衆衛生活
動において保健師活動の役割期待は弱体化する。また、業務展開方法が変わる(事業又
は業務担当など地区担当制をとらず事務効率を求める業務形態）と問題を見つけるもの
という要素は弱まってゆくものと推考される。 
要素 b 問題を見つけるものという要素は保健師の活動形態では事例の家庭訪問をする、 
地区･地域の調査をする。健康診査、健診、健康相談で現地に出向く。地域の健康デー 
ターを所属する保健所･市町村で読む。地域や関係者からの聞き込みや情報を得る等、 
保健師は俗に言う鳥の目、虫の目により担当する地域において健康問題を把握して形成 
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してきた仕事の展開方法であると考える。 
 
（２）要素 f 反映するもの 
要素 f 反映するものは、調査全数では 59 人 90.8%の支持であった。これは要素 b の 
問題を見つけるものに次ぐ支持である。 
但し、大･研の支持は 18 人の 78.3%で６位、地･地実務の支持は 41 人 97.6%で 1 位と 
肯定に大きな違いがあった要素である。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
大･研者のコメントは、要素 b 問題の発見に同じく、問題の現状と要因を反映するも
のという要素は、広義の看護の機能において地域看護･公衆衛生看護が特質として有す
るものである。保健婦が行政機関に所属することから当然の特質である。また他の要素
の一連の部分として考える。更に個別の問題を個にとどめずに地域の問題として対応す
るという活動手法としての在り方からの支持であった。 
地･実のコメントは、住民一人ひとりの生活背景を把握している立場でそれを踏まえて 
健康問題を解決に向けて行く上で地域看護の重要かつ基本的要素である。 
地域の健康課題を解決するために関係機関や他者への共通理解を得る上で重要である。 
保健婦の大多数が行政(保健所･市町村)に所属している立場から地域の現状を把握し 
ている職種としてそれを反映させ、行政上の施策にのせていくことは当然の働きであり、
またそれを行いうる立場にもあるというもの。また、要素 f 反映するものは要素 b 
問題の発見、要素 c 能動するものと連動して機能するというものであった。 
そして実際に個々の健康問題を他専門職と共有して解決を計ったことや地域の保健･ 
福祉計画に地域でとらえている健康課題を反映させ公的施策として実施につなげてい
ることが沢山コメントされた。 
地域の人々の健康生活に日常的に関与している者として、またその解決策を意識する 
立場におかれているものとして大･研者よりも問題解決のための他者の共通理解、行政
という置かれた場からの実務的面からの反応が強く出ていたことが、要素 f 反映するも
のが地･実では支持割合が 1 位であったと考えられる。 
② 要素 f 反映するもののまとめ 
要素 f 反映するものは、大･研からは集団への関わりという視点で問題発見と併せて要 
素 f 反映すという要素は他の領域にはない。この問題を個々にとどめず地域の問題とし
て対応する。地･実からはこの要素を妥当とする強い支持を得た。この要素 f は「要素
b 問題の発見」と「要素 c 能動するもの」と一連の要素として問題解決に向けて機能す
る当然のものとしてとらえられている。そして行政という土壌で働く立場からは地域の
人々の健康問題を把握しその問題を行政施策にのせていく重要な役割機能を持ってい
る。またそれが出来る専門的技術を持つ者として、地域看護における第一義的要素とし
て位置づけている。 
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保健師が公衆衛生という活動の場で、また行政という場で働くことになった主な要因
は何か、を保健師の発生史の中から検証する必要がある。 
そしてまた今、市町村長が保健所が保健師という職種に何を期待して行政に置いてい 
るのかをも考える必要がある。 
 
（３）要素 d 活用するもの 
要素 d 活用するものは、調査全数では 58 人 89.2%の支持である。これは妥当性順位 
 で第 3 位の支持である。大･研の支持は 18 人 78.3%で 5 位、地・実の支持は 40 人、95.2％ 
で 2 位である。この要素も大･研と地・実とでは支持の順が大きく異なっている。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
大・研のコメントは、地域看護の概念を公衆衛生看護、産業看護、学校看護、施設看 
護を包含したとらえ方で他の領域(臨床看護)には無い要素であるというとらえ方、また
地域保健の基本的機能であるとするものや、対象者自身の意識を高めていくものという
とらえ方があり、更に個人のケア力、地域のケア力を創り出す創造するものであるとい
うコメントがあった。 
  地･実のコメントは、大･研と同じく問題解決に向けて個人の持つケア力、地域の持つ 
ケア力を引き出す、高めるものである。「活用する」という要素は保健師活動の基本で
あるという視点があった。 また、ケア資源の開発、地域組織づくり他専 
門職を必要に即して課題解決に生かす資源の開発まで考えるというものがあった。 
  更に保健師は、地域で行政の場においてコーデネーターとしての役割を持っている。
地区、地域を受け持ち地域保健を担当する保健師の重要な役割である。現場業務の 
中での具体的な例や、特に介護保険制度施行において｢活用｣により地域で自立生活を送
れるようになったという実際場面からの記述があった。 
② 要素 d 活用するもののまとめ  
  要素 d 活用するものは、特に保健師の基本的要素として高い支持を得た。活用すると 
いう要素は、基本的には対象者自身のケア力を引き出し高めることを中心とするが併せ 
て他者がそれぞれに持つ領域や専門能力が適切にケアに組み入れられることが課題解 
決に重要となる。 
  保健師が対象者を過剰にかかえこんでしまうことや、また安易に他者に託してしまう 
ことではなく、活用するという要素を保健師自身の専門力量に基ずく問題の見極めや判 
断力、他職種活用の時期やタイミングが重要となる。特に諸制度、他の専門職の機能、 
社会資源についての情報を持ち熟知して、対象者の問題解決に適切な結びつけを行う、
又これを行い得ている。このことはこれまで地域の住民生活に密着して地域の中で活動
してきた在り方であり他職種には無い保健師の働きかたである。 
更に活用できる資源を開発、創り出す(創造する)というコメントは、これまでの地区 
  組織活動や環境生活改善などの活動実績からも表記できるものと受け止められた。  
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また、この項目においても対象者自身･個を対象とすることと、地域･地区組織集団と 
いうマスを対象とする保健師の関り技法の捉え方であると考える。 
 
（４） 要素 c 能動するもの 
   要素 c 能動するものは、調査全数では 57 人 87.8%の支持である。これは妥当性順位 
で 4 位の支持である。 
   大･研の支持は 19 人 82.6%で 2 位、地･実務の支持は 38 人 90.5%で、大･研では支持 
順位が上位であった。 
① 大・研と地・実のコメントの特徴 
大・研では個人・集団に能動的に働きかける要素は他の領域にはない。把握した問
題に能動的に対処することは地域保健（師）活動の基本的機能であり、具体的行動で
住民とともに取り組むことで地域力が創られるというコメントであった。 
地・実では、要素 c の能動することは地域看護の中核となる要素である。現場に臨
んで直接自分の目、耳で確かめることは、地域看護の原点であること、その上で判断
し解決への手立てをする。対象者自身が自分の健康問題に直面し改善に向けて行動化
できるというケア力を引き出す、また現場に臨むことにより実態に即した問題の分析
と解決への働きかけが可能である。また、現場でとらえた情報を持つことにより他領
域への提言や協力要請や行政計画への反映ができる。しかし近年は以前と比べて保健
師が地域で家庭を訪問することや生活背景を現場で把握することは少なくなった。な
ど実務者の立場から現場実情をふまえてのコメントが得られた。 
② 要素 c 能動するもののまとめ 
要素 c 能動するものは、保健師活動の原点であり、中核となるものとして支持を得た。 
保健師は健康課題がある又は予測される現場（家庭・地域）に自らの意志と判断で臨
場するという動きをする。そういう臨場するということを基本において保健師活動を
する。そして個の問題を個で解決する力（セルフケア力）を醸成する。また、問題に
応じて、個を個にとどめず地域の中で集積し集団化（マス）してとらえ、その問題解
決に必要な生活意識の改善や地区組織の育成、行政施策づくり（地域力）をする。 
   保健師が自ら能動するという要素は、健康相談などの例では「相談に来ない」と相
談場所で相談者が来るのを待つということではなく、「家庭訪問」という方法でその家
庭に訪ねてゆく。また、対象者が自ら出向くことができるよう、行動を起こせるよう
に個人の考えや行動への意志を醸成しバックアップする。 
   要素 c 能動するという働きは、個人、家族、グループ等、地域活動の中で常に保健
師活動において機能している第一義的行為要素であると言える。 
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（５）要素 g 啓発するもの 
要素 g 啓発するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性
順位の 5 位である。 
大･研の支持は、19 人 82.6%5 位、地・実務の支持は 37 人 88.1%5 位であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
大･研では、個人と集団を視野に入れて啓蒙をするという要素は他領域にはない。 
問題を見出すことそれに対処することこそが基本的機能である。この要素は他の要 
素の一部分であり連動してゆくものであるというコメントであった。 
   地･実では、予防的視点で重要であり、問題解決に必要な作業である。個人の地域の
セルフケア力を引き出すまた高める上で自覚を促す、動機づけをする、認識させる、
ことは重要である。これらは健康教育や自主グループの育成、共同者への情報提供な
どにより行われていることがあげられた。                            
② 要素 g 啓発するもののまとめ 
啓発するものという要素は、1 つは保健師が行う対象者個人の、地域のセルフケア
力を高めるという問題解決の一方法として、とらえられている。また、他の要素特に
要素２問題の意見との一連の要素としてとらえている。問題を発見しその解決を他に
託すという在り方ではなく保健師が自ら対処することとしてとらえられている。これ
は保健師の機能特性 としてとらえられる。また、この要素は従来から保健師の活動
方法として採られてきた｢健康教育｣や「自主グループ育成」「地区組織活動（地域力を
高める）」という働きに通ずるものである。  
 
（６）要素 i 統合･総合するもの 
要素 i 統合･総合するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当 
  性順位の 5 位である。                                    
大･研支持は、19 人 82.6%で 2 位、地･実務の支持は 35 人 83.3%で 6 位であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
   大･研では、特定の地域、生活集団全体を対象として課題を統合･総合する働きは、
他の領域ではないこと。地域という枠の中で個をとらえ、また個から地域をとらえる
ことは不可欠であること。 
   地･実では、対象者や生活している地域を丸ごととらえるということが公衆衛生看 
護の最も大切なキィワードである。責任を持つ管轄区域を本拠地として地域全体、住
民全体の健康問題に関る特性がある。また、あらゆるライフステージにおいて、かつ
その特性に応じて保健から介護を含めて、目的を達成するためにアメーバー的(健康教
育、相談、家庭訪問、健康診査、健康調査、等の手法）に働く特性を持っている。 
   法(保助看法、地方自治法、地域保健法)に基づいて働く職種であり、地域を担当し、 
コーデネーターとして機能するものというコメントがある。地･実務者の中では、個と
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全体にかかわれる機能が、特に生活の場である現地に出向いて問題をとらえて総合化
してゆく特性を重要であるとしている。しかしながら、その機能が行政システム（タ
テ割りの業務）の上で果たしにくくなって来たことについても記述されている。 
② 要素 i 統合･総合するもののまとめ  
   要素 i 統合･総合するものについては、個人が生活をしている場を丸ごととらえて機
能することが公衆衛生看護の最も大切な特質である、という考え方が前提となる。 
機能のしかたは、個人(家族を含む)とマス(地域と小集団)に対して、㋑個人･家族に
自らの看護ケア技術を実施するほか、個と家族が他の機能を取り込んで問題解決に向
けるというもの。 
㋺個と全体の相互作用で生じるものの醸成。㋩地域全体が有する特性をとらえて個々 
に反映させることの視点がある。㋑は看護が対象の生活の場で実施するコーデネータ
ーの役割としての統合化であり、㋺と㋩は公衆衛生活動の中で培った疫学的方法や調
査、社会学における集団力学や地区組織活動による方法が作用のしかたに取り込まれ、
保健師の機能として形成されている。 
この個としての虫の目と地域全体をとらえる鳥の目と言われる視点は、生物統計学
でいう個を集積し大数としてみることによって予測発見される原理(大数の法則)を把
握することが公衆衛生活動の場で意味を持つものになる。 
対象としては、胎生期から終末期までの各ライフステージの人々すべてであること、
これは生活の場で展開する看護として当然のことである。 
手法としては、家庭訪問、健康相談、健康教育、健康診査、疫学的調査、地区組織
等の育成と、その健康課題によって適切な方法が用いられる。 
地域看護の範囲としては、臨床(基礎)看護技術をベースとして行われる在宅看護と
保健指導、及び平成 12 年の介護保険で表出して来た介護までを含むものである。 
更にこれらの地域看護活動の根拠となるものについては、法と所属する機関による
裏づけがある。法的根拠では、保健師助産師看護師法（保助看法）による教育と業務
の規定(第 2 条、7 条、29 条)、地域保健法による保健師の所属配置と担当事業(法第 2
条、同施行令第 5 条)、地方自治法(第 2 条)による地方自治体の責務としての事業の規
定があり、保健師の所属と活動をすすめる根拠になっている。 
保健師の 76.8%(平成 16 年、保健所 19.6%、市町 56.9%)が保健所と市町村の公的機
関に所属しており、その機関の行政を担当する看護の技術者として前述した対策把握、
活動範囲、活動方法により、所轄責任を与えられた地域と個人･家族に対する看護の働
きかけが行われる。 
以上のことから統合･総合するという要素 i は、個人と家族へのケアの統合と地域全
体へのケアの統合の２点でとらえられることになる。 
   言い換えて地域の個人･家族と地域全体の健康生活の管理（manegement）をし、調  
 整統合（cordinate）をする役割を有するものと言えよう。 
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（７）要素 e 繋ぐもの 
要素 e 繋ぐものは、調査全数では 53 人 81.5%の支持であった。これは妥当性順位
の７位である。 
   大･研の支持は、18 人 78.3%で５位、地･実務の支持は、35 人 83.3％であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
   大･研者では、繋ぐという要素は問題解決に基本的働きであること、繋ぐことは新た
なパワーを産み出すときに当然起こるプロセスであるが、いわゆるケースリーダー的
役割は看護での他の領域にはない。 
 地･実では、問題解決に当然必要な働きであり、看護の視点おいたサービスをコーデ 
ネートする（できる）立場がある。ケアにはいろいろな課題と内容があり、必要に即
して適切につなぐことができなければよいケアにならない。 
   地域にどのようなよい資源があっても本人のところに届かなければ無に等しく、繋
ぐ役割は重要である。地域の資源(施策、情報、制度、他の専門領域)を十分に把握し
適切に判断をし問題解決につないでいく。また資源を生かしていくために重要なこと
である。 
   また、介護制度下でケアマネージャーが繋ぐ役割を行なっているが、保健師はこれ
らのスーパーバイズをすることがあるというものであった。 
② 要素 e 繋ぐもののまとめ 
   繋ぐものという要素は、個人･家族のケアをする上でも、また地区活動をする上でも 
当然行われる要素としてとらえられる。個人･家族のケアについては、その課題解決の 
ために保健師以外の専門職や他の職種の参画が必要と考えられるものにたいして社会
資源と他領域を熟知しそれを結びつけてゆくこととなる。また、ケースワークをする、
地域にある立場でケースカンファレンスを持つことも、ケアチームを組織・運営する
ことも介護保険制度施行以前から地域において保健師が用いて来た特性要素である。 
   平成１２年度の介護保険制度施行から保健・医療と福祉職各々に 40 種以上の基礎
の様々な介護支援専門員が介護保険の対象者にケアプラン作成の過程でこの繋ぐとい
う要素を用いている。しかし保健師は地域にあり、公的機関に所属する立場からも介
護支援専門員業務のスーパーバイザーの役割を担うものと言えよう。 
 このことは前記の地・地実務の記述で「コーデーネーター」の役割や介護支援専門
員の「スーパーバイザー」の役割をしていると言うコメントも見られる。このことは
厚生労働省健康局長通知「地域における保健師の保健活動について」（平成 15）にも
示されているところである。（資料 2，１と 2，2） 
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（８）要素 a 隙間をうめるもの 
要素 a 隙間をうめるものの妥当性支持は、調査全数については 43 人 66.2%で妥当
性順位は 8 位であった。 
大･研の支持は、13 人 56.5%で 8 位、地･実の支持は 30 人 71.４％であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
大･研では、保健師は常に地域全体と関っているため、結果的に扱われていない隙間
を埋めることも生ずる。既存のサービスに結びつかない、解らないその人たちをサポ
ートすることは重要である。隙間を埋めつつ、それに対応できるサービスを創出して
いる。実際に埋める援助をしているからこそ地域のニーズが解るということであった。 
   地･実では、対象者をよりよい状態にしておくための一つのステップとして行う。 
   制度やシステムが出来るまでは隙間を埋めて来た。そしてその必要とされる制度や
システムを創つてきた。制度やシステムを対象者が解り、使えるまでは隙間を埋めて
きた。制度やシステムの整備は、進んできてはいるが十分必要を充たすには到ってい
ないと記している。 
② 要素 a 隙間を埋めるもののまとめ 
隙間を埋めるという要素は、要素項目支持割合の中では 50~60％台で非常に低い支
持であったが支持された理由は、保健師は常に全体(個人の、地域の)と関る働きをし
ている故にサービス制度やシステムが不備で及ばないもの、また利用に結びつかない
もの、執行がタテ割りでカバーされないものについては当然、地域看護の立場でカバ
ーをする必要がある。また対象者の必要性があっても整わない制度やシステムについ
ては、それを創出するものである。 
その創出することをこれまで実際に行って来たという記述があり、これまでの保健
師活動の実践経過を追うと現在まで多くの実績が認められる。 
   一方｢隙間を埋める｣という要素について妥当性が低いと答えたもので、その判断理
由をみると、特に平成 12 年度から開始された介護保険制度による介護の様々なサー
ビスや、システムが一般企業参入も加えて急増した。また多様な介護職種の誕生(ホー
ムヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士他)、並びに老人保健法に基づく訪問看護制
度の訪問看護制度とステーションの発足、更に介護保険の費用負担が利用者一割とい
う利用の容易さなどから、住民一般の制度利用が急増している現状がある。このこと
からこれまで地域保健・地域福祉のすべてを保健師が地域で背負って来た現実が軽減
されサービスが充足したという感覚があり、保健師の本来的要素ではないと考えられ
ていると推量される。要素の中で特に「繋ぐ」という役割期待が重視されて来ている
ことも関連する。 
 この制度下の現実としてケアマネージャーの力量、資格取得基準(別記)から、実際
業務で資質上の限度があり、保健師が介護支援専門員（ケアマネージャー）のスーパ
ーバイザーとして機能しているという記述もあった。これは保健師の機能特性要素と
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しておいた「統合化・総合化」の要素と合わせて、地域保健・福祉の現制度の変化に
於ける保健師の機能の展望を再考するべき時に至っていると思われる。これは保健所
や市町村に置かれている公的立場、また厚生労働省通知「地域における保健師の活動
指針について」（資料 2,１)に通ずる事であると考えられる。 
 
（9）要素 h 直接の看護ケアをするもの 
要素 h 直接の看護ケアをするものの妥当性支持は、調査全数では 38 人 58.5%、妥
当性順位では、最も妥当性の低い９位であった。 
大･研の支持は、12 人 52.2%で 9 位、地･実の支持は、26 人 61.9%であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
   大･研では直接の看護ケアは基本的要素である、個別訪問と個別アセスメント、直接
ケアの 3 つは保健師業務のコアと考えている。生命にかかわる状態であれば直接のケ
アを行うが継続的に行われる場合は提供者を調整する。 
地･実では対象者の問題解決の基盤、原点であり一つのステップである。直接のケア
(個人、家族、家庭の観察)は問題の背景を含めて把握し判断のために必須である。 
対象者の生活の場で行うもの、その人自身の生活に合ったケアの提供は、地域看護
の要素である。直接ケアの問題把握を行うことにより、必要な資源の判断力と活用す
る資源の充足ができる。直接ケアそのものを目的として行うのみでなく、それが患者
家族の教育として行われることが地域看護の特性となる。 
制度、サービス間のすき間が生じている時には直接のケアを行うものであり、これ
を他資源を結びつけて埋めたり充足させる仕組みづくりをする。 
② 要素 h 直接ケアを行うもののまとめ 
直接ケアを行うという要素は、妥当性があるとする割合(58.5%)が最も低い項目であ
った。妥当性があると判断される支持理由は、保健師が地域で担当地区の個人家族に
働きかける立場で、ケアサービスに隙間が生じ、必要なケアが充足されていない場合
及び生命維持に緊急性がある場合である。また問題の根拠、背景を把握する、対象者
のセルフケア力を高める意図で教育的に働きかける場合であり、直接ケア自体を目的
にするものではない。但し、この直接ケアが行えるという要素は地域看護のベースと
なる基本的要件で十分に訓練され保持されていることが必須であると記している。 
一方、妥当性が低い(41.5%)と判断された理由の主なものは、介護保険制度化により
在宅療養者の直接的な訪問サービスは、訪問看護師やホームヘルパーにより充足され
て来ており保健師でなくてもサービスの提供は可能になった。保健師は、これらの資
源が適切に利用されるために助言や調整をし制度に繋ぐ役割を持つものである。 
保健師が直接サービスを行うのであれば、ケアの必要な対象者の把握とサービスの
状況の把握、ケアの方法を教えるという役割の部分にある。ということで看護(広義の)
における一次的ケアの部分は各領域に役割分担(ホームヘルパーや介護職種が行う、臨
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床看護師が在宅看護として行う、助産師が新生児と母性に対して行う)されるというコ
メントがみられている。 
 要素 a の隙間を埋めるものが低い妥当性支持であったことと同じく、介護保険制度
下において、地域における看護の担い手が福祉の枠内も含めて、看護の範疇に入る職
種が拡大され作られてきたこと、それらが制度として利用し易くなったことがある。 
保健師は看護の技術者であることを基本前提として、医療施設内（臨床）で行う患
者の看護を一次的看護とし、保健師が対象者の生活の場を拠点として地域で行う直接
看護を二次的看護とする。この二次的看護は、ケアを必要とするケースの発見、問題
の把握、隙間となっているケアの充足、対象者自身がケア力を高めるための教育、地
区組織の育成、そしてこれらの調整や助言指導、問題の行政施策への反映やシステム
作りを行う。 
この二次的看護は対象者の生活(社会生活)の場で行はれ、地域保健活動、公衆衛生
活動に大きく組み合って、その対人サービスの主要な構成体と成るものである。 
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３）特性要素アンケート調査の総括 
 （１）仮説として表出した看護における地域看護の特性要素 a～i は、看護系大学で研究、 
 教育に携わる教育研究者(大・研)と地域で実務に携わる保健師(地・実)に対するアンケー
ト調査においてその妥当性が支持された。 
  特性要素９項目のうち、b 問題をみつける、f 反映する要素は 90％以上の支持があり、
d 活用する、c 能動する、g 啓発する、c 繋ぐ、i 総合・統合化する要素は 80％以上の支
持であった。 
  要素 b,f,d,c,g,e,i は保健師活動の特性として判断され、特に b 問題をみつけるは重要な 
特性要素とされた。これは公的立場で一定の地区を担当するという活動形態が基底とな
る。 一方、a 隙間をうめる、h 直接ケアをする要素は 59～68％の支持であった。 
 要素 a 隙間をうめると h 直接ケアは、保健師活動の重要な要素としながらも近年にお
ける地域福祉の施策化とそれに伴う関連職種（ケアマネージャー、ホームヘルパーなど）
が制度化がされたことがある。また看護における法制上の看護師と保健師の業務区分か
ら保健師というよりは他の職種で補われるものと判断されて妥当性支持は低かった。 
（２）保健師の所属、教育背景、実務歴の属性でみると看護系大学教育研究者で特に年
代の若い層では、問題に対して自己の実動を起すというよりは、それを客観化し考究す
る研究室的感覚があった。地域実務に携わる保健師は、問題に対してまづ模索的にでも
実動をするという現場感覚的要素の支持であった。 
 現在の地域看護の状況から、いずれも理解できることであるが、地域看護は実学であ
り研究室的傾向ではなく活動現場と先達の歴史をふまえた研究者としての在り方が大切
と思われる。また地域看護の現場活動は経験と現場対応に模索的に動くことではなく、
歴史と実践を基に学理を背景に持つ活動の在り方を創りあげていくことが必要と思われ
る。 
 そのためには地域看護の教育・研究者は、適切な実践フイルドを持つことが必要であ
り、また地域看護の実務者はフイールドにおいて大学、研究者等の理論構築に助力し、
学問の成果を実務に取り入れ、共に地域看護を体系づけその学理を創っていくという方
向性が急務と思われる。 
（３）アンケート調査で調査項目以外に自由記載された記述で、地域看護の特性要素案
出に関して重要と思われるコメントとしては、大・研では全体把握、自律性、公共性、
創造するという要素の付記があり、地・実では相談、仲介、調整、ケアマネジメント、
生活把握、介護支援、軋む音に気づく生活のカナリア、集団化、組織化、資源を産み出
す、住民の生活の場で活動できる優位性、更に要素 a～i が重なることで効果が生じる、
サービスの間隙を埋めるアメーバーであるなどのコメントがあった。 
これらは筆者の地域看護の特性要素として表出した a～i 要素とは多少表現の次元が 
 異なる特性機能と考えられた。しかし、地域全体に視点を置き問題を把握し、自律的か
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つ柔軟に自己の技術で対応し、不足しているものは創り上げていくという地域看護の在
り方を意味し、筆者が抽出した特性要素に通ずる回答者からのコメントであると捉えら
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 6 章 地域看護の特定要素と地域看護の構造 
６，１ 地域看護(保健師活動)を起動させる特性要素 
１）保健師活動の特性要素表出の必要性 
  保健師活動が公的に制度化されたのは昭和 16 年の保健婦規則によるが、活動の歴史
を遡ると大正 12 年の関東大震災時の地域活動に行きつくと考える。  
  それから現在まで保健師活動は 80 余年の歴史を持つに至った。この間保健師活動に
は幾度も揺らぎがあった。この揺らぎは各時代の国民の生活と健康課題、国策の方向、 
 保健医療科学の進展に依る。 
活動の変遷を概括すると、国民の生活が貧しく人々の健康が脅かされていた時代には
医療の素地を持った看護と福祉の仕事をする、国が戦時体制を取った時には健民健兵政
策の下で青年と母子の体位向上を担う行政(保健所)の保健師として。戦後の病弊した社
会では公衆衛生行政の中で結核、伝染病、母子対策と地域福祉に先鞭をつける者として
対人サービスを実質的に担った。 
 国民皆保険の達成から老人保健法の時代では疾病の予防と健康保持、住民の健康管理 
体制形成の実践役割(総合健診)と地域医療への助走。そして地域保健法、介護保険法の
時代には、前者に加えて地域医療と地域福祉の土壌を実質的に創る者として地域活動を
した。これらのいずれの時代でも保健師は地域住民の健康生活ニーズの把握者、発信者
であり、また国や社会の要請に応じそれを充当する存在であった。 
 筆者は国民皆保険制度化(昭和 34～36 年)が必須になる昭和 32 年から県保健所で保健
師の業務に携わった。昭和 30 年代に、初めて参加した日本公衆衛生学会で｢公衆衛生は 
黄昏である」というシンポジュームを聞き、非常に驚いた記憶がある。 
 「敗戦後すべてが破壊されて保健所がすべて自前でやっていた時代から復興が進んで 
保健所が直接手を出さなくてもよくなってきた状態をとらえ、保健所はオーガナイザー 
的、コーデネーター的に機能することが必要となったことの警告｣(日本公衆衛生学会総
会 60 回記念座談会、平成 15 年) ¹⁾ ということであったが、公衆衛生看護活動駆け出
しの自分にはかなりの驚きであった。 
 保健所の現場は結核の住民検診、管理体制づくり、チフス赤痢等の集団発生、高い乳
児死亡率（S35、出生千対 30.7）、地域社会の因習と妊産婦の過労などがあり、生活の悪
循環連鎖をどう断ち切るか。現場活動者自身の手でできることをする、不備ながら在る 
医療や福祉の制度を使う、不足な制度や事業を作る、また不足している他の技術者(臨床
検査技師や X 線技師)や事務職の不足もカバーするなど保健所の中でまた担当地区で「徹
底した現場主義と、自己裁量権（中村安秀）」²⁾をもって動き｢公衆衛生の黄昏論や保健
師活動の揺らぎ｣などを感知する状況は無かった。 
 保健所で保健師は、同一の資格、技術を持つ 5～6 人の数の多い集団で同職種で課や
係でコアを作る、コアリーダーは保健師という勤務形態を取っていた。 
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 市町村でもほぼ複数設置(昭和 52 年当時まで国保保健師充足対策補助金制度あり)但
し事務者が上司である場合が多い。しかし業務の内容や進め方は、保健所と市町村保健
師が協議をして地域保健計画を作り、事業の重点や優先事業を定め、家庭訪問や健康相
談他ほとんどの活動実践は保健師コア集団の判断に任せられていた。  
 しかし、時代変遷過程において、地方自治体事務事業の拡大や組織の見直し、人員削
減、関連機関の統合や再編成等、行財政の合理化過程で、保健師のコア集団は常に揺ら
ぐ存在であった。特に近年の地域福祉の興りの中で他技術職や事務職との統合、事務分
担やライフステージ又は疾病や対策事業係への配置などが行なわれた。 
 保健師は地区を担当して地域全体を把握する、また対象を対策別に分割せず総体で見
ることなどが困難な状態になり、本来取って来た活動の在り方が大きく揺らぐ状況に至
った。 
米沢洋美氏は保健師の数とその分布について｢政令市特別区では保健師 1 人当たり人
口 12,500 人～5,291 人の幅(全国平均約 9,009 人)があり、精神保健、福祉分野、児童虐
待、健康増進分野で業務が増大し、対象に対する十分な活動は困難。また地域包括支援
センターで行政保健師の役割を担うことは現状の配置では困難｣と保健師の数と業務量、
配置分野の問題を指摘している。³⁾  また、本論文第 4 節３でも保健師活動の再編や介
護の実態を記した。 
一方保健師の在り方について、前出の中村安秀氏は保健師活動を徹底した現場主義 
と自己裁量権を持つものとして｢現場で個々の事例に対してマニュアルやガイドライン
に依らず何をするのか、どのように実施するのか自分の裁量でベストの選択をすること
ができる職能｣と評している。 
 しかしなぜ 80 余年の歴史を持ちながら時代や社会状況の中で揺らぎを持つ存在にな
るのであろうか。 
 昭和 58 年(第 42 回日本公衆衛生学会、市川禮子他；「地域における老人臥床者に関す
る一考察」、公衆衛生看護分科会発表)当時には、日本公衆衛生学会に一つの専門領域と
して公衆衛生看護分科会があり、公衆衛生看護自体の理論化や公衆衛生看護行政や管理、
教育などを論じる場があった。しかし一方で、公衆栄養という分科会等が設けられたの
にもかかわらず現在公衆衛生看護はその総論部分を論ずる場が無くなり、実践活動部分
だけを疾患やライフステージやまた事業別対象の分科会に分散されるようになった。 
地域活動の現場では地域保健活動（保健師が企画実践の中心ではあるが保健師のみで
はない）を保健師活動とイコールさせる概念の曖昧なとらえ方がある。そのため広く多
くの専門家が集う公衆衛生、地域保健活動においては、地域看護自体の理論構築や教育、
行政課題を論じる場が失われ，基幹となる総論部分は保健行政や地域医療などの分科会
に属させる他はなくなっているのではないかと考えられる。 
 しかし近年ようやく地域看護学会の発足をみ、また公衆衛生看護そのものを論ずる研
究会が立ちあげられるようになって来た。時代の中でただ便利な存在として在るだけで
は保健師活動の体系化は成り立たない。ゆらぎの中に重心を持つこと、保健師自身がそ
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の一歩を進めることであり、公衆衛生看護、地域看護のコア理論を自らの手で作りあげ
てゆくことが必至である。 
 筆者の今般の研究は、継続されて来た活動の中からその活動が消え去ることなく存続
して来たものを最も単純な形の要素としてとらえ、検証をし、地域看護構造化への一助
とすることであり、保健師活動実務者として長い年月を経て来た筆者が取組み得ること
であると考えたことによる。 
 筆者は平成 15 年、公衆衛生情報みやぎ No317 に保健師活動体系化への一手段として、
これまでの保健師活動を振り返りその理論進展について時代区分を試みた。それは表 6
―1 の区分である。地域看護は活動史の 4 分の 3 の長い年月を、その存在価値を内包し
ながらそのコア理論を表出せず水面下に置いてしまっている。それは長期に亘って看護
教育は学校教育法第 1 条によらない各種学校教育であり、研究や理論化の基礎を持たな
い実務、実践が主体であったことが大きいと考える。 
 時代区分の前期は日本の近代化や不況、大震災の中で相互扶助としての社会事業の一
つとして保健婦事業が芽生えた模索の時代である。 
 第Ⅰ期は保健婦事業に一定の期待が課せられ、体制の中で保健婦事業が醸成され、国
策に順応した時代である。 
第Ⅱ期においては看護の基礎教育が高校卒とされ、それに専門教育を積み上げるとい
う教育体系が整えられた。しかし実務本位の中で｢何故、どうして、どのように｣と自ら
に問いかけることをしながらも日常業務に追われ、それに埋没し地域看護の理論構築や
研究をする部分が極めて弱体であった。 
  第Ⅲ期、平成の時代に入り急速な看護の大学教育化と地域福祉（これまで保健師活動
が包含）が興った。その時流において、保健師自らがその本質を明らかにすることが必
至な時期と考えられた。 
  地域看護がその本質を明らかにし得ないままに、外的要請に順応しているこれまでの 
在り方では、今後の存続発展は極めて危ぶまれるものになる。 
  
    表 ６－１ 保健師活動理論体系化の時代区分  
    年  代 時代区分  時代背景 
前 期 大正 12 年～昭和 15 年 口伝継承期 目的的実践活動 
Ⅰ 期 昭和 16 年～昭和 22 年 理論内包期 保健婦規則 
戦時体制 
Ⅱ 期 昭和 23 年～平成元年 理論萌芽期 法整備(保健・医療) 
保健婦助産婦看護婦法 
Ⅲ 期 平成 2 年～ 理論表出期 看護の大学教育化 
地域福祉の制度化 
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２）保健師が大切にして来たことと特性要素 
 
 平野かよ子氏(国立保健医療科学院公衆衛生看護部長)は、｢保健師が大切にして来たこ
と｣を踏まえて｢保健師が失ってはならない視点は何か｣と題した講演(H18，9，9 第 6 回 
日本公衆衛生看護研究大会）を行なった。その講演で、保健医療福祉の大きな変革の流
れの中で｢地域全体を視野に入れ、個別ケアから地域の人々と協同し地域全体の活動へ展
開させていくという活動方法を維持発展させること。年齢や健康レベルで区分される“保
険化”の方向と、今後増加が予想される民間の保健師も含め地域の新たな公共の担い手
を育てる役割を担うことを期待する｣⁴⁾と述べ次の「保健師活動の独自性」と「保健師が
手放してはならない 10 ヶ条」を呈示した。 
 
表６―２ 保健(師)活動の独自性      平野かよ子(第 6 回日本公衆衛生看護研究会 
講演資料平成 18 年 9 月 9 日) 
 
 平野氏による独自性   市川による要素と解釈 
①全ての人々、地域全体を視野に入れる 
②地域に根を張る（現地主義） 
③アウトリーチ 
 
 
 
④人々の持つ力に着目し力を引き出す 
⑤人々につながりをつける 
⑥協働を引き出す 
⑦個から地域・全体(逆)への連動 
 
⑧双方向、対等の尊重 
⑨共生、非競争的 
⑩公共性を高め、人権を守る 
⑪日常的な生活 
 
⑫“つながり”と“まとまりのある”全体 
  にする 
(分断された部分だけにかかわるのではない) 
⑬“語り合い”“共有する場”をつくる 
 
a,b,c,i      地区担当の視点と責任  
a,b,c,d,e,f,g,h,i すべてに通じる 
a,b,c,d,e,f,g,h,i 援助を求めている人の 
       ところに出向く 
      一般社会に教育・普及 
     啓発等の働きかけを行なう 
d,g 
e 
e,g 
e,f      bottom up,top down の問題の提起 
        施策の普及と浸透 
e 
e 
a,h      公的役割 
a,b,c,h,i    健やかな生活の保持を確保 
       生きがい、安心、安全、安定 
i 
 
 
e 
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表６―３ 保健師が手放してはならない 10 カ条  (平野かよ子、第 6 回日本公衆衛生 
看護研究会講演資料) 
 平野氏による 10 カ条    市川による要素解釈 
①地域に出向き住民の生活を知る 
②住民や関係者と日常的に繋がり課題をつかむ 
③住民・関係者・当事者による協議の場を 
 つくる 
④個別的な問題を集団の課題、地域の課題 
 へ発展させる 
⑤人々がお互いに気づかい配慮し、誰もが 
 健康である地域を目指す 
⑥間接的に地域全体を捉える手段、チャンス 
 を確保する 
⑦地域に必要な資源を住民・関係者と創る 
⑧住民・関係者の参加、主体的な活動を支援 
 する 
⑨住民・関係者に対して最適な対応(支援)が 
 できるように、他の支援者と共に向上しようと
する 
⑩支援・活動を通じて得た情報を基に保健 
 活動を評価し、地域に必要なことを提言する 
 a,b,c 
 b,c,e 
 
     e,g 
 
      a,f,g,h 
 
      c,e,i 
 
      b, d,i 
 
      d,e,i 
     c,e,f,g 
 
     a,b,c,d,,e,f,g,h,i 
 
 
     b,c,d,e,f,g,i 
 
 この 10 カ条は当研究会での事例検討や日本公衆衛生学会(自由集会)などで全国の保
健師たちの実践例から分析抽出した視点であるとつけ加えられた。 
 表 6-2 及び表 6-3 には平野が提示した項目をあげ、それぞれの項目に対応して筆者が
設定した特性要素項目を対応させた。 
 
 平野による保健師活動の独自性と手放してはならないとする 10 カ条は、筆者の特性
要素表出項目や表現方法とは異なる分類であり、単純に重ねることは難しいところであ
るが筆者が本論文で表出を試みた特定要素とほとんどの部分で重ねられる。 
 特に活動の独自性の部分ではe必要な機能を繋ぐ,iサービスを統合・総合化すること。 
 手放してはならない 10 カ条では、e 必要な機能を繋ぐと c 健康問題に能動する b 健康
を損なう問題を見つける、続いて f 問題の現状と要因を反映する、g 個人また人々のセ
ルフケア力を啓発する、i サービスを統合・総合化する、という要素と重ねられる。 
 そして a サービスの隙間を埋める、h 直接の看護ケアをする、の要素は、平野の項目
を広く又は深く読み取ることにより見える要素であった。 
 平野の項目⑩支援・活動を通じて得た｢情報｣を基に保健活動を評価し地域に必要なこ
 185 
とを提言することの｢情報｣は、筆者が案出した特性要素 a,b,c,h,i の要素により活動のた
めのデーターが収集され、その情報が対象者の健康生活上の問題解決行動 d,e,f,g,i 
と、重ねて a,h,i の要素をもった保健師活動へ発展する。そして地域看護を構造化しそ
れを支えるものになっていると考える。  
また平野は⁵⁾保健師は常に時代の変化に柔軟に対応して活動して来た。これは裏返せ
ば時代が変わっても貫くものを持ち得たかが問われる。保健師は公的機関に所属してい
た故に自己の領域を主張し勝ち取って来た歴史は少ない。しかし手立てが明らかでない
健康問題に取り組みそれを保健活動にして来た。住民の日常の健康を守る裏方として近
代科学には馴染みにくい「経験知」により、「保健師道」ともいうべき世界を持って働い
て来た。これからは職能としての自立が課題となる。「保健師である私は何をしたいのか」
を主張することにエネルギーを割く必要がある、と述べ「保健師が手放してはならない
10 カ条」、「保健（師）活動の独自性」を提示している。 
筆者は表６－２と表６－３により平野の言う独自性と手放してはならない 10 カ条に
ついて、特性要素と対応させ解釈を試みた。その理由は保健師活動の独自性を構造的に
支えるものは何かを明らかにし客観性を得ることを目的とした。結果として平野の言う
独自性と手放してはならない 10 カ条は、保健師が「私は何をしたいのか」、言いかえて
「何をする必要があるか」ということであり、特性要素は「保健師活動の独自性」と「手
放してはならない 10 カ条」の各テーマにおいて、その項目の目的と働きかけの方法を
起動させるものとして特性要素は一致した。従って、筆者の案出した特性要素は保健師
活動の「経験知」と「保健師道」を構造的に理論化するものと考える。 
更に保健師が公的機関に所属し自己の領域を主張し得ないまま時代の変化に柔軟に対
応して来たことについては、昭和 16 年の規則制定から保健師活動が消えることなく 67
年の歴史を持って存在して来ていることに着目したい。 
  それは憲法 13 条、25 条の目的を地域という住民の生活に最も近い立場を活動拠点と
して、公が責任とするセーフティネットの役割を担える方法を持ち、公が失うことので
きない機能を保健師の地区活動として保持して来たことによると考える。 
そしてこの特性要素は、保健師活動開始以来受け継いで来た次節３）の活動の場と方
法が基盤になり生成し、地域看護を構造化していると考えられる。 
 
３）地域看護形成の基盤となるもの 
  保健師活動開始以来、その活動の基本として受け継ぎ、育んで来たものは次の活動
の在り方であると考える。 
（１）保健師固有の活動形態を持つ 
① 一定の地区を担当し、個(個人・家族)と地域全体の健康問題(情報)を把握する。そ
して地域内に居住するすべての人々に対して幅広い目的で健康を守る責任を負う、
この立場で地区活動を展開する。(平山朝子,わが国の保健師活動の特徴）註１) 
この一定の地区を担当するという保健師の地区活動は人間の健康成立と生活形成 
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の概念（図 6-１）、ケアの方法の理念及び行政の公的責任の上で、次項の意義に
繋がる。 
  ② 健康問題を個人・家族を中心に、集団、地域の視点とその関連性で捉える関わり
方をする。⁵⁾ (飛田渉、健康概念形成モデル、東北大学全学教育｢体と健康｣講義
資料平成 18 年) 
  ③ 対象を年齢・疾病、事業、制度等の縦割りや横割りで区分しない視点をとる。 
  ④ 対象の生活の場で健康問題を発生（点)、継続(線)、関係性(面)でとらえて関わる。 
  ⑤ 担当地区活動において住民の健康生活課題に対するセーフティネットの役割を持
つ。 
 （２）地区活動の方法 
  ① 地域に根を張り健康問題解決資源(情報・手段)を保持し適用する。また不備なも
のは創出又は公に反映させる。 
  ② 行動は現場に臨んで問題を把握、解決をする現場主義をとる。 
  ③ 予測又は把握した健康問題については、要請の有無に関わらず家庭訪問指導や 
    出前の健康相談、健康教育、地区調査などの能動的方法により対応する。 
 （３）地区活動の判断・行為 
  ① 現場における個々の事例でマニュアルやガイドラインで対応できない部分では 
   保健師自身の裁量でベストの選択をする自己裁量権を持つ。²⁾ （中村安彦、こ
れからの保健師 2006) 
  ② 地区活動の計画・実践は前出の地区担当の視点において問題提起、計画策定、 
    実践、評価を自ら実践すると共に関係者、関係機関との協働により実施する。⁶⁾ 
   (厚労省健康局長通知、地域における保健師の保健活動について、平成 15 年 10 月) 
 （４）活動技術は看護(医療、臨床看護)、公衆衛生(疫学、行政、統計、社会学、教育学 
    他)、福祉(社会福祉)を母体にし、地域看護自体のケア方法（地域福祉は包含）を
形成し活動を実践するもの。 
 
    以上に記した保健師活動を歴史の中で形成し、それを起動させて来たものが、本
論文で表出を試みた地域看護の特性要素(a～i)であると考える。  
 
   註１) 平山朝子 昭和 12 年(保健所法)以来の公衆衛生活動発展過程で、日本の全地域が保健所網
という形で管轄が決められ、保健所の対人保健サービス活動における保健師活動の展開方式
として一般化した。このネットは全国に張られている。  
        公衆衛生看護学 日本看護協会出版会、1987 わが国の保健師活動の特徴 P31-32、
地区診断の視点 P71-76、 
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図６-１ 健康概念形成モデル
地域の健康
集団の健康
個人の健康
飛田 渉、東北大学全学教育「体と健康」講義資料 H18 
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６，２ 特定要素を内蔵した地域看護ハウスモデル  
 
 １）保健師活動の特性要素から見た地域看護の構造 
  特定要素は活動対象に対する働きかけや活動方法の選択において次のような作用
をし地域看護を構造化させている。 
  
  保健師活動の対象 
  地域で生活を営む個人・家族と地域全体の住民であり、発達過程の受胎前期から死
亡までのライフステージの人々、及び健康な状態から境界域、有病者までのすべての
レベルの人々の健康課題を対象とする。 
 
  地域看護活動過程における特性要素の作用 
 保健師の地域看護活動過程には個とマスに対する二つの看護過程がある。要素の作
用は個とマスの看護過程(以下過程)において作用し、対象の健康課題とその目的によ
って、作用する要素項目、作用の強弱、項目の連動が異なって表出する。 
  要素b(健康を損なう問題を見つける)は個とマスいずれの過程においても重要な位
置を占め、問題の発見、解明、その原因を把握する作用において保健師活動の起点と
なる。 
  個の過程では要素b(健康を損なう問題を見つける)の問題発見に端を発し、要素a（サ
ービスの隙間を埋める）要素h(直接の看護ケアをする)の生命の緊張度の高い健康レベ
ルで必然的に作用している。これは施策、制度の不備や縦割りサービスから漏れたも
のなどの個別的状況において強く作用する。また個別的支援の必要なものやその健康
課題においてケアの充足を計りセルフケア力を引き出す、保持、高めるなどの目的に
おいて要素b,要素c(健康問題に能動する) 要素d(資源を活用する) 要素e(必要な機
能を繋ぐ) 要素g(個人又は人々のセルフケア力を啓発する)が連動しケアの充足が計
られ、サービスの評価要素i（サービスを統合・総合化する）が機能する。 
  ケアの方法は家庭訪問指導、健康相談を中心に、他者の活用、連携、調整等課題解
決へのフォローa,h がなされる。個の過程では臨床基礎(看護)的手法がケア技術の母体
となる。 
マスの看護過程では、地域全体を見る視点で健康問題の把握、解明や課題に対応した
要素が作用する。要素bは保健師活動の特徴であり、マスの過程では特に重要である。
問題発見は個の問題の累積として気づくことや、日常活動の情報、現地踏査など多岐
にわたる要素cの行動から得られる。この要素bとcに連動して要素d,e,f(問題の現状と
要因を反映する) 要素g,が動員される。 
  これらは、それぞれの健康問題や解決方法に応じて連動し、地域資源の活用や育成、
システム化、意識啓発、行政への反映、施策制度化へという動きを醸成させる。そし
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て地域全体への視点でケアの充足状態を総合的に評価するものになる。 
  但し要素 a と h はマスの過程で直接的には作用しないが a と h を機能させる必要性
の判断と網の目から漏れているものを意識化し、対応を促すものとして要素 i に作用
する。ケアの方法は現地調査、資料収集、組織育成、健康教育、関係機関との連携や
調整、行政計画への反映などの活動方法がとられる。 
  マスの過程では、個とマスの相互作用を含め地域全体の健康状態を把握、査定し、
地域保健計画策定、健康課題への対応がとられる。 
  このマスの過程では、公衆衛生的手法(地域福祉を含む)とその能力がケア技術の母
体となっている。 
  以上のように保健師活動の特性要素は、個とマスの看護過程それぞれにおいて、ま
た 地域看護の方法手段を起動させることにおいて地域看護を構造化するものとなっ
ている。(図 6-２) 
 
 2) 地域看護のハウスモデル 
  地域看護は特性要素を内蔵し、その成立基盤、活動目的、方法を体系化し、機能す
る全体像として構造化される。 
  この地域看護は地域の保健師によって実施される。保健師は保健所又は市町村の公
的機関に所属し、住民の健康を守る責任を負う。 
活動の特徴は、一定の地区を担当し住民の健康を守るための地区活動をする。地域
看護の構造は、地域で生活を営む人々すべての健康レベルと健康課題に関わることを
目的(柱)とする。 
地区活動では、活動の対象を個とマスに視点をおきそれぞれに働きかけの方法・手
段を選択する。 
この問題把握と働きかけの方法・手段の選択には、地域看護の特性要素が作用する。 
保健師の地区活動は、臨床基礎看護技法と公衆衛生・福祉的技法を母体として培わ
れ、形成した独自の地域・公衆衛生看護の方法によって展開される。 
この体系と機能を持って、住民の生活の場で実施する地域看護がハウスモデルとし
て構築される。(図 6-３) 
地域看護は以上の理論から構造化され、広義の看護概念において、単なる臨床看護
の継続や訪問看護とは異なる専門分野を有する看護として形成されたものであり、か
つ公衆衛生における対人サービス活動の要(楔)⁷⁾となるものである。 
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図６-２ 保健師活動の特性要素からみた地域看護の構造 
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 図６-３ 地域看護の構造ー地域看護ハウスモデルー 
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 第 7 章 終 章 
   ７，１ 地域看護の在り方について 
  本研究は、保健師活動が地域看護教育と現場活動において大きな揺らぎを持ち、困惑
している環境にあることが研究の動機となった。 
  論文の構成を イ、地域看護の概念(第 2 章定義・教育・歴史・法制・活動方法・現状
の課題) ロ、地域看護の特質を形成しているものの探索(第 3 章地域看護の特性要素の
表出、第 4 章自己の地域活動実践事例における検証、第 5 章他の研究者と実務者からの
要素妥当性の確認) ハ、地域看護活動を形成するものとその構造化(第 6 章)の３つの部
分に大別して研究を進めて来た。 
  本章では最近の地域看護の課題例をあげて、本研究で確認した地域看護の本来性から
の考察と今後に向けての提言を述べる。 
 
  １）最近の課題事例  
 （１）その１ 組織横断的な話し合いの場を 
南條景子、公衆衛生情報みやぎ編集委員室 No364 号
(財)宮城県公衆衛生協会 平成 19 年 
  論旨 
  厚生労働省から近日、｢市町村保健活動の再構築に関する検討会｣報告案が出される。 
  その案の中で市町村に限らず昔から地域保健活動の基本として大切にされて来た二つ
の事が改めて確認された。 
  一つは我が町あるいは地域全体を視野におき、保健ニーズや課題を総合的に把握する
こと。もう一つは住民の生活の場に入り込み個別支援を通じて地域のニーズや課題を把
握すること。 
  昔は、市町村と保健所の技術職が一緒になって支援事例のカンファレンス、人口動態
統計や健康診断結果の分析を行い、課題を保健関係者で共有、解決に向けて必要な事業
を起したり、ネットワークづくりをするなど住民一人ひとりに焦点をあて、地域全体を 
 見回していた。その視点やスキルは日々の活動の中で先輩からたたき込まれたものだが
現在の分散配置の中では余程意識し、工夫しないと伝えることはできないのではないか。 
  住民ニーズや健康課題が多様化、複雑化する中で、ライフステージ毎の分担に加え、
個別支援を中心に活動する者、地域づくりを中心にする者等役割が細分化され、地域の
全体像を捉えることは難しい。 
  各領域の技術職が（それぞれの）保健サービス提供に終始することなく、担当領域の 
実態や課題を出し合い、話し合う中でしか地域の保健課題の全体像を明確にすることは
できない。専門技術のスキルアップも難しい。組織横断的な活動ができる体制を整えて
ほしい。地域の全体像が見えることにより担当業務の位置づけや役割りが明確になり、 
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技術職一人ひとりが主体的に活動を展開できるようになる¹⁾、 というものであった。 
 
 （２）その２ 高齢者福祉制度にすき間｢老老介護｣で相次ぐ共倒れ 
                   朝日新聞、平成 13 年 5 月 29 日（図 7－１） 
  要旨 
  「連携不十分」大阪府の公団住宅で平成 13 年２月に痴呆の妻(74 歳)を介護していた
夫(79 歳)が病死した。夫死亡の 2～3 日後に妻が栄養失調で衰弱死した。夫婦は介護保
険料は支払っていた。しかし介護サービスの申請はしていなかった。市議会で老夫婦の
死についてただされ、市民生部長は「介護サービスは用意するが（御用聞きのように）
サービスを持って訪問する制度ではない、あくまで申請主義である」と答弁した。同紙
は介護保険以外に夫婦を救う安全網はなかったのかとして、保健所の保健師が 11 月に
夫を結核治療再発防止のことで電話で話していること、但し地域保健法の改正で保健所
は感染症対策や難病者支援など専門的役割に絞られ、夫婦の生活状態を尋ねるためでは
なかった。 
もう一つの事例｢信号届かず｣でケアマネージャーの連絡会をつくり｢地域支え合い連
絡会｣をつくっているがケアマネージャーも保険請求事務などに忙殺され、必要のある人
を探し出す余裕はない。 
  申請主義の介護保険の導入で自治体に集まる高齢者の情報が減っている。以前の措置
制度のもとでは介護を受ける高齢者の状況をつかむ権限と責任は自治体が持っていた。 
  自治体は｢介護は介護保険にまかせておけば良い｣という姿勢を廃し民生委員、保健師、
地域ボランティア、在宅支援センターなどがケアマネージャーの活動を補う多元的なシ
ステムを作ることを求められている、と結んでいる。²⁾ 
 
 ２）課題事例の考察 
  （１）事例その１について 
 ・自治体組織の所属配置において、保健師活動は従来の地区活動体制の在り方から近年
大きく変わり、ライフステージや課題別の縦割り部門に細分化された。 
・ 保健行政において、新型感染症や地域福祉の興りなど保健テーマの複雑多様化に応
えるべく、組織の統廃合や包括再編が行なわれたが、結果として保健師は人員削減
やその補充、また問題事業部署への配置となった。(合理化の再編成) 
・ 自治体が本来の公的責任において、住民サービスを行なう上では、保健師の地区活
動が有用であるがそのことが認識されない。 
・ 地域看護の機能が効果的に適用されるよう、再編体制の中で主張がなされていない。
(行政組織上のポストの問題もある。) 
・ これまで、地域看護の理論構築や体系化が未成熟であり、保健師活動は時代の要請 
や体制の中で常に揺れる存在の在り方を辿って来た。（本論文第 2 章、4 節）            
（２）事例その２について  
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・ 保健師は電話で患者本人に病状を聞き家庭(現場)に足を運んでいない。 
→ 患者との接触方法で家庭訪問という能動的方法が取られていないために、患者の 
生活状況(夫が痴呆の妻の介護をしている)が把握されない。 
・ 患者の結核治療のことだけを聞く、縦割り行動をしている。 
→ 患者の生活状況が把握されない。家族の状況が把握されない。ひいては結核の
治療も進展しない。 
 ・ 患者個人と共に家族とその環境を把握する、という保健師活動の基本的働きが欠落
している。 
   → 保健師が地域で看護をするという保健師の地区活動が無く、単に電話による事 
務調査に止まり、本人が結核の治療を受けながら痴呆の妻の介護をし、公団住宅 
で暮らすという家族の実態が把握されない。故に保健師としての問題把握の上 
に立った地域看護活動が始められない。老夫婦は、共倒れの形で死亡してしまっ 
たが、保健師の地区活動が本来の方法で実施されていれば、この夫婦に対する救 
済の手立ては有った。 
介護保険制度は「サービスを持って出前をする制度ではない」と行政の責任者 
    が答弁し、新聞記事では、保健師は保健所の結核対策という専門的役割で、患者 
    の生活状態を把握する役割ではなかった、連携不十分、信号届かず、地域支え合
い連絡会の限界、として自治体が更に多元的なシステムを作ることを提案してい
る。 
     しかし、この事例では保健師の職能が自治体組織と地域社会の人々において、
また基本的には保健師自身において全く認識されずに「死亡という結果」に及び、
更に支援システムや分担役割を作るという提言がなされる、慙愧に堪えない結果
に至っている。 
     この事例を介して言えば、保健師が対象患者の家庭に訪問という形で能動し（c） 
    家庭の問題を見つけ（b）、判断し(i)介護保険を使うように啓発(g)又は活用を勧め
(d)制度に繋いでいく(e)、そしてこの実態を行政に伝える（f）。そのケア体制が整
うまで保健師が直接の相談やケアをする(a,h)、というように保健師活動の特性要
素を機能させておれば、この夫婦の生活の崩壊を防ぐことができこの老夫婦の生
命は救われた。 
     そしてまた憲法 25 条に謳う国の最前線である地方自治体の責任をも果たし得
たと考える。 
 
 
３) 地域看護の在り方について 
 80 余年の歴史を持つ保健師活動が、時代の中で幾度も揺らぎ、それでも今日まで 
持続されて来た。｢持続されて来た｣そのことに何らかの意義があると考えられた。
しかしその在り方にについて保健師は自己自身に、又他者に確として伝え得る言 
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葉や方法論を欠いていた。今回の研究はその一助を為すために多くの地域看護実践 
の中から、その｢言葉と方法｣を最も端的、簡明な形で要素として捉え、その地域看 
護の｢言葉と方法｣を考察し構造化を図った。 
 その結果、地域看護にはそれを成立させる要素となるものがあり、かつ活動にお 
いて個とマスを捉える方法論がある。それが保健師活動を成り立たせ、地域で人々 
が健康に生きるための支援者役割を与えて来ている。 
 保健師は地域に根を張り、その地区活動によって公施策の浸透、地域健康問題 
の反映、自らのケア技術の実施、間隙の補完など、人々の健康生活成立の必要に応 
じて柔軟に機能するものとなる。 
 地域看護実務において、また地域看護の研究・教育において、本研究における 
地域看護の構造（ハウスモデル）並びに地域看護の特性要素による方法論が用いら 
れ、現在の保健師活動の揺らぎを鎮める錘の一つになることを希望するものである。 
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 図７-１ 朝日新聞 平成13年5月29日の記事 
 198 
 199 
 
 200  
  201 
 
 資 料 
２，１ 厚生省保健医療局長通知、地域における保健婦及び保健士の活動について（要約） 
    平成 10，４，10       
２，２ 厚生労働省健康局長通知、地域における保健師の保健活動について（要約）  
    平成 15，10，10      
４，１ 特定地域保健活動 市川禮子、松島湾沿岸漁業従事者の健康管理の問題点、 
        公衆衛生情報みやぎ、No31、昭和 54 年、P12～P14 
４，２ 臥床者調査 市川禮子、名取亘理地区地域医療対策委員会、岩沼保健所管内にお 
        ける臥床者の実態、昭和 58 年、抜粋 
４，３ 糖尿病対策と保健師活動 市川禮子、 公衆衛生情報みやぎ、No345、346、 
        平成 17 年抜粋 
４，４ 蔵王町でも機能訓練、市川禮子、公衆衛生情報みやぎ、No110、123、 
        昭和 61 年抜粋 
４，５ 第 45 回日本公衆衛生学会 市川禮子、老人保健における地域リハビリテーショ 
        ンサービスの試み、 第 45 回日本公衆衛生学会抄録 昭和 61 年 
４，６ 地域保健医療計画策定 白石・刈田地区地域医療対策委員会、白石・刈田地区地 
        域保健医療計画 昭和 63 年抜粋 
４，７ 肝疾患予防対策活動 岩沼保健所、地域における肝疾患予防対策事業報告書、 
        平成 6 年抜粋 
４，８ 災害時の活動 更家 充他、大震災とはいったい何か、保健婦雑誌、Vol. 151   
        1995 抜粋、 Vol. 152  1996 抜粋  
５，１ アンケート調査数表 
５，２ 調査票、看護における地域看護の特性について 平成 16 年 7 月 28 日 
５，３ 特性要素アンケート調査のコメント（妥当性支持順位）平成 16 年 7 月 
５，４ 調査依頼文 飛田 渉、市川禮子、｢看護における地域看護の特性｣に関するアン 
        ケート調査依頼について 平成 16 年 7 月 28 日 
7， ２ 諸外国の保健師教育と免許制度  
 
 
 200 
資料 ２，１    厚生省保健医療局長通知 平成 10 年 4 月 10 日 
地域における保健婦及び保健婦の活動について（抜粋） 
１．市町村 
  市町村保健師は、健康問題に関する住民に身近な相談者としてその役割を十分に果た
す。関係者との連携の下に地域特性を反映した保健計画を策定し、その計画に基づいた保
健事業を実施する。また、保健計画にとどまらず市町村は介護保険事業計画、障害者プラン、
まちづくり計画等にも参画し、施策に結びつく活動を行う。 
① 実態把握  
  地区活動を通して、地域の実態、統計情報、医療福祉、教育、労働関係機関、地域の関
係者からの情報把握、調査・研究を総合的に分析。地域の保健需要及び健康問題を明らか
にする。 
② 計画策定   母子、老人、保健、福祉等の事業実施計画と予算の策定 
③ 保健サービスの提供 
 ・ 相談及び支援(日常の地区活動・地域特性勘案、保健需要を明確化、サービスの総合
調整、提供、災害時の保健活動 
 ・ 教育・普及啓蒙(健康教育、広報活動、地区組織、自助グループ、ボランティア育成 
④ 連携・調整：県保健所・市町関係(医療、教育、労働部局等 
⑤ 質と量における活動評価、その他の活動反映 
⑥ 施策化：市町村の各種計画策定に参画 
2. 都道府県保健所 
 保健所管内の他職種、専門機関と協力・協働をして広域的に健康問題を把握し先駆的か
つモデル的保健事業を実施し普及をはかる。 また精神、難病、結核、感染症、エイズ対策
等、より専門的保健サービスを提供する。 県では市町村の求めに応じ専門的立場から技術
的助言、支援をする。 更に各種保健計画策定に参画し、広域的に関係機関との調整をは
かり、保健・医療・福祉の包括的システムの構築をはかる。 
① 実態把握 
 保健サービスを通して得られる情報、市町村からの情報、保健所自らの研究、統計情報等
収集分析をし、広域的地域の保健需要及び健康問題を明らかにする。 
② 計画策定 
 管轄地域の健康課題等を勘案した地域保健医療計画及び各事業計画、実施計画の策定、
関連予算の立案に参画する。 
③ 保健サービスの提供 
・ 相談及び支援(精神・難病・エイズ・結核・感染病他広域的かつ専門的相談とサービスの
提供) 
・ 教育及び啓蒙 
 環境、食品等他職種と協働して新たな健康問題も盛り込んだ専門的健康教育、広域的住
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民組織の育成、健康問題の動向や新たな情報を広域的に収集分析し、住民と関係者に効
果的に広報する 
④ 連携・調整 
・保健所運営協議会、保健所保健・福祉サービス調整推進会議、地域保健医療協議会、保
健所保健事業連絡協議会等を活用し広域的連携及び調整を図る。 
・市町村や関係機関への情報提供・支援 
・市町村保健婦等に対する研修及び現任教育等の支援 
・ 災害時の保健活動を調整及び実施 
⑤ 評価・施策化 
   活動の質、量の評価を行い、その後の活動に反映、県及び市町村の各種計画に参画し協
力をする。 
  
３．都道府県、政令市、特別区の本庁の役割 
 配置された保健師は保健所、市町村等の活動に対して技術的側面から指導、支援をする 
とともに当該地方公共団体の地域保健関連施策の企画、調整、評価を行う。 
① 活動の統合調整支援(活動指針、教育) 
② 計画的人材確保(需給計画、人事交流)  
③ 調査・研究、研修計画、実施 
④ 関係部門内外の連絡調整、情報提供、政策企画計画立案に参加 
⑤ 事業計画策定、評価、予算編成に参画 
⑥ 災害時の健康、危機管理における保健活動の調整 
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資料 2，2   厚生労働省健康局長通知 平成 15 年 10 月 10 日 
 
地域における保健師活動について（抜粋） 
 地域保健法（平成 6 年）、健康増進法(平成 14 年）の制定により健康増進活動の方向が示
された。また介護保険法、精神障害者の保健福祉の充実、次世代育成支援対策、障害者福
祉に支援費制度が設けられた。更に地方分権の推進により地域の健康課題を主体的に捉
えた活動展開を図ることが重要となってきた。 
 これにより地域保健対策の主要な担い手である保健師の活動は、これまでの住民に対する 
直接的保健サービスの提供、保健医療、福祉サービスの総合調整に加え、地域保健関連 
施策の企画、立案、実施、評価を行なうと同時に保健活動を医療・福祉との連携・協働の下
に実施するために、下記により総合的健康施策に積極的に関わる必要がある。 
 
                      記 
① 保健師が地域の問題を明らかにし、住民の健康保持増進のために重要な役割を担うも
のであることを踏まえ、保健師が地域保健関連施策の企画、立案、実施、評価に関われるよ
う体制を整備すること。 また、保健師活動の実施に当たっては、訪問指導、健康相談、健康
教育、その他直接的な保健サービスの提供、住民の主体的活動の支援、健康危機管理、関
係機関とのネットワークづくり、本格的な保健、医療及び福祉等のシステム構築、各種保健
に係わる計画(母子保健計画、老人保健福祉計画、介護保険事業支援計画または介護保
険事業等の各種保健福祉計画)の策定に保健師が充分に関わることができるよう体制を整備
することとされている。 
② 保健師の職務の重要性に鑑み、また保健、医療及び福祉の総合的な施策を推進する
観点から保健師の計画的かつ継続的な確保に努めること。 
 ③ 保健師が新たな健康課題や多様化する住民ニーズに的確に対応するために常に資
質の向上を図ること。人材育成指針にもとづく現任教育、自己啓発の奨励、地域保健対策に
係る部門以外への人事異動による教育、保健、医療、福祉に関する知識、技術、連携、調整
に係る能力、行政運営に関する能力を養成するための実施に努める。 
 ④ 保健師が住民に対する保健福祉サービスの総合的な提供及び地域における保健、医
療、福祉等の包括的なシステムの構築とその具体的運用において重要な役割を果たすもの
であることに鑑み、保健師を保健、福祉、介護等の様々な部門に適切に配置するとともに保
健活動を組織横断的な立場から統合調整し、技術的、専門的側面から指導を行う。地域保
健関連施策の企画調整部門等に配置するよう努める。 
 
健康局総務課長通知では、一般的事項として 
 ① 住民の健康や生活環境の実態を把握して健康問題を構成する要素を分析し、取り組
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むべき健康問題を明らかにし、地域保健関連施設の展開とその評価をする。 
 ② 住民の主体的健康づくりを支援し、疾病の予防により要医療や要介護状態になること
を予防し、健康な生活を送ることを支援するための訪問指導、健康相談、健康教育、地区組
織等の育成等の保健活動を行う。 
 ③ 健康問題を有する住民がその地域で生活できるよう医療、福祉サービス等の総合調整
をし、不足しているサービスは開発するなどケアシステムの構築をする。 
 ④ 健康課題を解決するために、住民関係者、関係機関と協働し保健計画を策定する。ま
た、その計画が適切かつ効果的に実施されるよう計画等の進行管理、評価を協働して行う。 
 ⑤ 活動を適切に行うために自己啓発に努め、最新の保健、医療、福祉等の知識、技術、
連携調整、行政運営能力、並びに保健、医療、福祉の人材育成に関する能力を習得する。 
 
活動領域に応じた事項では 
① 都道府県保健所 
  保健婦以外の保健所職員と協働し、広域的に健康問題を把握しその解決に取り組む。  
精神保健福祉、難病、結核、感染症、エイズ、児童虐待予防策において専門的保健サービ
スを提供するほか健康危機管理への迅速かつ的確な対応体制づくりをする。また、先駆的
保健活動の実施、事業化し普及を図る、生活衛生、食品衛生対策についても関連する健康
問題の解決を図る。 更に地域情報の収集分析提供、調査研究を実施し、各種保健計画
(母子・老人保健福祉・介護保険事業等)策定に参画し広域的に関係機関と調整を図り、保
健、医療、福祉等の包括的システムの構築を図る。 また市町村の求めに応じて技術的な助
言、支援、連絡調整をする。 
② 市町村 
 市町村が住民の健康保持増進を果たす基礎的役割を持つ地方公共団体であることから住
民の身近な健康問題に取り組む。 健康増進、老人保健、介護予防、母子衛生、児童虐待
予防、精神保健福祉等に係る保健サービスの企画、立案、提供、評価を行う。 また地域特
性を反映した各種保健計画策定実施、障害者プラン、町づくり計画等にも参画し施策に結
びつく活動を行う。 保健・医療・福祉等との連携、調整し、地域ケアシステムの構築を図る。 
③ 福祉分野及び介護保険 
 障害者及び児童の福祉部門並びに介護保険部門における事業を実施する。 また、その
部門の対象とする住民のニーズを把握し関係機関と連携協働して、課題解決のための事業
の企画、立案、サービスの実施、評価を行う。 また、関係機関とのネットワークを強化し地域
ケアシステムの構築、各種計画策定に参画、施策化に向けた活動をする。 
 
総務課指導官事務連絡では 
 ｢地域における保健師の保健活動指針について｣とし保健師の保健活動を活動領域別に
分け、取り組む方向について具体的に示している。保健師はそれぞれの地方故郷団体の行
 204 
政職員としての職責を担うだけでなく、専門技術職員として相互に連携を図り、また他職種の
職員、住民等と連携、協働して保健活動を行うことが重要であること。 
 
 地域における保健師の保健活動指針    
 １．都道府県保健所 
 保健師は所内の他の職種と協働し管内市町村及び医療機関等の協力を得て広域的に健
康問題を把握し、その解決に取り組むこと。また、精神保健福祉対策、難病対策、結核、感
染者対策、エイズ対策及び児童虐待対策等(以下、特定疾患・問題等)において、専門的な
保健サービスを提供するほか、健康危機管理への迅速かつ的確な対応が可能になるよう体
制づくりを行い、新たな健康課題に対して先駆的な保健活動を実施し、その事業化及び普
及を図る。生活衛生及び食品衛生対策についても関連する健康問題の解決を図り、また医
療施設等に対する指導を行う。 
 さらに、地域の健康情報の収集、分析及び提供を行うとともに調査研究を実施し、各種保
健計画（母子保健計画、老人保健福祉計画、介護保険事業支援計画または介護保険事業
計画等）の策定に参画し、広域的に関係機関との調整を図りながら、保健、医療及び福祉等
の包括的なシステムの構築を図る。 また、求めに応じた広域的及び専門的な立場から、技
術的助言、支援及び連絡調整に努める。 
（１） 実態把握(健康問題の明確化 
 保健サービスの提供や市町村や保健所が行った調査研究、統計等、地域保健等に関す
る情報を収集分析し、管内の保健需要及び健康問題を把握し明らかにする。  
(2) 計画策定・施策化 
    明らかになった健康問題について各種保健活動計画を策定し、実施体制を整える。 
   (3) 保健サービスの提供 
 各種計画に基づき訪問指導、健康相談など活動方法を特定疾病・問題等に適切に用いて
住民にサービスを提供する。 
（４） 連携及び調整 
 保健所管内の保健、医療、福祉、環境、教育及び労働衛生等の関係機関(以下関係機関)
及び関係者の広域的連携を図るため、保健師以外の保健所職員と協働、協議し協議会を
開催、運営する。 また市町間の連絡調整をする。 
①  管内の健康施策全体の連絡、調整、運営会議  
②  特定疾患・問題等に対するケアシステムの構築への活用 
③  市町村の健康増進、老人保健福祉、母子保健福祉ネットワークの構築 
④  職域保健及び学校保健等他制度との連携、調整 
（５） 研 修 
    市町村、保健、医療、福祉、介護等機関の従事者の研修企画、実施計画 
   (６)  保健所の保健活動について、政策評価、事業評価をし、効果を判定し新たな施
 205 
策化を行う。 
２． 市町村 
 市町村に所属する保健師は、市町村が住民の健康の保持増進を目的とする基礎的役割
を果たす地方公共団体と位置づけられることから住民の身近な健康問題に取り組む。      
健康増進、老人保健、介護予防、母子保健、児童虐待及び精神保健福祉等の各分野に 
関係者と協働して企画立案、提供しその評価を行う。また、各種保健計画の策定、事業の実
施。更に障害者プラン及び街づくり計画の策定に参画し活動を行う。 また、保健、医療、福
祉等との連携、調整を図り、ケアシステムの構築を図る。 
（１） 実態把握(健康問題の明確化) 市町村において取り組むべき健康問題を明らかにす
るための実態把握をする。 
（２）計画策定，施策化 明らかになった健康課題について具体化するための施策化、企画
立案、予算の確保、活動を整える。  
（３）保健サービスの提供、各種計画に基づき訪問指導、健康相談、健康教育、地区組織活
動の育成等住民に直接的保健サービスを提供する。  
① 住民の身近な相談者としての総合相談、地区活動  
② 健康増進、老人、介護、母子、児童虐待、精神などに対する保健サービスと受療に関す
る指導  
③ 地区住民組織、ボランティア、自助グループの育成  
④ 健康危機管理に関して保健所との連携のもとに適切な対応  
（４） 連携及び調整 保健所、当該市町村の関係者(医療、福祉、環境、教育、労働衛生)部
局と連携、総合調整を図り、効果的保健活動の展開を図る 
① 老人、母子、児童、精神の保健福祉のネットワークやケアシステムの構築  
② 健康増進のための健康づくり協議会等の運営と活用   
③ 保健所との連携の下に職域保健及び学校保健と連携した保健活動 
(5) 評価 市町村が行う保健活動について他の職員とともに政策、事業評価を行い事業の
効果を判定、必要に応じて変更、新たな施策化を行う。 
３．都道府県、政令市、特別区の本庁 
 地域保健関連施策の企画部門に配置された保健師は、保健所、市町村等の保健活動に
対して技術的、専門的側面から指導をする。 
① 保健師活動の総合調整、活動指針の作成、人材確保、資質の向上、需給計画、部門の
連絡調整(高齢者、母子、障害者の保健福祉、国民健康保険、学校保健、職域保健等 
② 健康危機管理における保健活動の調整、関係機関への情報提供 
③ 国民健康保険団体連合会や看護職能団体等の関係団体との調整他、地方公共団体の
計画策定、企画立案に参画。 
４．福祉分野及び介護保険 
 福祉分野及び介護保険分野の部門に配置された保健師は、部門の事業を実施するととも
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に住民の保健福祉に関するニーズを把握し、地域保健部門及び関係機関と連携、協働して、
予防的視点を持って課題を解決するための事業の企画、立案、サービスの実施、評価を行
う。また、保健、医療福祉の関係機関とのネットワークの強化、ケアシステムの構築を図るとと
もに各種の計画策定に参画し、施策化に向けた活動をする。 
１） 障害福祉 
 総合相談、ニーズの把握、ケアマネージメント等の個別支援、自助グループ、ボランティア
活動の育成、地域ネットワークの構築、医療機関、障害者福祉等関係機関との連携、事業の
企画、調整、障害者プラン、地域ケアシステムの構築及びノーマライゼイションのまちづくりへ
の活動 
２） 児童福祉 
 総合相談、児童虐待や思春期関連ニーズの把握、家庭訪問により、児童の発育、発達健
康状態を観察し、支援の必要性を判断 
① 養育者の心身の健康、養育環境を把握し家族全体を視野に入れる支援  
② 必要に応じ、関係組織との連携、ネットワークを構築し継続的、組織的に支援  
③ 母子部門との連携により児童虐待や思春期問題の発生予防の企画立案計画策定への
参画、地域ケアシステムの構築  
３） 介護保険 
① 支援必要者の総合相談、要介護認定等業務からのニーズの把握、介護予防の事業企
画と実施及び福祉、多様な問題を持つ利用者の個別支援を広いサービス提供者と協働して
行う。 
② 関係機関との連絡調整をし 要介護高齢者のサービス利用の適正化についての助言、
不足サービスを把握し具体的サービスの活用につなげる。 
③ 介護支援専門員等に関する研修の企画、実施、介護サービス提供者の資質向上に努
める。 
④ 市町村や在宅介護支援センターが実施する介護保険事業関係者関係機関等によるケ
ア会議に参画し、保健、医療福祉等との連携の下に地域ケアシステムの構築を行う。 
⑤ 都道府県の介護保険事業支援計画、市町村の介護保険事業計画と老人保健福祉計
画の策定に参画、保健、福祉、介護保険に関する情報収集また提供を行うなど介護保険事
業の適切な運用に努める。 
 この他、都道府県、保健所、市町村の領域、更に保健師が配置された各部門の業務につ
いて項目により提示をしている。 
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資料４、１ 特定地域保健活動 
公衆衛生情報みやぎNo.31 宮城県公衆衛生協会 p12-14, 昭和5４年 
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資料４、２ 臥床者実態調査 名取亘理地区地域医療対策委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
岩沼保健所管内における臥床者の実態 昭和58年 表１ 岩沼保健所管内人口 昭和57年4月1日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ 岩沼保健所管内保健婦等設置状況  
 
 表３ 市町村別臥床者調査数  
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 性、年齢別臥床者調査数  
 
 
 
 
 
 
 211 図２ 家族構成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３ 臥床者の日常生活能力  図４ 臥床の直接原因  
 
 
 
図６ 臥床期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 直接の臥床原因から寝たきり状態を
予防可能と判断されたもの  
 
図７ 臥床者の医療 
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資料４、３ 糖尿病対策と保健師活動 
市川禮子、公衆衛生情報みやぎ No. 345, 346  平成17年 
 
表１ 地対委事業の例示   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 地対委構造図 
 
 
 
 
 
 
表２ 年度別患者登録状況  
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表３ 糖尿病対策事業の役割分担  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ S地区教育管理システム図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表４ 糖尿病患者管理体制と事業内容  
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資料４、４ 市川禮子、蔵王町でも機能訓練 
 公衆衛生情報みやぎ No. 110, 123  昭和61年 
 
 
 
表１ １日の流れ（１０時〜１４時） 表２ コースの流れ（61.5.28〜61.9.9） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 機能訓練参加者の変化 
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資料４、５ 第45回日本公衆衛生学会 仙台市 昭和61年
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白石刈田地区地域医療対策委員会 資料４、６ 地域保健医療計画策定 
白石刈田地区地域保健医療計画  昭和63年 
図１ 宮城県行政区画図 昭和63年3月現在  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   管内地図並びに主な交通網
   （白石刈田地区） 
表１ 年次別人口及び世帯数 
図２ 仙南保健所白石支所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ 市町別老人人口  
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 図３ 保健所、地区地域医療対策委員会
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資料４、７ 肝疾患対策活動  
岩沼保健所、地域における肝疾患予防対策事業報告書 平成６年 
 
 表１ 肝機能有所見者数の管内比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ 町総合健診におけるGOT,GPT有所見者数の年次推移  
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表３ 平成4年度の地区別基本健康診査受検者数と精密検査の結果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表４ HCV抗体と諸因子の関係 
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資料４、８ 震災時の活動
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
更家 充、保健師雑誌 52(8) 1996  
図１ 災害発生後の公衆衛生活動の展開 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高鳥毛敏雄、保健師雑誌 52(8) 1996  
 図２ 災害時の保健婦活動
 
 
 
 
 
 
 
 
 221 高鳥毛敏雄、保健師雑誌 52(8) 1996 
表２ 被災状況、医療活動および保健婦活動の経過
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表３ 避難所活動
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
谷口浩子、保健師雑誌 51(9) 1995 
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  資料５、１ アンケート調査数表 
 
 表５-１ 調査対象 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５-２ 年齢別回答者 
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表５-３ 教育背景  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５-４ 保健師等実務経験年数 
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 表５-５ 要素９項目の妥当性についての回答
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５-6 要素項目の妥当性支持順位 n=65 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５-7 要素９項目の妥当性回答状況（大・研） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表５-8 要素９項目の妥当性回答状況（地・実）
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資料５、２ アンケート調査表および特性要素説明資料
 資料５,2-１ 調査表 
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表５、２−２ 看護における地域看護の特性要素説明参考資料について 
 228 
  つづき 
 229 
  資料５，３ 特性要素アンケート調査のコメント 
  アンケート調査には、回答者が要素項目の妥当性を判断した理由をコメントするよう
に依頼し、多くの記述が得られた。 
  この回答者のコメントは仮説要素の検証に重要な意味を持つもので、これをペースに 
 本文の考察を行なった。 
  このことから調査票に記述されたコメントを、地域看護の特性要素の意味内容に分け、 
  イ、基本的理論構築に繋がるもの 
  ロ、活動行為上の方法や展開に繋がるもの 
  ハ、活動の現状を記しているもの 
  ニ、その他 
  に分類し、大学教育研究者（大・研）と地域看護実務者（地・実）に区分し要素項目 
 全数の支持順に資料として付した。 
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資料５，３ 特性要素アンケート調査のコメント(妥当性支持順位) 
 
 ① 要素 b 問題を見つけるもの 
  要素 b 問題を見つけるものは調査全数 60 人 92.3％の支持であった。大・研は 21 人 
91.3％で 1 位、地・実は 39 人 92.9％で 3 位であった。 
記述された支持理由は、 
（大・研） 
イ 集団の問題、課題の発見は他領域にはない。 
イ 健康課題を見出すこと、それを根拠にすることこそが地域保健活動の基本的機能と
考える。 
イ 予防のために将来を見据えた活動を展開するために第一義的機能である。 
ロ 予防は地域看護が中心に担うべきこと。その原点はすでに起こっている健康障害を
見逃さないことだ。 
ハ 生物学的な側面だけではなく生活の中での問題を見つけているもの。 
（地・実務） 
イ 潜在している問題を明らかにするのは地域看護の第一歩である。 
 イ 問題が明らかな現象として見える前に地域の健康課題を探る視点や実践は保健師の 
仕事の根拠になるものだ。 
 イ その地域の健康問題の把握や原因をつかみ対処することは重要だ。 
 イ 個人・地域という特性からニーズ、問題を把握する。 
 イ 疾病の起こっている問題の要因を分析する役割はある。 
 イ 健康問題の把握は最重要だ。しかし、保健師の採用が少なくなり、かつ訪問が少な 
   く、問題を早期に発見することが少なくなってきている。 
 イ 問題解決に必要な作業だ。 
 イ 事例（個・集団）に対する適切な判断力が必要 
イ 治療中断の精神障害者が受診を拒否する原因を調べた。 
 イ 介護保険下でも、単なる介護予防ではなく、高齢者が自己実現できる社会即ち、 
尊敬できる存在として共に暮らす文化や仕組みを取り戻さない限り困難だ。 
 ロ 個別的実態にしろ統計上の健康課題にしろ予防活動の重要な要素である。 
 ロ 健康問題の解決には対症療法を行いながら問題の背景に取り組んでこそ公衆衛生 
   解決である。 
ロ 公衆衛生の実践そのものだ。  
 ロ 予防活動の特長だ。 
 ハ 問題の要因を明らかにすることにより、次のステップにつながると思う。 
 ハ 健康問題を把握、分析する専門職として大きな役割だ。 
 ハ 地域の問題を施策化するには地域でしっかり課題を見極める必要がある。 
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 ハ 保健事業計画を作成する際に個別の問題・課題を把握する。 
 ハ 集団化できる問題を見極めて解決に向けて対策をしている。 
 ハ 問題の背景を把握、関係者で共有・対応を検討、役割を分担してケアに当たる。 
個別はもとより、家族、地域、町全体の問題発見に努める必要がある。 
ハ 健康を損なううことの要因を調べる必要はある。自分達だけでは困難なので国保の
コンピュータードッグなど取り入れ実施している 
ハ 情報が氾濫している昨今、何が自分にとって必要かを見極めること。 
 ハ 地域性により、疾患の有無があるならそれを調べ健康教育につなげ予防対策をとる 
ことは保健師の使命である。 
 二 地域に住む人々の暮らしの様子から健康になりたい、普通に生活をしたい、その 
思いを受け止めるようにしている。 
 ホ 個人として特定するのではなく地域全体としての健康問題を見つけることは、保健 
師が地域に根ざした活動をするために必要だ。 
ホ 公衆衛生的視点で点と点をつなぎ、線から面へと地域全体を視野に拡大していく役割
もある。 
 ホ 要素 6、反映するものと重なり合う。 
 
 ② 要素 f 反映するもの 
  要素 f 反映するものは、調査全数では 59 人 90.8%の支持であった。これは要素 b の 
問題を見つけるものと同じ一位の支持である。 
但し、大･研の支持は 18 人の 78.3%、６位、地･地実務の支持は 41 人 97.6%で 1 位と
肯定に大きな違いがあった要素である。                   
（大･研) 
イ 集団の問題の発見・反映は他領域にはない。 
 ロ 行政機関に所属することの意味に戻れば当然の機能であり特質といえる。 
 ロ ｢行政｣とは何かに立ち戻る。 
 ハ 一連の活動の一部分。 
 ニ 個別の問題を個別にとどめずに地域の問題として対応する。            
(地･実務)  
 イ 地域看護にとって一番重要な分野と考える。 
イ 地域看護の基本的要素を考える。 
   要素 b 問題を見つける、要素 c 能動するの要素と繋がり地域の問題特性を把握し 
大きな枠での体制整備や連携を持つことが地域全体の健康問題解決に役立つと考 
えている。 
 イ 住民ひとりひとりの生活格差を健康課題を明らかにするとともに解決に向けてい 
るという手段を行使していくものと考えている。 
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イ 地域看護の基本的要素を考える。 
   要素 b 問題を見つける、要素 c 能動するの要素と繋がり地域の問題特性を把握し 
大きな枠での体制整備や連携を持つことが地域全体の健康問題解決に役立つと考 
えている。 
 イ 健康を損なう生活を営む作業、地域社会の人間関係（風習、地域の世間体の又は希
薄な近隣関係など）その他種々の環境要因がどのように健康を損なっているかを特
定し、当事者、家族、企業、地域、行政に理解を求め、その要因を変化或いは軽減
させるための取り組みを行うことは重要な役割。                
イ 保健婦として地域の現状を知っているからこそその視点を生かして問題を提起、対
策の提案ができそれがよりよい地域づくりに反映しているといえる。 
   管内でできる保健師の技術研修がないため予算化して研修会を立ちあげた。 
イ 保健婦として地域の現状を知っているからこそその視点を生かして問題を提起対策
の提案ができそれがよりよい地域づくり反映していると見られる。 
イ 予防活動の特長だ。 
 ロ 問題解決に向けた事業の施策化は行政に所属する PHN の重要な役割である。 
 ロ 特に行政に働く PHN として施策化していく上で反映という要素は必要と考える。 
   健康に問題を持ちながら、在宅で埋もれている人が多い。必要なときに必要なサー 
ビス対応がまだまだ不十分である。  
   個人から集団、社会への問題を明確化した上で事業として取り組むことは大切だ。 
 ハ 健康課題を分析し、解決にむけて行動することで地域の健康レベルアップになる 
と考える。                                 
個人の能力啓発にも必要。生活と環境の両面からの具体的な行動として必要。 
 ハ 解決の必要な健康問題を事業化して取り組む意味で 
 ニ 公衆衛生的視点で点と点をつなぎ線を面として地域全体を視野に拡大していく役割 
 ニ 気づいた問題を解決に向けていくために  
 ニ 気づいた健康課題を地域全体にまた、施策に反映する。 
 ニ 地域で問題となっている内容については、保健福祉に協力をいただいている医師、 
歯科医師にも情報を提供しアドバイスを頂いている。             
 ニ 新生児訪問等は病院委託で助産婦が訪問しその報告を役場のスタッフである保健 
師・看護師･栄養士で受けとり早期の問題解決につないでいる。        
 ニ 自分の出合った事例から問題を把握して行政の課題にし行政の施策として体制を 
   つくりあげる作業をしている。 
 ニ 地域の健康課題について関係者や機関に提起し共通理解を図り、計画作りや施策 
   化につなげている。                            
ニ 健康教育を武器にし地域や行政をフィルドとする保健師が地域にあっては啓発を行
政にあっては施策化や制度の改変などを提案することは保健指導を行う行政マンだ
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からこその特性であると考える。 
 ニ イロの問題を地域全体の問題として明らかにし、施策に反映することは重要だ。 
 ニ 保健師のみでは解決できない問題について問題を提起し、自治体等の中で施策化 
していく役割がある。                           
看護全体に言えるもの 
 ホ 問題解決のために必要な作業と考える。                   
 ホ 阻害要因となるものの改善策を立案し施策化する必要がある。 
 ホ 要素３とのちがい(能動するもの)との違いをどう解釈するのか他要素と 
   連動して機能する。 
 ホ･健康日本 21、地域版を作成した(反映) 
 
③ 要素 d 活用するもの 
要素 d 活用するものは、調査全数では 58 人 89.2%の支持である。これは妥当性順位 
で第 3 位の支持である。大･研の支持は 18 人 78.3%で 5 位、地・実務の支持は 40 人 
、95.2％で 2 位である。この要素も大･研と地・実務とでは支持の順が大きく異なっ 
ている。 
記述された支持理由は付表５、に示す。 
(大･研) 
イ、公衆衛生看護、産業看護、学校看護、在宅看護を含めた意味で他の領域にはない。 
  イ、地域保健活動の基本的機能と考える。 
  イ、地域看護は個のケア･創造のみならず地域の創造を目指している。地域創造のた 
めには保健師は地域の財産発掘能力は不可欠である。 
  イ、利用者自身の利用に対する意識を高めつつ活用している。 
(地･実務) 
  イ、本人の持つ力(顕在、潜在)の発見が鍵で科学的判断が求められる所であり、要素 
     8(直接の看護ケアをする)こともそのためとも言える。 
  イ、資源の開発まで含めたい。 
  イ、その人自身が資源であることを考える。生活とはその人の｢生きる力｣という 
    資源をイキイキと活動させることと思う。 
  イ、住民が持っている力を生かす。また、他の機関に働きかけ問題解決の糸口を 
    見つける。 
  イ、対象者が自分の健康問題に直面し、改善のために行動化する上で必要。 
  イ、保健師の働きかけは人と地域社会が自律的かつ、健康的な方向で解決に向かう 
ための力量を形成すること。そのためには保健師が問題を抱える個人･家族･地 
域が自らの資源に気づき高める取り組みを応援することが重要である。 
  イ、この項目は、個人のセルフケア能力を高めることとダブルが「個人の持つ個人 
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資源力、社会資源を高めること」と「地域の持つ社会資源を高めること」の領 
域がある。 
  イ、地域で働く様々な職種が増えている中で、これら専門職の人々が地域で有効に 
    機能するように支援することも地域保健を担当する保健師にとっては重要な役 
割考える。 
  イ、社会資源の活用は当然のこと。個人が持っている力を資源と考えるならセルフ 
ケアが住民により説明しやすいと思う。 
  イ、地域のコーデネーターとして一番重要な役割である。 
  イ、資源を活用することによってその対象の持っている力を引き出すことが地域に 
おける保健師活動の本質であると考える。 
  イ、個々の健康問題を解決するために個々の持っている能力を引き出しながら必要 
なサービス調整をする役割がある。 
  イ、地域全体が資源として有効な力を持っている。 
  イ、資源を活用すると共に、実態から資源となるものを生み出すことも関係職と連 
携しながら出来たらと思う。 
  ロ、問題解決には必要な作業である。 
  ロ 制度の活用、人材の活用は不可欠。 
  ロ、保健師のみの活動は効果は薄い。問題に応じて栄養士、歯科衛生士との協力 
    訪問も行う、このことにより期待する結果が得られる。 
  ロ、地域内の資源をいかに有効活用できるかが健康レベルアップにも影響する。 
  ロ、低成長時代で、これ以上保健福祉に人と税金が投入できなくなった現在、疲弊 
した家族や地域の力を「地域の資源」としてどう高めていくかが課題となって 
いる。 
  ハ、地域では、介護保険制度導入により、提供されるサービスを利用しその人なり 
    の自立した生活を地域で送れるようになった。 
  ハ、個人の能力の活用にとどまらず、資源の活用も必要。 
  ハ、本人や家族への様々な情報の提供により可能となる。 
  ハ、ケアマネージメントする際、地域リハビリテーションの活用や栄養士など必要 
と思われる関係者が話し合いをし役割を認識しながらケアを実施していく必要 
がある。 
  ハ、項目の具体例、尿糖陽性者への支援は栄養士も含め検討し、栄養士による食事 
指導が多く行われている。                        
ハ、1970 年代より福祉の無料化や保健福祉の推進が急速に進み、その中で個人や 
    家族･地域の力量を当てにしない風潮も広がっている。 
  ハ、行政が情報を把握しやすい立場にあると思うが、関係機関や各職種間の連携が 
    不十分のため有効に生かされていない。 
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  ハ、本人の気づかない潜在的能力を引き出していけるように関わって行くことは 
大切だ。 
  ハ、障害を理解し、それにみあったサービスを活用することで ADL を広げられる。 
 
④  要素 c 能動するもの 
 要素 c 能動するものは、調査全数では 57 人 87.8%の支持である。これは妥当性順位で 
4 位の支持である。 
 大･研の支持は 19 人 82.6%で 2 位、地･実務の支持は 38 人 90.5%で、大･研では支持順位 
が上位であった。 
 記述された支持理由は付表５、に示す。 
(大･研) 
イ、公衆衛生看護、産業看護、学校看護、在宅看護を含めた広義の意味で個人･集団への 
  能動的働きかける要素は他の領域にはない。 
イ、問題をみつける、見つけたことに能動的に対処することこそが地域保健活動の基本 
機能である。 
イ、具体的な行動で住民とともに取り組むことで地域力が創られる。  
(地･実務) 
イ、地域看護の中核的要素と考える。 
イ、問題解決のために必要な作業である。 
  問題の仮説を立て、一般化できるよう調査で立証し改善を図る手立てを考え実行する。 
イ、直接自分の目、耳で確かめることが原点である。 
イ、問題を分析し、提言し、システム改善まで他職種との連携をとりながら専門職とし 
ての役割を発揮できる大きな要素である。 
イ、公衆衛生の実践そのものである。 
イ、保健サービスをする主体者として、保健師活動をする(支援計画査定)上で項目の第一 
  番に来るものと思う。 
イ、20－30 年前とくらべ現在は家庭訪問が少なくなったと感じる。しかし、対象者の 
  生活を見、生活背景を把握しないと指導内容が保健師の自己満足となることがある。 
ロ、個に働きかけることは重要だが、全体を問題解決に向けて、実践力を高める場を 
  作っていくことが不可欠。知識と行動は別と考えてゆくべき。行動に移るまでは時間 
がかかる。 
ロ、保健計画の作成、個別の問題･課題の解決、集団化できる問題で課題をみきわめ対策 
を立て解決に向けている。 
ロ、健康を意識化していくこと。無意識からの意識化、課題を明確にし、解決していく 
ことを考え実践する。予防につなげる行為であり、つながらなければならないと思う。 
ロ、沢山の事例、現象を積み重ねその結果から予測されることを事前に防ぐ。 
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ロ、健康を損なう問題を軽減又は除くことができるよう対象に働きかける。 
ハ、保健師一人で、解決策を作り出すことは困難なことでも住民の協力、参加、関係 
  機関との連携で解決への方向が出てくる。 
 
⑤ 要素 g 啓発するもの 
要素 g 啓発するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性順位の
5 位である。 
大･研の支持は、19 人 82.6%5 位、地・実務の支持は 37 人 88.1%5 位であった。 
(大･研) 
イ、公衆衛生看護、産業看護、学校看護、在宅看護を含めた広義の意味で個人･集団の問題
に関する働きかけは他の領域にはない。 
イ、健康課題を見出すことそれに対応することこそが地域保健活動の基本的機能と考える。 
ロ、一連の活動の一部分となるものである。 
(地･実務) 
イ、予防的視点が最重要視されるところである。 
イ、予防的面からの働きかけは地域看護の中で重要である。 
イ、予防は第一の地域看護活動である。 
ロ、問題解決に必要な作業である。 
ロ、地域全体をみて、施策に反映する。 
ロ、地域看護では個人への看護を基盤といるのが妥当な要素である。 
ロ、衛生教育の実施により、対象者の関心や意識が高まり問題発生の抑制につながると考
える。 
ロ、衛生教育、相談などの活動を通じセルフケアの向上に努めている。 
ロ、個人･集団(地域)が自らの資源に気づき自律的に健康的方向で課題解決するための力量 
  を形成するために必要な要素である。 
ロ、セルフケア力の向上は、健康の保持増進には重要である。 
ロ、自覚を促し、よりよい方向に導いていく上で、その動機づけは非常に重要である。 
ロ、視点をきちんととらえ、適切な対応をすることにより健康障害の予防につながる人が
多い。 
ロ、直接働きかける(代行)というより、個人の持っている力、セルフケア能力を引き出すこ
と、本人が気づくような地域住民との関わりが保健師としての本質であると考える。 
ロ、健康増進に向けた役割である。 
ロ、生活を把握しやすい所で活動できる優位性がある。 
ハ、必要性大いにあるが、若年層を的にした事業を起こすのは困難。県立高校に｢エイズ｣
の健康教育として医師による講演を 1 回開催。 
ハ、適切な社会資源の活用をしながら効果的になるよう配慮する。 
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ハ、地域で問題になっている内容は、保健福祉活動で協力を得ている医師、歯科医師にも 
  情報を提供しアドバイスを受けている、また新生児訪問等は病院委託で助産婦が 
  訪問し、その報告をきっちり受け、早期の問題解決につないでいる。 
ハ、セルフケア能力を高めた人(グループも)がその力を地域で発揮できるような項目もあっ
てよいのだはないか、自主グループの育成と活用など。 
ハ、保健所、保健師の役割と認識している。 
ハ、住民にこころの健康の重要性を講演会を開催して啓発した。 
 
⑥ 要素 i 統合･総合するもの 
要素 g 統合･総合するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性 
順位の 5 位である。                                    
大･研支持は、19 人 82.6%で 2 位、地･実務の支持は 35 人 83.3%で 6 位であった。 
(大･研) 
イ、特定の生活集団全員を対象とする統合化･総合化は他の領域にはない。 
イ、地域という枠の中で個をとらえる、また、個から地域をとらえることは不可欠である。 
(地･実務) 
イ、生活している地域を丸ごととらえていくという点で、公衆衛生看護の最も大切なキー
ワードと言えるものと思う。 
イ、保健師は保助看法と地方自治法によって働く職種である。 
イ、責任を持つ管轄区域を本拠地とし、地域全体、住民全体の健康問題に関る特性がある。 
  また保健指導を業とするが、これは、健康問題の一部分やライフステージの一分野に
限られるものではなく、健康教育、健康相談、家庭訪問、健康診査、調査研究、事業
企画、施策形成への参画など幅広い手段を使い、あらゆるライフステージで、目的を 
  達成するためにアメーバー的に働く特性を持っていると考えている。 
イ、保健指導の対象分野である健康問題は、人が生きていくための機能｢生活機能｣そのも
のと裏腹であり、生活機能の 3 要素｢心身機能｣｢生活行為全般の活動｣「家庭や社会で
果たす役割」(国際生活機能分類)に関って初めて目標を果たすことができることから、 
  統合化の特性を有すると考える。 
イ、人の各ライフステージに応じ、保健から介護を含めて地域看護と考えたい。生活の本
拠地をどこに考えるか、今後施設サービスを利用する人が増加する。その人々が切り
離された(地域から)生活にならないよう、地域看護としての役割を見出せないか。 
  介護の分野では比較的元気な入所者は日中地域に借りた家で過ごし、夜は施設に帰る 
  取り組みがはじまっている。 
イ、統合化･総合化のこの基本的な要素が弱くなっている傾向がある。生活とはこの要素が 
  求められるものであり基本と考える。 
イ、地域担当し、コーデネーターとして機能することが多い。 
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ロ、さまざまな人びとに、子供から老人まで健康から障害者までのかかわりがある中で、
健康を保持増進するためには、個人の健康能力の向上が必要であり行政システム民間
活用など体系的に支援していく計画がなければならない。 
ロ、個と家族への働きかけが、地域看護たるものである。 
ロ、保健所のみならず、他の組織(教育･環境･街づくり)とネットを組んで生活基盤の改善を
計ることが求められている。 
ロ、本人と、それをとりまく人的能力の統合化･総合化もこの要素の中に含まれる。 
ロ、家族の健康、社会全体の健康をレベルアップするためにも産･官･学のつながりと、そ
の機能がもう少し一般市民が身近に感じられるような取り組みが必要。 
ロ、生活の場で健康生活を統合する。 
ロ、全体的な視点で地域をみていくのは地域看護の特性である。と同時にそれを地域にフ
ィードバックしていくためには大切な要素である。 
ロ、地域特性に応じた生活が営めるように支援する。 
ロ、保健師は、公衆衛生看護を念頭におき実践している。 
ロ、その人の生活を把握する中から出発する。生活を把握しやすいところで活動できる優
位性がある。 
ハ、行政での保健師の配置は縦割りになって来ており、住民の支援をトータルしてできる
体制ではなくなっている、保健師本来の機能役割を果たせない実情がある。それに対
し危機感を持つ保健師も少なくなって来ている。 
ハ、家庭訪問をし、対象者だけでなく、家族の問題も見えてくることが大いにある。 
  このことにより、相手をよく知り、それが問題解決にもつながっている。 
ハ、住民の暮らしに役立つ行政のあり方をいつも頭において仕事をしている。 
ハ、対象者のより身近な場にいることから、いつも気軽に対象者から支援を求めれれ易く 
  する要素を明確にしておいた方がよい。 
ハ、地域の特性をとらえ町民がより健康な生活ができるよう広く関る活動であるが、健康
問題へ能動するというより問題の改善解決に向けての支援する活動になっている。 
 
⑦ 要素 e 繋ぐもの 
 要素 e 繋ぐものは、調査全数では 53 人 81.5%の支持であった。これは妥当性順位の７位 
である。  
 大･研の支持は、18 人 78.3%で５位、地･実務の支持は、35 人 83.3％であった。 
(大･研) 
イ、他の領域にはない（いわゆるケースワーカー的役割） 
イ、問題解決と基本的働き 
イ、地域の財産、資源をつなぐことは新たなパワーを産み出すときに当然起こるプロセス
である。 
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ロ、対象者自身の意識を高めつつ他の資源の活用を促す。 
(地･実務) 
イ、問題解決に必要な作業である。 
イ、地域の医療、福祉の情報を把握し対象者の看護を視点としたサービスをコーデネート
する、できる立場がある。 
イ、ケアは課題によっていろいろな関わりが必要である。 
イ、生活の質を向上させるために抱えこまず、タイムリーに保健領域以外の専門家（医療、
福祉、教育など）に繋ぐことが大切である。 
イ、保健師は、コーデネーターとして機能している。個人がサービスを有効に活用するた
めに必要なことである。 
イ、情報や、民生委員、在宅介護支援センター、保健、福祉、医療関係者が繋げる機能を 
  持つことが重要である。(個別ケースについてはこの機能は保健師だけのものではない) 
イ、地域での保健、医療、福祉スタッフ、民生委員、ボランテアが問題解決のために繫げ
る仕組みづくりは地域看護の重要な働きである。 
イ、地域にどのようなよい社会資源があっても、本人のもとに届かなければ無に等しい。 
  繋ぐ役割は重要である。 
イ、対象者が安心して生活できるように関係者をつなげていくことの統合性、総合性は 
  保健師の専門性に通ずるものである。 
イ、役割の１つであると認識している。 
イ、対象者が自分の健康問題に直面し改善のために行動化する上で必要である。 
ロ、グループ(家族、職場、地域等)内に力関係の変化が生じた時に仲裁の形で行うことがあ
る。 
ロ、その健康ニーズに適した資源を発見して結びつける。 
ロ、地域にある資源、人材(医療、福祉、大学等)を活用することは当然のことである。 
ロ、問題解決のための資源の開発として必要である。 
ロ、多方面の専門家や情報をより多く把握しておきケースに適切な紹介をしている。 
ロ、他の職種(介護支援専門員)でもやっているが保健師は、介護支援専門員をスーパーバイ 
  ズしていることもある。 
ロ、保健師 1 人では判断困難な課題についてそれぞれの専門家とチームを組むことが必要
である。 
ロ、他の利用できる制度につなぎ、その専門性を活用する。 
ハ、地域看護にとどまらずすべてつながり、広がっていくものが本来と思う。 
ハ、各職種の相互理解、連携不足で健康に問題を持ちながら在宅で埋もれている人が多い。 
ハ、必要なときに、必要なサービス、対応することがまだまだ不十分である。 
ハ、保健師は地域のネットワークをつないで、その対象に見合った場でつなげていくのが 
  仕事であると思う。 
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ハ、障害者に必要なサービスのケアスタッフを集めてネットワークを作り支援を円滑にす
すめた。 
ハ、地域リハビリテーション事業を活用し、作業療法士等の介入を得て、より適切な住宅
改造ができた。 
ハ、医療、福祉関係機関を広く知ることが大切。 
ハ、対象者の心身の状態を把握し、より専門的分野と連携したり相談する場面を多く経験
している。 
 
⑧ 要素 a 隙間をうめるもの 
要素 a 隙間をうめるものの妥当性支持は、調査全数については 43 人 66.2%で妥当性順位
は 8 位であった。 
大･研の支持は、13 人 56.5%で 8 位、地･実務の支持は 30 人 71.４％であった。 
（大･研） 
イ、常に全体とかかわるために結果的に扱われていない隙間をうめることも生ずる。 
イ、隙間を埋めつつ、それに対応できるサービスを創出していると思う。実際に埋める 
  援助をしているからこそニーズが解る。 
ロ、独立している、他の領域にはない。 
ロ、現行制度(法、組織)の中では地域で自由に活動できる立場にある保健師が担わざるを得
ない。 
ロ、いわゆるアウトリーチの機能のことであるなら 
ロ、既存のサービスが、以前よりは発達しているが必ずしもサービスに結びつかない人、
サービスが解らない人がいる。その人々のサポートは重要な役割である。 
（地･実務） 
イ、対象をよりよい状態にしておくための一つのステップとして当然あるし実際に行って
きた。適切なサービスがある場合は、それに結びつけたり、その間のケアを担当する
ことは業務である。 
イ、システム化されるまで隙間をうめて来た。介護保険、精神福祉が充実して来て少なく
なって来た。 
イ、サービスが整うまで直接必要な看護を提供していくべきと考える。 
イ、社会的制度が出来てもそれを利用してみたいと住民が思いそれに結びついてくれる 
  までは働きかけが必要。 
イ、担当地区全体の健康ニーズを把握する点では特性になる。 
イ、他の制度を利用できるまで直接のケアをし、他の利用できる制度につなぐこと。 
イ、社会の諸制度状況が整って来ても対応不明な疾患発病などがあり、隙間といわれるも
のは、いつも存在し、既存の制度や対応では解決できない事態に直面することがある。 
保健師は、このとき健康回復が生活支援に必要なサービスを工夫提供しようとする。 
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  保健師は、制度がなくても一時的に隙間サービスをする特性がある。 
イ、公衆衛生（地域保健）行政として環境に働きかけたり、社会資源の整備を行うことが
保健師の役割機能の重要な部分と考える。 
イ、30 年前の寝たきり老人の訪問、総合失調症の患者さんの小集団活動、孤立している 
 障害児のお母さんたちを繋げる活動、人工呼吸器装着の在宅 ALS 患者さんの支援など、 
  種々な健康問題を抱えた人と出会ったとき、それまで整備されていなかったことが今
日の保健師の同様の取り組みにつながり整備されていったことは保健師の特性の現れ
だと思う。 
イ、様々な制度の挟間でサービスを受けられない人、また制度がないものについてサービ
スを提供する役割がある。 
イ、他の職種はアプローチできる範囲が狭い、組織がタテ割りになっているので、例えば 
  障害者の場合いろんな職種がケースを担当しているが、他職種はその障害でしかアプ
ローチできない。保健師の場合は生活として関るなどができるので、育児相談から入
ったり健康相談から入ったりいろんな形で間隙質の役割になっている。他職種と連携
してする他職種のその足りない役割を柔軟に対応している。 
ロ、健康ニーズとそれに適した資源を発見し(または開発し)つなぐものと思う。 
ロ、民生委員の活動が活発になり、早期対応がスムーズになり事例としては激減している。 
ロ、地区診断により情報の把握をする。 
ロ、病院･サービス関係の PR がなされておらず、住民は利用する上でとまどうことが多い
と考える。 
ロ、サービスが制度化されていない、あるいは限度があるものはケアを実施した。 
ロ、ソーシャルネットワークの確立、社会制度の充実は進んでいるが、行政が直接保健サ
ービスを提供する対象者もまだまだ多い。 
ロ、但し、具体例のケースでは介護保険が施行され今では保健師が抱えてすべきものでは
ないと思う。 
ロ、地域生活支援センターの対応可能な相談も管内にセンターがないので保健所で受けて
いる。 
ハ、介護保険の介護専門員の仕事と重複する部分あり、その区別・分担を考えてはと思う。 
  例記の事例については、早目にサービスを導入すべき。 
ハ、制度を知らない、理解していない、使い方を知らない人が多い。 
 
 
⑨ 要素 h 直接の看護ケアをするもの 
要素 h 直接の看護ケアをするものの妥当性支持は、調査全数では 38 人 58.5%、妥当性順
位では、最も妥当性の低い９位であった。 
大･研の支持は、12 人 52.2%で 9 位、地･実務の支持は、26 人 61.9%であった。 
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(大･研) 
イ、生命に関わる状態であればケア処置を行うが、継続的なケアは提供者を調査し、安心
と安全のために他人のケアが受けられない間ケアは行う。 
イ、在宅看護を含めて地域看護として判断して必ず行うものではないが基本要素の 1 つと 
  思う、但しそれは他領域と異なる特性ではない。むしろ共通要素であろう。 
イ、相談に応じ考える過程を含めるなら単なる技術提供では地域看護とは言えない。 
(地･実務) 
イ、対象をよりよい状態にしておくための 1 つのステップとして当然あるし実際に行って
来た。 
イ、問題解決のために必要な作業である。 
イ、問題を見極めていくものには必須であると思う(血圧、脈、顔色など) 
イ、地域の慣習、その人自身の生活に合ったケアの提供は病院内(施設内)ケア提供には 
  限界がある。地域看護で担う要素と思うが行政が提供する分野は狭くなり、民間や 
  NPO によるケアの提供が多いと思う。 
イ、公衆衛生看護の原点を思いこれまで大いに実施して来た。 
イ、地域看護では、個人への看護を基盤としているので妥当な要素である。 
イ、要素１隙間を埋めるものとの関連で他の制度が利用できるまでは直接の看護ケア 
  をすることがある。 
イ、保健師は直接ケアを通して問題を発見したり隙間を埋めたり、問題の背景にあるもの
を見たりする特性がある。（その地域の看護資源がどれだけ充足しているかで） 
  直接ケアが問題の把握に繋がり地域にどれだけの社会資源が必要かを判断し、更に 
  充実させる仕組みをつくらなければ単なる個別提供になってしまい保健師の特性要素 
  とは言えない。 
イ、ケアを指導･教育することでその人の家族が自立した生活を行えるよう援助していくこ
とも保健師の役割。服薬(精神科)中の患者のバイタルサインを計測する。 
イ、看護職として直接的なサービス提供は基本的役割として当然担うべき役割と考える。 
ロ、近年保健師自らが直接の看護ケアを実施する機会は少なくなっている。しかし、保健
師の個別訪問＋個別アセスメント＋直接ケアは業務のコアであると考えている。 
ロ、看護として不可欠なもの 
ロ、事例によって適切な人へのバトンタッチと自分自身の質的向上、統合化必要。 
ロ、看護実践力は常に磨いておく必要がある必要時の研修。 
ロ、単なる個別アプローチというより、ニーズの把握と現状の分析が必要だと考える。 
ハ、最近少なくなって来ている． 
ハ、現実はそのような時間がとれなくなっている、自分が直接ケアをしなくてもサービス 
  システムの活用をコーデネイトして支援することが多い。 
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⑩ a~i 要素以外のコメント 
（大･研） 
・ 全体を視野に入れて現状をモニターする(問題がある、なし、判明していなくても) 
・ 支援を求めない、拒否する人も含め全ての人々にかかわることを前提とする。 
・ 他の技術職のより“より自律的”であること。 
・ 公共性(多くの人々のため、多くの人々と行うため)を高めるもの。 
・ 公衆衛生看護、産業看護、学校看護、在宅看護を含めた広義の意味。 
・ 何の統合化、総合化か。 
・ システム化、サービス支援機能の定着。 
・ 創造するもの(組織、グループ、資源を生み出す)。 
・ 要素と特性は異なる。臨床にない特性を印すべきであったか、その場合異なる 
共通の間で尺度が作られていると答えやすかった。 
・ 行政、産業、在宅、学校と幅が広い。回答が異なる。 
・ 創り出す、組織化する(制度、手当て、自主グループ活動など) 
・ 看護における地域看護の特性の表現 
・ 地域における看護「在宅看護、公衆衛生看護」ととらえ、各々に基本要素がある。 
 
（地･実務） 
･ 仲裁～グループ内(家族関係でも嫁、姑、夫婦、親子)に力関係の変化が生じた場合、喧 
嘩（他の人の出現や問題発生のため） 
・ 情報保持、ストーカー的行為を受けた。何か事件に至るようなことがあった場合の相談
を受けた証人として依頼される 
・ 施策化、評価 
・ １～９はお互いにオーバーラップし合うものであり、そうして効果が相乗的に上がる。 
・ どれだけ地域での生活状況を知っているかが特性発揮の鍵になる。 
・ 看護のライセンスと、地域(現場)のキャリアが伴わなければ実現しない内容だ。 
・ 要素ではなく、特性を発揮するために必要なものの方が研究テーマとしてよい。 
・ 要素だけ一人歩きしても現場では通用しない。期待されているところ、やるべきとこ
ろが見えないでいることが多くなっている。探究心、高いアンテナ、実行力がある専 
門職になるために必要なものが今の重要課題。 
・ 最近、保健師業務は調整機能を果たすことが多い。 
・ 実践の科学といわれる力量をつける 
・ 求められているものがわかりにくかった。地域全体への働きかけが見えない(個中心で) 
・ 要素のイメージがつかみにくかったが項目設定理由を読んで理解できた。 
・ 時代背景、在職環境によりイメージするものが違うか。どのような環境で働くことにな
っても地域看護の特性をイメージできるキーワードが定着すればすばらしい。 
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・ ケアーマネージメント的役割 
・ 地区担当割、地域の健康問題を意識することで地域看護の視点が出る。 
・ 施策化 
・ 地域保健行政の分野でスタッフ、福祉分野では施策づくりを担っている、要素９の 
総合･統合化に含まれるのか。 
･ 働く場(生活の場)が特性要素 
・ 介護保険の介護支援専門員の仕事と重複する部分があり、その区別、分担を考えてはと 
思う。 
・ 生活背景を踏まえ、健康課題を明らかにし、解決に向けていろいろな手段を駆使してい
くこと。 
・ 健康問題の改善、解決に向けて支援する。 
・ 健康問題は生活のカナリア。社会生活の変化や環境から発生する軋む音としての地域の 
健康問題を担当する保健師がいち早く気づく。 
･ 施設サービスを利用する人が増加、その人が地域から切り離された生活にならないよう 
  に施設入所者が日中は地域に借りた家ですごし、夜は施設に帰る取り組みが始まってい
る。 
・ 集団化･組織化 
・ 個人の健康管理能力向上、地域の仲間づくり、地域づくりへと発展していく要素となる。 
・ 要素の判断は、業務全体でなく、現在の業務を中心に考えているため偏りがある。 
・ それぞれ大切な要素だと思うが、今の時代にこの表現が合っているか。 
・ 生活の本拠地で 
・ 保健師は、公衆衛生看護を念願におき実践している。地域看護では現在、保健師だけが
行っているのではない。保健師として、公衆衛生看護者としてどう思うかと問われると 
一寸別の答えになったかも知れない。 
･ 地域看護＝公衆衛生看護ととらえてよいのか。     
・ その人の生活を把握する中から出発する。生活把握をしやすい所で活動できる優位性が
ある。 
・ 資源を生み出す、又は開発するもの(地域で子育てサークル、介護予防の集まり、まち
づくり) 
・ アメーバー的間隙質 
・ ファージ（Fuzzy System） 
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  資料５、４ 調査依頼文 
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資料７、２ 諸外国の保健師教育と免許制度
 
 図１ イングランドにおける新国民保健事業（1974）の機構
鏡森定信：世界の公衆衛生、英国（その２）公衆衛生情報 5, 30, 1980
図２ 韓国における看護師教育制度
高井純子他：石川看護学雑誌 3, 28, 2005 
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